


 



ま え が き 

 

正社員になることが難しい 30 歳代の派遣労働者が多数存在すること、パートタイム労

働者のうち週 35 時間以上のフルタイム型のパートタイム労働者が３分の１いること、こ

れらの非正規雇用者のほとんどは時間給であり、年齢や勤続に関係なくその賃金水準は

正社員に比べて目立って低いこと、派遣労働者や契約社員の４割前後が正社員になりた

いと希望しているがその可能性は必ずしも高くないことなど、いま日本の非正規雇用者

は多くの問題を抱えている。そしてこれに追い打ちをかけるように、経済危機後の景気

後退に伴う激しい雇用調整の津波が非正規雇用者を襲ったことは記憶に新しい。非正規

雇用という就業形態が持つ潜在的なリスクが露呈し、雇用問題の垣根を飛び越え大きな

社会問題となった。 

 こうした現状をいかに改革していくべきかについて検討するためには、同様の問題を

抱える諸外国の事例および政策対応が参考となる。非正規雇用の実態を明らかにするた

めには、諸外国と日本との異同を踏まえ、日本の現状を的確に評価する必要がある。当

機構では、これらの状況を明らかにするため欧米各国の専門家の協力を得て実態調査を

行った。 

本資料は、欧米諸国（ドイツ、フランス、イギリス、アメリカ）における非正規雇用

の現状と課題を明らかにしたものである。報告書は、非正規雇用が抱える問題はわが国

だけの特異な問題ではないことを示している。 

本資料が、わが国の非正規雇用をめぐるさまざまな議論の参考となれば幸いである。 
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序章 調査研究の概要 

 

１．調査研究の趣旨 

 非正規雇用とはいかなるものであろうか。わが国でこの問題が語られるとき、それは

賃金格差の問題であり、昇進の遅れの問題であり、教育訓練機会の問題であるなど、ネ

ガティブな側面を捉えてのことが多い。非正規雇用に属するさまざまな雇用形態の多く

は、本来労働市場柔軟化の要請に沿って生まれてきたものであろうが、労働市場の中で

その存在感を増すにつれ、正規と非正規間に横たわる溝は埋められないまま、さまざま

な問題が顕在化してきた。  

 一方欧州では正規＝非正規間の均等処遇が法制化され、同一の労働を行う同等の労働

者に対しては、均等な処遇を行うことが義務付けられている。つまり正規＝非正規間の

間に溝は存在しないことになっているわけだが、本当にそうだろうか。欧州でもやはり

非正規雇用の労働条件は依然として正規雇用に対して低い、というのがよく聞かれると

ころである。これは非正規雇用が多く存在するアメリカにおいても同様だ。今般の経済

危機に際しても、欧米の企業はわが国と同様、主に非正規労働者の削減による人員調整

を盛んに行ったという。もし法律によって均等処遇が実現されているとすれば、こうい

った企業における対応はどのようにして可能なのか。各国のこうした実態は、わが国か

らは見えにくい側面である。日本と諸外国を比較する際には、両者における定義の違い、

比較対象の違いが存在することから、それらを念頭に実態を正確に把握する必要がある。 

そこで、ドイツ、イギリス、フランス、アメリカの欧米主要４カ国を対象に、非正規

雇用をめぐる全体的な状況と、これを背景として、企業がどのように非正規雇用を活用

しているか、そこには処遇や雇用の安定などの側面でどのような問題が生じているか、

といった状況を把握することを目的として実態調査を行った。  

 

２．調査の方法 

調査は、各国の労働研究者に調査研究の実施と報告論文の執筆を依頼し、各国から提

出された報告論文をとりまとめるという手法を用いた1。各国に依頼した調査内容は以下

のとおりである。統計指標等を通じたマクロの動向と、これに対応した企業における非

正規雇用の利用の状況を網羅的に把握することを主眼に、必要に応じて現地企業に対す

るヒアリング調査の実施を依頼した。  

 

                                                  
1【ドイツ】Dr. Hartmut Seifert（ハンスベックラー財団経済社会研究所顧問）、【フランス】Dr. François 

Michon（国立科学研究センター上席研究員）、【イギリス】Dr. Gary Slater（ブラッドフォード大学上級

講師・雇用関係イノベーション・変革センター）、Dr. Chris Forde（リーズ大学上級講師・雇用関係イノ

ベーション・変革センター）、【アメリカ】Dr. Abel Valenzuela Jr. （カリフォルニア大学ロサンゼルス校

教授・都市貧困研究センター所長） 
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・非正規雇用の定義、就労分野など  

・非正規雇用増減の理由  

・希望か不本意か  

・正社員化のシナリオ  

・均衡処遇の実態  

・雇用の安定  

・経済危機に伴う雇用調整と非正規雇用者  

・社会的・政策的課題としての非正規雇用  

 

 各国の研究者からは、それぞれの母国語により論文を提出いただき、それを日本語に

翻訳した上で、第１章から第４章までに掲載した。  

 なお、第５章（補章）として、当機構の平田主任研究員が文献サーベイによりまとめ

た欧米における非正規雇用の動向に関する論文を併せて収録している。  

 

３．各国報告の概要 

 各国からの報告論文は概ね依頼した調査項目に沿って構成されており、複数の視点か

ら非正規雇用の実態を解明しようと試みている。非正規雇用に含まれる各形態の定義に

ついては各国間で差異が見られるものの、いわゆる正規雇用に対立するネガティブな概

念としての非正規雇用はどの国にも存在し、正規ではないがゆえの問題が発生している。

各国の報告論文には少なからず日本とも共通と思われる問題が含まれており、法的枠組

みとしては全労働者に均等な待遇が保障されているはずの欧州においても、実態はそれ

ほど単純ではないことを示唆している。日本と共通する問題、日本への示唆については

本章「４．日本への示唆―４つのレポートを読んで―」で言及することとし、ここでは

各国報告論文の要旨を紹介する。  

 

（１）非正規雇用の定義・就労分野など 

 非正規雇用の定義については、各国とも正規雇用（フルタイムかつパーマネントの雇

用）ではない全ての働き方として非正規雇用を定義する点で共通しているが、区分方法

や具体的な内容は異なる。統計上の区分から慣習的な内容のものまで多様であるが、大

きくは以下の通り整理することができる（第序-１図参照）。  

 

- 2 -



3 

第序-１図 各国の非正規雇用の諸形態 

【ドイツ】

非正規雇用

僅少雇用

パートタイム労働

有期雇用

派遣労働

新自営業

【フランス】

非正規雇用＝特殊形態雇用 派遣労働

見習い契約

有期雇用契約

パートタイム労働(無期・有期含む)

非賃金労働

テンポラリー雇用(常用雇用に対する)

パートタイム労働 (フルタイム労働に対する)

自営業者 (雇用者に対する)

非
正
規
雇
用

有期雇用

派遣労働

臨時・季節労働

【イギリス】

【アメリカ】

非正規雇用 コンティンジェント労働

その他（標準パートなど）

派遣労働

日雇労働

業務請負

独立業務請負  

 

【ドイツ】 

ドイツは非正規雇用者を大きく、「僅少雇用」、「パートタイム労働」、「有期雇用」、「派

遣労働」、「新自営業」の５類型に分類する。 

「僅少雇用」とは月収400ユーロ以下のミニジョブを指す。社会法典(SGB)第Ⅳ編で規

定されている。就業者は税金及び社会保険料を払う必要がなく、使用者には30％の納付

金が課される。本来は長期失業者向けに企図された就労分野であるが、利用者に学生・

主婦等が多いことから、本来の長期失業者を第１労働市場に統合する効果は小さいとの

指摘もある。  

「パートタイム労働」は「パートタイム労働・有期雇用契約法」で規定される。規則

的な週労働時間が、各当該賃金協約が定める週労働時間をフルタイムで働く労働者の週

労働時間より短いものをいう2。５分の４が女性でサービス部門に多い。  

                                                  
2 週労働時間 35 時間を境とするが、境界線は曖昧。例えば連邦統計局は週 20 時間以下と定義している。

因みに OECD は 35 時間未満の労働と定義している。 
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「有期雇用」も「パートタイム労働・有期雇用契約法」で規定されており、雇用契約

が特定の期間に限定されている雇用を指す。原則として期間の限定には客観的事由を伴

う。客観事由とは、①会社の労働需要が単に一時的、②職業教育または学業に続く労働

者の次のステージへの移行を容易にする目的での期間の限定、③労働者が他の労働者の

代理を務める場合、④作業の性格上有期雇用が正当化される場合、⑤試用目的による期

間の限定、⑥労働者個人に関わる理由から期間を限定、⑦労働者の報酬が家計から支払

われる場合―である。なお、客観的事由のない雇用契約は２年まで認められ（53歳以上

特別の条件下で５年）、３回まで更新可能。社会的サービス分野（教育、講座、健康、社

会）及び行政分野に多く、製造業では少ない。  

「派遣労働」は「労働者派遣法」で規定されている。派遣期間は当初３カ月に限定さ

れていたが、2004年に撤廃された。主要分野は製造業で４分の３が男性、全体の約半数

が補助作業員である。建設業では制限されている。雇用期間は短期のものが多い。  

「新自営業」とは、契約形態は雇用ではないものの実態的に従属労働と同等のものと

して「非正規雇用」の中に入れようとされているものであり、ハルツ法改革により強化

されたと報告されている。しかし従属的雇用と自営業（疑似自営業）の境界は曖昧である。 

 

【フランス】 

英語の「非正規雇用（non-regular employment）」に該当するフランス語の表現としては

「非典型雇用（emplois atypiques）」と「特殊形態雇用（formes particulières d’emploi）」（FPE）

がある。フランス語におけるこの表現は、一定の雇用関係がフランスの労働法典で契約

規範としている雇用関係、すなわち無期契約のフルタイム賃金労働とはいずれも異なる

ことを意味する。しかし、FPEがフランスにおける労働一般法の規制を受けないというこ

とではない。FPEは一般法の適用除外に過ぎず、適用除外自体は、特別法規措置に属し法

律の規制を受ける。特殊形態雇用は一般的に「派遣労働」、「見習い契約」、「有期労働契約

（支援付き雇用含む）」、「パートタイム労働（無期・有期問わず）」、「非賃金労働」に区

分される。  

「派遣労働」は労働者派遣企業と締結する派遣労働契約に基づいて、派遣労働者によ

り提供される三者間の労働契約である。人材派遣業が誕生したのは労働力不足を背景と

した1950年代。当初は秘書職を求める女性が多かったが、現在は自動車、農産物加工、

建設業等で就業する男性がほとんどで、ブルーカラーが大半を占める。  

「見習い契約」の対象は16歳～25歳の若年者。使用者に助成金が支給される期限付き

の労働契約であるが、有期契約の「支援付き」雇用とは区別されている。  

「有期労働契約」は期間を限定した労働契約であり、大量の「支援付き」雇用（若年労

働者の市場参入を促進）を含む。契約期間は原則として18カ月。対象は、①病気・妊娠

による代理労働、②企業の需要が一時的に増大した場合、③季節的雇用（ワイン等農業）
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など。サービス業など第三次産業及び農業に多いが、公共部門でも利用されている。  

「パートタイム労働（無期・有期問わず）」は労働時間が法定労働時間（協定時間が法

定時間より短い場合は協定時間）未満のすべての雇用をパートタイム労働とみなす。た

だし有期契約に基づくものでない。女性が87％占め、サービス業に多く従事する。ホワ

イトカラーが中心で中間職が多い。  

「非賃金労働」は全体の約１割を占め、存在感を増している。請負、業務委託、自営

業などが含まれるが、賃金労働と非賃金労働が混在しており、失業保険が適用されない

など雇用保護の観点から問題視されている。  

 

【イギリス】 

イギリスは、常用・フルタイムの契約を前提とする正規雇用の反対語としての非正規

雇用を大きく３つのカテゴリーに分けている。すなわち、常用雇用に対する「テンポラ

リー雇用」（有期、派遣、臨時・季節労働を含む）、フルタイム雇用に対する「パートタ

イム雇用」、雇用者に対する「自営業者」である。このうち、「テンポラリー雇用」につ

いては「有期雇用」、「派遣労働」、「臨時・季節労働」の３種類に分類される。  

「有期雇用」は専門職従事者の比率が高く、高資格者の割合が多い。主な就労分野は

教育、医療分野の従事者などである。「派遣」、「臨時・季節労働」に比して年齢が高いの

が特徴。なお、テンポラリー雇用のいずれについても男女比はほぼ同数である。  

「派遣労働」は平均年齢が若く30歳以下の比率が高い。主な就労分野は不動産・事業

サービス、製造業、医療業など。また最近入国した移民が多い傾向にあり、特にEU新規

加盟国からの移民が多くを占める。  

「臨時・季節労働」も比較的年齢の若い労働者で構成される。主な就労分野は卸売・

小売、ホテル・飲食店など。年齢（フルタイム教育受講者が多い）を反映して、資格水

準は低い傾向にある。  

 

【アメリカ】 

アメリカの非正規雇用の中心をなすのは「コンティンジェント労働(contingent work)」

と呼ばれるカテゴリーである。米国労働統計局(BLS)はこのカテゴリーをさらに「派遣

労働」、「日雇い労働」、「請負会社の労働者」、「独立業務請負（個人の業務請負）」の４つ

に分類する。  

「派遣労働」は、人材派遣会社を通じて企業に派遣される形態。不法滞在者、最近移

住した者、教育レベルの低い者や、女性、ホームレスなど立場の弱い者が、最低賃金レ

ベルの現場労働に従事するケースが多い。  

「日雇い労働」は、必要に応じてのみ労働を求められる、または事業主が当日の労働

を確保するために車で迎えに行く場所で待機して仕事を得る形態。典型的な例は、代理
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教師、建設労働者など。不法滞在者が従事することが多く、低賃金、賃金不払い、虐待、

現場での置き去り、その他様々な形で不当な扱いを受けることが多い。  

「業務請負（契約会社社員の業務請負）」は、契約に基づき、他社にサービスを提供す

る会社で働く形態である。  

「独立業務請負（個人の業務請負）」は、自身の顧客を得ており、商品またはサービス

を提供し、他の労働者を当該商品またはサービスに取り組ませる形態（メード、育児サ

ービス提供者、経営コンサルタントなど）で、他のコンティンジェント労働従事者に比

して、学歴・収入の水準が高い傾向にある。  

 

（２）非正規雇用の推移 

 各国ともに共通して見られるのが、非正規雇用全体における雇用者数の持続的増加傾

向であることは間違いない。ドイツでは 1990 年代初頭以降、非正規雇用の全形態で増加

が見られ、フランスは 1985 年から 2005 年までの 20 年間で非正規雇用に相当する特殊雇

用形態が急激に増加し、イギリスは 1980 年代および 1990 年代にマクロ経済を襲った嵐

のような状況とそれに対応した政策により労働市場の輪郭が激変、つまり 1980 年代から

の 30 年間で正規雇用の占める割合は相対的に低下した。アメリカもまた、米国史上最も

多い過去 30 年間の移民、グローバリゼーションと地域経済の再編成等が寄与し、フレキ

シブルな形態を求めるユニークな労働市場が構築され、非正規雇用が増加している。す

なわち過去 20～30 年の間にどの国も一様に非正規雇用が増加したのである。しかしなが

ら非正規雇用全体の増加を指摘するだけでは労働市場の変化の実態を把握することはで

きず、従って政策対応上も意味をなさない。イギリスの報告論文は、「正規雇用と非正規

雇用のバランスの変化が中心的な関心事」であるとし、「幅広い領域における変化が、より

個別的な労働の組織と雇用における変化の背景となり、仕事の不安定性、仕事の質、あ

るいはより一般的な労働の未来に関する学術的、政策的な議論を方向付けてきた（Nolan 

and Slater 2010）」と述べている。  

非正規雇用拡大の大きな部分を占めるのはパートタイム雇用の長期的な増加である。

パートタイム雇用については、アメリカの報告論文が指摘するように「パートタイム」

という言葉だけでも国によって異なるため狭義の定義には向かず、各国の比較が難しい。

しかしながらどの定義をとったとしても、長期的スパンでの拡大傾向は各国共通のもの

である。ドイツでは全就業者の 26％（2008 年）を占めるまでに至り、イギリスでも 26％

（2009 年）、フランスで 17％（2008 年）、アメリカは定義の違いからさまざまな数値が混

在するが労働力の４分の１を占める非正規雇用者の 80％という表現から推定すると約

20％がパートタイム雇用者と考えられる。つまりパートタイム雇用は現在各国の就業人

口のほぼ２～３割を占めており、過去 20～30 年の間に一貫して増加してきた。これは非

正規雇用の拡大と軌を一にするものである。  

- 6 -



7 

一方、有期、派遣、臨時雇用などの一時的な形態の非正規雇用は、景気変動や法制度

などの影響を受けて増減するところが大きく、必ずしも長期的な傾向として増加してい

るとはいえない。ただし個別には、例えば派遣労働者が各国とも緩やかに増加している

など、共通の傾向もみられる。派遣労働の市場におけるシェアは、ドイツで約 2.3％（2008

年）、フランスで 2.1％（2008 年）と全就業者に占める割合はそれほど多くないものの、

どの国でも最近存在感を増している。  

また、例えばドイツの僅少労働のように、法改正を伴う明確な労働市場政策として登

場し、市場における割合を飛躍的に伸ばしている雇用形態の推移については注意を要す

る。景気循環以外の要素がこうした形態には強く影響している可能性があり、その副作

用（例えば社会保障費の増大という側面）についても目を向ける必要がある。  

 

（３）非正規雇用増加の理由 

 非正規労働者の増加について、各国で共通する理由を拾ってみるといくつかの傾向が

浮かび上がる。  

 第一に、労働市場の変化。グローバリゼーションによる市場競争の激化が労働市場の

構造変化を促したという理由である。ドイツは、厳しい解雇規制を逃れるため柔軟な形

態の雇用を企業が確保したためとし、フランスはグローバル化が規範の拘束力の弱い特

殊形態雇用を増加させたと結論づけている。イギリスも企業による技術革新・市場競争

の激化への対応を理由の筆頭にあげ、アメリカもグローバルな価格競争、経済成長の不

振などが主な原因としている。つまりグローバル化が非正規雇用という形態の雇用を増

加させたことについては各国とも異論がないようだ。  

 第二に女性の就業参加。選好するしないにかかわらず女性が非正規雇用に占める割合

はどの国でも多い。すなわち、ほとんどの国で女性の就業率の上昇は非正規雇用が拡大

することを意味する。ドイツはフルタイム雇用が不足するゆえ女性がパートタイム雇用

の選択を余儀なくされ、イギリス・フランスでも女性の労働市場参加が進んだ結果、立

場の弱い労働者が増えたと指摘する。一方、アメリカは女性の就業が家事の外部化を呼

びこれが非正規雇用を増加させる一因となったと分析している。  

 第三に規制緩和の推進があげられる。ドイツ・フランスにおいては伝統的に労働市場

が厚い解雇規制に守られてきたため、これを緩める施策が非正規雇用の拡大につながっ

たとする。対してイギリスは法規制より団体交渉を重視するという伝統的なシステムに

より、雇用法制による保護は弱いものであったが、わずかながら存在した保護制度も 1980

年代および 1990 年代前半の保守党政権によりさらに弱体化された。このように、柔軟化

路線は 1980 年代末以降欧州の各国政府によって推進されてきたものであるが、例えばド

イツの報告論文は、大量失業の原因が第一に労働市場の硬直性にあるというそもそもの

見解自体に疑問を投げかけている。しかし現実にはこの路線は多くの国で支持されてき
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たわけであり、結果非正規雇用の拡大を生んだという説も概ね受入れられているようで

ある。  

 第四にこれはドイツ・フランスに見られる状況であるが、政府による最低生活保障的

な色彩の強い雇用政策が非正規雇用を拡大させたという理由である。ドイツにおいては

ハルツ改革によって導入された僅少雇用がこれに当たる。長期失業者を救済するという

本来の趣旨に反し、学生・主婦等が 400 ユーロベースでスーパーのレジで数時間働くな

ど時間的柔軟性を満たす僅少雇用が増加したという実態が報告されている。またフラン

スも、失業対策の一環として生み出された「支援付き雇用」（若年の労働市場参入を支援）

が、助成を受けたい企業が多く利用し非正規雇用の増加につながったと指摘している。  

 第五が移民の増加。移民として受け入れられた労働者は非正規雇用に就く率が高いこ

とは欧米諸国に共通して見られる現象である。アメリカは、非正規雇用者の多くが移民、

マイノリティー、女性であり、その多くがコンティンジェント雇用の一形態である日雇

い雇用もしくはインフォーマル雇用として働いていると報告している。  

 

（４）希望か不本意か 

 非正規雇用者が非正規の働き方を自発的に選択しているか否かについては、パートタ

イム雇用者についてのみ比較可能な情報が提供されている。これによれば、各国とも「フ

ルタイムの仕事が見つからないため」との非自発的な理由による割合は小さく、家事・

育児や自由時間、あるいは訓練への参加などを理由とするパートタイム雇用者が大半を

占めていると見られる。イギリスは 2009 年のデータにより、「パートタイム雇用者の 68％

がフルタイムの仕事を希望しなかったと回答。それに対しフルタイムの仕事が見つから

なかったと回答したのは 14％に過ぎない」という事実をあげた上で、「しかしながらこの

ことが、労働者がパートタイム雇用を『選択している』ことをそのまま示すと考えるわ

けにはいかない」と指摘している。「フルタイムの仕事とパートタイムの仕事が硬直的に

設計されているため、再就職する女性はパートタイム雇用を選択せざるを得ない」とい

う主張などから、「パートタイム雇用を選択することは、しばしば制約された選択」とす

る分析は他の国にも見られる。  

 

（５）非正規雇用から正規雇用への移行状況 

 非正規から正規雇用への移行については限定的とする報告が大半を占める。ドイツは、

「パートタイム雇用および僅少雇用からの正規雇用への移行は最も少なく（17％、９％）、

派遣労働から正規雇用への移行は比較的多い（34％）、しかし最も多いのは正規から正規

への移行（65％）」というデータを紹介し、実際には異なる形態間の移行が困難であるこ

とを示している。特に僅少雇用については、そもそもの政策目的が長期失業者等に職業

訓練を提供し社会保険加入義務のある正規の労働市場に統合することであることから、
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移行の率が極めて低水準にとどまっていることは政策評価上の問題としても指摘されて

いる。  

またイギリスは、テンポラリー雇用者がそれ以外の仕事に就ける可能性が低いという

データから、「テンポラリー雇用の仕事は、少なくとも常用雇用の『仲立ち』になったのと

同じくらい多くの労働者にとって、『わな』になっている」と表現している。  

 

（６）均等処遇の実態 

 EU の均等待遇原則は、フルタイムであれパートタイムであれ、常用雇用であれ有期雇

用であれ、派遣先企業の労働者であれ派遣労働者であれ、同一の職場で同一の仕事をす

る労働者は基本的労働条件について差別されてはならないというものである。日本には

まだこの「同一労働同一賃金原則」が確立されていないために、正規、非正規間におけ

る労働条件の格差が基本的問題としてしばしば議論される。その場合比較されるのが欧

州の非正規雇用であるわけだが、前提となる欧州の均等待遇の実態を検証しておく必要

がある。  

 ドイツは賃金格差、雇用安定性、職業訓練の機会という点に着目し、非正規雇用が正

規雇用と比してどの位不安定リスクを抱えているかを検証しようと試みた。まず賃金格

差については、複数の異なるデータから非正規雇用が正規雇用より劣っているという広

範囲の一致が見られたとしている。特に目立っているのが僅少雇用における低賃金であ

り、派遣労働についてはこの差は顕著ではなく、有期雇用やパートタイム雇用も正規雇

用と同等ではなかった。ドイツの場合、低賃金閾値（西部ドイツで 9.45 ユーロ）を使用

し、これを下回る就業者の割合で格差を分析した。つまり値が高いほど格差は大きい。

最も高い値は有期僅少雇用の 64.5％で、無期僅少雇用の 54.4％がこれに続く。その後派

遣労働 44.1％、有期パートタイム 31.4％、有期フルタイム 29.2％、無期パートタイム 23.2％

の順となっている。また派遣労働の場合には形式的には「均等待遇(equal treatment)」が

成り立っているが、実際には派遣労働者の大半が関連賃金協定に拘束される事業会社で

働いており、協約の拘束力が使用者を同一扱いから解放しているといい、実態として均

等待遇が保障されているわけではないことを示唆している。また、教育訓練の機会に関

しては、有期雇用ではそれほど有意な格差は出ていないものの、派遣労働および僅少雇

用では正規雇用と比して社内講座への参加率は著しく低くなっていると報告している。  

イギリスは非正規雇用の賃金が正規雇用の賃金より低いことは広く知られたことと前

置きした上で、しかし実際のデータからそれを実証できるかという疑問を呈し検証を試

みている。まず、正規雇用と非正規雇用の賃金水準を比較した（第序-１表）。常用雇用

者と派遣労働者の時給の差は 3.67 ポンド（32％マイナス）、男性ではさらに格差が開き

5.22 ポンド（41％マイナス）という結果がでている。しかし絶対的な賃金水準のみを比

較しても格差の実態は把握できないことから、さらに資格、年齢、勤続期間、職種、業
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種などに起因する差異を考慮した再分析を行っている。結果は第序-２表の通り。予想さ

れる通り全体的に格差は縮小するが、常用雇用と有期雇用の格差はそれほど顕著ではな

いものの、派遣で 10％、その他のテンポラリー雇用ではマイナス 12.9％という結果が出

ており、労働者の個々の特徴に起因する差異を考慮に入れても依然格差が存在すること

を証明している。また、教育訓練の機会に関しても、常用雇用者 28.5％に対して派遣労

働者は 17.1％と顕著に低い。  

 

第序-１表 常用・テンポラリー雇用者の時給（イギリス、2007 年） 

（ポンド）   

 計  男性  女性  

常用   11.47 12.70 10.15 

派遣   7.80 7.49  8.26 

有期   11.44 12.64  10.48 

季節・臨時   6.42 6.86  6.06 

その他のテンポラリー雇用  8.80 8.74  8.85 

出典：Forde et al.（2008）より抜粋  

 

第序-２表 労働者の属性調整後の格差（イギリス 2007 年） 

（％）   

 計  男性  女性  

派遣    -10.0 -12.4   -5.5 

有期    -3.3 -4.4   -2.4 

季節・臨時    -6.9 -2.6   -11.4 

その他のテンポラリー雇用   -12.9 -16.2   -10.9 

出典：Forde et al.（2008）より抜粋  

 

（７）雇用の安定 

 雇用の安定性についても非正規雇用が正規雇用に比して不安定であるとする記述は各

国に見られる。フランスは、「派遣職員のような有期契約については、契約期間は法律に

より制限されている（９～24 カ月で１回限り更新可能）。使用者は当然のことながらこれ

を更新する義務はない」とし、従って「期限付き労働者の保護は、有期契約期間中の契

約の破棄は無期契約の場合より難しいという程度に過ぎない」と非正規雇用が不安定な

立場に置かれていることを報告している。また使用者が任意に有期契約を無期契約に転

換することが可能なことから、「有期雇用が無期雇用への唯一の入口である以上、有期雇
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用に対抗する労働組合には困惑がある」とも指摘している。  

 イギリスは事例調査から非正規雇用者の契約期間を追い、実態を浮かび上がらせた。

まず食品 B 社の事例から、「B 社が利用している非正規契約はテンポラリー雇用のみ。こ

れらの従業員は、３カ月のテンポラリー契約にもとづいて雇用されている。この契約の

労働者は、契約期間終了後、試用期間の成績が満足なものであれば、常用に切り替えら

れる。テンポラリー契約は更新されない。同社は、この３カ月の契約期間後に常用雇用

の従業員として適切か不適切かを決定する。同社は過去には派遣労働者も利用していた。

派遣労働者は、一時的な需要のピークに対応するため、数日あるいは数週間といった極

めて短期の契約で利用されていた。これらの派遣契約は一般的には更新されなかった」

と報告、派遣契約がより不安定な就労形態であることが窺える。また自動車 A 社の事例

として、「非正規雇用者はほとんどが派遣契約による労働者である。これらの派遣契約の

期間は、短期（１年以下－このような契約にもとづく労働者をテンポラリー派遣と呼ぶ）

もしくは長期（常用派遣）である。興味深いのは、長期の派遣契約の場合には、一般的

に契約期間の定めが無いことである。常用派遣の勤続期間は５年以上の場合もあり、こ

れらの従業員については、常用従業員が果たすべき役割を果たしていれば、基本的に「準

常用」とみなしている」ことを紹介しており、「派遣労働者が常用の従業員が減らされて

しまった仕事（つまり本来常用従業員がすべき仕事）を担うことがあり、この場合他に

配属されることもなく、10 年以上仕事を維持することもあり得る」という人事担当者の

コメントは、契約期間が企業の随意に委ねられている以上、非正規雇用者の不安定リス

クがつきまとうことを暗示している。  

 

（８）経済危機下の非正規雇用 

 経済危機下で非正規雇用者はどのような影響を受けたのか。これは非正規の各形態が

景気循環とどのようにリンクしているかというテーマでもある。ドイツはこの点につい

て「パートタイム・僅少雇用は危機から受ける打撃が比較的少なかった」。逆に「景気の

影響を受けやすい形態は派遣労働と有期雇用」であり、「これら形態は解雇コストが小さ

いため調整弁として使われやすいと考えられる。他方僅少雇用が景気後退にもかかわら

ず増加を示していることは（2009 年、対前年比 21 万人増）、社会保険加入義務を伴わな

い雇用が増えたことを表す」と報告している。  

フランスは、「（期限付き契約や派遣契約も含めてそのすべての形態における）有期雇

用が、2008 年から 2009 年にかけての危機により甚大な影響を受けた」とし、「景気後退

は著しく、雇用の不安定化を被るのは特殊形態の雇用だけではなくなっている。企業内

部者の特徴である常用雇用も脆くなっている」 と、雇用不安はもはや非正規だけの問題

ではなく常用雇用にも拡がっていることを示した。  

イギリスは、「テンポラリー雇用者の数は、2007 年半ばに落ち込みはじめ、2008 年末
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に底を打った。しかし、その後、2009 年および 2010 年初めには、絶対数でも、雇用全体

に占める割合でも、テンポラリー雇用者数は上昇に転じている。自営業者の数は 2009 年

を通じて増加し、特に、女性の自営業者の数が急増した。フルタイム雇用を希望してい

る労働者がパートタイムで働いている不完全雇用も、今回の景気後退期に増加した」と

それぞれの形態毎の状況を報告している。   

  アメリカも、ほとんどの業種が不況の影響に見舞われ（特に金融業、小売業、自動車産

業、建築業界）、「その結果、非正規雇用が打撃を受け、事業主は、場合によっては相当

な部分において、人員を調整・削減した」との状況を示し、失業の増加に伴い、非自発

的パートタイム労働者が増加したと報告している。  

これらの報告は、形態により程度は異なるものの、非正規雇用が景気の循環に影響を

受けやすいことを明らかにしており、景気後退の期間、程度によっては、一部のカテゴ

リーに属する労働者にとって深刻な状況を招く場合もあることを示唆している。経済の

停滞が長引けば、それだけ非正規雇用の不安定リスクは増す。各国報告が明らかにして

いるように、非正規が抱える問題はわが国だけの特異な問題ではない。すなわち、これ

らの状況に欧米先進諸国がどのように対応しているのかを知ることが、わが国の対応を

探る上で重要な意味を持つ。その意味において、各国の報告論文は随所に貴重な情報を

提供しているといえよう。  

 

４．日本への示唆 －４つのレポートを読んで－ 

 今回、独仏英米の研究者から提出された非正規（非典型）雇用に関するレポートから

得られる日本へのインプリケーションのいくつかを素描して、序章の締めくくりとした

い。以下の日本への示唆は、この項の筆者（浅尾）が、日本における非正規雇用の動向

をフォローしてきた１人として、４つのレポートを読ませていただいて感得した読後感

のようなものである。これ以外にも様々な読み方があるものと思われ、以下の記述は１

つの参考として提示するにすぎない。  

 まず、４つのレポートを読む前提的構えを明示しておきたい。この項の筆者としては、

とりわけドイツに第一の注目を置きたい。第二次世界大戦の敗戦国であるとともに、工

業製品の輸出国として発展・成長してきたことなど日本と共通する部分が多いことがそ

の主な背景であるが、加えて、非正規就業をめぐる１つの重要な社会経済的要素である

伝統的な性別役割分業意識が強い（強かった？）ことも注視の要因となっている。また、

ドイツに次いでイギリスにも相当の関心を持つ。アングロ・サクソン系の経済社会的性

格を持ちながらも、それは（集団的な）労使自治への尊重をベースとしている結果であ

るという側面を持つとともに、福祉国家的要素も持つからである。ある意味で、日本は

イギリスに近似した性格的位置づけもできると考えている。さらに、近年イギリスでは、

EU 指令に対応して従来とは異なる性格の労働規制の導入がみられ、それにイギリス社会
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がどのように反応し、どのようにこなしているかについても関心が持たれる。しかしな

がら、この点については今回あまり情報がない。  

他方、フランスは、王政から共和制への移行過程でコミューン運動もあり独特の個人

主義的空気があるものの、基本的には（知識階級による）官僚制国家の性格が強く、ま

た高度な工業を持つ一方で相当の農業国でもあるといった面がある。例えば、有期労働

において農業労働が大きな要配慮領域となっていることが窺われる。また、かつての植

民地地域からの移民等の問題を抱えていることも常に念頭に置いておかなければならな

い。興味深い対象ではあるが、日本にとってトータルとしての参照国とするというより

は、個々の施策に関して参考となるべきものがないか、といった視点からみていくべき

であろう。もとよりいずれの国も大なり小なりそうであろうが、フランスは特にそうい

えると考える。  

アメリカは、政治の面はもとより社会分野の研究の面においても、共和系と民主系の

二大潮流が存在することを常に念頭に置いておかなければならない。筆者にはつまびら

かではないものの、今回のレポートは多分民主系の研究者によるものと思われる。この

ことはさておきアメリカは、“employment at will”といった言葉に代表されるように、一

部の組織労働者層を除き労使関係が高度に個別化された労働社会を持つ国であるといえ

る。したがって、「正規雇用」とか「典型雇用」とかといった類型が、他の国や日本とど

こまでパラレルかどうかから吟味する必要がある。そのこととも関連しながら、相当規

模の移民労働力が新規に流入し続けており、非正規労働の相当の部分を占めていること

も念頭に置く必要がある。また、政策面に関しては、個別化した労使関係を規制するた

めの機会均等や差別禁止といった方向での展開が中心となっている。アメリカもまた、

日本にとってトータルとしての参照国とはなりにくい国である。しかしながら、１つの

大きな「社会実験」が行われている国として常に注目する必要のある対象ではあろう。  

 

（注目する示唆的論点）  

 ４つのレポートから日本への示唆として注目される論点として、ここでは次の６つを

取り上げたい。すなわち、①「非正規雇用」ないし「非典型雇用」の定義、②「非正規

雇用」における非自発的就業、③正規・非正規間の移動、④正規・非正規間の「均等処

遇」、⑤有期契約をめぐる問題、及び⑥派遣労働をめぐる問題、の６つである。これ以外

にも今回のレポートの作成に当たって JILPT から指定したテーマがある。例えば、非正

規雇用増大の要因、経済危機と非正規雇用などである。これらは、独立の論点とせずに、

これら６つの論点の中で適宜取り上げることとする。  

 

（１）「非正規雇用」の定義について 

 「非正規雇用」ないし「非典型雇用」の定義について、独レポートでは「正規雇用に
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対する否定的概念として定義されて」いるとしているように、「正規雇用」の定義があっ

て、その否定、すなわち“正規雇用でないさまざまな形態の雇用の集合体”として定義

されている。日本もその例にもれない。  

 他の国をみても、英レポートでも「企業との契約にもとづく常用かつフルタイムの被

用者の仕事を正規雇用という。したがって、非正規雇用は、これから逸脱したもの」で

あるとされている。仏レポートでは表現がやや複雑ではあるが、「非典型雇用」の「表現

は、特定の雇用関係がフランスの労働法典で契約規範としている雇用関係、すなわち無

期契約のフルタイムの賃金労働とはかけ離れていることを強調する」ものとされている。 

 一方、米レポートは、米国で広く用いられている「コンティンジェント労働」の説明

から論が展開されており、非正規雇用に関する明確な定義的フレーズを探すのに困難を

覚える。その中で敢えて探すとすれば、正規雇用を定義したフレーズとして「労働とは

フルタイムで行われ、無制限に継続し、事業主の指示に基づいて事業主の職場で行われ

るものと一般に考えられていた『標準的な』雇用形態」を見出すことができ、それでは

ない労働を非正規雇用とされていると考えることができる。なお、「コンティンジェント

労働」については、後で触れたい。  

 

（「正規雇用」の定義に注目）  

 ここで日本への示唆として注目したいのが、「非正規雇用」の定義自体ではなく、その

ベースとなる「正規雇用」の定義である。独レポートでは、「正規雇用」の指標として次

の５つが提示されている。  

①生計を維持する所得を伴うフルタイム雇用  

②期間の定めのない雇用  

③社会保障制度への包摂  

④雇用関係と使用関係の一致  

⑤使用者の指示に対する労働者の順守義務  

 ここで、④は派遣労働のように雇用関係と指揮命令関係（＝使用関係）とが分離して

いないことを意味し、⑤は雇用関係にあっても自由業的性格の強いものを「正規雇用」

の範囲から除外する趣旨、あるいは、自営に属するものであっても雇用関係的性格を相

当持っている働き方については「非正規雇用」に含める趣旨のものであると考えられる。  

 日本における「正規雇用」の定義は、一般には、雇用期間の定めがなく（＝無期）、フ

ルタイムの所定労働時間が設定されている直接雇用の労働者であるといえる。これを独

レポートにおける定義の指標と比較したとき、上記①のうち「生計を維持する所得を伴

う」という指標、③の指標、及び⑤の指標が明示されていないということができる。日

本において正規雇用であれば、それなりの額の賃金が給与され、また、厚生年金や健康

保険、雇用保険などの社会保障制度の適用を受けるという実態にあることから、従来こ
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うした指標は必要ではなかったといえる。しかしながら近年において、「ワーキング・プ

ア」といわれる事例や社会保険の未適用問題、「偽装派遣」問題、自営形態にありながら

も特定の取引先に対する従属性のある働き方などがみられ、また、サービス残業や過労

死など「正社員」が必ずしも整備された働き方とはいえなくなって来ている面もみられ

る。こうしたことを考えたとき、必要に応じて、独レポートにおけるように「正規雇用」

の定義の厳密化・豊富化を図ることも考慮に値するであろう。  

 

（コンティンジェント労働について）  

 米レポートより、米国において「非正規雇用の大半を占めている、広く受け入れられ

ているコンティンジェント労働（contingent work）のカテゴリー」について注目したい。

米国労働統計局（BLS）の調査においてみられるこの概念について、今回のレポートを

通じて、この労働形態に関する理解を一層深めることができる。BLS のカテゴリーでは、

「派遣社員」（＝派遣労働者）、「呼び出し労働者・日雇労働者」（＝登録社員・日雇労働

者）、「契約会社の労働者」（＝請負会社社員）及び「独立業務請負人 Independent Contractors」

（＝業務請負の個人自営者）の４つがある（（）内は、日本で対応すると思われる労働形

態の類型）。  

 「コンティンジェント」とは、もともとの意義としては「偶然の」、「臨時の」、「不安

定な事態に依存した」とかの意味を持つ言葉であろうが、米レポートにおいて、その根

源的な概念設定に関するいくつかのフレーズを享受することができる。  

 例えば、コンティンジェント労働は「一時的性格との関係を特徴とするよりも、むし

ろ需要に条件付けられており、かつ『労働者と雇用主間の連結の欠如』が明白な形態で

ある点に最も特徴がある」とされる。1989 年の BLS による定義も示されており、「コン

ティンジェント労働とは、個人が長期雇用に係る明示的または暗黙の契約を締結してい

ない仕事、あるいは、所要の労働時間があらかじめ決められた方法によらずに容易に変

更され得る仕事をいう」（一部意訳）とされている。このように、コンティンジェント労

働のもっとも大きな特徴的指標は、雇用関係の不明確さにあると理解してよいであろう。 

 米レポートによれば、2005 年において総労働力の 11％程度をこうしたコンティンジェ

ント労働が占めると紹介されている。日本においてそれがどの程度になるかはデータ的

に必ずしも整備されていないが、派遣労働者（現に派遣労働に従事している場合に限る）

が 100 万人強、日雇労働者が 100 万人程度、請負会社社員及び業務請負個人自営業がそ

れぞれ 100 万人強、合計 400 万人強であるとすれば、労働力人口（6,600 万人程度）の 6％

をやや上回る程度と概算される。  

 なお、米国においてコンティンジェント労働が「非正規雇用の大半を占めている」と

の記述があったが、一方において、米レポートでは季節労働者などの有期雇用労働者や

パートタイム労働者（週 35 時間未満の直接雇用者）などが労働力の 15％程度を占めると
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も報告されている。後者は、直接雇用のいわゆる伝統的な労働形態にある非正規雇用で

あると通常は考えられる。したがって、我々の感覚における非正規雇用の範囲において

は、量的な意味でコンティンジェント労働が非正規雇用の大半を占めているとは必ずし

もいえないことは指摘しておきたい。  

 

（「パート」の定義について）  

 すでに周知のことであるが、パートの定義についても改めて確認しておきたい。ドイ

ツではパートに関する特別の法律（パートタイム労働・有期雇用契約法）があり、条文

の中で定義されている。すなわち、「規則的な週労働時間が、各当該労働協約が定める週

労働時間をフルタイムで働く労働者の週労働時間より短いもの」とされている。この定

義は、日本のパートタイム労働法の定義と同義であるといえる。フランスにおいても、

法定時間又は協約時間未満の労働時間の労働者をパートとしており、同義であるといえ

る。  

 問題は、定義においてではなく、統計調査等においてパートをとらえようとするとき

に生じる。日本においては、いわゆる呼称としての「パート」（勤め先で「パート」やそ

れに類似した呼称で呼ばれている）と週の就業時間が 35 時間未満である「パート」、そ

して主に事業所を対象とした調査で用いられる「通常の労働者よりも所定労働時間が短

い労働者」というパート労働法に沿った定義で調査された「パート」（短時間労働者）の

3 種類による実態把握が行われている。この中で近年、総務省統計局「労働力調査・詳細

集計」が四半期ごとに公表されるようになったこともあって、呼称「パート」が注目さ

れることが多い。一方、今回レポートのあった独仏英米では週 35 時間未満基準によって

パートが定義ないし分析されることが多いようである3。したがって、各レポートの日本

への示唆を読み込む場合には、日本における呼称「パート」と週 35 時間未満就業基準に

よる「パート」との差異を一応念頭に置いておく必要がある。  

 そこで、これに関する若干のデータを提示しておきたい。第序-２表は、呼称ベースの

雇用形態別に週間就業時間をみたものである（2009 年「労働力調査・詳細集計」）。呼称

「パート」についてみると、ほぼ 7 割（71.9％）が週 35 時間未満であるが、35 時間以上

も４分の１（25.8％）いるという結果になっている。さらに注目したいのは、正規の職員・

従業員においても週 35 時間未満が１割程度（10.9％）いることである。したがって、呼

称ベースでみる場合と週35時間就業基準でみる場合とでは微妙とはいい難い差異が生じ

ることも念頭においておく必要がある。その一例として、ここでは職業別構成を挙げて

おこう（第序-３表／2007 年「就業構造基本調査」）。よくいわれることに、日本のパート

は専門的・技術的職業従事者の割合が小さいということがある。呼称「パート」でみた

                                                  
3 フランスで法定の週労働時間が 35 時間とされたこともあって、今後は「30 時間未満基準」が主流にな

っていくことが見込まれている。  

- 16 -



17 

ときには、その割合は 7.7％と一桁台となっているが、週 35 時間未満でみればその割合

は 11.8％と二桁台に乗っている。後者であれば、少なくとも今回の英レポートで示され

たパートにおける専門的職業（Professional Occupations）の割合（グラフでみて 10％を下

回っている）と遜色ない値となっている。  

 
第序-２表 雇用形態と週間就業時間（万人、％） 

計 5,101 1,381 3,621
正規の職員・従業員 3,380 368 2,956
非正規の職員・従業員 1,721 1,013 665
　　　うちパート 814 585 210

計 100.0 27.1 71.0
正規の職員・従業員 100.0 10.9 87.5
非正規の職員・従業員 100.0 58.9 38.6
　　　うちパート 100.0 71.9 25.8

総数
週1～34
時間

週35時間
以上

 
        出典：「労働力調査・詳細集計」（2009 年平均）  

 
第序-３表 職業構成の呼称・週間就業時間ベース間の比較（％） 

正規の職員
・従業員

パート
週35時間
未満就業

週35時間
以上就業

年間200日
未満不規
則的就業

総数 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
専門的・技術的職業従事者 18.7 7.7 11.8 16.2 8.2
管理的職業従事者 1.3 0.0 1.2 3.2 2.0
事務従事者 23.7 23.0 22.7 20.7 11.4
販売従事者 13.4 11.3 12.6 14.1 10.7
サービス職業従事者 6.2 19.8 17.6 7.8 14.6
保安職業従事者 2.4 0.6 0.9 1.9 1.6
農林漁業作業者 1.0 1.1 3.2 2.9 18.6
運輸・通信従事者 4.3 1.1 1.9 3.7 2.0
生産工程・労務作業者 26.5 32.0 25.3 27.5 27.0

週間就業時間ベース呼称ベース

 
   出典：総務省統計局「就業構造基本調査」（平成 19 年） 

       （注）総数には、分類不能の職業が含まれる。  

 
（業務請負個人自営就業者への注視）  

 「非正規雇用」の定義に関して、今回のレポートにおいて注目されることとして、い

ずれの国も自営業者に対する言及があることがある。日本への示唆として、少なくとも

雇用者に類似した労働実態にある業務請負個人自営業者については、労働政策の面から

も何らかの対応が検討されてもよいことを示しているといえよう。  
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（２）非自発的就業としての非正規雇用について 

 パートタイム労働を中心として非正規雇用が、適当な正規雇用の機会がないことから、

働く側の非自発的な選択に基づく就業である場合が少なくないことについて、今回のレ

ポートにおいてもそれぞれ報告されている。  

 独レポートでは、「パートタイム就業者全体の 22％強はフルタイムの仕事が見つからな

かったために仕方なくこの就業形態を選んでいる。1998 年比（13％）でこの割合はほぼ

２倍になっている。明らかにパートタイム労働を緊急避難とするパートタイム就業者の

割合が増加している。これらパートタイム就業者は、本来はフルタイムの仕事を目指し

ていた。そのほか 42.4％は個人・家族の事情から、10.3％が学校・職業教育のためパー

トタイムを選んだ」と報告されている。  

 英レポートでは、「直近の 2009 年 10～12 月のデータによれば、パートタイム被用者の

68％が、フルタイムの仕事を希望しなかったと回答しており、フルタイムの仕事が見つ

からなかったと回答した労働者は 14％に留まる」とされている。ただし、「このことが、

労働者がパートタイム雇用を『選択している』ことをそのまま示すと考えるわけにはい

かない」とも指摘し、「家族の世話をしなければならない女性は、働く母親を支援する国

の政策がなければ、仕事に関する希望を実現させようと思わなくなる可能性が高い」と

いう主張や「フルタイムの仕事とパートタイムの仕事が硬直的に設計されているために、

再就職を希望する女性は、パートタイム雇用を選択することが多い」という主張を紹介

し、「パートタイム労働を選択することは、しばしば、制約された選択なのである」とし

ている。また、英レポートではテンポラリー被用者についても非自発的である割合が報

告されており、「2009 年 10 月から 12 月までの間に、回答した男性の約 39％が、常用の

仕事が見つからないのでテンポラリー雇用の仕事をしていると回答し、常用の仕事を希

望しないと回答したのは 21％であった。女性については、非自発的が 31％で、自発的が

29％であった」としている。  

 仏レポートでも、「2005 年にはパートタイム労働に就いている女性の３分の１弱が『子

供や家族の世話のために』パートタイム労働に就いていると答え、３分の１弱が『フル

タイムの仕事が見つからなかった』、残りの３分の１が主に『自由な時間をもつためや家

事をするため』と答えているが、『他の仕事をするためや学業のため、訓練を受けるため』

という答えもあり、これより少ないが『健康上の理由』もあった」とされている。なお、

これに関連して仏レポートでは、「時短労働」と「パートタイム雇用」という興味深い議

論が行われているが、ここでは指摘するにとどめ内容は本文に委ねたい。  

 米レポートでは、やや断片的ながら、「2005 年、労働統計局は、コンティンジェント労

働者の半数以上（55％）が常用の仕事を選好していると報告しており、2001 年の 40％か

ら一気に上昇している」としている。  
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（日本の状況と日本への示唆）  

 以上のような記述を受けて、日本におけるデータを確認しておこう。厚生労働省「就

業形態の多様化に関する総合実態調査」（2007 年実施）によれば、現在の就業形態を選ん

だ理由として「正社員として働ける会社がなかったから」を挙げた割合は、パートタイ

ム労働者では 12.2％と、むしろ低い方となっている。この割合が比較的高い就業形態と

しては、派遣労働者（37.3％）、契約社員（31.5％）などとなっている。パートタイム労

働者において高い割合の理由は、「自分の都合のよい時間に働けるから」（55.9％）、「家計

の補助、学費等を得たいから」（24.4％）、「家庭の事情等との両立がしやすいから」（32.0％）

などとなっている。英レポートのテンポラリー雇用者、米レポートのコンティンジェン

ト労働者において非自発的選択の割合が相対的に高かったように、非自発性の問題は、

パートよりも他の形態の非正規雇用において比重が高いといえそうである。とはいえ、

パートにおいて非自発的選択の割合が低いのは既婚女性や高齢者が多いことも影響して

おり、35 歳未満の若年パートに限ってみると、非自発選択の割合は男性で 33.9％、女性

で 22.8％と比較的高くなっていることには留意が必要である4。  

 なお、子育て期にある女性において、子育て支援のための社会的制度の不備が事実上

パート就業を余儀なくさせているという英レポートにあった論点は、再確認されてよい

であろう。  

 

（３）正規・非正規間の移動について 

 上記（２）の論点は、いわゆる外部労働市場において直接正規雇用の機会を得ること

が困難になってきていることを示すものといえる。こうした状況への対応としては、い

ったん非正規雇用として就業した上で、その職場で正規雇用へ転換する（登用される）

といったルートが考えられる。しかし、それも容易ではないことが各レポートで示され

ている。  

 独レポートでは、「非典型雇用が正規雇用への橋渡しになる確率は限られていることが

分かった。以前パートタイム就業者や僅少就業者ないし 400 ユーロ・ジョブ労働者だっ

た人が再就職で正規雇用関係の職に就く確率は最も低い。正規雇用への移行では、以前

に派遣労働者だったグループ（34％）は元非典型就業者全体のなかで最も高い確率を示

している。これに対して以前に有期就業者だったグループは確率がずっと低い。しかし

ながら突出して高い（同 65％）のは元正規雇用の人が再び正規雇用に就職する確率であ

る」としている。  

 英レポートでは、常用か一時かのデータから、「1990 年代全般を通して、テンポラリー

雇用の労働者が仕事をし続ける可能性は高まったが、引き続きテンポラリー雇用の仕事

                                                  
4 詳細は、上記の厚生労働省「多様化調査」の個票データを再分析した JILPT 労働政策研究報告書№115

「雇用の多様化の変遷Ⅱ：2003～2007」を参照されたい。 
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以外の可能性が低いということである。このデータから、テンポラリー雇用の仕事は、

少なくとも常用雇用の『仲立ち』になったのと同じくらい多くの労働者にとって、『わな』

になっている」としている。付記されている表によれば、テンポラリー雇用者の４割程

度が１年後には常用雇用に就いているというデータになっており、上記のドイツの場合

よりは比較的高いといえそうである。  

 仏レポートでは、「2003 年に民間部門で有期労働契約で働いていた労働者の４人に１人

が、１年後には無期労働契約になっていた。派遣労働者の 17.3％、支援付き契約の 13.4％

がそれぞれ１年後には無期労働契約で就労していた。しかし、2004 年に無期労働契約で

就労するようになった 2003 年失業者の 14.6％という数字と比べると、この最後の数値は

驚くほど小さいことに言及しておく」という記述とともに、「企業にとって、さまざまな

テンポラリー雇用形態は常用雇用予定者を見極めるための試用期間であることが多い。

しかし、全員がこのテストをクリアするわけではなく、現状は程遠い。Di Paola et Moullet 

(2003)は、労働市場に参入する世代、すなわち若年者にとって、テンポラリー雇用はそれ

が短期である場合常用雇用への踏切台になることを指摘している（テンポラリー雇用が

被用者の試用期間に対応する）。しかし、期間が長引き、テンポラリー契約が更新される

と、この被用者は次第にこのタイプの雇用に閉じ込められ、常用雇用に就くことができ

ない。訓練レベルが低い場合、女性である場合にはそれだけテンポラリー雇用期間は長

くなり、常用雇用に就くのは難しくなる」と報告されている。  

 アメリカは、非正規から正規雇用への転換について、他の国とは違った状況にあると

いえそうである。米レポートによれば、「非正規労働者の常用雇用への選択的転換」が使

用者の事実上の主要な戦略となっているという。事業上の必要に応じて使用者は雇用す

る形態を選択しているということであろう。ただし、いずれも事例調査結果によるもの

であり、マクロ的なデータは紹介されていない。したがって、非正規雇用者の中から適

格者を選抜する場合を別として、とりわけ正規から非正規への転換が企業内のものなの

か、あるいは正規の解雇と非正規の雇入れといった外部労働市場を通じた転換（代替？）

なのかはあまり明確ではない。さらに、アメリカのような労働市場構造の下で、少なく

とも形態転換の対象となる職域において正規・非正規の区分がどこまで意味をなしてい

るのかといった疑問が残る。  

 

（日本の状況と日本への示唆）  

 日本において、非正規から正規雇用への転換に関するデータとしては、外部労働市場

を経由した転換になるが、「労働力調査・詳細集計」において過去１年間の離職者で現在

就業者である者に関するデータがある。それによると、前職が非正規雇用者であった者

のうち現職が正規雇用者である割合は２割強（2009 年で 21.1％）となっている。前職が

「パート・アルバイト」（同 18.3％）である場合に比べて「派遣社員・その他」（28.3％）
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である場合の方が正規雇用への転換割合は高くなっている。一方、同じ企業の中で非正

規雇用から正規雇用へ転換したケースがどのくらいあるのかについては、把握が困難で

あることもあって、しっかりとしたデータがない。その中で、JILPT が非正規雇用者のキ

ャリア形成に関する研究の一環として 2008 年に実施した調査（「働くことと学ぶことに

ついての調査」）を分析した結果によると、非正規雇用から正規雇用への移行のうち企業

間移動によるものが８割弱、内部登用によるものが 2 割強であると分析されている5。こ

れを上記の「労働力調査・詳細集計」データに当てはめてみると、企業間移動によって

非正規雇用から正規雇用へ移行した人が 34 万人であるから、年間９万人程度が内部登用

により非正規雇用から正規雇用へ転換していると試算される。  

 

（法政策について）  

 欧州においては、企業内における働く人の正規・非正規間の移動が法的にも広く認め

られているとの認識が日本の一部にあるように思われる。確かに、例えばドイツにおい

て「パート・有期契約法」において関係の規定が置かれている。独レポートによれば、「使

用者は労働者に―管理職にある者でも―パートタイム労働を同法の基準に則って認める

義務がある。労働者はパートタイム労働の請求権を持つ」とされる。しかし一方、「労働

時間を再び延長することについては弱い請求権しか定めていない」のであって、「相当す

る空席がある場合は優先的に配慮する義務がある」にとどまるのである。すなわち、正

規から非正規へは容易に変わり得るが、非正規から正規への転換は法的にもそれほど容

易というわけではない。  

 

（非正規から正規への転換に際しての条件）  

 英レポートには、事例調査を通じて、正規雇用への転換に際して企業側が求める条件

に関する興味深い報告がある。ある会社（食品会社）では、「試用期間のテンポラリー従

業員は、安全衛生と食品の取り扱いについての基本導入コースを完了しなければならず、

同社の標準的業績評価を受けることを求められる」とされている。日本においても、企

業内の正社員転換制度の普及・整備が１つの大きな課題となるものと考えられるが、実

際の転換制度において企業がどのような条件を課しているのかに関する情報を整理する

必要があろう。  

 

（４）「均等処遇」について 

 日本の関係者にとってもっとも関心の高い論点の１つが正規・非正規間の賃金を中心

とする「処遇の均等」であろう。以下、各レポートから興味深いフレーズを引用してみ

                                                  
5 JILPT の小杉統括研究員の分析による。詳細は、JILPT 労働政策研究報告書№117「非正規社員のキャリ

ア形成」（2010 年）を参照されたい。 
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よう。  

 独レポートでは、「複数の、異なるデータに基づく分析には、非典型雇用が賃金の面で

正規雇用より劣っていることについて広範囲の一致が見られた」とされる。このことは、

パート、有期契約労働及び派遣労働について賃金面でも差別が禁止されている下で生じ

ている。その要因として注目される記述を挙げれば、例えば「派遣労働では、派遣就業

者の大半が関連賃金協定に拘束される事業会社で働いていることに注目すべきである。

形式的には『均等待遇』が成り立っているが、実際はそうではない。協約の拘束力が使

用者を均等待遇義務から解放しているのが実情である。」というものがある。一般の労働

者と派遣労働者とでは異なる賃金協約によって賃金が決められているということであろ

う。また、事例調査から、「派遣労働者や有期就業者には基幹労働力と同様の賃金が支払

われる。彼らはそのほか残りの全ての従業員と同様に付属する手当を受け取るが、特別

手当は支給されない。賃金水準は職業教育を修了後２年間の就業経験を積んだ労働者の

賃金に相当する」というフレーズもみられる。これは、派遣労働者や有期労働者を勤続

２年経過後の正規雇用者に相当すると（多分当該事業所の労使間で）されており、後者

と同額の基本的な賃金を受け取ることが「均等処遇」とされているということであろう。  

 英レポートでは、「多くの調査から、非正規の仕事は、正規雇用に比べて、賃金や労働

条件、および仕事の質の点で劣っていることが示唆されている」とされた上で、「賃金格

差の一部は、テンポラリー被用者と常用被用者の特徴の違い、すなわち、資格、年齢、

勤続期間、職業、業種などが理由で生じていると考えられる」ことから、これらを調整

するために統計的な分析を行い、「予想通り、派遣、季節・臨時、およびその他のテンポ

ラリー労働と常用労働の賃金格差は縮小しているが・・・明確な格差が依然として残っ

ている」ことが確認されている。その際、均等待遇法の適用対象である有期契約労働者

は、他よりも格差が小さいとの指摘も行われている。  

 仏レポートでは、「法律上、フランスにおいては取り扱いの同等性が保障されている。

とりわけ、有期雇用従業員については、法律が、同等の就労現場にあって在職期間も同

じような無期雇用従業員と比べて平等な取り扱いをすることを保障している。同等な取

り扱いが尊重されないときには、雇用者は刑事罰（科料ないし禁固）を受けることにな

る」とした上で、「現実はそれほど牧歌的なものではない」とされる。しかし、その主因

は「法律違反が行なわれるからではない。・・・＜中略＞・・・本質的な問題は第一に構

造的な影響にある。すなわち、特殊形態雇用の存在は、報酬がもっとも低くまた労働と

雇用の条件がもっとも厳しい職場でとりわけ大きい」からであるとされる。法律違反が

ないとはいえないものの、むしろ格差の主因は非正規雇用が低賃金分野で多いという実

際上の結果にあるということであろう。ところで、一部には周知のことではあるが、有

期契約の職員は「契約期間中に受けとる報酬総額の 10％に相当する不安定手当を受ける」

ことが紹介されている。  
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 米レポートには、興味深いフレーズがみられる。すなわち「同等の資格を持つ労働者

であっても、派遣社員の場合、ある管理者がいうところの『ファミリー』とはみなされ

ないため、賃金およびその他の特典－有給休暇、週労働時間のスケジュール（常用労働

者が優先される）、能力開発の機会（派遣労働者またはパートタイマーとして受ける訓練

以上の）、および当然のことながら、派遣労働者やパートタイマーには適用されない福利

厚生などの社会保険および失業保険－における格差が正当化された」。“employment at 

will”などといわれながらも、常勤の従業員は「家族」とみなして処遇するという意識が

アメリカにおいても存在し、そのことが正規・非正規間の格差を正当化しているという

ことかも知れない。  

 

（日本の状況と日本への示唆）  

 日本においても、パート賃金は高卒初任給（時給換算）に対応し、フルタイム非正規

雇用者の賃金は勤続２～３年の正規雇用者のそれに対応するといわれることがある。こ

の項の筆者が最近において厚生労働省「多様化調査」の個票データを用いて試算した結

果をみても、20 歳台の若年期においては正規・非正規間の賃金格差は同等ないしあって

も小さなものにとどまっており、年齢が高くなるほど格差が拡大する結果となっている6。

したがって、欧州各国に比べて日本の平均でみた賃金格差が相対的に大きなものである

とすれば、それは正規・非正規間の格差自体が大きい結果ではなく、正規雇用者の年齢

（ないし勤続年数）に応じた賃金カーブの傾斜が急であることの結果といえるのではな

いだろうか。  

 法政策を念頭に置いた均等・均衡政策を考えるとき、ドイツにおけるような職場の労

使による比較相当労働者の取り決めを前提としたものとするのかどうかといった点も検

討する必要がある。均等処遇規制のある有期契約労働において他の形態よりも格差が小

さくなっているというイギリスの報告は、一定の効果を示すものとして注目される。し

かしながら、そのことが派遣労働における格差の相対的な大きさと結びついていないか

という点も気になるところである。他方、均等・均衡論議とは別に、フランスのような

有期契約労働者に対する「不安定手当」の支給という施策も検討に値するのではないだ

ろうか。  

 

（５）有期契約をめぐる問題について 

 雇用形態別にみて、日本において特に関心の深いものに関する各国のレポートをみて

おこう。ここでは有期契約をめぐる問題を取り上げ、次の（６）では派遣労働に関する

問題を取り上げよう。  

                                                  
6 詳細は、JILPT 労働政策研究報告書№115「雇用の多様化の変遷Ⅱ：2003～2007」第 5 章第 3 節を参照さ

れたい。  
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 独レポートから。「雇用契約の有効期間を限定することは、それが客観的な理由により

正当化される場合に認められる。・・・・＜中略＞・・・客観的理由のない、雇用契約の

（暦上の）有効期間の限定は２年まで認められる。この２年を越えなければ、（暦上の）

有期雇用契約は最高３回まで更新が認められる」とドイツの法制度が要約されている（企

業設立時や高齢者に関する特例あり）。「2004 年 3 月には・・・20 歳未満の人の 40％弱が

有期雇用契約」であったというように若年者において有期契約が多いことも報告されている。 

 英レポートから。イギリスでは、2002 年に有期契約労働者について賃金・労働条件は

差別されないとの規制が導入された。「有期被用者については、同一雇用者との間の２回

以上の契約により勤続期間が４年に達した場合には、常用雇用を要求することができる」。

有期契約労働（テンポラリー雇用）の実態として、「常用雇用と比較すると、テンポラリ

ー雇用は熟練度の高い（専門的な）職種と熟練度の低い（初歩的な）職種の両方で極め

て多い。これは、テンポラリー雇用の業種別構成を反映したものであり、専門的なテン

ポラリー雇用の多くは公共部門（看護士、教師、ソーシャルワーカー）に集中しており、

一方、肉体労働者、清掃人、商品陳列者、警備員などの基礎的職種は、幅広い業種に分布

している」ことが報告されている。  

 仏レポートから。「有期労働契約は主に第三次産業と、工業のわずかな分野で利用され

ている」と報告されている。また、非正規雇用全体についてであるが「女性、若年者、

資格レベルの低い者（無資格ブルーカラー労働者およびホワイトカラー労働者）が比較

的多い」とされる。  

 

（日本への示唆・論点）  

 有期契約による雇用には客観的な理由が必要であるなどのいわゆる「入口規制」、最長

期間や更新回数の上限設定、一定の場合の常用化などの「出口規制」、さらには上述のよ

うな「均等待遇規制」などさまざまな論点が提供される。また、有期契約労働者には（高

度の）専門的な職域に従事する者がいる一方、熟練を要しない職域に従事する者もおり、

かなりの二極分化がみられるという面も日本と共通する。なお、格差は法律の問題では

なく「構造上の要因」によるものであるとの仏レポートにあったフレーズが耳朶に残る。  

 

（６）派遣労働をめぐる問題 

 最後に、派遣労働に関する各国のレポートをみて、この項の締めくくりとしたい。  

独レポートから。ドイツにおいて派遣労働は、1972 年の労働者派遣法により労働者派

遣業が認められ、2004 年における改正（ハルツ第 I 法）により、①派遣労働者の派遣期

間の上限が撤廃され、②再採用の禁止が廃止され、③同期化（雇用関係を最初の派遣期

間に限ること）の禁止も撤廃された一方で、「これらの規制緩和策の見返りとして一般的

均等待遇原則が導入された。派遣労働者は、基本的な労働条件に関して比較的可能な正
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規被用者と同列に置かれる」こととなったことが紹介されている。ついで、派遣労働は、

「就業者全体に占める割合が依然 2.3％と比較的低い水準にあるものの、ダイナミックに

発展している」、「派遣労働の主要な利用分野は製造業である。派遣労働者全体の約 70％

がここで利用されている」、「依然として派遣労働者全体のおよそ４分の３が男性である」、

「派遣労働者の大半は、以前は就労していなかった。2008 年下半期では新規の派遣雇用

の 61％が直前には職に就いていなかった人を対象としていた」、「雇用関係は短期間のも

のが多い。2008 年度の下半期に期限を迎えた雇用関係のうち 51％が３カ月以下のものだ

った」といった実態が記述されている。  

 英レポートから。まず、「臨時労働者や派遣労働者もその雇用の法的地位がこれまでも

現在も多くの場合明確でないことから、雇用保護の対象外とされた」とされる。ただし、

レポートに付された表によれば、現在では、最低賃金や労働時間規制などは明確に保護

の対象となっているようである。また、派遣労働者の勤続年数の短さが報告されている。

「平均勤続期間２カ月以下が、派遣労働者の４分の１近くを占めており、６カ月以下が

半数を占め、１年以下が 73％である」。なお、事例調査の中で自動車製造会社において「フ

レキシビリティを確保する手段として、派遣労働者を使ってきた」とし、その理由の１

つとして「本部からの直接雇用従業員数の基準を超えずに労働者数を調整するため」で

あるとしている。この直接雇用従業員数基準には派遣労働者は対象となっていないから

である。「その他の事例調査も、・・・同様の戦略を採用していることを明らかにしてい

る」とされる。  

 仏レポートでは、まず、「派遣労働契約による雇用には一般に特別規則が適用される。

それは特に、派遣の雇用関係が三者間の関係だという理由による。フランスでは、派遣

の雇用関係は使用者の権利と義務を民間の人材派遣会社と派遣先企業とに振り分け、派

遣労働に固有のリスクから派遣社員を保護しようとする身分規程で規制されている」と

派遣労働に対する規制の枠組み的理念が提示されている。また、派遣労働の活用分野と

して、「フランスでは派遣労働は常に工業に見られる現象である。いやそれ以上に、派遣

労働の利用は明らかに自動車産業、農産食料品産業、建設業といった工業の一部の分野

に集中している」とされる。「したがって、派遣労働者の大半がブルーカラー労働者なの

は驚きではなく、38.4％が無資格労働者、39.4％が有資格労働者で、ホワイトカラー労働

者はわずか 13.2％、管理職と中間職は９％に過ぎない」こととなる。「派遣労働は経済情

勢の変化を超える急速な伸びを示している」ことも報告されている。また、派遣労働の

略史を振り返りながら、「当初派遣労働の対象は秘書職を求める女性であった」が、現在

では「明らかに男性が多数派である。もはや争点は仕事と家庭の両立ではなく、仕事を

見つけることである。人材派遣会社は、常用雇用への「踏み台」と雇用創出の推進役と

いう派遣労働が果たしている２つの役割を強調している」と、派遣会社側が強調するそ

の社会的機能を紹介している。その上で、「比較的良い労働・雇用条件を提示されている」
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「熟練度が高い」「『専門的』派遣労働」と、「『強制された派遣労働』と呼ばれる『一般

的』派遣労働」の２種類が存在することが強調される。  

 米レポートから。「人材派遣会社は、派遣社員の雇用、配置、賃金支払い、管理、終了

に責任を負っており、社内管理に関連した経費削減への取り組みの中、多くの会社がま

すます人材派遣会社に頼るようになっている」と、派遣会社側が喧伝するその社会的機

能を整理している。一方、「労働者は、斡旋された仕事を拒否する権利を有するものの、

雇用機会を拒否できる経済的状況ではない可能性がある。この場合、フレキシブルな派

遣雇用は、経済的、社会的、政治的脆弱性により、生活賃金や福利厚生に対する権利が

抑制されている労働者にとってそれほど有益なものでは」ない。「人材派遣会社は主とし

て労働者にほぼ最低賃金の現場労働を割当てている。人材派遣会社は、軽作業および工

場労働、荷物の積み下ろし、倉庫労働を含め、ホワイトカラー、ピンクカラー、ブルー

カラーの職種にますます多様化している」としている。  

 

（日本への示唆・論点）  

 各国レポートにみられる派遣労働が活用されている分野と日本のそれとはかなり異な

っているように思われる。独英仏では製造業務でかつ男性が中心であるとのことである。

すなわち、テンポラリー雇用の職業紹介の代替機能を果たしているのではないかとも考

えられる。これに対して日本では、今もって事務・サービス分野かつ女性が主流を占め

ている。  

 こうした違いを念頭に置きながら、日本における派遣労働のあり方について、均等待

遇を始めとした枠組み規制のあり方を検討する際の参考にしていくことになろう。  

 いずれにしても、今回のレポートを通じて、独仏英米でも非正規雇用に関して同様の

課題を抱えていることが今更ながら確認できた。また、上述した点以外にも、景気後退

期において非正規雇用が調整弁として利用される傾向があるといったことも、各国レポ

ートには示されている。これ以降は、読者が直に各国レポートに触れる順番である。そ

の上で、日本における非正規雇用問題に関する政策論議にそれぞれの立場から参加され

ることを期待したい。  
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第１章 ドイツの非典型雇用 
 

第１節 問題提起  

 

非典型雇用の重要性が増しており、全雇用の約 37％を占めるに至っている。この雇用

形態の持続的拡大は、学術的・政治的論争を激化させた。1980 年代末以降、当時の連邦

政府により規制緩和委員会（1991 年）が設置され、学術・政治分野からは労働市場の規

制緩和、特に派遣労働と有期雇用の規制緩和を求める要請がなされた。これらの要請は、

持続する大量失業の主要な原因が労働市場の硬直性にあるという見解に基づいている。

この見解の根底にあるのは主に労働市場の機能メカニズムに関する仮説である。しかし

これには賛否両論があり、実証もされていない（OECD 2004）。  

このように、理論と実証の関係が不透明であるにもかかわらず、政策は、1985 年の雇

用促進法に始まる継続的な規制緩和に向かった。多くの段階を経て、主にいわゆるハル

ツ法（2003～2005 年）の枠組みに基づき、内的・外的柔軟性のあらゆる側面で限界が拡

がった1。目標は、派遣労働、有期・僅少雇用、およびパートタイム労働の利用を増やす

ことであり、それは達成された。規制緩和が就業率や失業率に良好な影響をもたらすか

どうか、またそれはどの程度かということは依然として不透明である。連邦政府の主導

の下で大規模に行われたハルツ法の評価においても、確たる雇用効果は証明されなかっ

た（Deutscher Bundestag 2006）。これに対して、これらの雇用形態の拡大が―規制緩和で

忘れ去られていて、今になって不安定性リスクの上昇という形で表面化するという―新

たな問題を投げ掛ける可能性があるという見解にはあまり異論はないようである。規制

緩和の支持者でさえ口にする率直な疑問は、失業者に新しい就職先を見つけたいと願う

ならば、規制緩和の代償として労働条件の悪化も止むを得ないのではないかというもの

である（Sachverständigenrat 2002）。  

以下の報告は非典型雇用拡大の雇用効果を問うものではない。最初に、規制の構造（第

２節）について、次いで、雇用形態の規模・発展・構造の概説（第３節）、不安定性の観

点からの評価（第４節）、最後に、事業会社４社の事例研究の成果が紹介されている（第

６節）。まずはドイツの非典型雇用がどのように定義されているかを明らかにする（第２

節）。 

 

 

                                                  
1
 概要は Seifert ,H(2006)参照のこと  
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第２節 非典型雇用の定義と法的枠組み  

 

１ .  定義  

非典型雇用は通常いわゆる正規雇用（NAV: Normalarbeitsverhältnis）に対する否定的概

念として定義されており（Mückenberger 1985）、雑多な雇用形態の集合的カテゴリーであ

る。労働市場の機能にとって重要な点は、非典型雇用が正規雇用と比べて、様々な違い

を除けば、事業会社および部分的には就業者の潜在的な柔軟性を拡大することである。

また、その利用には雇用コストを下げる効果もある。非典型雇用は、事業会社に、派遣

労働および有期・僅少雇用の利用を通じた外部柔軟性の余地を提供する。パートタイム

労働は、自発的に行われる限り、就業者にフルタイム労働に代わる選択肢として仕事以

外の時間的要請と仕事を両立させる可能性を提供する。  

さらなる議論の出発点として、正規雇用2に関する以下の指標が有用である：  

 生計を維持する所得を伴うフルタイム労働  

 期間の定めの無い雇用  

 社会保障制度への包摂（失業・疾病・年金保険等）  

 雇用関係と使用関係の一致  

 使用者の指示に対する労働者の遵守義務  

その他、労働時間編成の柔軟性や労働協約拘束力等の指標に関連する定義もある。し

かし、ここでは上記の基準を使用する。それらは最近の文献でも定着している（連邦統

計局  2008）。  

以下では正規雇用や非典型雇用の概念を規範的（「本来そうあるべき」）カテゴリーと

してではなく、専ら分析的カテゴリーとして用いる（社会保障制度ではこれらの基準が

使われることが多い）。  

非典型雇用3は言及された正規雇用の基準の少なくとも一つから逸脱している：4 

 規則的な週労働時間とそれに応じて報酬が減額されているパートタイム労働  

 特殊で、所得の上限が決まっているパートタイムの一形態である僅少雇用  

 有期雇用：雇用期間の上限は何度も引き上げられ、つい最近２年になったばかり  

 その特殊性が労働者、派遣元企業、派遣先企業の三者間の関係にある、派遣労働（時

間労働 Zeitarbeit とも呼ばれる）。これにより雇用関係（派遣元企業と派遣労働者）

と使用関係（派遣先企業と派遣労働者）が乖離する。  

 弁護士や医師のような旧自由業を補足する新しい自営業は、2003 年のハルツ法の枠

                                                  
2
 導入および概説として Keller/Seifert(2007)が適している。  

3 法的根拠として以下の章を参照のこと  
4 ここには嘱託ないしフリーランサー、労働の機会としての１ユーロ・ジョブ、実習生などは含まれない。

データとしては未発達で必ずしも現状に即していないため、推移の分析は不可能である。  
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内で導入された個人創業助成金 Existenzgründungszuschuss（私企業 Ich-AG、家族企業

Familien-AG）により強化された。この助成金はその後、2006 年 8 月以降の同様の一

時給付と共に起業助成金 Gründungszuschuss に統合された。  

これらの雇用形態間の境界線は必ずしもはっきりしてはいない。このことは例えばフ

ルタイム労働とパートタイム労働の境界線についても言える。週労働時間 35 時間を境と

して、契約上の取り決めに基づき規則的にそれより短い時間働く就業者はパートタイム

就業者と見なされる。統計局はこれとは別の線引きを行っており、パートタイム労働を

週 20 時間以下の労働と定義している（Statistisches Bundesamt 2008）。この基準は低すぎ

るし、国際的な慣習にも沿っていない。OECD は長い間、35 労働時間未満をパートタイ

ム労働としてきたが、数年前からこの基準を 30時間以下に引き下げている（OECD 2009）。 

さらに従属的雇用と自営業（「疑似自営業」、「単独自営業」）の区別も容易ではない。

これらの就労形態についてはここではこれ以上詳述しない。  

非典型雇用の個々の形態は重複する可能性もある。例えば派遣労働者は有期雇用契約

を結んでいると同時に、パートタイムでしか働いていないということがありうる。  

 

２ . 法的枠組み  

非典型雇用に関する規制は労働法で規定されているが、労働協約がこれに違反するこ

とを許している場合もある。例えば、労働者派遣がよい例である。労働協約が賃金に関

する特別な条件を定めている場合を除き、均等賃金原則の適用が適用される。  

非典型雇用の法的基盤は 1985 年の雇用促進法以来、ここ数十年のあいだに何度も改正

された。その背景には労働市場における柔軟性と失業・就業率の関係を巡る、長引く学

術的、政治的論争があった。柔軟な労働市場の支持者は雇用関係の規制緩和に、1970 年

代半ば以来続く労働市場の問題を解く鍵があると見ていたし、それは今も変わらない。

例えば、数多くの年次報告書で経済発展全体の評価を行っている有識者会議などがそう

である。これに対して労働組合などは、非典型雇用の拡大が就業者の労働条件を悪化さ

せ、賃金水準を下げ、雇用の不安定性を増大させるほか、間接的には基幹従業員の労働

条件にも悪影響を及ぼすと懸念する。彼らはまた、労働市場の柔軟化が雇用状況を明ら

かに改善させたことがこれまでに実証されたことはないと批判する（e.g. Buntenbach 

2009；Fahimi 2009）。  

これらの論争は今も続いている。2009 年秋の総選挙後に生まれた新連邦政府も雇用保

護の緩和および有期雇用の規制緩和を進める新方針を議論の俎上に載せている。例えば

連立政権の一員である自由民主党（FDP）は、解雇保護適用の下限を現在の従業員数 10

人から 20 人に引き上げることを要求している。そのほか（これまで認められていなかっ

た）過去の有期就業者を同一使用者が１年後に再雇用することを認めることも議論され
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ている。  

非典型雇用の法的枠組みは以下の通りである。  

 

（１）僅少雇用  

社会法典第 4 巻（SGB IV）第 8 条によると、僅少就業者とは月収 400 ユーロ以下の就

業者、または短期就業者をいう。短期就業者とは、年間労働が２カ月以下、または 50 日

以下の就業者をいう。その際、複数の僅少雇用は合算される。  

僅少雇用の最近の大改革は 2003 年に「労働市場における近代的サービスに関する第 2

法」（ハルツ第 II 法）を通じて行われた。報酬の上限は月額 325 ユーロから 400 ユーロ

に引き上げられ、同時にそれまで適用されていた週労働時間の制限（最大 15 時間）も廃

止された。それまで適用されていた週15時間という上限の撤廃で、時間制限はなくなり、

報酬制限のみとなった。これにより時給の下限も廃止された。  

就業者は税金も保険料も支払う必要がない半面、使用者には 25％の一括納付金が導入

された（2006 年には 30％に引き上げられた）。そのうち 15％が公的年金保険料に、13％

が公的疾病保険に２％が税に振り分けられる。そのうえ雇用期間が４週間以上の場合は

負担調整法の定める、疾病時および出産時の使用者負担調整のための掛け金 0.1％を納付

しなければならない。同時に就業者には社会保険加入義務のない僅少副業の可能性が導

入された。この規定の意味するところは、社会保険義務のある正業の他に僅少副業にも

従事できること、その際、副業が正業と合算されることも、それに応じて社会保険料と

税金の負担が重くなることもない。僅少副業が課税および社会保険料算定の際に、正業

の収入と合算されることはないのである。  

原則としては、これらの雇用の補助が行われている。そのような雇用は使用者にとっ

てはコスト面で有利なものである。というのも、労働者が所得税を払うとした場合の手

取り賃金に相当するだけの、より少ない賃金総額を使用者は支払うことで、労働力を得

ることができるからである。  

 

（２）パートタイム雇用  

パートタイム労働は「パートタイム労働・有期雇用契約法」（TzBfG: Teilzeitarbeit und 

befristete Arbeitsverträge）で定められている。パートタイム労働とは（第２条）、規則的

な週労働時間が、各当該労働協約が定める週労働時間をフルタイムで働く労働者の週労

働時間より短いものをいう。そのような雇用は―僅少雇用の範囲に属さない場合には―

保険加入義務がある。  

TzBfG はその目的を、パートタイム労働を促進することに置くと明確に定めている（第

６条）。従って使用者は労働者に―管理職にある者でも―パートタイム労働を同法の基準

に則って認める義務がある。労働者はパートタイム労働の請求権を持つ。雇用関係が６
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カ月以上ある場合、彼らは契約が定める労働時間を縮減することを要求できる。使用者

は労働時間の縮減に同意し、それを拒む経営上の理由がない限り、労働者の希望に応じ

て労働時間の配分を決めなければならない。経営上の理由とは、労働時間の縮減が、組

織、業務、または業務上の安全に大きく影響する、不相応なコストを生むことなどであ

る。拒否の理由は労働協約で定めることもできる。  

TzBfG は、労働時間を再び延長することについては弱い請求権しか定めていない（第

９条）。使用者は雇用契約で定めた労働時間の延長を求めるパートタイム労働者に対して

―会社の差し迫った理由、または他のパートタイム就業者の（労働時間に関する）希望

がある場合を除いて―相当する空席がある場合は優先的に配慮する義務がある。  

第４条は差別禁止を定めている。パートタイム就業者は―異なる扱いを正当化する客

観的な理由がある場合を除いて―基本的に、比較可能なフルタイム就業者と同等に扱う

必要がある。パートタイム就業者に対しては、賃金または他の分割可能な金銭的給付に

ついて、比較可能なフルタイム就業者の労働時間に占める彼の労働時間の割合に相当す

る以上のものを保証しなければならない。  

 

（３）有期雇用  

労働者は雇用契約が特定の期間に限定されている場合、有期就業者とされる。「パート

タイム労働・有期雇用法」（TzBfG）は、雇用契約を暦の上で、または目的に応じて期間

を限定する可能性を与えている。  

雇用契約の有効期間を限定することは、それが客観的な理由により正当化される場合

に認められる（第 14 条）。客観的理由とは以下のようなものをいう：  

 会社の労働需要が単に一時的である、  

 職業教育または学業に続く、労働者の次のステージへの移行を容易にする目的で

の雇用期間の限定、  

 労働者が他の労働者の代理を務める、  

 作業の性格上、有期雇用が正当化される、  

 試用目的による雇用期間の限定、  

 労働者個人に関わる理由から有期雇用が正当化される、  

 労働者の報酬が財政法上有期雇用に限定されている予算から支払われ、同労働者

がそれに応じて雇用される、あるいは雇用期間の限定が裁判所の調停に基づいて

いる。  

客観的理由のない、雇用契約の（暦上の）有効期間の限定は２年まで認められる。この

２年を越えなければ、（暦上の）有期雇用契約は最高３回まで更新が認められる。第１文

に定められた雇用期間の限定は、同一使用者との有期・無期雇用関係が以前、すでに存
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在した場合は認められない。更新の回数または有期雇用の継続期間の上限については、

第１文から逸脱する内容を労使協約により確定することも可能だ5。そのような協約の適

用分野では、協約に拘束されない使用者および労働者が協約規則の適用を取り決めるこ

とが可能である。  

企業設立後４年間は客観的理由を伴わない雇用契約の（暦上の）有効期間の限定は、４

年以下ならば認められる；この４年という継続期間を上限として（暦上の）有期雇用契

約の（複数回の）更新も認められる。このことは法的再編により新設される企業には適

用されない。企業の設立の時点について重要なのは―租税通則法第 138 条に則って自治

体または税務署に届け出る必要がある―雇用開始時期である。第１文が定める雇用契約

の期間の限定については第２項第２文～第４文にその適用範囲が記されている。  

客観的理由を伴わない（暦上の）有期雇用契約は―労働者が有期雇用関係の開始時に 52

歳以上で、有期雇用関係の開始直前に４カ月以上（社会法典第３巻第 119 条１項１番で

定める意味において）失業中だった、操短手当を受給した、または社会法典第２・第３

巻に則った公的助成措置である雇用対策に参加した場合―５年まで認められている。こ

の５年の間は雇用契約の（複数回の）更新も認められている。  

有期就業者は原則的に期間の定めの無い雇用契約を伴う比較可能な被用者と同様に扱

うものとする。報酬は雇用期間に応じて決める。  

 

（４）派遣労働  

1972 年の労働者派遣法（AŰG）は、労働者派遣業 gewerbsmäßige Arbeitnehmerüberlassung

（派遣労働 Leiharbeit または時間労働 Zeitarbeit ともいう）を認めている。以来、数度の

法改正により労働者派遣の上限が段階的に引き上げられ、最終的には完全に撤廃された。

本来、派遣期間は３カ月に限定されていたが、その後、６カ月、12 カ月、24 カ月に拡張

された。2004 年１月１日に発効した「労働市場における近代的サービスに関する第１法」

（ハルツ第 I 法）により、大規模な改革が行われた。ハルツ法は派遣労働を自由化し、

中央政府による規制から解放した：  

 派遣労働者の派遣期間の上限を撤廃。  

 再採用の禁止を廃止。  

 「同期化の禁止 Synchronisationsverbot」を撤廃。これは派遣元企業における雇用関

係を初回の派遣期間に限ることを禁止していた。  

 これらの規制緩和策の見返りとして一般均等待遇原則が導入された。派遣労働者

は基本的な労働条件に関して、比較可能な正規被用者と同列に置かれる。均等賃

                                                  
5 労働協約の中には 2008/2009 年の経済危機を背景に有期雇用の期間を４年に拡大したものもある。これに

より有期労働者を事業会社にこれまでより長く留めることができるようになった。2 年だけの雇用期間だ

ったら経済状況がどう進展するのか不透明な中で、雇用が継続されることはなかったであろう。  
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金を含む均等待遇原則の放棄は労働協約の枠内でのみ可能である。  

労働法上、派遣労働は三角構造を成している。正規雇用との違いは、雇用関係と使用

関係が乖離することである。雇用関係が派遣元企業との間で結ばれるのに対して、使用

関係は派遣先企業にある。前者の場合、賃金や労働時間などの労働条件は契約により取

り決められる。しかしながら就業は派遣先企業で行われる。  

労働者派遣法は次の規則を定めている：建設業では派遣労働は制限されており（第１

条 b）、通常この業界の労働者によって行われている仕事には認められない。派遣労働は

次の場合、認められる：a）建設業事業会社とその他の事業会社の間で、これらの会社が

拘束される、一般的拘束力宣言を受けた労働協約がこれを定めている場合、b) 建設業事

業会社間で、派遣元企業が３年以上前から同一枠組み・社会保険労働協約またはその一

般的拘束力に拘束されることを証明できる場合。  

第９条により、派遣先企業への派遣期間中、派遣労働者に対して派遣先企業の比較可

能な労動者に適用されるより低い基本的労働条件（賃金を含む）を定める取り決めは禁

止されている。但し、派遣元企業がそれ以前に失業していた派遣労働者に対して、派遣

先企業への派遣について最長６週間、派遣労働者が最後に失業手当として受給した金額

以上の手取り賃金を支払う場合はこの限りではない。これは、同一の派遣元企業との間

にすでに派遣雇用関係が成立していた場合は適用されない；労働協約は異なる規則を容

認できる；そのような労働協約の適用範囲では、当該労働協約に拘束されない使用者と

労働者は協約規則の適用について取り決めることができる。  

共同決定権について第 14 条は以下を定めている：  

（1）  派遣労働者は派遣先企業での就業期間中も派遣元企業の社員であり続ける。  

（2）  派遣労働者は派遣先企業の監査委員会における労働者代表の選出や派遣先企業に

おける（会社法が定める）労働者代表の選出に当たっては投票権がない。派遣労働

者にはこのような労働者代表に相談に行ったり、派遣先企業の経営・青年集会に参

加したりする権利はある。  

（3）  派遣労働者の受け入れに当たっては会社法第 99 条により派遣先企業の経営協議会

の関与が定められている。  

派遣労働法の改正後、この部門の就業者の過半数を対象にした労働協約が結ばれた。

労働協約の各当事者は異なる賃金水準を伴う３つの労働協約に合意した。  

 

（５）新自営業  

弁護士や医師など旧式の自由業形態を補足する新しい自営業は2003年にハルツ法の枠

内で導入された個人創業助成金（私企業 Ich-AG、家族企業 Familien-AG）により強化さ

れた。これはその後、同様の一時給付と共に 2006 年 8 月から起業助成金に統合された。
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従属的雇用と自営業（疑似自営業）の区別は必ずしも容易ではない。自営・従属的雇用

の境界ははっきりしていない。  

 

 

第３節 量的視点  

 

１．基礎データ  

ドイツでは非典型雇用の規模、発展、構造に関する様々なデータが出回っている。こ

の時として混乱する状況は様々な定義やデータソースに関係している。それらは手法の

上でも、異なる指標を補足していることにより内容の上でも異なる。その意味では情報

内容を互いに補っている面もある。異なるデータソースの結合は手法上の理由から認め

られない。１回限りの特別調査と並んで以下の定期調査も細分化された（時系列の）デ

ータを提供する：  

 連邦統計局により実施される 1％ベースの世帯調査である国勢調査 Microzensus は、

毎年、就業者および従属的就業者の総数に関するデータを集め、それを雇用形態

によりパートタイム・フルタイム、派遣労働、僅少雇用、有期雇用に分けている。

2005 年よりこの調査は年 4 回実施されている。欧州連合の労働力調査（EU 労働

力調査）は国勢調査に組み込まれている。国勢調査は就労について国際労働機関

（ILO）とは若干異なる定義を行っている。就労者とは、週 1 時間以上の（報酬が

支払われる）労働を伴う雇用に従事している人をいう。  

 社会経済パネル（SOEP）。年次パネル調査として 1988 年から存在し、同様にパー

トタイム・フルタイム、派遣労働（より長いインターバルでのみ扱われる）、僅少

雇用、有期雇用に関するデータを提供している6。  

 僅少就業者に特化したデータは連邦鉱山労働組合および連邦雇用エージェンシー

（BA: Bundesagentur für Arbeit）が就業者調査の枠内で提供している。  

 派遣労働に関するデータは連邦雇用エージェンシーが労働者派遣統計をベースに

して公開している。それらは性差、職業、資格、雇用期間別に細分化されている。

これらのデータは（法律で定められた）派遣事業会社の申告に基づいている。  

 最近では連邦時間労働連盟（BZA：派遣企業の主要組織）がドイツ経済研究所（IW）

と協力して派遣労働者の拡大に関する調査を実施している。このデータは公的な

統計とは異なり、大企業に過度に傾斜したサンプルに基づく調査である。  

以下の記述は主に国勢調査と SOEP のデータをベースに、これらを他の出所のデータで

補足している7。何故、時点毎のデータが必ずしも一致しないのか、データの新しさが異

                                                  
6 社会経済パネル（SOEP）はドイツ経済研究所（DIW）により発起された。  
7  ここに使用した公開データの規模を巡る詳細な評価は、（プロジェクトの資源不足から）不可能である。  
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なるのか8、必ずしも同じ構造指標を捉えていないのか、という問いについては、異なる

出所データの混在がその理由である。  

非典型雇用に関するデータを描写・分析する際、異なる指標が同時に現れることもあ

る点に注意されたい（つまり有期就業者が同時にパートタイム労働を行うこともあるし、

派遣労働者として働くこともある）。各指標の分別は、以下の通り手法上の理由から行う

ことが出来ない。データは各々、主な指標に従って分別されている。  

以下に示すデータは専ら従属的就業者のデータである（従って、自営業の全ての形態

を除く）。この分析は 15～65 歳層が対象である。有期雇用関係の観察では職業教育期間

中の就業者は（これらの就業者の雇用ないし職業訓練契約は基本的に期限が区切られて

いるため）除外されている。職業訓練生の数の変更は有期就業者の実態を歪ませる結果

になるだけである。  

 

２．拡大と推移  

非典型雇用の諸形態は雇用全体に照らし合わせて、そのダイナミズムや重要性におい

て突出している（第１-１表）。1990 年代の初頭以来9、非典型雇用の全形態が増えている

ものの、そのテンポや変化の幅は様々である。  

 

第１-１表 非典型雇用の形態別推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
1）各４月、2）各６月末、3）400 ユーロベースのミニ・ジョブ  

出典：連邦統計局（Statistisches Bundesamt） , Fachserie 1, Reihe 4.1.1.,各年版（https://www-ec.destatis.de/
csp/shop/sfg/bpm.html.cms.cBroker.cls?cmspath=struktur,sfgsuchergebnis.csp;）および連邦雇用エージェ

ンシー（http://www.pub.arbeitsamt.de/hst/services/statistik/detail/b.html）  

                                                  
8 連邦統計局が派遣労働を捕捉し始めたのは 2006 年以降。このため、これ以上のデータは記載できない。 
9 この時点でドイツ再統一の一環として纏められたドイツ全体のデータが提供されており、参考になる。  

就業者数
(訓練生を除く)

計

32.323
31.891
31.151
30.958
30.797
30.732
30.436
30.357
30.907
31.014
31.176
30.904
30.513
29.822

30.47
31.371
31.906
32.232

10,3 
2008 34.241 9.008 26,3 6.792 19,8 794 2,3 3.106 9,6 
2007 33.606 8.841 26,3 6.918 20,6 731 2,2 3.291

10,1 
2006 32.83 8.594 26,2 6.751 20,6 598 1,8 3.389 10,8 
2005 32.066 7.851 24,5 6.492 20,2 453 1,4 3.075

8,5 
2004 31.405 7.168 22,8 6.466 20,6 400 1,3 2.478 8,3 
2003 32.043 7.168 22,4 5.533 17,3 327 1,0 2.603

8,8 
2002 32.469 6.934 21,4 4.1 12,6 336 1,0 2.543 8,2 
2001 32.743 6.798 20,8 357 1,1 2.74

9,2 
2000 32.638 6.478 19,8 339 1,0 2.744 8,8 
1999 32.497 6.323 19,5 286 0,9 2.842

8,1 
1998 31.878 5.884 18,5 253 0,8 2.536 8,4 
1997 31.917 5.659 17,7 213 0,7 2.453

121 0,4 2.221

7,8 
1996 32.188 5.34 16,6 178 0,6 2.356 7,7 
1995 32.23 5.261 16,3 176 0,5 2.388

136 0,4 2.495 7,8 

就業者に

占める割合

有期就業者

7,1 
1994 32.3 5.122 15,9 139 0,4 2.322 7,5 
1993 32.722 4.901 15,0 
1992 33.32 4.763 14,3 
1991 33.887 4.736 14,0 

全就業者に占

める割合（訓練

生を除く）

就業者に

占める割合

僅少就業者
3)

（単位：1000人）

就業者に

占める割合

134 0,4 2.431

（単位：1000人）

7,5 

僅少就業者
2)

派遣労働者
2) 有期就業者

（訓練生を除く）

パートタイム労働

（単位：1000人）

派遣労働者

（単位：1000人）

年 就業者全体

パートタイム労働
1)
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 パートタイム労働は数の上でも最も重要な形態で景気循環に関係なく継続的に増

え続けており、2008 年には雇用全体の 26％以上を占めるに至っている10。  

 僅少雇用（ミニジョブ）（最近ではパートタイム労働の一形態になった）は、1990

年代末以来、そして特に 1990 年代半ばのハルツ法の枠内で行われた規制緩和の影

響でかなり重視されるようになった。最近、2008 年に僅少就業者の数が若干減少

したが、それは法改正から来るものかも知れない（本章第２節２．法的枠組み参

照）。全体では従属的就業者の 14％強が僅少雇用に従事している11。正業の他にミ

ニジョブの副業に従事している人を加えれば就業者全体に占める割合は 20％弱と

なる。但し、こうした調査では就業者は正業で１回、そして副業でもう１回とい

うように、重複して集計されている。複数の雇用関係を持つ就業者もいるため、

仕事の数は就業者数より多い。  

 有期就業者の割合は 1990 年代半ば以来、（法的枠組みの複数回にわたる緩和措置

にも拘らず）一定水準に留まり、約 10％前後で推移している12。但し、採用全体

に占める有期の新規採用の割合は増加し、2001～2006 年のあいだに 32％から 43％

に上昇した（Bellmann et al. 2009：361）。  

 派遣労働は、就業者全体に占める割合が依然 2.3％と比較的低い水準にあるものの、

ダイナミックに発展している。連邦雇用エージェンシーによると 2008 年 6 月には

派遣労働者は 800,000 人以上を数えた。この数は従属的就業者全体に占める割合の

2.3％に相当する。2009 年 5 月までに派遣労働者の数は 30％以上減って 520,000 人

に激減した。2009 年上半期を通じて低いレベルで安定した後、2009 年 9 月には再

び約 60,000 人増加している。このような推移は、この就業形態の機能（過去の景

気局面以上に景気の緩衝材になっている）を一層明らかにしている。2002 年の景

気後退期も同様に派遣労働が雇用全体より大きく減少したものの、8％強程度であ

り、今日の危機ほど強い影響はなかった。派遣労働者は正規雇用関係の就業者よ

り景気循環の影響を受け易いのは明らかである。彼らはかなり高い雇用リスクを

背負っている（Brehmer/Seifert 2008）。  

 

非典型雇用の全体像を数量的に捉えるためには、示されている割合を単に合算する訳

にはいかない（各形態が―例えば、パートタイムと有期、またはパートタイムと派遣労

働というように―重複する可能性もあるため）。このような指標の重複を考慮すれば、

                                                  
10 国勢調査は就業者全体に占めるパートタイム就業者の割合を 26％強としている（但し僅少就業者の一部

を含む）。SOEP の調査に僅少就業者も加えれば、もっと高い数値になる。  
11 ここに示されている僅少就業者の数には（厳密に言うと、従属的就業者に数えられない、他のステータ

スを持つ）就労生徒・学生・年金生活者も含まれる。ここに示された数値からそのグループを除くと、

割合は約 8％となる。  
12 訓練雇用関係はこれらの数値には反映されていない。  
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2007 年度の非典型雇用形態は従属的就業者全体の３分の１以上（37％）に及ぶ13。連邦

統計局が 2007 年の非典型被用者の割合を 25.5％のみというならば、この差は第一にデー

タソースの違い、第二にこの就業者グループの定義と関係がある（Statistisches Bundesamt 

2008）。連邦統計局は原則的には（ここに示す調査と同様に）同一就業者グループ毎にま

とめている（但し、20 時間以下のパートタイム就業者のみ考慮し、21～34 時間のパート

タイム就業者は考慮に入れていないという違いはある）。上記のとおりパートタイム労

働・有期雇用契約法はフルタイムの（各当該協約が定める）週労働時間より短い場合、

これをパートタイムと定義している。ドイツでは協約が定める最も短い週労働時間は 35

時間である（鉄鋼・印刷産業）。  

 

第１-１図 非典型雇用（1989～2007 年、％）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊西部ドイツのみ  

出典：SOEP から筆者計算。全ての数値は調整済み。  

 

３．構造的特徴  

多様な非典型雇用には就業者の構造に一定の共通性もあるが、独自の構造を示すもの

もある。統計を見ると、全ての雇用形態に同じ構造指標が用いられているわけではない

ことが分かる。それに異なる定義も加わる。従って以下では一部の選択された指標のみ

紹介するに留める。この状況から構造を比較することは難しい。  

 

 

                                                  
13 これらの数値は社会経済パネルの基準を取り入れて計算されている。  
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（１）非典型雇用全体  

非典型雇用には主に女性が従事している。従属的就業者である女性全体の 57％強は非

典型雇用をベースに働いている。これに対して男性ではその割合は 17％弱に過ぎない。

非典型雇用形態のなかの例外は派遣労働であり、ここでは男性が中心である。非典型雇

用が全体として基本的に女性の領域であるとすれば、こうした状況は主にパートタイム

労働に原因がある。パートタイム就業者全体の約５分の４は女性である。  

非典型雇用形態の増大は多かれ少なかれ全ての経済分野に見られる現象である。連邦

統計局の統計によれば非典型就業者の割合は 1997 年から 2007 年にかけて 17.5％から

25.5％に伸びた14。行政部門ではこの上昇幅は僅かであるのに対して、最も顕著な伸びを

示しているのが商業・飲食業の分野で、その割合は 11％ポイント上昇した。特に飲食業

の分野ではこの雇用形態の割合は 33％という高い率を示している。最も高いのは 36％の

値を示す公的・私的サービス業である。非典型雇用の割合が高いのは 15～24 歳の若年層

（39.2％）、公認の職業教育を受けていない人々（39.9％）、そして出身が EU 諸国以外の

外国人（36.8％）である。先に述べた年齢層では非典型就業者の割合は 1997 年から 2007

年にかけて 19.7％上昇した。この年齢層の労働者は非正規雇用に陥る率が最も高い人々

である。これに対して 45～55 歳の労働者は 22.4％で最も低い。非典型雇用に頼る若年就

業者が増加しているとすれば、この展開は主にこの年齢層で特に顕著な有期雇用契約の

増加が原因である。職業教育修了と同時に若い人々を（通常、１～３年という一定期間

を経て期間の定めの無い契約に移行する）有期契約ベースでしか受け入れない会社も増

加している。多くの事業会社には経営合意があり、一方で職業教育修了者全員を受け入

れるとしつつも、その受け入れは（一定の期間を過ぎれば期間の定めの無い雇用に移行

する形での）有期雇用に限ることを定めている。  

就業者の資格グループ間の格差は確実に広がっている。就業者を 3 つのグループに分

けると、（1）職業教育を受けていない人、（2）職業教育を受けている人、（3）第３の職

業教育修了者―で、職業教育の程度が上がるに連れて非典型就業者の割合は下がる。第

１グループでは約 40％の人が正規雇用関係を持たない一方で、第２グループでは 25％、

第３グループでは 18％強、すなわち第１グループの半数に満たない。非典型雇用の拡大

は職業教育未修了者層で特に顕著である。ここでは 10 年間で非典型就業者の割合が

26.7％から 39.9％に上昇している。  

 

（２）派遣労働  

派遣労働者を利用しているのはそもそも全事業会社のごく僅か（３％）に過ぎない。

                                                  
14 以下の記述は連邦統計局の分析（2008 年）に基づいている。この記述は国勢調査のデータに基づき、パ

ートタイム労働の狭義の定義（20 時間以下）を基礎に敷く。従って非典型就業者の割合は 25.5％で SOEP
ベースの数値である 37％より大幅に低いものとなっている。  
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事業会社の規模に応じてこの割合は上昇する：就業者数 250 人以上の会社では 40％であ

る（Bellmann et al. 2009：392）。利用の幅も大きく異なる。派遣労働者を利用している、

就業者数 250 人以上の大規模事業会社の約 4％は派遣労働者の割合が 25％を超える。こ

の規模の事業会社の３分の２は派遣労働者の割合が 5％以下である。  

派遣労働の主要な利用分野は製造職分野である。派遣労働者全体の約 70％がここで利

用されている。2008 年度の労働市場職業研究所（IAB）経営パネルの報告から次のよう

なことが分かった：事業会社全体のうち派遣労働を取り入れている事業会社の割合は鉱

山、エネルギー、上水道の分野が 12.1％、製造業が 12.9％、建設部門が 2.2％、商業、修

理、交通、マスコミ、金融業が 2.4％、企業向けサービスが 1.3％、そして全産業平均が

3.6％である（http://www.destatis.de/jetspeed/portal/cms/Sites/destatis/Internet/DE/Content/Pu

blikationen/Querschnittsveroeffentlichungen/WirtschaftStatistik/Arbeitsmarkt/Zeitarbeit2006.ps

ml）。  

2008 年半ば時点で派遣労働者全体の３分の１強が補助作業員だった（BA 2009a）。そ

れに大きく水をあけて続くのは、いわゆるその他のサービス職（12％強）と錠前職人・

機械工（11.8％）である。  

依然として派遣労働者全体のおよそ４分の３が男性である（2008 年度平均で 73％）。

このことは派遣労働が―上記の構造変化にも拘らず―依然として商工業分野に多いこと

と関係している。男性派遣労働者全体の約半数が補助作業員、錠前職人ないし機械工と

して働いている。女性では補助作業員、組織・管理・事務職が目立つ。2008 年には女性

は派遣労働者全体の 27％を占めていた。但し、その割合は上昇傾向にある（前年は 26％；

1998 年は 20％）。  

派遣労働者の大半は、以前は就労していなかった。2008 年下半期では新規の派遣雇用

の 61％が直前には職に就いていなかった人を対象としていた。この派遣労働者のおよそ

10 人に７人は最後の雇用から（最高で）１年経っている。非就労期間を経て就職する人

のおよそ６人に１人は１年以上就労していなかった。また７人に１人は就労経験がない

人達である。またこれらの就業者の 29％は直前も派遣労働者として働いていた（BA 

2009c）。  

雇用関係は短期間のものが多い。2008 年度の下半期に期限を迎えた雇用関係のうち

51％が３カ月以下のものだった（2007 年は 56％、1998 年は 67％）。男女の派遣期間には

殆ど差がない（BA 2009c）。派遣雇用が短期間であることから、派遣元企業が社員を受注

状況に合わせて可能な限り柔軟に調整していることが分かる。  

派遣労働者の８％弱は僅少就業者―すなわち月給が 400 ユーロ以下―に数えられる。

この就業者層の約３分の２は専ら僅少雇用派遣労働者として働いている。  
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（３）僅少雇用  

僅少就業者についてはまず 2 つの主要グループを区別する必要がある：(1)専従、(2)

副職で僅少就業者（ミニジョブまたは 400 ユーロジョブ）。第１カテゴリーには 2008 年

度は僅少雇用全体の 69％が該当した。この分野は社会保障の観点から問題がある。とい

うのも、雇用が長期に及ぶ場合、このような条件の下では年金の請求権が非常に僅かな

ものにしかならないからである。但し、僅少雇用専従の就業者のうち少なからぬ人々は

このような仕事を一時的にしか行っていないことを前提にする必要がある。これは特に

生徒や学生、そして年金生活者に当てはまる。統計にはこれに関するデータはない。詳

細なデータに欠けるなかで、ここでは仮に、25 歳以下の人のうち少なからぬ部分が生徒

と学生であることを前提とする。ここに年金の支給額を改善しようとしている年金生活

者も加わる。  

第１-２表 僅少就業者と構造指標（％） 

 僅少就業者  専従僅少就業者  副職として僅少就業者  

女性  64.4 67.4 56.5 

25 歳以下  16.7 18.5 12.7 

55 歳以上  24.4 30.7 10.2 

出典：Bundesagentur für Arbeit 2009b 

 

特に法的定年に達する前に退職した早期年金生活者は年金のほかに月額 400 ユーロ以

下の追加稼得が認められている。僅少就業者の 30％強が 55 歳以上ならば、そのうち少な

からぬ割合を年金・早期年金受給者が占めると推測される。  

僅少雇用の主要な利用分野は商業とサービス産業である。さらに重要な利用分野とし

て個人の世帯がある。これに対して製造業ではこのような雇用形態の利用は比較的低い

レベルに留まっている。  

 

第１-３表 僅少就業者と経済分野（％）  

 僅少就業者  専従僅少就業  副業として僅少就業者  

製造業  9.6 9.8 9.2 

商業  19.9 21.3 16.7 

飲食業  10.0 9.9 10.2 

サービス業  20.4 18.8 24.0 

健康・社会制度  9.7 9.5 10.2 

個人世帯  9.9 10.3 9.1 

出典：Bundesagentur für Arbeit 2009b 

 

僅少雇用のサービス部門への集中はこの部門の利用条件と関係しているようである。

- 40 -



41 

商業ではミニジョブがしばしば顧客のピーク時をカバーしており、数日の数時間だけ利

用されている。飲食業でも同様である。時間の柔軟性が高いことが経営の上ではこの雇

用形態の大きな利点である。  

 

（４）パートタイム労働  

パートタイム労働は依然として女性の領域である。パートタイム就業者全体の５分の

４以上（81.7％）が女性である。従属就業女性全体の 46％がパートタイム労働を行って

いる。このようにこの就業形態が女性にとって次第に「新しい通常」となっている。パ

ートタイム労働が希望する労働時間に当たるとは限らない。パートタイム就業者全体の

22％強はフルタイムの仕事が見つからなかったために仕方なくこの就業形態を選んでい

る。1998 年比（13％）でこの割合はほぼ２倍になっている。明らかにパートタイム労働

を緊急避難とするパートタイム就業者の割合が増加している。これらパートタイム就業

者は、本来はフルタイムの仕事を目指していた。そのほか 42.4％は個人・家族の事情か

ら、10.3％が学校・職業教育のためパートタイムを選んである。  

パートタイム就業者のかなりの割合（47％）が週 20 時間以下、33.1％が 21～31 時間働

いている。  

パートタイム労働は主にサービス部門に多く、製造業ではあまり行われていない。最

上位にあるのが公的・私的サービス分野でパートタイム率は 41％、次に来るのが商業・

飲食業の 38.１％である。これに対してパートタイム率が平均を下回るのは製造業で、

13.9％に留まっている。  

最近の危機の特徴は、事業会社が職業教育をよい成績で修了した訓練生を、多くの場

合パートタイムベースでしか受け入れなくなったことである。縮小された労働時間は通

常は１～２年に限定された期間のみ適用され、その後はフルタイム・レベルに移行する。  

 

（５）有期雇用  

有期就業者の構造については連邦統計局による国勢調査（１％ベースの抜取調査）が

幾つかのデータを提供している。有期就業者のごく少数派（3.3％）しか継続的な雇用に

関心がなかった。  

2004 年 3 月には 2980 万人の従属的就業者（訓練生を除く）のうち―ドイツの国勢調査

ベースの調査によると―20 歳未満の人の 40％弱が有期雇用契約（http://www.destatis.de/ 

jetspeed/portal/cms/Sites/destatis/Internet/DE/Presse/pm/2005/04/PD05__193__133.psml）だっ

た。1996 年 4 月にはこの割合はまだ 33％であった。当然ながらこの年齢層の有期雇用就

業者の多くが生徒か学生だった（2004 年 3 月：34％）。職業訓練契約は特定期間に限って

結ばれるのが常なので、訓練生はここに含まれていない。  

20～24 歳では有期就業者の割合は 29％で（1996 年：22％）、25～29 歳は 16％弱だった
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（1996 年：10％強）。最も低い数値を示したのは 4％弱の 45～49 歳、および 50～54 歳で

ある。これらの数字から、厳しさを増す一方の労働市場への参入が原因で特に職業を開

始する人が一時的に有期雇用契約を受け入れている現状がよく分かる。2004 年 3 月のド

イツの有期就業者が従属的就業者全体（訓練生を除く）に占める割合は８％だった（旧

西ドイツでは７％強、旧東ドイツおよびベルリン東部では 12％弱が期間限定の仕事に従

事していた）。  

有期雇用は特に社会的サービス分野（教育、授業、保健、社会事業）および行政にお

いて重要である。これに対して製造業では有期雇用の割合は低い。有期雇用の確率は事

業会社の規模に応じて上昇する。就業者数 10 人以下の小規模事業会社が有期契約で労働

力を雇用しているのは 10 社に１社だけなのに対して、就業者数が 250 人以上の事業会社

の場合、この雇用形態を利用していなかったのは 10 社に１社に過ぎない（Bellmann et al. 

2009：384）。  

 

 

第４節 非典型雇用拡大の理由  

 

非典型雇用の拡大には様々な要因がある。需要サイドおよび供給サイドの要因のほか、

変化する法的規制も関係する。非典型雇用の多様性や就労システムの中で担っている

様々な機能を考えれば、非典型雇用のすべての形態を等しくカバーする、統一的な説明

の形を提案するのは不可能である。  

最近、非典型雇用の拡大を説明しようと試みる論争が持ち上がった。理論的な説明の

試みは、主に、人材理論的考察（Sesselmeier 2007）と取引コスト理論的考察（Niehüser 2007）、

または供給サイドの考察を加えた両理論のアプローチを結合（Neubäumer/Tretter 2008）

したものがある。これらのアプローチは、企業における柔軟性向上の必要性を前提に、

正規雇用および非典型雇用の利用の条件が変わったことを指摘する。決定的に重要なの

は、それぞれに特有の投資および資格の役割である（Sesselmeier 2007）。それは一般的な

人材（その取得に対して企業は益々支出を渋るようになっている）の重要性が増大して

いることに由来する。加えて、取引コスト理論的考察は、需要が変動するなか非典型雇

用の利用にコスト優位性を見る。このアプローチは、非典型雇用と正規雇用の労働コス

ト、取引コスト、そして技能コストを比較し、その対価を対比させる。非典型雇用（派

遣労働、有期雇用）により労働コストと解雇コストを下げると同時に正規雇用で「外部

利益」を得ることも可能である。会社が正規雇用の就業者ないし基幹労働力を解雇しな

ければならないとしたら、非典型就業者より高い解雇・求人コストが掛かったであろう

（Neubäumer/Tretter 2008）。但し、非典型就業者には再訓練、能力評価、情報伝達に際し

取引コストが掛かる。さらに、様々な発展がコスト優位を増加し、コスト劣位を減少さ
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せるとの主張もある。企業はコンピューター管理を用いて能力の把握や評価を行うとい

う新しい組織コンセプトを導入し、管理費を削減した。サービス業においては深化した

分業が研修コストを下げた。そのほか、ハルツ改革の一環で初めて成立した法律上の特

殊事項が、派遣労働を対象にした低い労働協約をもたらした。非典型雇用の積極的利用

の前提は、労働者にそのような雇用を受け入れる潜在的な用意があるかどうかにある。

失業率が高く、仕事の選択肢に乏しい状態が続く限り、失業者がそれほどよくはない労

働条件の雇用でも受け入れることを厭わないと見て間違いはないだろう。また、失業者

も期待可能性の法則によって、労働条件や賃金が以前の水準を大幅に下回るような雇用

でも受け入れざるを得ないという事情もある。  

最後に労働市場の既存の規則構造も非典型雇用の各形態における搾取の原因と見られ

る（Nienhüser 2007）。労働市場がある一定の調整の柔軟性を必要としているとしよう。

しかし、調整のための色々な方法がもし厳しい規制により制限されていれば、企業は他

のやり方に頼るだろう。例えば、厳しい解雇規制は、企業が派遣労働や有期雇用で柔軟

性を確保する結果をもたらすかも知れない。またこのような（極度に数量的な）柔軟性

の形態を対象にした規制が緩和されれば、企業は派遣労働や有期雇用の利用を一層進め

ても不思議ではない。特に短期の労働需要は派遣労働の力を借りて素早くカバーするこ

とが可能である。  

また近年は、非典型雇用の各形態において、一種の機能変化が観察されている。有期

雇用を試用期間の延長に援用する会社が増加しているのである。特に行政や社会的サー

ビスの分野では、有期雇用が新しい正規採用と言われることもある（Bellmann et al. 2009）。

派遣労働にはまた選別機能(Screening-Function)が備わっている。さらにこの雇用は柔軟な

疑似基幹従業員として使うことも出来る。派遣労働者は２年以上続いたバブル期に基幹

労働力がそれまで行ってきた仕事を受け持っているが、報酬は比較的低く、雇用保障も

僅かである。最後に僅少就業者は時間的な柔軟性を満たしている。小売業では店舗の営

業時間の延長により夕刻や夜間に学生や主婦が 400 ユーロジョブ・ベースで数時間、レ

ジで働くようになった。しかしまた、品出しも（店で数時間しか働かない）ミニジョブ

労働者に指示されることが多くなった。  

非典型雇用の最も重要な形態であるパートタイム労働では、需要・供給双方の要因が

働いている。とりわけ女性は家族期間が始まるとパートタイム労働を求めるようになる。

また女性はフルタイム雇用が不足していることもあり、次善の策としてパートタイム労

働を受け入れている面もある。  
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第５節 労働条件の現状  

 

最近、数多くの経験的分析で、非典型雇用が正規雇用より大きな不安定性リスクを抱

えているかどうか、またそれはどの程度かということが調査されている。その際、着目

点は賃金格差、雇用安定性の問題、そして部分的には職業再訓練の機会にある。これら

の分析では正規雇用に対して非典型雇用を下位にランク付けしている。これらの雇用形

態は正規雇用と比較して賃金が低く、雇用が不安定で、社内再訓練の機会も少ないなど

の高いリスクを伴う。  

 

１．賃金格差  

複数の、異なるデータに基づく分析には、非典型雇用が賃金の面で正規雇用より劣っ

ていることについて広範囲の一致が見られた。特に目立っているのが僅少雇用における

低い賃金だ(Anger/Schmidt 2008;Brehmer/Seifert 2008)。派遣労働に関してはこの差はそれ

ほどでもないが（Jahn/Rudolph 2002; Ammermüller et al. 2003; Nienhüser/Matiaske 2003; 

Kvasnicka/Werwatz 2006; Sczesny et al. 2008; Seifert/Brehmer 2008）、有期雇用（Mertens/ 

McGinnity 2005; Giesecke/Gross 2007）やパートタイム就業者（Wolf 2003）も個人的指標

を調べると賃金面で正規雇用の就業者と同等ではない。  

非典型就業者のうち低賃金ラインを下回る賃金を受け取っている人の割合は、正規雇

用の就業者に占める割合より明らかに高い（第１-２図  参照）。2007 年度は第１群（非典

型就業者）の 33.8％の人が中位賃金の３分の２以下を受け取っていたのに対し、第２群

（正規被用者）ではその割合は 9.5％に過ぎなかった。就業者全体ではこの割合は 18.5％

だった15。観察期間中、低賃金の非典型雇用の割合は若干上昇したが、この就業者群の大

半はまだ閾値を上回る賃金を受け取っている。  

2007 年度の不安定賃金の閾値として西部ドイツについては 9.45€、東部ドイツは 6.94

€と算定されている。調査期間は２段階に分けられる。1989～1998 年は不安定賃金の就

業者の割合はかなり安定しており、約 12％の周辺で推移していた。その後、この割合は

より高い数値に上昇している。  

低賃金閾値を下回る賃金の就業者の割合は非典型雇用の形態によりかなり異なってい

る。最も高い値は有期僅少就業者の 64.5％で、期間の定めの無いミニジョブ労働者

（54.4％）がそれに続く。それから派遣労働者（44.1％）、有期パートタイム就業者（31.4％）、

有期フルタイム就業者（29.2％）、期間の定めの無いパートタイム就業者（23.2％）と続

く。  

有期雇用の基準と短縮労働時間の基準を組み合わせる時、低賃金閾値を下回る賃金の

                                                  
15 ここで算出された割合は Kalina/Weinkopf (2008)による分析より低い数値となっている。  
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就業者の割合は上昇する。  

 

第１-２図 低賃金閾値以下の就業者（％）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：SOEP から筆者計算  ＊西部ドイツのみ  

 

非典型就業者に占める低所得者の割合が高いことを考えればこのグループでは労働報

酬以外の所得源のある人の割合が高くとも驚くには値しない。派遣労働者のうち８％近

くは、フルタイム雇用にも拘らず所得が要扶助の閾値を下回るため、失業給付 II を受給

している。 

派遣労働では、派遣労働者の大半が関連賃金協定に拘束される事業会社で働いている

ことに注目すべきである。形式的には「均等待遇」が成り立っているが、実際はそうで

はない。協約の拘束力が使用者を均等待遇義務から解放しているのが実情である。  

 

２．職業再訓練への参加/就業能力  

事業会社-職業再訓練の機会に関して Baltes/Hense(2006)は、国勢調査のデータを使っ

て有期・僅少パートタイムおよび派遣労働の顕著な欠点を指摘している。この診断につ

いて Bremer/Seifert(2008)が社会経済パネル(SOEP)のデータをベースに実施した分析で

追認している（ここでは派遣労働は除かれている）。これに関してパネル評価では正規雇

用との顕著な違いについての指摘はなかった。有期就業者を対象に Reinowski/Sauermann 

(2008)も SOEP データで同様の結果に至り、有期就業者は使用者が出資する再訓練に参

加 す る 確 率 が 低 い こ と を 確 認 し て い る 。 パ ー ト タ イ ム 就 業 者 に つ い て は

Büschel/Pannenberg(2004)が SOEP データで職業再訓練への機会が比較的低いことを指摘
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している。  

エンプロイアビリティ指標としての、企業内-職業訓練の参加でも、非典型雇用が占め

る割合が比較的低いことが分かった。2004 年度は正規雇用就業者の 34.4％が訓練コース

に参加したのに対して、非正規雇用グループの値は 25.9％に過ぎなかった。この値は僅

少就業者については有期就業者で 13.9％、期間が限られていない就業者で 15.0％である。

社内研修講座への参加率が正規雇用就業者より大幅に低いのは派遣労働者も同様である。 

 

３．雇用安定性  

 さらに雇用安定性でもはっきりとした違いが表れている。観察時点の翌年に求職して

いた人の割合は、2006 年度は非典型就業者で 4.2％と正規雇用当該グループ（1.5％）の

倍以上である。1989～2005 年の不安定な期間以外は、雇用安定性の程度とこの２つの対

象グループのあいだの相関関係はあまり変わっていない16。  

正規雇用と比較して派遣労働は特に不安定とランク付けされている（Antoni/Jahn, 

2006；Kvasnicka/Werwatz 2006; Kvasnicka 2008; Bellmann/Kühl 2008; Brenke 2008; Brehmer/ 

Seifert 2008）。さらに有期雇用では正規雇用の就業者より高い不安定性が確認されている

(Brockmann/Hagen 2006; Brzinsky-Fay et al. 2007; Giesecke/Gross 2007; Brehmer/ Seifert 

2008)。有期雇用終了直後の就職は、期間の定めの無い雇用直後より成功率が低い。これ

に対してパートタイム労働については Brehmer/Seifert(2008)が他のどの就業形態よりも

高い雇用安定性を確認している。この診断について彼らは、パートタイム労働が特に家

族期にある女性にとって多くの場合、就労生活を続けられる唯一の雇用形態であること

から来るとしている。フルタイムからパートタイム労働へ移行する可能性がなかったら

家族形成期の女性は就労を何度も中断しなければならないだろう。  

 

４．制限された昇進機会  

ここで示された不確実性リスクは（非典型雇用が労働市場参入の足掛かり、あるいは

正規雇用に至る短期に限った中継点になるなど）社会効果の程度に応じて相対化する必

要があろう。しかしながら昇進機会は何かを犠牲にして初めて機能する。職場の変更で

は、非典型雇用から正規雇用への移行は、期間の定めの無いフルタイム雇用、すなわち

正規雇用からの移行より遥かに難しい。有期就業者や派遣労働者は、失職後も（失業の

継続以外）同様の不安定雇用形態に陥る場合が多い。  

移動プロセスに関する最近の分析(Gensicke et al. 2009)から、非典型雇用が正規雇用

への橋渡しになる確率は限られていることが分かった。以前パートタイム就業者や僅少

就業者ないし 400 ユーロジョブ労働者だった人が再就職で正規雇用の職に就く確率は最

                                                  
16 観察期間の始めに、1989 年と 1990 年の 2 年間については大幅に低い参加率が検出されている。このよ

うな一過性の変動は変化する景気情勢と関係するようである。  
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も低い。正規雇用への移行では、以前に派遣労働者だったグループ（34％）は元非典型

就業者全体のなかで最も高い確率を示している。これに対して以前に有期就業者だった

グループは確率がずっと低い。しかしながら突出して高い（65％）のは元正規雇用の人

が再び正規雇用に就職する確率である。  

全体的に見て、雇用のタイプとの顕著な関連性があることを憶測させるような２、３

の経験的指摘はある。以前に非典型就業者が再び非典型の新規雇用に就くことが多く、

以前に正規雇用関係にあった人が再び新規の正規雇用に就くことが多いというだけでは

なく、―派遣労働を除く―他の全てのタイプに関して、以前の雇用とまったく同じ就労

形態に移行する確率が最も高いことが観察されている。  

 

第１-４表 非就労から就労への移行（％） 

以前の雇用の  
タイプ  

新規の雇用のタイプ  
派遣労働  有期雇用 400 ユーロ  

ジョブ  
35 時間以下の

パートタイム  
正規雇用  

関係  
派遣労働  24 33 6 3 34 
有期雇用  8 49 10 7 27 

400 ユーロジョブ  4 23 47 17 9 
35 時間以下のパート

タイム  
5 27 19 31 17 

正規雇用  4 20 5 5 65 
全体  7 32 11 9 40 

出典：移動研究 Infratest/経済社会研究所（WSI）2008 

 

 

第６節 経済危機における非典型雇用  

 

非典型雇用は実際の経済危機においてどのような役割を果たすのか、ということは

2009 年下半期になって初めて言えることである。非典型雇用が、どの程度の、どの形態

のものが景気の緩衝材となるのか、また景気がどのように再び回復するのか、という疑

問について鍵となる重要なデータはまだない。また金融・経済危機の労働市場への影響

もまだ完全には予測できない。労働市場は、通常は２～３四半期のタイムラグを伴って

経済の動きに反応する。但し、全ての形態の非典型雇用が同じように景気に反応するわ

けではないという兆候はすでに現れている。特に景気の影響をまともに受けると考えら

れているのが派遣労働と有期雇用である。企業はこれらの就業者との縁を難なく断ち切

ることができる。この２つの雇用形態においては解雇コストも発生しないし、大量解雇

の際に対象者の選択で社会的対立が起こることもない。派遣労働者と有期就業者は基幹

労働力ではなく、従って通常は経営協議会からも基幹労働力とは受け止められていない。
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また彼らの大半は、その活用が会社にとってスムーズで効率的な生産ないしサービスの

維持に不可欠な、会社特有の技能を持ち合わせていない。さらに派遣労働者や有期就業

者は社内の再訓練に参加することもあまりないため、これらの労働力を雇用し続けなく

ても人材への投資が減価償却されないことを会社が恐れる必要もない。  

パートタイム・僅少就業者が危機から受ける打撃が比較的少なかったことは現時点で

すでに確認されている（Bundesagentur für Arbeit 2009b）。2009 年 8 月の推計（速報値）

によれば、社会保険義務のあるパートタイム雇用は前年比で約 21 万人増加し、社会保険

義務のあるフルタイム雇用は約 35 万人減少したとみられる。連邦雇用エージェンシーの

最初の試算では 8 月の社会保険義務のあるパートタイム雇用は 492 万人で、これは前年

比で 95,000 人ないし 2.0％の増加だった。さらに 230 万人の社会保険義務のある就業者

は追加的に僅少報酬の副業も行っていた。これは前年比 71,000 人ないし 3.2％の増加だ

った。  

フルタイム就業者の減少傾向と比べてパートタイム就業者の増加傾向は、経済分野に

より危機の影響が異なることと関係があるようである。フルタイム就業者は特に―2008

年 9 月から 2009 年 9 月にかけて雇用が３％以上落ち込んだ―製造業で働いている人が多

かった。これに対して、パートタイム就業者は主に―飲食業（+3.0％）や保健・社会福

祉事業（+4.0％）など―雇用が一部まだ増大しているサービス部門の分野で働いている。

そのほか若年労働者は職業教育修了直後に（特に危機下では）パートタイム労働を一時

的にでも受け入れる覚悟があれば労働市場に参入する機会を得ることも多い。同様に僅

少就業者も経済部門により様々な危機の影響から得をしている面がある。  

 

 

第７節 雇用維持の手段としての労働時間  

 

１．労働時間の大幅な縮小  

国内総生産（GDP）が戦後最大の落ち込みを経験したにも拘わらず雇用が 2009 年半ば

まで概ね安定していたのは、主に労働政策のお陰である。2009 年上半期には GDP は 5％

下がり、就労者数は 2008 年 9 月から 2009 年 9 月にかけてたった 0.5％下がっただけだっ

た。このような（ドイツでは他の工業国を引き離して目立っている）相対的な雇用の安

定性は、様々な労働時間政策に依るところが大きい：  

 残業の縮減  

 以前に延長した労働時間を元に戻す  

 労働時間口座の消化と労働時間債務の形成  

 労働時間の短縮を目的とする労働時間回廊（コリドール）の活用  

 操業短縮  
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労働時間のデータは全体的に不足している。特に不足しているのが最新のデータであ

る。新しいデータは傾向の更新作業でなされる推測の域を出ていないため、これで労働

時間の実際の減少を十分追うことは出来ない。そのほか、以下に幾つかの結果を紹介す

る。これは経営協議会の最近のアンケート調査から得られた幾つかの例である。これら

は事業会社が労働時間短縮の枠内で内部柔軟性により需要の落ち込みをどの程度緩和で

きたのか、傾向予測として重要な視点を提供してくれるだろう。  

最近の経済危機では、これまで内部・数量的柔軟性対策が主に行われてきた。需要の

落ち込みに見舞われた事業会社は、人員削減を手段とした外部労働市場を通じてという

より、主に様々な労働時間編成を通じて（第１-３図、第１-４図参照）、労働投入量を調

整している。労働時間の短縮がこれまでの危機において最も重要な雇用対策であったと

いう仮説はある程度、妥当性がある。内部・数量的柔軟性対策にどのような効果が期待

できるのかということは、就労者１人当たりの実働時間数から直接読み取ることが出来

るだろう。労働時間は過去のどの景気後退期にも減少している。就労者１人当たりの労

働時間数が最も大幅に減少したのは最初の景気後退期（1973 年第２四半期から 1975 年第

２四半期まで）だった（－4.4％）。1979 年から 1982 年までの景気後退期は 3.8％、2001

年から 2005 年までの景気後退期は 2.2％だった。  

 

第１-３図   勤労者１人当たりの実働労働時間（季節・暦調整値）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：連邦統計局資料より筆者計算              WSI 経済社会研究所  

 

最近の景気後退の最初の５四半期には勤労者１人当たりの労働時間は 3.7％減と大幅
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に落ち込んだ（1973-75 年と 1991-93 年の同じ期間の減少は 2.1％のみ）。  

 

２．操業短縮  

操業短縮は公的労働市場政策の助成措置の一つである。事業会社は景気の理由から受

注が落ち込んだ時は、解雇の危険にある雇用ポストを維持するために操短手当を申請で

きる。景気操短手当 Konjunkurelles Kurzarbeitergeld（社会法典第３巻 170 条）のほかに季

節操短手当 Saison-Kurzarbeitergeld（社会法典第３巻 175 条と合わせて 169 条第２文）が

主に建設業で季節的な需要の落ち込みに対処するためにある。  

そのほか事業会社の採用対策を容易にする目的で移行期操短手当 Transferkurz-

arbeitergeld がある。給付金の額は操業短縮の３つの形態すべてが同額である。就業者は

カットされた労働時間に対して―子供のいない人で 60％、子供のいる人で 67％の金額の

―（連邦雇用エージェンシーが支払う）操短手当を受け取る。また、労働協約で公的操

短手当に上乗せして賃金の 75～100％に拡充することを定めている業界もある（Bispinck/ 

WSI-Tarifarchiv 2009a）。  

景気対策の枠内で連邦政府は 2008 年秋に操短手当の受給期間を６カ月から 18 カ月に、

その後、2009 年早夏には最大 24 カ月に拡大した。そのほか 2009 年 1 月 1 日以降は、操

業短縮期間中に技能対策を実施し、これに欧州社会基金からの資金を利用することが可

能となった。さらに使用者はこれまでカットされた労働時間に対して社会保険料を納付

しなければならなかったが、操短手当受給７カ月目からは社会保険料を 100 パーセント

免除されるようになった。  

2009 年 6 月には 1,433,000 人の労働者が操短手当を受け取ったが、大半は景気理由に

よる。景気操業短縮では 30.5％の労働時間削減があった。これは 432,000 人のフルタイ

ム就業者相当に匹敵し、他の表現を借りれば、操業短縮は 432,000 人のフルタイム雇用を

維持したとも言える。前年比で操業短縮は、就業者等価に換算すると 418,000 人増加した。

主に操業短縮に陥ったのは下請けを含む自動車産業および機械産業である。この２つの

経済部門は輸出依存度が非常に高い。  

 

３．様々な労働時間短縮  

操業短縮以外の労働時間削減の形態がどの程度雇用維持に繋がったのかを示す、就業

者全体のデータはまだない。労働市場・職業研究所（IAB）の予測では、労働量の計算に

おいて次のようなイメージが浮かび上がった。彼らは労働者１人当たりの平均実働時間

を大まかに様々な構成要素に分けている。予測によれば 2009 年には労働協約が定めてい

る週労働時間の縮減（例えば、労働時間回廊の形）は約 40％に上り、これが労働者１人

当たりの労働時間全体の減少に決定的な役割を果たしている。操業短縮の利用が 25％近

く、残業と労働時間口座残高の縮減が各々約 20％である。これに対して今年、労働時間
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を増加する方向に働くのが主に病欠の減少と副業の増加である。但し、これらの数値は

推測であることは忘れるべきではない。  

これらの推測のほか、経済社会研究所（WSI）が 2009 年夏に実施した経営協議会アン

ケート調査は、労働時間調整に関する経験的指摘を行っている。アンケート調査は代表

的な経営協議会に対して行われた。だが、対象が従業員数 20 人以上の事業会社と経営協

議会１件のみであり、雇用全体のほんの一部を捉えているに過ぎない。約 1200 万人ない

し就業者全体の 35％強がこの分野に入る。ここから以下のイメージが浮かび上がる。す

なわち、労働時間の短縮策としては、残業の縮減から労働時間口座残高の消化を経て（必

要に応じて）労働時間口座の時間債務の形成まで、さらには過去の労働時間延長の戻し、

および（協約が定める範囲内の）協約労働時間の短縮まで様々な方法がある。多くの業

界では、協約規則が正規労働時間を規定された範囲内で引き下げたり、変化する経済状

況に雇用安定的に対応したりするための、かなりの余地を提供している（Bispinck/ 

WSI-Tarifarchiv 2009b）。  

 

第１-４図 実施された雇用維持対策  

（事業会社全体に占める割合、重複回答）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：WSI 2009 年度経営協議会アンケート調査 雇用維持  

 

第１-４図の数値に関しては次の点に留意する必要がある。第一に、回答を寄せた全て

の事業会社で商品やサービスの需要の落ち込みがあったわけではない。第二に、全ての

事業会社に労働口座や協約労働時間の縮減規則があるわけではない。第三に、ここに示

されている割合は、事業会社が各施策を利用したことを言っているに過ぎない。それら

の数値は、施策が利用された程度、つまり何人の就業者が労働時間を何時間減らしたか

を示すものではない。とはいえこれらの数値は、（様々な労働時間調整の形の）内部数量

的柔軟性が雇用の維持を支える最も重要な柱であるという仮説を裏付けるものである。  
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時間当たり労働生産性の推移についてはある程度の謎が残る。労働生産性は５四半期

後、3.2％近く下落した。過去の景気後退期にこれほど下落したことはなかった（第１-

５図参照）。  

 

第１-５図 労働時間当たりの労働生産性の推移（季節・暦調整値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：連邦統計局資料より筆者計算            WSI 経済社会研究所  

 

時間当たりの労働生産性の推移から、経済活動の大幅な落ち込みに１人当たりの実働

時間の削減幅が比例しないと解釈される。このことから、これまでの雇用の比較的安定

と失業率は労働時間削減対策によって十分説明できるわけではないという結論に達する。

そのほかの説明として、企業内で最近の経済危機の初年に大規模な労働力の維持が行わ

れたことである。そのような労働力維持は企業がこの間の展開の中で専門労働力の不足

を恐れていることから来る（これは人口動態の経緯から不自然なことではない）。また企

業の関心は、社内の特殊人材を可能な限り維持することにあるようである。当初はその

上、企業が最近の経済危機の衝撃に驚いて対応に手間取ったことも影響しているようで

ある。但し、労働力の維持という根拠は相対化する必要がある。  

生産性の推移に関するデータは労働時間に関する推測および事実に裏付けされた少な

い情報源に基づいている。従って現在のように異常な経済状況においてはこれらのデー

タは大きな不確実性を伴っている。加えて、可変的労働時間が大きな重要性を持つよう

になった（Seifert 2008）。だが、就業者が最近の景気回復期にどの程度の時間残高を貯め

たのかということは分かっていない。同様に、これらの残高が景気後退期にどの程度消
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化され、時間債務がどれほど形成されたのかということも分からない。さらに労働時間

削減のための協約範囲規則の活用に関するデータもない。そのほか、事業会社がバブル

期に協約コリドール規則の枠内で延長した労働時間をどの程度、元に戻したのかという

ことも推測が難しい。このようなデータの不備が原因で、労働時間に行動変化が生じた

場合、傾向分析からでは満足のいく結果は得られない。従って今のところ、会社レベル

での労働時間削減の実際の規模は過小評価されており、実際にはずっと大幅な労働時間

の削減が行われているようである。しかしながら会社内の労働時間削減の実際の規模が

大きければ大きいほど、現在の景気後退期においては労働力の維持の規模は小さく、そ

の結果、時間生産性の低下も僅かである。  

 

 

第８節 事例研究  

 

2009 年秋に自動車産業（１件）、飲食産業（１件）、小売業（２件）の４つの事業会社

で経営協議会の議長に対する、インタビューが実施された。２つの面談には経営協議会

のその他の代表者も参加した。さらに以下の報告は調査対象になった事業会社の（文面

での）事業会社協約を参考にしている。調査対象の企業１社（多くの支社をもつ小売り

企業）ではそのほか、（派遣労働の利用について情報を提供する）幾つかの支社の経営協

議会による最近のアンケート調査の回答も添えられていた。  

事業会社・企業の選択は（経営協議会への接触を可能にした）労働組合との緊密な調

整の下で行われた。  

 

１．事例１－自動車産業 A 社  

 

（１）事業会社概要  

A 社は自動車産業の大企業に属する。主に車軸とエンジンを製造し、約 6000 人の従業

員（主に男性で、主に専門工としての職業教育を受けた有資格者）を抱える。１年前に

はまだ従業員は 500 人多かった。彼らは派遣労働者や有期就業者で、危機勃発後、大幅

に需要が落ち込んで雇用が打ち切られた。現在の（2009 年秋）稼働率は 50％を若干超え、

これは未だかつてない低水準である。  

 

 

（２）非典型就業者  

A 社は 2004 年に景気回復の一環として初めて派遣労働者と有期就業者を採用した。柔

軟な従業員の数は経営側と経営協議会のあいだの取り決めの枠内で８％に制限されてい
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る。このうち半分（４％）が派遣労働者でもう半分が有期就業者と定められた。この人

員構成の柔軟性に関する規則は、この大企業全体に適用されるもので、個別の事業所で

は（その代わりとして他の事業所で相応に下回れば）この水準を超えることも可能であ

る。派遣労働者ないし有期就業者の利用は、人員需要が内部の配転等により地域レベル

でカバーされない場合に限り実施される。  

この新しい人事戦略の背景には、節約対策および報酬制度の再編を伴った、新しい自

家用車モデルの導入があった。この機会に大規模な再編パッケージが打ち出された。い

わゆる「地域人材回転策」（下記参照）の枠内での内部柔軟性の拡大もその１つである。 

派遣労働者の利用は、業務・人員調整の柔軟性を向上させ、それにより企業の競争力

も改善し、基幹従業員も維持するために行われる。仕事のピーク時、製品需要の増大、

および一時的で計画困難な労働力需要に対応することができる。派遣労働者の利用は一

義的に柔軟性の向上に繋がる。  

派遣労働者や有期就業者には基幹労働力と同様の賃金が支払われる。彼らはそのほか

残りの全ての従業員と同様に賃金に付属する手当を受け取るが、特別手当は支給されな

い。賃金水準は職業教育を修了後 2 年間の就業経験を積んだ労働者の賃金に相当する。

有期就業者は企業年金に包摂されている。これに対して、派遣労働者は会社と雇用契約

を交わしていないためこの限りではない。但し、従業員は勤続 10 年を経て初めて無期限

の年金請求権を取得する。  

経営層は派遣労働者や有期労働者を選択している。通常、これらの労働力は意識が高

く、基幹労働力として受け入れられることに関心もある。このため彼らはよく働く。例

えばバブル期には、残業や特別シフトをこなすことに大きな意欲を示した。彼らの大部

分は 2008 年までの好景気の時期に採用されている。  

有期就業者は最高 42 カ月まで雇用契約を何度も更新できる。このように法定上限であ

る２年を超える延長は可能である。それは金属・電気産業の使用者連盟と IG メタルのあ

いだで交わされた追加労働協約が期限を42カ月に延長しているためである。同協約には、

雇用に関わる需要がある場合は雇用契約の期限を（法定期限を超える）追加の 18 カ月以

内で３回まで更新できることが定められている。  

派遣労働者は２年以下、平均約 1.5 年雇用されていた。彼らはまず単純作業を行い、予

備研修期間後は高度な作業に移行することも可能である。  

A 社では、派遣労働者が雇用されている間は基幹従業員を会社都合で解雇してはなら

ないとの取り決めがなされている。  

有期就業者と派遣労働者には職場内訓練（on-the-job-training）の枠内でのみ再訓練が行

われ、仕事を離れて訓練を受講することはない。  

有期雇用は試験に合格した訓練生のごく一部（10％）にも適用される。彼らはまず 12

カ月間採用される。決定を左右するのは専門性に関する上司の評価である。  
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有期就業者も派遣労働者も労働組合の組合員にすることができる。IG メタルは派遣労

働者の面倒を看て、彼らにサービスとして外部労働市場で新しい就職先を見つける可能

性を広げるための特別な応募トレーニングを企画した。  

 

（３）内部柔軟性  

内部柔軟性の特性は地域の「人員回転盤 Personaldrehscheibe」にある。これは企業の競

争力を伸ばす。企業の各工場によって異なる雇用状況は企業全体の労働市場の専門的管

理により調整が必要である。この目的で、人員回転盤が導入された。A 社が採用した、

職業教育修了後の全ての技術・営業訓練生、また期限付きないし期間の定めの無い契約

による新規採用の全社員が、回転盤に受け入れられた。これらの就業者は、12 カ月以上、

36 カ月以下の間、回転盤に留まる。この期間中、彼らは国内各地で、社内ないし社外に

柔軟に配置される。会社を超えた配置は、戦略的人事計画の枠内で余剰人員がある場合

に限り検討の対象となる。会社を超える配置は優先的に地域内で行われる。その場合、

通告期限を決める必要がある。  

若い専門職労働者が回転盤に参加すると、業務と人員配置の柔軟性を高めるための配

置計画が作成される。配置の度に学習目標が設定され、それに応じた配置コンセプトが

作成される。  

会社を超える配置に際しては、対象となる社員には手当が支払われる。  

企業全体の人員需要調整の目的で中央管理グループが結成される。各グループは企業、

経営協議会の代表の５人で構成され、年間最低２回会合を開く。  

 

（４）危機管理  

A 社は需要の急激な落ち込みの対応策として外部数量的および内部数量的柔軟性を駆

使して労働投入量を調整した。当初は 500 人いた派遣労働者および有期就業者の雇用は

打ち切られた。同時に労働時間は大幅に削減された。残業時間も全体的に縮減した。労

働時間口座にあった時間残高は消化され、50 時間を上限とする時間債務さえ形成される

に至った。就業者のなかには操業短縮が導入された者や、労働時間が３時間減って週 35

時間から 32 時間になった者もいた。労働組織上の問題は、個人によって労働時間口座に

残る時間残高が異なることから生じている。時間残高が 250 時間の分野もあれば、20 時

間強の分野もある。これらの差は各労働分野の労働時間の均等な削減を困難にしている。

このため労働時間調整の様々な形を組み合わせて対処する必要があった。  
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２．事例２－小売業 B 社  

 

（１）事業会社概要  

B 社は小売業大手の地域支社で、現地では約 5500 人の従業員を抱える。うち 80％強は

女性で職業教育の修了者が大半である。職業教育を全く、ないし少ししか受けていない

就業者は主に倉庫で働いている（約 200 人）。直近２年間は売り上げの落ち込みや支社の

閉鎖で過去に就業者の数は約 60 人減った。  

最近では一連の支社で開業時間が 24 時までとなっている。これにより新しい人員配置

計画が必要になった。20～24 時の時間帯にレジで働いているのは主に僅少就業者である。 

 

（２）非典型就業者  

有期雇用：約 800 人の就業者は６カ月の有期雇用契約を結んでおり、６カ月毎に更新

される。これは一種の延長試用期間である。殆どの人はその後、継続的に受け入れられ

る。有期雇用のあいだ就業者は期間の定めの無い就業者と同じ報酬を受け取っている。

職業再訓練でも彼らは同等の扱いを受けている。  

有期就業者に関しては大部分が若年者で、職業教育修了後にまず期限付きで、その後、

週 30 時間のパートタイムベースで１年間採用される。このような方式は試験を良い成績

で修めた人に適用される。点数が低かった人は労働時間が 25 時間に留まる。B 社は自社

の需要以上の人に職業教育を施すが、訓練を終了した人を失いたくないためにパートタ

イムによる雇用が提供されている。職業教育修了者も、試験修了後に同社に採用される

ことに大きな関心を寄せている。近年、同社に残りたくなかった人は１人だけだった。

それ以外の就業者は当面はパートタイムベースの有期雇用契約を受け入れている。  

期限付き雇用による受け入れについては地区のマネージャーが支社の上層部に問い合

わせた後、決定する。受け入れは非形式的な会話のなかで行われる。  

 

派遣労働はあまり重視されていない。倉庫に限り、需要に応じて５～20 人の派遣労働

者が配置される。彼らは在庫商品の仕分けを受け持っている。会社の視点からはこの雇

用形態は必要な労働力を短期的に調整することが出来るという利点がある。その場合、

会社をすでに知っている労働力をなるべく利用するようにしている。それにより予備研

修期間が要らなくなる。これまで社員として採用された派遣労働者は、ただ１人に留ま

る。  

 

アウトソーシング：そのほか、他社を通じて投入され、仕事に応じた報酬が支払われ

る、いわゆる「外部部隊 Auffültrupps」というものがある。彼らは営業所で品出しを行い、

１日のうち数時間しか店にいない。  
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僅少就業者：顧客サービスおよびレジの分野ではいわゆる「ミニジョブ労働者」つま

り 400€ベースの僅少就業者が利用される。彼らは午後および夕刻と夜間のある一定のピ

ーク時に働く。これらの労働力は、時給（手取り）7.50 ユーロ（基幹労働力の賃金より

約 3 分の 1 低い）の賃金を受け取っている。これらの就業者はそれでも、税も社会保険

料も支払う必要がないため、差別されていると感じてはいない。対象者は主に学生や生

徒、および失業者（社会法典 II が定める―失業給付に上乗せされる―給付の受給者、い

わゆる「ハルツ IV 受給者」）である。彼らは通常はごく短期間のみ会社に留まる。  

人員変動率は 70％である。ミニジョブ労働者のうち 1 年以上同社に留まるのはごく僅

かである。そのため基幹労働者はその都度新しい労働者に予備研修を行う必要に迫られ

る。このことは負担と受け止められ、基幹労働者からは繰り返し苦情が寄せられている。

またこれら従業員の生産性も、彼らが予備知識を習得するまでは時間がかかるため、最

初は基幹労働者より低い。  

販売部門（精肉、ソーセージ、チーズ）の状況は少し異なっている。ここでは予備知

識を身に付け、比較的長期間同社に留まる学生も働いている。彼らはいわゆるミディジ

ョブ労働者として月最高 800 ユーロまで稼ぐことができる。彼らは基幹労働力と同様、

労働協約に基づいて区別されている。  

 

補助作業員：ピーク時または夕刻や夜間、また休暇期間に同社は補助作業員を雇う。

これらの労働力は労働量全体のおよそ８分の１をこなしている。一部は以前、同社で働

いたことがあり、仕事の流れや要求に慣れている年金生活者である。また一部は同社が

必要に応じて何度も頼る、職業教育を受けていない労働力である。繰り返しの利用は長

期間の予備研修期間を不要にするという利点がある。  

 

再訓練：再訓練に参加する労働者は少ない。主にそれは精肉、ソーセージ、チーズの

販売分野などで働く固定的な基幹従業員である。僅少就業者および派遣労働者は再訓練

に参加しない。  

 

危機対応：小売りは何年も前から消費の低迷や厳しい価格競争に晒され、収益も振る

わない。このような背景から人員削減も幾度となく行われている。この構造問題が持続

しているため経営協議会や経営陣は利害調整に関する社会プランを締結した。同計画は

熟練労働者を 70％に減らす代わりに柔軟な労働力を利用することを定めている。同社は

当初、基幹従業員の投入を 50％に留めることを望んでいた。基幹人員の削減の第一歩は、

年金受給開始が迫っている中高年の従業員にこれまでより短い労働時間を提供し、これ

によって減額される賃金の一部を補償する手当を支払うことにある。これまでこれを利

用した従業員は少数に留まっている。  
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３．事例３－飲食業 C 社  

 

（１）事業会社概要  

C 社は飲食業の分野で活動し、ホテルおよび３つのレストランを営んでいる。労働量

は極めて変動的である。学校の休暇中の労働量は僅かである。そのほか会議や大規模な

スポーツ行事、企業の祝祭等の特別な行事がある。それらはかなり前から決まっている

ので人員配置を計画することは可能である。  

 

（２）柔軟な人員配置  

全体で約 480 人の従業員が働いている。男女の比率はおよそ 60 対 40 である。従業員

の半数は期間の定めの無い雇用契約を結び、彼らが従業員の核を成している。これらの

従業員は殆ど全員が職業教育を修了しており、従って専門労働力である。他の半数は柔

軟なパートタイム契約で働いている。但し、彼らは６カ月の有期雇用で通常は４回更新

されている。彼らには月 10 回、３時間以上の就業が保証されている。実際には、彼らは

もっと長時間働いている。就業は会社の指示により行われる。前の週の火曜日にシフト

計画が作成される。人員需要は予約の入った行事により上下する。  

そのほかミニジョブ/400 ユーロジョブ労働者が約 80 人いる。その内訳は学生と主婦で

ある。彼らは固定的な雇用には興味がない。  

また同社はピーク時には派遣労働者に頼る。だが彼らは大規模な祝祭の催しが行われ

る時に１日ないし２日という短期間利用される。そのような時は最大 150 人もの派遣労

働者が投入されることもある。基本的には派遣労働者と基幹労働者の関係で揉め事はな

いが、時として派遣労働者の予備研修で問題が起きることがある。これを避けるために

C 社はなるべく同社の仕事の流れに慣れている同一人物に頼るよう努めている。  

期限の定めのない就業者も有期就業者も協約賃金を受け取っている。休暇・疾病手当

も両グループは同じ扱いである。パートタイム就業者だけは休暇手当が時給に上乗せさ

れる。派遣労働者は派遣元企業から約 6.50～8 ユーロの時給を受け取り、派遣先企業は派

遣元企業に時給 19.5 ユーロを支払う。  

再訓練は殆ど行われない。あるとしても職業教育を終えたばかりの若年社員を対象に

した活動が時折あるのみである。C 社はこれに労働市場プログラムからの助成を当てて

いる。  

C 社では労働組合員は僅かである。非典型労働者を組織化するのは殆ど不可能である。 

C 社は、顧客の減少による売り上げの若干の低下に危機感を持っている。対応策とし

て、同社は有期就業者との契約をこれ以上延長しない方針である。  
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４．事例４－小売業 D 社  

 

（１）事業会社概要  

D 社は小売業を営み、約 250 支社、従業員総数約 6500 人を抱える。近年は従業員の数

が 2500 人ほど減っている。この主な理由は、一連の支社が売却され、何件かの営業所が

閉鎖されたことである。その際に解雇が発生している。  

 

従業員の構成：約 500 人の従業員が僅少契約で、さらに 500 人が有期契約で働いてい

る。従業員全体の約 40％がパートタイムで働く。派遣労働者は数社で利用されている。

そのほか品出しをする労働力もいる。彼らは他社から派遣され、通常は22時以降に働く。  

各営業所は人員戦略に関して比較的高い水準の自己責任を負っている。各社が派遣労

働者や有期従業員をどのくらいの配分で配置するかを決める。決定要因は予算である。

そのほか各人員配置は現地における特定の労働力グループの稼働性によって決まる。例

えば学生はどの立地地域にもいるわけではない。そのほか各営業所の営業時間がまちま

ちなこともある。営業時間は一日 13～15 時間で週６日である。  

６週間前に大枠の人員配置計画が作成される。微調整は２週間前になされる。出発点

は人件費の総予算である。全体的に見て非典型雇用の利用が増加している。この流れは

主に営業時間が伸びたことに関係する。そのほか特定のサービスが外部化されている。  

D 社は協約遵守に強い関心を寄せている。  

労働組合の組織率は各支社により 20％～40％である。経営協議会から見た大きな問題

は、柔軟な就業者の組織化である。  

 

僅少就業者：この就業形態は学生や主婦により行われている。彼らの求人は主に、支

社が通常密接な協力関係をもつ雇用エージェンシー（公共職業安定所）を通じて行われ

る。僅少就業者はピーク時の需要をカバーするため、夕刻の労働にも利用される。  

 

有期従業員：有期従業員は３～６カ月の短期間に限って雇われる。無期限雇用への受

け入れはまれである。有期従業員の報酬は期間の定めの無い従業員と変わらない。但し、

企業年金の請求権は半年後に初めて取得できる。クリスマス手当は勤続１年以上で支給

される。  

 

派遣労働：派遣労働者は全営業所で利用されるわけではない。少数の例外を除けば、

彼らは営業所でレジの分野に配置される。２時間程度のごく短時間の予備研修で十分で

ある。但しこの短い研修には欠点もあり、労働災害の問題などは十分徹底されない。同

社は派遣労働者についてはいつも以前の従業員に頼るよう努めている。理想的なのは、
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人員構成がなるべく安定している柔軟な予備軍である。これにより広範囲に及ぶ指示を

避けられる。  

企業から見ると派遣労働の利点はコストより柔軟な配置にある。派遣労働は社員の疾

病時など必要に応じて短期的に配置することが可能である。  

派遣労働の利用に関しては経営協議会が 2009 年秋に 64 支社にアンケート調査を実施

し、26 社が回答を寄せた。最も重要な回答を以下に紹介する。  

アンケートに参加した 26 支社のうち 23 支社が派遣労働を利用している。その際、か

れらは全部で 18 社の様々な派遣会社を利用している。26 支社のうち 17 支社では経営協

議会が労働者派遣の契約に目を通していた。18 支社では経営協議会が、派遣先企業が派

遣元企業に支払う金額を知っている。これらの支社では経営協議会も会社法の規定（第

99 条）に則って派遣労働者の採用前にそれを尋ねられる。一部の支社（４社）では派遣

労働者が利用される前に当該ポストが社内で掲示された。12 支社では人員削減が行われ

た後に派遣労働者が配置され、３支社では有期従業員の仕事が派遣労働者により引き継

がれた。  

11 支社（半数弱）には派遣労働者の利用に関して経営協約が存在する。  

支社の大多数では経営協議会が以下の規則問題を巡って会社法87条に則った共同決定

権を活用している：  

‐労働時間の開始・終了：22 支社  

‐休憩時間：14 支社  

‐残業：16 支社  

派遣労働者は主に配置されるレジ分野（80％弱）のほか、10％弱が品出しに、5％弱が

サービス分野に配置されている。派遣労働を利用する主な理由として、26 支社の経営協

議会は、人手不足（15 社）、休暇（12 社）、疾病（10 社）、その他（12 社）を挙げている。 

10 支社では派遣労働者が正規従業員として採用された。  

 

５．結論  

上記の事例は現在の経済危機の影響を様々な形で受けている、異なる産業部門に属す

る会社の例である。非典型雇用の利用で見られた違いを除けば共通点もある。  

非典型雇用―ここでは特に派遣労働と僅少就業者―は２つの柔軟性の目的を満たすた

めに企業により利用されている。第１に定点的な追加の労働需要をカバーするために、

第２は基幹労働者を不安定な需要から守るためである。顕著なのはサービス分野におけ

る柔軟な労働力の割合が工業分野の数値を大幅に上回る点である。これには従業員の技

能に対する企業の要求度の違いも関係するようである。また調査の対象になったサービ

ス会社における人員配置が、比較的大幅で短期的な変動（これは学生や主婦など、特殊
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な就業者グループによりカバーされている）に左右されることとも関係がある。  

 

 

第９節 結論  

 

非典型雇用形態が循環的な景気変動でどのような役割を演じているのか、これについ

て最終的な判断が不可能だとしても、これまでに判明した事実から、特に派遣労働と有

期雇用は危機に起因する需要の落ち込みを緩和する上で重要であることが明らかになっ

た。但しここで留意すべきは、最近の不況による全経済活動の落ち込みが過去の危機と

比較してかなり強烈だったことである。従って調整の必要性もより大きい。だがさらに

大きな重要性をもつのは、雇用を安定させるために労働時間が果たした貢献である。事

業会社は外部数量的および内部数量的柔軟性の形態を併用している。彼らは基幹労働力

を維持し、雇用リスクを派遣労働者、有期就業者、僅少就業者に転嫁する。パートタイ

ム就業者は雇用リスクにそれほど晒されていない。  

量的重要性から切り離すことが出来ないのが、非典型雇用の質的側面である。特に派

遣労働者と僅少就業者は正規雇用の就業者と比較して所得に関して明らかに不利な立場

にいる。彼らは柔軟性の予備軍として高い雇用リスクを背負っているばかりか、より劣

悪な労働条件に耐えなければならないのである。  
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第２章 フランスにおける非正規雇用の実態に関する調査 
 

第１節 非正規雇用の定義・就労分野 

 

１． 法律上の定義 

英語の「非正規雇用(non-regular employment)」1に該当するフランス語の表現としては

「非典型雇用(emplois atypiques)」と「特殊形態雇用(formes particulières d’emploi: FPE)」2

が考えられる。この表現は、特定の雇用関係がフランスの労働法典で契約規範としている雇

用関係、すなわち無期契約のフルタイムの賃金労働とはかけ離れていることを強調するのに

一役買っている。 

しかし、特殊形態雇用がフランス法の規制を受けていなということではない。特殊形態

雇用は基本的に、「労働の一般法」（訳注：全ての労働関係に適用されるべき労働法）にお

ける例外であり、こうした例外に関する特定の制度によって規制されている。したがって、

フランスで特殊形態雇用と呼ばれるものは主として、労働の一般法における無期契約でのフ

ルタイムという規範の例外として、制度的に規制された雇用関係を指す。 

 

安定雇用、不安定雇用 
―歴史的マイルストーン― 

 
フランスの歴史上、必ずしも常に無期労働契約が労働法の構成要素である標準的雇用だった

わけではない。 
今日では不安定雇用と呼ばれる雇用形態が長い間主流を成し、労働市場の常態であった

（Beau 2001）。19 世紀を通じて、農村の多くの住民が農業活動に従事していたフランスにお

いて、工業の使用者は、工業活動に従事する労動者が田舎に戻らないように、労動者を安定さ

せ、定着させることに常に配慮していた。そのため、被用者以上に使用者が雇用の安定を望ん

でいた（Germe 1978）。19 世紀の終わりになって初めて、被用者が安定を要求するようになっ

た（Castel 1995）。1890 年に民事法典に盛り込まれた賃貸借契約（contrat de louage）を無期契

約の前身と考えることができる。これは確かに無期契約だが、いずれの当事者も理由の如何を

問わずいつでも契約を停止できるとするものである。とはいえ、1930 年までは独立自営業が引

き続き主流の雇用形態であった （IRES 2005）。 
無期労働契約がようやく全ての産業に広がり、雇用の原型になったのは栄光の 30 年の間であ

った。しかし、長く続いた安定成長時代の終わりには、労働力の柔軟性を高める必要性が次第

に増し、不安定が戻った。1970 年代には、法律によって一般法の例外であることが明示された

新しい雇用身分が現れた。一般法の例外であることから、有期労働契約（contrat à durée 
déterminée：CDD）と派遣労働契約を企業の通常の活動に関して結ぶことはできなかった。こ

のニーズに応えることができたのは無期契約（contrat à durée indéterminée：CDI）だけだった

                                                 
1  フランス語の「特殊形態雇用（ forme particuliere d’emploi）」は最初に「非標準的雇用形態（non  
standard job form）」と英訳された（Michon, 1981）。 

2 Germe et Michon （1979 – 1980）参照。  
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からである。 
しかし、2008 年には「労働市場近代化」法によって管理職と技師を対象とした「プロジェク

ト契約」と呼ばれる新しい非典型労働契約が設けられた。この契約は当初より有期であり（18

カ月から 36 カ月の間、更新不可）、労使いずれかが契約から一年経過毎に解除することができ

る。被用者の要請による契約解除も設けられ、この場合でも被用者には失業手当が保証され

る。こうして、他の人々よりも無期契約で雇用されることが多い人々にとって、この契約が被

用者にもたらす主な利点（使用者は被用者の重大な過失の場合にしか契約を解除することがで

きない）はなくなった （Fabre, Lefresne, Tuchszirer 2008）。特に、法律上明確だった無期労働

契約と有期労働契約との境界が曖昧になり始めている。 

 

フランスで入手できる統計は3、一般に特殊形態雇用を次の通り区分している：   

- 派遣 

- 見習い契約 

- 支援付き雇用を含むテンポラリー労働契約（有期労働契約による） 

- 無期契約か有期契約かを問わず、パートタイム雇用も加えられることが多い4 

 

ヨーロッパの統計とは異なり、フランスで公表された統計は派遣労働と他のテンポラリ

ー雇用を区別していることがわかる。 

 

第２-１表 特殊形態雇用の割合（2008 年、％） 

 15 歳以上の合計 

非賃金労働者* 10.5 
賃金労働者 89.5 
うち  派遣労働者 2.1 
 見習い 1.3 
 有期労働契約 （1） 8.3 
 無期労働契約 （2） 77.7 
合計 100 
総数（単位：千人） 25,913 

 
注：フランス本土、世帯人口、15 歳以上（12 月 31 日現在）の就業者。 
（1）支援付き雇用を含む。 
（2） 支援付き労働契約のない賃金労働者、公共部門の研修公務員と正規公務員を含む。 
出典：INSEE, 継続雇用統計（Enquête Emploi en continu） 
*訳注：すなわち自営業者・無給家族従業者。 

                                                 
3 特に主要な公的統計機関である INSEE（国立統計経済研究所）や DARES（雇用省研究推進統計研究局）が
作成。 

4 http://www.insee.fr/fr/methodes/default.asp?page=definitions/forme-particuliere-emploi.htm 参照。 
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第２-２表 さまざまな雇用形態に占めるパートタイム労働者の割合（2008 年、％） 

 合計 男性 女性 

非賃金労働者 10.4 5.1 21.3 

賃金労働者 16.8 5.1 29.0 

 派遣労働者 8.2 4.6 16.2 

 見習い 17.7 14.9 23.8 

 研修、支援付き契約 46.1 29.9 54.9 

 有期労働契約 28.1 17.5 34.9 

 無期労働契約 15.4 3.7 27.9 

就業者全体 16.1 5.1 28.4 

出典：INSEE, 継続雇用統計 

 

（１）派遣労働 

派遣労働契約による雇用には一般に特別規則が適用される。それは特に、派遣の雇用関

係が三者間の関係だという理由による。フランスでは、派遣の雇用関係は使用者の権利と義

務を民間の人材派遣会社と派遣先企業とに振り分け、派遣労働に固有のリスクから派遣労働

者を保護しようとする身分規程で規制されている。  

 

（２）見習い 

見習い契約は、免状が付与される見習い訓練である。対象となるのは 16 歳から 25 歳の

若年者であり、この契約で就労する見習いには被用者の身分が与えられる。この契約は実施

される訓練の質を保証し、見習いへの報酬の基本方針を定める。この契約は、現在では見習

いの雇用に対し使用者に助成金が支給される期限付きの労働契約（duree limitee）である。

ただし、有期労働契約、特に「支援付き」労働契約とは区別される。 

 

（３）有期労働契約 

有期労働契約には「支援付き」雇用と言う 120 万件を超える雇用が含まれる。  
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第２-３表 雇用政策の一環としての「支援付き」雇用（千人）5. 

 2008 年末の締結者 
ストック（注） 

支援付き雇用（営利部門） 1042

 うち  若年者雇用時の免除および雇用助成金 59

 長期失業者（CLD）雇用時の免除および雇用助成金 66

 企業設立支援 119

 交互契約 632

 支援・再編成 13

支援付き雇用（非営利部門） 185

 うち 未来契約 78

 雇用支援契約 102

注：フランス本土。季節調整済み。 
出典：ASP；DARES；DGEFP；INSEE 

 

この支援付きと呼ばれる雇用は、雇用政策の基本方針に従って現れては消えてゆく、さ

まざまな法文を根拠としている。この雇用は失業対策の一環として生み出された契約形態で

あり、主に若年労働者の参入促進を目的としている。 

有期労働契約の評価には、上記以外に、有期労働契約だがいくつかの限られた点で従来

の有期労働契約とは明確に区別されるテンポラリー労働契約の形態が含まれる。これらのテ

ンポラリー労働契約はそれぞれ特定の産業部門でしか許可されず（法律または労働協約によ

る許可）および／または利用することができず、固有の失業保険制度に属することができる。

例えば農産食料品産業は「季節労働」契約、ホテル・レストラン業は「臨時雇い

（d'extra）」契約、映画産業従事者は不定期労働契約を利用する。 

 

（４）パートタイム 

フランス法は、法定労働時間（協定時間が法定時間より短い場合には協定時間）未満の

すべての被用者をパートタイムと見なさなければならないとしている。前述のようにパート

タイム就業者はテンポラリー労働契約の場合も常用労働契約の場合もある。だが常用労働契

約よりもテンポラリー労働契約の場合の方が多い（パートタイム就業者は有期労働契約の

28.1％、支援付き契約の 46.1％を占め、無期労働契約ではわずかに 15.4％である）。派遣労

働のみ、大半がフルタイムである（第２-２表参照）。 

したがって、労働契約がテンポラリー雇用か常用雇用かということと労働がフルタイム

かパートタイムかということには交差する部分がある。パートタイムのテンポラリー労働契

                                                 
5 各支援付き雇用に関する規則を添付資料でまとめている。 
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約が二重に算入されることになるため、特殊形態雇用の数量的なウェイトはテンポラリー労

働契約とパートタイム労働者数の合計から推定することはできない。  

さらに、テンポラリー労働契約の中では、フルタイムの有期労働契約とパートタイムの

有期労働契約ははっきり分かれているようである。フルタイムの有期労働契約の方がパート

タイムの有期労働契約よりも例えばフレックスタイムの影響を受けにくいようである。フル

タイムの有期労働契約は、特定の人口集団が対象になっているが、テンポラリー労働契約で

あるにもかかわらず、労働時間の特性の点では常用雇用フルタイムにかなり近い。一方、パ

ートタイムの有期労働契約はパートタイムの常用雇用とほとんど変わらない。このように、

パートタイムとフルタイムの区別の方がテンポラリー雇用と常用雇用の区別よりも明確であ

る。雇用が常用雇用であるかテンポラリー雇用であるかによる区別はそれほど明確ではない

（Cottrell et al. 2003）。 

パートタイム被用者は、労働時間と社会保障適用の枠組みに関する規程によって、その

権利が明確に保証されている。だがフランスでは、パートタイムは事実上女性だけが対象の

雇用形態だということに変わりはない。実際、パートタイム被用者は 2005 年に賃金雇用の

17.9％を占めているが、女性では 31.4％、男性では 5.8％である。ここから、パートタイム

雇用がなぜテンポラリー雇用よりも差別されがちであるかがわかる。それだけに、大抵はや

むを得ずパートタイムで就労している。2005 年には 30％以上のパートタイム労働者がフル

タイム雇用が見つからなかったためにパートタイムで働いていると答えている6。つまり、

パートタイム就業者は賃金、キャリア、社会権に関して不平等を被っている  （Maruani 

2005）。 

フランスにおいてパートタイム労働が－全体的または部分的に－特殊雇用形態として扱

われ（Maruani, Michon 1998）、さらにしばしば過小雇用形態として扱われるのは上記の理由

による7。 

 

（５）法律による枠組みのない特殊形態雇用 

特殊形態雇用は、そのほとんどが被用者の保護を目的とする法律の枠組みに基づいて、

何らかの形で区分された形態には留まらない。統計データでは、複雑に込み入った身分を特

殊形態雇用と言う表現でひとくくりにしようとするごく簡易な表があるだけである。 

当然ながら、法定ではない雇用関係－すなわち法の埒外にあり労働法典に定めがない雇

用関係や、法で禁じられた明らかに違法な雇用関係－の存在を除外することはできない。ま

た、雇用と労働に関する規制の観点からは常用雇用（無期労働契約による雇用）かテンポラ

                                                 
6 同上。 
7 後掲参照。確かに歴史的には、女性はパートタイムとして初めて職業活動に動員された（特に 20 世紀の第二
次世界大戦中には、出兵した男性の代わりとして）。戦後、パートタイムは女性の動員解除と過小雇用の形態
として出現した （cf. Bouillaguet-Bernard et Michon 1981）。この状況は現在も続いている。パートタイム
は、フランスでは他の国ほど仕事の負担と家庭の負担の両立を可能にする女性の雇用アクセス手段として認識
されていない。フランスでは幼い子供の集団的子守の方法が発達しているため、そのような考えは少ない。 
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リー雇用（有期労働契約による雇用）かが不明瞭な状況も存在する。一般に、規制の枠組み

を逃れるために、それまで雇用関係ではほとんど実施されていなかった独自の方法が新たに

出現する場合がこれに該当する（後掲参照）。  

さらに、いわゆる「特殊形態雇用」が非常に不安定な状況を前提としないのと同様、い

わゆる「常用雇用」が不安定でないということはない。最近の研究は、常用雇用といっても

不安定さを免れるわけではないことを示している。Rouxel (2009)は、もっと長く働くこと

を希望している―無期労働契約で就労することを強いられたパートタイム―か、12 カ月後

の雇用を心配している無期契約の労働者を加えると、被用者の 4 分の 1 は不安定な雇用状

態にあると推定している。他の研究では、パートタイム労働者は大変な不安定に曝されてい

ることを指摘している（例えば Askenazy et al., 2009 を参照）。逆に、前述のように、特殊形

態雇用の労働時間に関する制約は必ずしも常用雇用より厳しいわけではない (Cottrell et al. 

2002）。他の点では、フランスでは「常用雇用」と安定、特殊形態雇用と不安定が厳密に結

びついているわけではない。 

 

（６）非賃金労働者の新しい特殊形態 

最後になったが、これは他に劣らず重要な問題である。現在（2008）、非賃金就業 は全就

業者の 10.5％を占めている。1990 年代のヨーロッパと米国の変化については、非賃金労働

は数十年間一貫して減少した後再び増加したことが知られている。この新しい非賃金労働の

多くに関して、その性質はまったくはっきりしていない。多くの点で、被用者が負う従属性

と非常に類似した従属性を発注者に対して有していることは事実である。現在では、「労

働」の外部委託・下請けと「雇用」の外部委託の中間的な慣行が拡大していることがわかっ

ており、この非賃金労働タイプと賃金労働タイプが混在する曖昧な関係の拡大が状況を複雑

にしている。とにかく、200 万から 300 万の独立自営業者（2007 年の推計8）が雇用保護を

受けておらず（独立自営業者の地位はこの者の企業の活動および特徴とのつながりの方が大

きいため）、失業保険が適用されず（任意に失業保険契約をする場合を除く）、法定疾病保険

が受けられず、職業リスクの防止に関して法が被用者に認めている主な権利を享受していな

い。 

 

２．非正規被用者の従事する産業と職種 

フランスでは多様な特殊形態雇用の間で分断というような現象が見られ、異なる形態が

同じ用途に「当てられ」たり、同じ業種で用いられたり、同じ持ち場や同じ労動者カテゴリ

ー9を対象としたりすることはないようである。例えば、典型的な派遣労働者は、自動車、

建設、農産食料品産業（後掲参照）といった分野で使われる無資格の男性労働者である。有

                                                 
8 出典：INSEE, 雇用統計。 
9 フランスでは主要な社会人口学的グループとして、男性と女性、若年者と年長者、移民などがある。 
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期労働契約の対象の中心は、明らかに個人向けサービスなど第三次産業で雇用される低資格

の女性である。パートタイム被用者はそれ以上に第三次産業に多く、ほぼ女性が独占してい

る。このような特殊形態雇用の中での分断はフランスでは古くから見られ、最近の変化によ

り緩和する可能性があるとはいえ、依然として続いている。 

 

（１）使用者の産業・職業カテゴリー 

 

ア．派遣労働  

他のヨーロッパ諸国と異なり、フランスでは派遣労働は常に工業に見られる現象である。

むしろ、派遣労働の利用は明らかに自動車産業、農産食料品産業、建設業といった工業の一

部の分野に集中している。 

 

第２-４表 産業別派遣労働の利用率（フルタイム換算、％） 

 2001 2008 
農業、林業、漁業 0.9 1.3 
工業 6.8 6.9 
 農産食料品産業 6.2 7.5 
 消費財産業 5.0 5.0 
 自動車産業 10.7 9.3 
 設備財産業 6.6 7.1 
 中間財産業 7.9* 7.5 
 エネルギー 2.3 2.7 
建設業 7.6 8.1 
第三次産業 1.7 1.7 
 商業 2.0 1.8 
 運輸 3.8 4.3 
 金融 1.3 1.0 
 不動産 1.0 1.1 
 企業向けサービス 2.0 2.0 
 個人向けサービス 0.5 0.5 
 教育、保健、福祉 0.6 0.6 
 行政・アソシエーション活動 0.5 0.5 
全体 3.5 3.3 
注：年平均率- 
出典：DARES - UNEDIC 

 

したがって、派遣労働者の大半がブルーカラー労働者なのは驚きではなく、38.4％が無資

格労働者、39.4％が有資格労働者で、ホワイトカラー労働者はわずか 13.2％、管理職と中間

職は 9％に過ぎない10。 

 
                                                 
10 出典：DARES, 派遣労働契約月次報告 

- 71 -



72 

イ．有期労働契約  

一方、有期労働契約は主に第三次産業と、工業のわずかな分野で利用されている。Bunel

（2007）は、有期労働契約は特定業種への集中が著しいことを指摘している。有期労働契

約は個人向けサービス（保健、教育）の賃金雇用の 12％、農産食料品産業と消費財産業で

は 5％強、企業向けサービスでは約 4％を占めている。  

 

第２-１図 有期労働契約の産業別分布（民間部門の賃金雇用、1990～2002 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：雇用統計および Bunel （2007）の計算（Bunel （2007）より転載） 
 

非典型雇用は公共雇用で、契約従業員の身分（有期労働契約）またはどの身分にも該当

しないいわゆる「自由契約（vacataire）」従業員として拡大していることにも言及しておく。

フランスで三つの公職（国、地方公共団体、保健）と呼ばれるものは、競争試験で採用され、

いわゆる「正規従業員（fonctionnaires）」の身分を享受する者で構成されている。しかし、

公共機関は通常の方法で採用される非正規－いわば非常用雇用－のいわゆる「契約」従業員

や「自由契約」従業員も利用している（実際には、正規従業員より勤続年数が長いこともあ

る）このように公務員ではない従業員は 1982 年には 2％であったが、2007 年には 14％にな

っている （INSEE 2008）。 

 

ウ．パートタイム 

主にパートタイムは、一般に女子労動者が最も多い第三次産業で普及している。とりわけ、

個人向けサービス、教育・保健および社会福祉、行政サービスなどのサービス分野で多い。 

個人向けサービス、保健、教育 

企業向けサービス 

不動産・金融 

商業 

運輸 

建設 

建設財・中間財・エネルギー 

自動車 

農業・消費財 

1990 2002

0%            2%            4%             6%            8%            10%            12%         14% 
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第２-５表 産業別パートタイム労働者比率（2008 年、％） 

 女性 男性 

農業、林業、漁業 15.7 6.0 
工業 6.1 1.4 

農産食料品産業 9.9 1.7 
消費財産業 8.2 1.6 
自動車産業 2.4 0.8 
設備財産業 4.2 1.0 
中間財産業 4.9 1.4 
エネルギー 9.8 2.8 

建設業 4.8 2.1 
第三次産業 21.0 3.3 

商業 18.5 2.4 
運輸 8.2 3.0 
金融 11.0 0.8 
不動産 16.4 3.2 
企業向けサービス 14.6 3.6 
個人向けサービス 41.3 8.0 
教育、保健、社会福祉 24.9 2.4 
行政・アソシエーション活動 19.2 2.9 

全体 17.6 3.0 
注：賃金労動者全体に占める比率。 

読み方―工業では女性賃金労働者の 6.1％がパートタイムであり、男性賃金労働者の 
1.4％がパートタイムである。 

出典：INSEE, 継続雇用統計 

 

パートタイムは主にホワイトカラー労働者が中心となり、公務や個人向けサービスで雇

用されている。中間職でも非常に多い。 

 

第２-６表 職業カテゴリー別パートタイム労働者比率（2008 年、％） 

管理職 10.2
中間職 14.5
ホワイトカラー労働者 30.5
ブルーカラー労働者 9.4
うち 
      有資格労働者 5.6
      無資格労働者 16.4
      農業労働者 19.8
全カテゴリー 16.9

注：賃金労働者全体に占める比率。 
読み方―管理職の 10.2％がパートタイム 

出典：INSEE 継続雇用統計 
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（２）特殊形態の就労者の社会人口学的特徴11  

非典型雇用の対象になる労働者と社会カテゴリーは増えているが、労働人口での分布は

一様ではなく、女性、若年者、資格レベルの低い者（無資格ブルーカラー労働者およびホワ

イトカラー労働者）が比較的多い。 フランスではこのような人々によって特殊形態雇用が

増加し、労働市場の区分を変化させることができた （IRES 2005）。「賃金労働者の規範の

普及では一部のカテゴリーの労働人口が重要な役割を果たした。というのも、雇用と労働市

場の変化はこの人口カテゴリーを通じて道を切り開いたからである」（Lefresne 2006b）。 

 

ア． テンポラリー雇用  

常用雇用－すなわちここでは無期労働契約－との関連で明白なことは、女性の割合は非

賃金労働者、派遣労動者、見習いでは比較的小さく、有期労働契約では比較的大きいという

ことである。もちろんこの女性に特有の分布は職業-資格および女性が多い業種と密接に関

連している。  

 

第２-７表 就業者の性別・従業上の地位と労働契約タイプ別分布（2008 年、千人） 

 男性 女性 合計 
 人数 % 人数 % 人数 

% 

非賃金労働者 1,832 67.1 898 32.9 2,730 100.0 

賃金労働者 11,838 51.1 11,345 48.9 23,183 100.0 

 派遣労働者 380 69.3 168 30.7 548 100.0 

 見習い 237 68.3 110 31.7 347 100.0 

 有期労働契約  824 38.5 1,316 61.5 2,140 100.0 

 無期労働契約  10,397 51.6 9,751 48.4 20,147 100.0 

合計 13,670 52.8 12,243 47.2 25,913 100.0 
注：フランス本土で暮らす 15 歳以上の労働力人口 
出典：INSEE 2008 年第１四半期から第４四半期の雇用統計 

 

年齢別分布も非常に特徴的であり、年齢が高い程常用雇用の比率が高くなり、特殊形態

雇用は若年者ほど多い。特殊形態雇用は、職業生活に入ったばかりの若年者に不安定さを強

いながら、新しい規範を普及させる主な媒体になっている。  

 

                                                 
11 フランスには民族的出自に関する統計データはない。このようなデータは人種差別的姿勢を助長する可能性
がある以上危険だと見なされて、そのため法律で禁止されている。 
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第２-８表 年齢別従業上の地位と労働契約のタイプ（2008 年、％）  

 15-24 歳 25-49 歳 50 歳以上 合計 

非賃金労働者  2.0 9.3 16.5 10.5

賃金労働者  98.0 90.7 83.5 89.5

   うち:      

   派遣労働者  6.6 2.1 0.7 2.1

   見習い  15.3 0.1 0.0 1.3

   有期労働契約 26.4 7.5 4.4 8.3

   無期労働契約 49.7 81.0 78.4 77.7

合計  100 100 100 100

出典：INSEE, 雇用統計 

 

ただし、若年者では非賃金労働者は少ない。もちろんこのことは、従属関係において賃

金労働者に近い新しい非賃金労働者が出現したという主張を無効にするわけではない。しか

し、観察の結果は、このような「従属する」新しい非賃金労働者の増大を担っているのは若

者ではないことを示唆している。若年者は特殊形態雇用の賃金労動者の増大だけを担ってい

るのであろう。 

一方、公共部門の雇用では、15～29 歳は他の年齢よりも契約雇用や自由契約雇用が多い

（15～29 歳では 40％、一方公共部門の賃金労働者全体では 13.6％）。 

また、テンポラリー雇用は低レベルの職業教育訓練である初期訓練の終了からの経過期

間が短いことと関連性が強い。一般に、初期訓練終了からの期間が短いほど、テンポラリー

雇用になるリスクが大きい。このことは、テンポラリー雇用は正規従業員がテンポラリー従

業員に代わることによって広がっているのではなく、人事異動、年長者から新たに就職する

若年者への交替によって広がることを示唆している。 
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第２-９表 取得免状と初期訓練終了からの期間別就業者の従業上の地位と契約のタイプ 

（2007 年、％） 

 合計 長期高等 
教育 

短期高等 
教育 

バカロレア
相当 

CAP-BEP  
相当 

技術者免状、
CEP および 
免状なし 

初期訓練終了後 1~ 4 年前に終了      

非賃金労働者 4 5 6 4 1 1 
賃金労働者 96 95 94 96 99 99 
テンポラリー雇用 31 22 27 34 38 45 
   うち派遣労働 6 2 4 6 9 12 
民間無期契約 54 56 55 54 53 48 
公共無期契約 11 17 12 8 8 6 
合計 100 100 100 100 100 100 
有職労働人口 
（単位：千人） 

nd 616 461 466 319 208 

初期訓練を 5~10 年前に終了     

非賃金労働者 6 8 6 7 4 5 
賃金労働者 94 92 94 93 96 95 
テンポラリー雇用 15 9 8 15 22 26 
   うち派遣労働 3 1 2 3 6 8 
民間無期契約 62 52 69 62 65 63 
公共無期契約 17 31 16 15 9 6 
合計 100 100 100 100 100 100 
有職労働人口 
（単位：千人） 

nd 951 789 901 671 418 

初期訓練を 11 年以上前に終了    

非賃金労働者 14 17 13 13 13 11 
賃金労働者 86 83 87 87 87 89 
テンポラリー雇用 7 4 4 6 7 10 
   うち派遣労働 1 0 0 1 2 2 
民間無期契約 59 45 59 58 64 63 
公共無期契約 20 33 25 23 16 16 
合計 100 100 100 100 100 100 
有職労働人口 
（単位：千人） 

nd 2 338 2 298 3 068 5 628 5 476 

注：バカロレア：中等教育修了・高等教育入学資格、BEP : 職業教育修了免状、 CAP : 職業適性証、CEP : 初等

教育修了証、 nd:入手不可- 
出典： INSEE, 雇用統計 

 

イ．パートタイム 

パートタイムはほぼ全面的に女性の雇用である。すべての産業で、女性はパートタイム

雇用の 80％以上を占めている。第三次産業では 85％以上、工業では 75％以上である。パー

トタイムの男性は主に個人向けサービス（男性の 20％以上がパートタイム）、保健・教育

（10％強）で就労している12。男性の場合、学生（パートタイム男性の 24％）か、フルタイ

                                                 
12 出典：INSEE, 2008 年雇用統計。 
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ム雇用を見つけられない場合（同 30%）にパートタイムに就いていることが非常に多い13。 

さらに、パートタイム従事者は比較的若く、この特徴は週労働時間が短いパートタイム

の場合にはさらに顕著である。 

 

第２-１０表 年齢階層・週労働時間別パートタイム労動者の割合（2008 年） 

   週労働時間 
 フルタイム計 パートタイム計 15 時間未満 15～29 時間 30 時間以上 
15-24 歳 77.0 23.0 5.3 12.7 4.9 
25-49 歳 84.5 15.5 1.9 8.3 5.3 
50 歳以上 81.2 18.8 4.0 10.0 4.8 
15 歳以上計 83.1 16.9 2.7 9.1 5.1 
注：読み方－15 歳から 24 歳の若年者の 77％がフルタイム、23％がパートタイム；この 23％のうち、5.3％

が週労働時間 15 時間未満、12.7％が 15 時間から 29 時間、4.9％が 30 時間以上である。 
出典: INSEE,  2008 年雇用統計 

 

３．非正規被用者数の推移 

1985 年から 2005 年までの 20 年間に特殊形態雇用は比較的急激に増加した。結局、テン

ポラリー雇用、支援付き雇用、見習いはかなり低いレベルに留まっている。最も増加が大き

かったのは派遣労働で、就業者全体に占める派遣労働の割合はほぼ４倍になった。ただし、

初期の派遣労働者数が非常に少なかったことは確かである14。 

 

第２-１１表 就業者全体に占める非典型雇用の割合（％） 

 有期契約 派遣労働者 研修生、支援

付き契約 
見習い 

1985 3.6 0.4 1.1 0.7 
1990 4.8 0.8 1.8 0.8 
1995 5.6 1.0 2.8 0.7 
2000 7.0 1.8 2.6 1.0 
2005 6.9 2.1 1.7 1.3 
2007 7.1 2.1 1.7 1.4 
2008 8.3 2.1 ?? 1.3 

出典： INSEE, 雇用統計 

 

派遣労働の長期的推移について特に言及しておかなければならない。派遣労働市場は経

済情勢の変化に大きく左右される（この点に関して第２節２項参照）が、派遣労働は経済情

勢の変化を超える急速な伸びを示している。 

                                                 
13 2005 年雇用統計 （Ulrich et Zilberman 2007）。 
14 特殊形態雇用の割合はフランス労働市場の機能にこの雇用が及ぼしている重要性を十分示していない。雇用
への参入・退出といった労動力のフローへの特殊形態雇用の寄与について共通の尺度がない。後掲参照。 
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第２-２図 派遣労働者数の推移（1986～2006 年） 

 

 

 

 

 

 

 

PRISME （2008）の転載– 

出典：DARES 雇用センター 

 

 パートタイム雇用の割合は 1982 年（賃金労働者の 8.2％）から 2005 年（同 17.9％）にか

けて倍増した。しかし、この時期の展開にはさほど大きな不可解さはなく、停滞、大幅な増

加、さらには特にフルタイムの週 35 時間労働の実施時の大幅減少の時期が交互にやってき

ている15。  

 
第２-３図 パートタイム賃金労働者の割合（1982-2005 年） 
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15 Ulrich et Zilberman （2007） 
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第２節 非正規雇用増減の理由 

 

長期にわたり特殊形態雇用の割合が一見圧倒的に見えるほど増加している理由はよく知

られている。誰もが、現在の非常に激しい国際競争を背景に、雇用の柔軟性を避けて通れな

くなったと判断している。また、その影響は労動者保護を破壊する可能性があることが認識

されており、異口同音に非難されている。それならば、ヨーロッパとフランスの政策責任者

はなぜこれほどフレキシキュリティ（flexicurité）を推奨し、どのように発展させるのか。

すなわち、柔軟性と労動者の保護をどのように両立させるのか。特殊形態雇用の拡大は一見

相反するように見える柔軟性と雇用保障という２つの目標を両立させることができるのか。

1990 年代から議論されているこういった問いが特殊形態雇用が増加した理由の分析の枠組

みになる。 

 

１．増減理由に関する調査および政労使・研究者等の意見 

フランスでの議論は、特殊形態雇用の拡大の理由は、②近代的な経済競争の新しい条件、

①労働市場での均衡と不均衡の変化、③雇用に関するフランスの法的枠組みの硬直性、④必

要な柔軟性に対処する手段を企業に与えるために実施される政策の「副」作用に起因するこ

とを認めている。さらに、⑤さまざまな特殊形態雇用の競合という問題と特定の雇用形態を

他の形態よりも優先的に利用して雇用するという選択に通じるトレードオフの問題にも取り

組まなければならない。  

 

（１）経済競争の条件 

フランス経済は、現在の競争方法とそれが労働の編成に及ぼす影響との共同の宿命から

免れない。企業は競争力を高めるため、市場のわずかな変動にも反応できる力を高めており、

人件費を削減しながら、潜在的な労働力に対し、いかなる仕事量の変化にもほとんどすぐに

対応することを求めるという、ジャストインタイム方式を導入している。特殊形態雇用は、

ほぼ即座にこの調整を行うための役に立つツールである。 

 

（２）労働市場の均衡の変化 

20 年間の急速な成長の後、1960 年代には、1950 年代にフランス経済が経験した極端な人

手不足の状況が、労働力の増大という新たな状況に取って代わられた。まず 1960 年代初め

にアルジェリア帰国者が労働市場にやってきた。次いで 1960 年代末と 1970 年代に戦後の

ベビーブーム世代が労働年齢に達した。同時に、女性の就業行動が変化して大量に労働市場

に参入し、出産年齢まで職業活動に従事し続けた。一方、これとほぼ並行して 1970 年代半

ばに石油危機が起き、経済成長が鈍化した。10 年間で労働市場の均衡は完全に変容し、吸

収困難な大量の労働力の余剰と失業増加の長い周期に突入した。  
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この新たな状況は、仕事の供給者と求職者の関係を変え、賃金労働者がすでに獲得した

（または維持した）社会的獲得物－その象徴が無期契約のフルタイムのいわゆる「常用」雇

用である－を守る能力を低減させた。常用雇用の規範を守る力は衰えている。またはより正

確に言うなら、この規範が拘束力のある基準として十分な効力を有する部分に集中し、最低

限の保護しか受けていない分野の雇用や労働者カテゴリーをなおざりにした。特殊形態雇用

が増加し始めている。企業内部者の常用雇用と、労働市場への新規参入者および不安定雇用

からぬけだせない人々といった企業外部者の特殊形態雇用との間の溝が深まった。 

現在状況は再び変化している。多くの世代が退職年齢になり、労働時間が大幅に短縮さ

れた。局地的な労働力不足が再燃している。ただしこの背景には、成長鈍化、ほとんどない

雇用創出、さらには 2008 年の深刻な不景気と新たな非常に高い失業率がある。企業内部者

と企業外部者の間の区分は変化しつつある。景気後退は著しく、雇用の不安定化を被るのは

特殊形態雇用だけではなくなっている。企業内部者の特徴である常用雇用も脆くなっている

（後掲参照）。 

 

（３）雇用ルールの硬直性 

現在の社会的・政治的議論の中心的問題のひとつに、フランスでの雇用規制の性質と目

的が含まれる。2007 年のサルコジ大統領の選挙運動のテーマは示している。フランスは、

特に本論に関して言うなら、労働市場のルールがイニシアティブを妨げ、雇用を阻む作用を

及ぼしているため、ルールの改革が必要な硬直した社会である。  

現在柔軟性に関する議論の対象になっているもののひとつは雇用ルールの問題である。

これはいわば、労働契約の性質と各雇用形態に固有の法制度や協定の規定の問題である。特

に、無期契約に適用される解雇規則はいずれも賃金労働者を保護する保証になっている。そ

のため、解雇規則は企業の解雇の自由を大幅に縮小させてもいる。したがって企業は、より

大きな自由を取り戻すため、雇いたい者に別のタイプの契約を提示する方を選ぶ。企業は、

必要に応じて正式な解雇手続きを取らずに比較的簡単に従業員を手放せるように、特殊形態

雇用で従業員を雇いたがるであろう。Cahuc と Kramarz （2004）によると、解雇手続きは

複雑で費用がかかるため、無期契約は露骨に嫌われるであろう。使用者は有期労働契約で採

用すればリスクを減らすことになる。 

この種の論証は 2000 年代に開始された雇用政策、特に 2005 年以降の雇用政策を方向転

換し、さまざまな労働契約改革の試みや 35 時間労働を再検討する労働時間政策を支持して

いる（Michon 2009）。 

 

（４）雇用政策の影響 

1980 年代初めに柔軟性というテーマに取り組んだアカデミックな議論は、柔軟性を達成

する方法は多岐にわたり、必ずしも雇用の不安定性により達成されるわけでも、雇用の創出
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と雇用の廃止を交互に実施すること（特殊形態雇用を利用することで促進される）で達成さ

れるわけでもないことを強調した （Michon 1987）。多目的性、事業者の資格付与の増大、柔

軟な編成と柔軟な労働時間システムの実施も効果的な方法だと主張する者もいた。この主張

では、いわゆる「外部の」柔軟性に「内部の」柔軟性という手段が対置されていた。 

1980 年代と 1990 年代の雇用政策の主流は、労働時間を短縮して雇用を守ること、新しい

雇用を創出すること、内部柔軟性を進展させて（特に労働時間の柔軟性）労働のシェアを改

善すること、労働時間の柔軟性を進展させて労働時間短縮の実施を促進することであった。

公の議論は特殊形態雇用の拡大を奨励していなかった。それどころか労動者を守るために厳

格な枠組みを強く勧めていた。実際に目指したのは、企業内部者の雇用保障を維持しながら、

彼らの労働の柔軟性を高める（常用労働契約者の労働時間）ことであった。しかし、おそら

くは 1990 年代末に週 35 時間労働が実施されたときを除いて、これによって特殊形態雇用

の拡大が妨げられることはなかった。 

しかし、労働市場新規参入者の雇用参入を促進するため、雇用創出をその費用を削減し

ながら奨励するため、フランスの政策は主にいわゆる「支援付き」雇用に賭けた16ことを思

い出さなければならない。この支援付き契約は一定のカテゴリーの労働者や資格と報酬が低

水準の場合のみ利用することができ、使用者はその費用負担を軽減するさまざまな性質の助

成と支援金を受ける。実質的に 30 年前から、政策が変わるたびに措置案の方向転換が実施

され、支援付き雇用の身分が増加された。失業対策と失業者の参入や復帰を促進するため

（初求職者や長期失業者）、実施された雇用政策によって多少なりとも不安定な新しい雇用

形態が増えた （Bevort, Lallement et Nicole-Drancourt 2006）。結局のところ、これらの雇用政

策は、企業内部者の保護を継続し、新しい特殊形態雇用を促進するという効果を及ぼした。 

 

（５）特殊形態雇用の補足性と代替性 

すでに述べたとおり、業種別のデータからは、労働がさまざまな雇用形態に分割されて

いるように思われる。Bunel（2004）は 1999 年に DARES が柔軟性に関する企業の慣行につ

いて実施した調査の結果に言及している。「使用者は操業の停滞とピークの波に対処するた

め、主に超過勤務、有期労働契約、派遣労働契約を利用している。有期労働契約と派遣労働

契約はむしろ相互代替的な柔軟性追求手段であり、派遣労働と超過勤務はそれよりも相補的

である。」 

テンポラリー労働監視所（Observatoire du Travail Temporaire）のために CREDOC が 2007

年に実施した調査は、（直近の 12 カ月間に）派遣労働を利用した企業の中で、他を引き離

して最も多い利用理由は欠勤者（突発的またはあらかじめわかっていた）の代わりだという

ことを示している （OTT 2008）17。この理由は、その仕事が季節的（季節性が大きい業種が

                                                 
16 添付資料を参照。 
17 フランスでは、企業による派遣労働の利用の理由は、法によって次のように枠組みが明示されている：欠勤
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が「季節」有期労働契約と言われる特別な契約を認めている仕事18）だからという理由より

も多い。同調査は、企業が派遣労働の利用に見出している利点として、臨時の仕事に対して

対応しやすくなること、提供される人員の能力を最も評価していることを示している。 

幾つかの分野に焦点を絞ったモノグラフ研究は、有期労働契約、派遣労働契約、パート

タイムの利用方法と企業による選択について役に立つ補足情報を提供しており、これらの雇

用形態の各々に関する具体的利用、その競合と補完性に関しても検討している。 

最近では、少数の業種での低賃金雇用とこの雇用で派遣労働が占める位置を特に対象と

した調査が行われた19。この調査は、さまざまな特殊形態雇用では報酬が低く（派遣労働よ

りも低い）かつ労働条件が非常に厳しいことを示している。この調査は、企業は、派遣労働

を利用する場合に法律で定められた派遣労働利用理由を巧みにかいくぐるか20、派遣労働と

競合する法定の形態を用いることによって21、フランスで派遣労働の法制度によって開かれ

た柔軟性を超える柔軟性を達成しているというのが実状だということを明らかにしている。 

この調査は、第三次産業では、一定の活動に固有のテンポラリー雇用形態（ホテル業の

臨時雇い契約）や逆に全ての業種で広く利用されるテンポラリー雇用形態（見習い、研修、

パートタイム）といった柔軟性に対する企業のニーズを満たすことができる他の雇用形態と

派遣労働が激しく競合していることを示している。いずれの場合も、こういった雇用形態の

報酬は派遣労働者の報酬より低く、派遣労働に関する現行法を考えると、こられの雇用形態

の利用の方が柔軟である。 

季節的な変動と予期せぬ変動により仕事量の変動が激しいホテル・レストラン業では、

派遣労働の利用はかなり一貫して増加しているが、主に増加が見られるのはレストラン業で

ある。ホテル業では特に「臨時雇い」が派遣労働の利用を制限している。さらに、見習いと

研修がほぼ恒常的な廉価な労働力基盤を構成し、レストラン業の店舗の運営に不可欠な役割

を果たしている。 

商業では、スーパー、大型スーパー、大型専門店での派遣労働者の雇用が次第に増加し

ている。商業の派遣労働の増加は年 10％に達する。欠勤社員の代用（この業種では欠勤率

も高い）、プレリクルートが主な理由である。この業種は、労働の柔軟性の点でパートタイ

ムの徹底した利用を重視しているのは明らかである。必要に応じて夜間、週末、繁盛期にフ

ルタイム従業員を補うパートタイム従業員の「プール」（学生であることが多い）をもつ事

業所もある。 

                                                                                                                                                         
者の代わり、近々雇用が廃止される場合の労働契約が終了する従業員または退職する従業員の代わり、臨時
または季節的な仕事の増加、緊急・例外的・一時的作業、派遣契約の従業員への補足職業教育の実施、使用
者企業が困難な状況にある失業者を常用雇用する場合、これに先立つ事前雇用。 

18  第１節の１および第２節の１参照。 
19  ここでは Erhel, Lefevre et Michon （2009）による分析を取り上げている。 
20  後掲参照。 
21  フランスでは、派遣労働者の身分は報酬の平等（仕事が同等の場合）と報酬の 10％に相当する「不安定」手
当という特別手当の派遣労働者への支給が義務付けられている（したがって派遣労働者の雇用には相当な追
加費用がかかる）だけでなく、法律で認められた理由がある場合のみ派遣を利用できる。 
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コールセンターでの派遣労働の利用はごく限られている（CFDT によるとこの業種全体に

占める派遣労働者の割合は１％未満、総合コールセンターでは２％）、パートタイムはしば

しば大量に利用されている（コールセンターによっては従業員の 32％に及ぶ場合がある）。 

結局企業は、その企業の作業量計画の変動タイプ（予想可能または予想不可能、循環的

または季節的など）や、その企業が対処しなければならない欠勤のタイプなど、その柔軟性

ニーズの内容に適していると判断する柔軟性の方法を選択すると考えることができる。  

 

２．常用雇用から非正規雇用への代替 

 

（１）常用雇用の抵抗 

非典型雇用の割合は徐々に上昇している。数年前から度重なる立法者の試みを見れば雇

用の柔軟性を伸ばすという目的があることに疑いの余地はない。非典型雇用は、あらゆる形

態をとりながらいわば採用の規範になった（70％の雇用が非典型雇用である）ことは明ら

かである。したがって、新たに正規従業員を採用せず常用雇用が収縮し続けてゆくなら、非

典型雇用が最終的に雇用規範になる危険性がある。 

それでも、特殊形態雇用が雇用のインフローの中で占める割合は、特殊形態雇用が雇用

の総ストックに占める割合を上回るが、雇用からのアウトフローでも同じことが言える（後

掲参照）。特殊形態雇用は入職者でも退職者でも大きな割合を占めている。したがって雇用

ストックでは依然として少数派であり、相変わらず主流をなす典型的雇用にとって代わるに

はほど遠い。あたかも常用雇用がその砦を保ち続け、数量的にわずか（ストックに関して）

だが、柔軟性の負担を支えるのに不可欠（フローに関して）な位置を特殊形態雇用に残して

いるかのようである。  

したがって、本当の問題はいわゆる「常用」雇用の抵抗力の問題、そして同じ「特殊」

形態の雇用が雇用のスタンダードになると言える時間的範囲の問題である。この問題は

2000 年代の初めにフランスで長い時間をかけて議論された。そして、常用雇用の驚くべき

抵抗力を目の当たりにした。幾つもの調査研究がこの議論に材料を提供している。 

Germe(2001)22 [常用雇用と特殊形態雇用に関する議論] は、内部市場の性質が変化して

いることを強調している。彼は、資格のヒエラルキーを上ってゆくのは内部市場の中（すな

わち常用雇用に関して）では比較的稀であり、外部労働市場への移動により達成される場合

の方が多いこと、「内部」市場といわれるものの中では特殊形態雇用が常用雇用の世界への

入り口になったこと、一方、常用雇用は以前のような上方向への移動性を保証しなくなった

ことを指摘した。Auer(2005)は、常用雇用の安全性は縮小するどころか相変わらず高く

（常用雇用の平均年数は短くなっていないようである）、現在問題なのは不安定が実際に増

                                                 
22  Germe, Monchatre et Pottier （2003）も参照のこと。 
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大していることではなく、不安定と言う脅威に対する恐れが増大していることだと述べた。

また、CERC（2005）は、雇用の不安定はフランスではかなり強くなっている（雇用のアウ

トフローとインフローの頻度が高まっている）が、この国で以前から著しく高水準な雇用不

安がさらに悪化している様子はない（高水準の失業、特に長期失業の多さが証明している）

と指摘した。  

こういった議論は、経済危機と失業の増加が明らかになったことによって中断され、ま

だ決着を見ていない。それでも、用いられる診断指標の性質に関するこの議論の技術的・統

計的側面を超えて、経済危機以前の 2000 年代に労働市場に影響を及ぼした変化は、特殊形

態雇用が一般化して常用雇用を侵食したというよりも、常用雇用と特殊形態雇用の間の流動

性をさらに高め、この両者を隔てている溝を変化させたようだったと指摘することができる。  

 

（２）現在の不確実性 

重要なのはもちろん危機以前の議論と診断である。危機は状況を驚くほど変化させるリ

スクがある。間違いなく常用雇用を弱体化させるはずである。2008 年から 2009 年には、採

用が完全にストップしただけでなく、雇用削減も常用雇用に影響を及ぼしたからである。  

しかし、危機以前からすでに、多様なテンポラリー雇用形態についても、パートタイム

についても、特殊形態雇用の増加は多少収まっているようだったことを強調しておかなけれ

ばならない（第２-１１表および第２-２図、第２-３図参照）。確かに、1990 年代末と 2000

年代初めの雇用が大幅に増加した期間の後には、経済成長が鈍化して雇用の創出が少なくな

った期間が続いた。この時期には支援付き雇用と派遣労働の横ばいが特に目を引いた。 

派遣労働に関しては、目下の危機が派遣労働の拡大の突然の停止に拍車をかけている。

それでも、この現象は過渡的なものにすぎないと考えることができる。 

確かに長期的には、あらゆる市場に入り込もうとする人材派遣会社の努力が 1990 年代末

には成功の栄冠を勝ち取ったようであった。フランスで「従来型」と形容できる派遣労働

（その業界の資格を持たない若い男性ブルーカラー労働者）は、退職後も派遣労働によって

労働に打ち込む高齢者から、比較的女性向けの職業、比較的熟練度の高い職業、管理職にま

で及ぶ新しい派遣労働ほど活発ではないようだった。派遣労働があまり多くなかった（現在

も状況は同じである）第三次産業では、急増した。 

2000 年代初めに工業派遣労働が経験した盛り返し（この時期の雇用を創出するとりわけ

急激な経済成長を考慮すると、工業での人材採用の需要が大きかったことによる）によって

この長期的傾向にはっきりと歯止めがかかった。従来の派遣労働（資格を持たないブルーカ

ラー労働者の若い男性）が、高齢者、女性向きの仕事、熟練者の仕事、第三次産業という新

しい顔ぶれの派遣労働以上の活力を取り戻した。  

現在、金融危機とこの危機が経済全体の雇用、特にこれまで一度もこのような売り上げ

低下を経験したことがなかった派遣労働市場の雇用に及ぼす影響は、確かにこのような従来
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型の工業派遣労働の復活を停止させた。それでも、経済危機が解消され、労動者採用のニー

ズが再び「通常」の水準に近づいたら、新しい市場と新しい顔ぶれの派遣労働の増加という

長期的傾向はおそらく回避できるものではなく、再び確認されるはずである。結局経済成長

予測はかなりよくないため、それだけこの新しい市場での派遣労働の勢力増大は大きくなる

であろう。フランスにおける雇用の増加が、週 35 時間労働が実施された 20 世紀終わりか

ら 21 世紀初めの早いペースを取り戻すというのは想像しがたい。したがって、人材派遣会

社はまだあまり進出していない新しい市場に対する攻勢を重視して従来の市場の弛緩状態を

相殺するノウハウを開発すると考えることができる。従来の派遣労働利用業種への派遣労働

の浸透率が停滞したとしても、新しい市場での普及は結局派遣労働の増加に寄与できること

になる。 

 

 

第３節 希望か不本意か 

 

１． 難しい問題 

テンポラリー雇用やパートタイムによる就業を選択したかどうかという疑問には明確な

答えを得ることができない。制約のない選択はない （Freyssinet 1999）。純然たる希望退職

と乗り越えがたい制約との境界は非常に曖昧であり、その区別はかなり相対的なものになっ

ている。非典型雇用が低報酬で労働条件が厳しかったりさらに危険だったりする未熟練の仕

事（同等の仕事に関して形式的には平等が守られていたとしても、後掲参照）に集中してい

ることが分かっている場合、たとえ本人が統計調査で自主的だと表明しても、その選択が自

主的なのかどうかは疑問である。 

ほとんどのフランスの賃金労働者にとって、無期労働契約でのいわゆる「常用」雇用は

今でも超えがたい一線だということがわかっている。常用雇用になることを阻む障害は、非

常用労働者にその意思がないことだと常に解釈される可能性がある。しかし、徹底した分析

は、問題なのはむしろ各人の特性や能力、そしてとりわけ仕事の特性、その仕事のリスク、

さらには使用者自身の選択だということを示している。 

さまざまな形態のテンポラリー雇用に就いている人の場合は確かにそうである。 

1990 年代末に実施された調査は有期労働契約の賃金労働者の実体験についてのものであ

った （Cancé 2002）23。この調査は、面接をした賃金労働者ほぼ全員にとって依然として無

期労働契約がいかに規範的雇用であるかを示し、「有期労働契約か無期労働契約で仕事が同

じなら、この人たちは無期労働契約を選択する」と述べている（p.43）。非典型雇用はいずれ

常用雇用で就業する確かな保証とは思われないため、それだけ無期労働契約を選択する度合

                                                 
23 1990 年代末、有期労働契約で雇用されている 122 人に対して、彼らの意識と雇用ルートに関する聞き取り

調査を実施した。 

- 85 -



86 

度合いは高い。 

FPEtt（テンポラリー労働雇用職業基金24）の要請により、派遣労働者を対象として 2006

年に実施された調査は、派遣労働に就いた理由に関心を寄せている。派遣労働者の 54％は、

「すぐに仕事を見つけることができる」から派遣労働に就いていると答え、35％は「有期

労働契約や無期労働契約の仕事が見つからない」から、28％が職業経験獲得のため、21％

が「現在仕事をしている企業で常用雇用に就くことを期待している」。進んで派遣労働に就

いているのかそれともやむを得ず選択しているのか。 

1998 年に１回以上の派遣労働に就いた 170 万人強の４分の１が４年後にも相変わらず派

遣労働に就いている。彼らは 1998 年に年平均６カ月以上、比較的長期の派遣労働に就き、

他の派遣労働者よりも熟練している。Fréchou（2004）はこの人たちを派遣労働の常用被用

者と呼び、経済的ニーズに応じて労働時間を調整し「常用雇用されることなく常用雇用労働

力になっている」と指摘している。それは好都合なのかそれとも制約なのか。 

パートタイムについては問題がふたつある。テンポラリー労働契約の労働者も常用労働

契約を切望していると考えることができる。また、パートタイムの大半がフルタイムを切望

しているとも考えることができる。例えばパートタイムは、フランスではコストがかかりす

ぎる超過勤務時間を利用せずに労働時間に柔軟性を持たせる手段だということがわかってい

る25。 

雇用統計は、2005 年にはパートタイム労働に就いている女性の３分の１弱が「子供や家

族の世話のために」パートタイム労働に就いていると答え、３分の１弱が「フルタイムの仕

事が見つからなかった」、残りの３分の１が主に「自由な時間をもつためや家事をするた

め」と答えているが、「他の仕事をするためや学業のため、訓練を受けるため」という答え

もあり、これより少ないが「健康上の理由」もあった。 

数値で表されてはいるが、このデータは個人を対象とした調査の結果であり、質問とそ

の答えは当然ながら非常に主観的である。従って、このデータをさらに質的調査で補足しな

ければならない。我々は、派遣労働とパートタイム労働という２つの適当な例を用いて、選

択の問題に答えることを試みる。フランスでは、派遣労働とパートタイム労働は、選択とい

う点において最も疑問を呼ぶ二つの雇用形態である。 

 

２．派遣労働者になることは生涯の選択か？ 

フランスで人材派遣会社が出現した初期の状況は、派遣労働者の選択や派遣労働者が負

う制約についての議論をかなりよく表している。派遣労働の自発的選択は人材派遣会社の発

                                                 
24  FPEtt は人材派遣業の労使同数機関である。この機関は派遣被用者および求職者の参入と訓練を発展させる
ために人材派遣会社が実施する活動の助言と資金調達を担当している。 

25  フランスでは、労働時間の年間計算制や調整が交渉で定められていない場合、35 時間を超える労働時間に
は加算報酬が適用されるか休日の追加という形での補償がある。パートタイムは「追加」時間（パートタイ
ムの通常の労働時間を超えるが、労働契約がフルタイムになる 35 時間に満たない時間）といわれる時間の就
労が可能である。この追加時間にはいかなる報酬の加算や補償も義務付けられていない。 
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展戦略のなかで繰り返し広く主張されるテーマである。しかし、派遣労働に対するこの肯定

的な見方に、多くの研究が異議を唱えている  

フランスでは 1950 年代、急速な経済成長と労働力不足を背景に初期の人材派遣会社が誕

生した。当初派遣労働の対象は秘書職を求める女性であった。しかし、派遣労働にはその誕

生時から悪い評判があった。人材派遣会社は「人身売買業者」、「黒人奴隷売買業者」のよ

うに考えられていた。一方、派遣労働者は、安定した仕事に就けなかった、拡大する資本主

義の犠牲者あるいは敗者と見なされた。そこで、この業種は派遣労働について別の見方を提

示しなければならなかった。このタイプの雇用が社会にとって有用であるという新たな見方

を示そうとした。女性が労働市場に大挙して押し寄せると、人材派遣会社はこの女性たちが

人材派遣会社の発展を支える顧客層だということをすぐに理解した。人材派遣会社は派遣労

働を仕事と家庭を両立させる方法として紹介した。このことから考えられるのは、派遣労働

者の一部はこの点に利益を見出し、他の者が拒絶した労働条件と雇用条件を受諾したという

ことである。この人たちを前面に押し出すことによって「労働者斡旋」と「搾取」という非

難への対応が可能になったはずである26。しかし、Madeleine Guilbert 率いるグループが

1968 年から実施した調査は次のようにこの見方に反論している：「特に子供のいる既婚女

性がテンポラリー労働に引きつけられているという広く流布している意見が立証されている

とは言えない」(Guilbert 1968 : 1015)。 

現在、派遣労働はもう「女性」の雇用ではない。明らかに男性が多数派である。もはや

争点は仕事と家庭の両立ではなく、仕事を見つけることである。人材派遣会社は、常用雇用

への「踏み台」と雇用創出の推進役という派遣労働が果たしている二つの役割を強調してい

る（Prisme, 2009）。 

1999 年、マンパワー社が、同社が「テンポラリー協力者」と呼ぶ 14 カ月以上同社の派遣

労働者を務めている人々についての調査のスポンサーになった（Institut Manpower 1999）。

これは「派遣労働職」と呼ばれる人々の特徴と期待を明確にする調査であった。この人たち

は同社の「協力者」全体の 25％を占めていたが、売上げの 62％を上げていた。このことか

ら、同社の利害にとってのこの顧客層が決定的に重要だということがわかる。この調査によ

ると、この顧客層の４分の１にとって、派遣労働は「その職業生活の全期間にわたり持続す

る解決策」であり、４分の３にとってはむしろ妥協策である。いずれの場合も、大多数が、

生涯派遣労働に留まることはできないが、「現在は長期的な仕事を確保することができず」、

派遣労働はすぐに仕事に就く手段だということを認めている。  

Kornig （2003）は派遣労働に留まることを選択する（そして安定雇用を拒否する）派遣

労働者に関心を向けている。2000 年の Kornig の考察はこの「専門的」派遣労働者の労働・

                                                 
26  1950 年代から、人材派遣会社の広報キャンペーンは経済情勢に沿って変化してきた。しかし、現在でも選

択した派遣労働という面は、1990 年代末に Adecco のスローガン「少し、たくさん、情熱的に、がむしゃら
に働く、全く働かない」が証明しているように宣伝広告のスローガンにも派遣会社の被用者の談話にも見ら
れる。 
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雇用条件に関するものであった。この考察は彼らが他のタイプの雇用よりも派遣労働を好む

理由とその条件、大半の賃金労働者が拒否すること－すなわち困難な労働条件－とほとんど

評価が上がらない雇用身分をこの人たちが受け入れるかどうかを理解しようとした。 

結果は驚きであるとともに、納得できるものであった。専門的派遣労働者は比較的良い

労働・雇用条件を提示されているため、この方法を選んでいるのである。確かに、この派遣

労働者は他の人々よりも熟練度が高い。人材派遣会社はこういう人々に目星をつけ、忠誠心

を高めるためにより有利な労働・雇用条件を提示した。このように、このタイプの派遣労働

者は、「使い捨て」扱いされていると感じている大半の派遣労働者とは異なり、より多くの

派遣仕事と訓練を受け、賃金を交渉することができ、派遣会社との個別的な関係を享受して

いるのである。 

このように２種類の派遣労働が共存していることは、派遣労働力の管理が分化している

ことを証明していることがわかる。「専門的」派遣労働は「強制された派遣労働」と呼ばれ

る「一般的」派遣労働とは明らかに異なる「個別」派遣労働を構成する（Lefevre, Michon et 

Viprey 2002-b）。当然人数では前者を上回る一般的派遣労働では、各人は派遣会社への依

存度が非常に高く、不規則に就労し、ほとんど尊重されていない。つまり専門的と認められ

ていない。全派遣労働者の 80％がこのように管理され、派遣会社から電話を待つか、より

期間の長い派遣の仕事に就くこと、派遣先企業からの直接雇用に繋がる派遣労働に就くこと

を期待する以外特に利点はない。「専門的」または「個別」派遣労働では、仕事は比較的定

期的で、派遣会社と交渉する労働条件への満足度も比較的高い。派遣労働者全体の 20％か

ら 25％がこの個別的な管理の対象者であり、派遣会社から信頼されていると考えられる。

Kornig （2008）は、派遣会社と派遣労働者の間に共同で築かれる特別な関係を条件づける

人材派遣会社と派遣労働者の利益がここで一致しているとしている。選択が行われていると

すれば、それは派遣労働者側だけの選択ではなく、共通の利益である。  

 

３．女性がパートタイムを選択しているのかということについて 

前述のように、パートタイムはほぼ女性で占められている。女性は自発的にパートタイ

ム労働を選択しているのだろうか。1970 年代に女性が大量に賃金労働市場に参入したとき、

その大半はフルタイムの賃金労働者であった。当時の規則では、パートタイム労働を選択す

るか否かについて、賃金労働者がイニシアティブを握っていた。仕事と家庭の両立への要求

はパートタイムへの要求として表れてはいなかった。 

1980 年と 1981 年の法律は、使用者がパートタイム雇用を提案し、場合によってパートタ

イムで採用することを認めた。これは、当時は失業率が非常に高かったことから、パートタ

イム労働の促進により、最終的に失業を減らすという雇用政策手段であった。使用者はパー

トタイム雇用の申し出を増やすように促された。1993 年には、近隣諸国に比べてフランス

のパートタイム労働の増加が比較的鈍いことが確認され、パートタイム雇用によるコストの
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削減のための新たな法律が作られることになる27。 

このように、いずれの場合も、仕事と家庭の両立という女性からの強い要求に応えるこ

とが問題だったわけではないに違いない。この異なる時間の両立というテーマは、いわば、

主として労働組合と男女同権運動のうねりに対処するために使われた論拠にすぎなかった。 

実際、現在「パートタイム」には、労働時間を少なくするためにフルタイムの賃金労働

者が要求するパートタイム労働契約（自発的な労働時間の調整）と、使用者の意向で最初か

らパートタイムで締結される労働契約（女性はその仕事がパートタイムと知りながらこのタ

イプの雇用に志願するのであるから、パートタイムはいわば女性が選択している状況である

としても）の、非常に異なる二つの状況が見られる。Maruani（2000 : 91）の表現に従えば、

一方は「時短労働」であり、もう一方が「パートタイム雇用」である。前者が女性のパート

タイム労働の半分を占めている（Bué 2002）。この二つの状況は非常に異なる。「パートタ

イム労働は女性グループの二極化を助長している。一方は、教育程度が高く、良い仕事に就

き、パートタイムを選ぶ場合にはむしろ 30 時間さらにはそれ以上労働する女性である。も

う一方は低熟練で、失業や不安定雇用をしばしば経験し、家庭生活にとっては非常に不利な

労働時間で使用者から強いられた短いパートタイムの仕事に就いている」（Daune-Richard 

2004 : 79）。 

例えば Cottrell et al.（2002）の研究によって、無期労働契約でのパートタイムは有期労働

契約でのパートタイムとは明らかに異なることがわかる。前者ではパートタイムを「選択」

しているのは過半数強（55％強）である。後者では 20％に過ぎず、さらに後者は熟練度が

低い仕事に就いている。 

すでに述べたように雇用構造の中でのパートタイムの分布には大きなばらつきがある。

例えば公共部門では、パートタイムは大半が女性による選択である。民間部門では、仕方な

くパートタイムに就いている割合が高く、女性向けの未熟練雇用（家政婦、掃除婦、キャッ

シャー、保育ママ、家事ヘルパー）に集中している。商業、個人向けサービス業、清掃で非

常に多い 28。いずれも労働・雇用条件が厳しい業種である。Askenazy Berry et Prunier-

Poulmaire （2009）は、大規模流通がパートタイムの女性に与える仕事は維持することが非

常に困難であることなどを強調している。パートタイムだということは、賃金も、退職年金

も、諸権利もそれだけ少ないということである。2006 年には大半のパートタイム賃金労働

者の平均手取り月給は 764 ユーロであった。パートタイムへの移行はキャリア展開の鈍化

につながり、責任あるポストへのアクセスが不確実になることが非常に多い。労働時間が

15 時間未満の場合（パートタイム労働者の 16％がこれに該当する）社会保障に関する諸権

利は与えられない（Bel 2008）。 

Fraisse（1999 :150）は、パートタイム被用者の雇用条件を見れば「「選択された」と

                                                 
27  1993 年の法律はパートタイムに対する社会保障保険料使用者分担金の減額を導入している。  
28  パートタイムで就労する女性労働者のうち、二人に一人が清掃会社で働いている （CESR 2008）。 
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「支持された」という修飾語は欺瞞」だということを強調している。Maruani にとっても、

「問題はパートタイムという働き方が多少なりとも選ばれたか全くそうではなかったかを知

ることではなく、その結果に目を向けることである。年月が経過するにつれ、パートタイム

労働は労働市場の性別による分断の象徴的な像になった。パートタイム労働は不安定雇用と

ワーキングプアの原動力にもなった」（Bel 2008:44 による Maruani の引用）。 

パートタイム労働を選んだ女性に仕事（職業）と家庭の両立が可能だということに変わり

はない。例えば公共部門では、水曜は仕事をしないことを選択した女性がこれにあたる。公

共部門では、40 歳以降のパートタイム雇用の減少が観察されている。これは仕事と家庭の

両立を求める場合に予想される影響と一致する。40 歳以降はこの両立を求める人が減るの

である。ただし Pailhé et Solaz （2006）によれば、「出産後、職業活動を最も減らしていな

い女性層が、労働市場に最もよく参入している」。 

こうした動機は、使用者から提示されたパートタイム労働に従事している女性－特に民間

部門－ではおそらくこれほど見られないであろう。確かに民間部門では、全ての年齢層の女

性が同じ比率でパートタイムで就労している。パートタイム労働によって日常生活の管理が

混乱されればされるほど、相反する制約を両立できなくなることが非常に多い。「女性は完

全に日常生活の時間と労働時間を管理できない状況になっている」（Maruani 2000 : 101）。

例えばホテル・レストラン業、小売業では、たとえパートタイムでも強いられた労働時間が

家庭生活を破壊している。  

仕事と家庭を両立するためにパートタイム労働を選択すると主張している女性を含め、ど

んな場合でも、自由に選択しているとは言い難い。Maruani （2000）によれば強制された選

択である。女性が家事の 80％をし続け、父親が家事のために職業活動を減らす割合は母親

の 20 分の１に留まっている（Régnier-Loilier 2009）。 

パートタイム労働を選択しているか否かは、どのような統計指標によって推定が可能なの

か。Milewski によれば、パートタイム選択の自発性に関する指標を変えることは、この現

象の評価を変えることである。彼はパートタイム労働を希望する「女性求職者」の割合を指

標として提案している。パートタイムを希望しているのは 25 歳から 49 歳の女性求職者の

24.3％に過ぎない。「したがって、この尺度では、「選択された」パートタイム労働の割合

はかなり低い」（Milewski F. et al. 2005）。 

Milewski は次のように総括している：「このように女性のパートタイム労働は、サービス

業－雇用を創出し、その雇用はパートタイムであることが多い－の発展の長期的傾向が、景

気によって調整され－女性の雇用が調整弁になっている－、さらに経済政策の手段によって

増幅された－失業率が最も高かった時期にパートタイムを促進して女性パートタイムの伸び

を助長し、次いで中立的になったことによってパートタイムの雇用創出が縮小した－結果と

して現れている。」 （Milewski et al. 2005: 51）。 
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第４節 正社員化のシナリオ 

 

すでに仕事に就いていて転職を希望している人の間では、どのような仕事に就いている

かによって動機がはっきり異なっている。当然、フルタイムの常用雇用の仕事に就いている

人はより良い労働条件やもっと興味の持てる仕事を探し、フルタイムのテンポラリー被用者

は仕事を失うリスク、パートタイムはより高い報酬をそれぞれ動機とする人々が多い。この

結果は、フルタイムのテンポラリー被用者は常用雇用を探し、パートタイムはフルタイムや

そうでなければ週労働時間がもっと長い仕事を探していることを意味していると考えること

ができる。 

 

第２-４図 転職希望理由別転職希望の就業者（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：読み方－フルタイムのテンポラリー労働者の 40％が現在の仕事を失う恐れがあるという理由で転職を希望

している。テンポラリー労働者とはすべての有期労働契約と派遣労働のことである。 
範囲：転職希望の就業者全員 
出典：INSEE、2008 雇用統計 

 

常用雇用が超えがたい一線なら、だれもが常用雇用に就けるわけではないのは明らかで

ある。2006 年には、無期労働契約は雇入れの 27％、工業だけでは 32.5％、建設業では

51.7％を占めていた29。2003 年に民間部門で有期労働契約で働いていた労働者の４人に１人

が、１年後には無期労働契約になっていた。派遣労働者の 17.3％、支援付き契約の 13.4％

がそれぞれ１年後には無期労働契約で就労していた。しかし、2004 年に無期労働契約で就

労するようになった 2003 年の失業者の 14.6％という数字と比べると、支援付き契約の数値 

 

                                                 
29  出典： DARES, DMMO/DEMO, 競争業種の従業員 10 人未満の事業所。フランスでは派遣労働者は人材派

遣会社の被用者であって派遣先企業の被用者ではなく、ここでは派遣契約の締結は雇用として計算されてい
ない。 

現在の仕事を失う恐れ

その他の理由

または目的なし

よりよい労働条件を希望 よりよい賃金の仕事を希望

より興味を持てるまたは能

力に対応する仕事を希望

フルタイムの常用労働者

フルタイムの臨時労働者

無期労働契約のパートタイム

臨時労働契約のパートタイム
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第２-５図 ３カ月から１年後に無期労働契約または特殊形態雇用になる割合 

－2003 年の派遣労働者の約 4 人に 1 人が 1 年後に失業していたが、 
有期契約就業者は 4 人に 1 人が無期契約による賃金労働に従事していた－ 

 
失業（％） 

３カ月後 ６カ月後 ９カ月後 １年後

派遣労働 民間CDD 民間援助付き契約 民間CDI  

 
無期契約（％） 

３カ月後 ６カ月後 ９カ月後 １年後

派遣労働 民間CDD 民間援助付き契約 民間CDI  

 
注：2003 年に初めて質問を受けた、その後四半期ごとの 15 歳から 64 歳の労働人口。初期教育中の者、無報酬

の研修生、見習いは除外。 
読み方－失業：2003 年の所定の四半期の派遣労働者のうち、19.3%がその 3 カ月後に失業していた。この

比率が、6 カ月後では 25.8%、9 カ月後では 26.1%に達し、1 年後では 24.9%に減少した。無期契約：2003

年の所定の四半期の派遣労働者の 6.1％が 3 カ月後に無期労働契約の賃金雇用に就いていた。この比率は 6

カ月後には 10.9％、9 カ月後には 14.4％、1 年後には 17.3％に達する。 
出典：2003・2004 年の雇用統計, INSEE（Givord 2006 より転載） 
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は驚くほど小さい30。Givord （2006）はこの状況を次のようにまとめている：「有期契約労

働者の約 4 人に 1 人、派遣労働者の 6 人に 1 人が、1 年後には安定した仕事に就いている。

一方、支援付き契約の適用者が無期労働契約の雇用を得る割合は失業者より小さく、ほぼ 8

人に 1 人以下である」。 

支援付き契約は雇用への参入機能を十分果たしていないのだろうか。支援付き契約（営

利または非営利）の典型雇用への就職率は、支援付き契約で就労していた業種に大きく左右

されるとともに、支援付き契約の適用を受ける資格のタイプによっても異なる（社会保障最

低保障額の受給者のための支援付き契約で就労する被用者は他の支援付き契約者よりも安定

した雇用に就いていることが少ない）（Fendrich Y.,  Rémy V. 2009）。 

さらに、テンポラリー雇用は非常に失業に曝されやすい。2003 年の民間部門の無期労働

契約就労者のうち 2004 年に失業していたのはわずか 2.5％であったが、2003 年の民間部門

有期労働契約就労者のうち 13.3％が１年後に失業していた。2003 年の支援付き契約締結者

で１年後に失業していたのは 15.9％、派遣労働者では 24.9％である31。 

企業にとって、さまざまなテンポラリー雇用形態は常用雇用予定者を見極めるための試

用期間であることが多い。しかし、全員がこのテストをクリアするわけではなく、現状は程

遠い。Di Paola et Moullet （2003）は、労働市場に参入する世代、すなわち若年者にとって、

テンポラリー雇用はそれが短期である場合常用雇用への踏切台になることを指摘している

（テンポラリー雇用が被用者の試用期間に対応する）。しかし、期間が長引き、テンポラリ

ー契約が更新されると、この被用者は次第にこのタイプの雇用に閉じ込められ、常用雇用に

就くことができない。訓練レベルが低い場合、女性である場合にはそれだけテンポラリー雇

用の期間は長くなり、常用雇用に就くのは難しくなる。 

またフランスでは、短い週労働時間が規範になっているため、主に長時間のパートタイ

ムは、フルタイムへの移行が容易になる。Oliveira et Ulrich （2002）は、週 35 時間労働が

実施された際、長時間のパートタイムはフルタイムに移行できる可能性が増大したが、短時

間のパートタイムはこれに該当せず、週 35 時間労働の実施により短時間パートタイムの用

途が変わることはないことを指摘している。企業による必要に応じた労働時間の一時的延長

が最もし易く（それも最低のコストで32）、さらに、追加の報酬が得られるためにパートタイ

マー側の支持も得られるのは、おそらくこの短時間のパートタイムであろう。一方長時間の

パートタイムは短時間のパートタイムよりも労働時間が安定し、こちらの方が女性のニーズ

（子供の学校がない水曜日は自由）に対応する労働時間を調整できる形態であろう。 

 

 

                                                 
30  出典：INSEE, 2003 年と 2004 年の雇用統計。 
31  出典：INSEE, 2003 年と 2004 年の雇用統計 
32  前掲（脚注 27）の、パートタイムで実施されるいわゆる「追加」時間を参照。 
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第５節 均衡待遇の実態 

 

法律上、フランスにおいては取り扱いの同等性が保障されている。とりわけ、有期雇用

従業員については、法律が、同等の就労現場にあって在職期間も同じような無期雇用従業員

と比べて平等な取り扱いをすることを保障している。同等な取り扱いが尊重されないときに

は、雇用主は刑事罰（科料ないし禁固）を受けることになる。 

現実はそれほど牧歌的なものではない。それは法律違反が行なわれるからではない。不

法行為は疑いもなく存在する。とりわけ労働組合が存在せず、それゆえ、特殊形態雇用にあ

る諸個人の就労保護の遵守に目が行き届かない現場では、特にそうである。主として小規模

企業にこのことがあてはまる。しかし、本質的な問題は第一に構造的な影響にある。すなわ

ち、特殊形態雇用の存在は、報酬がもっとも低くまた労働と雇用の条件がもっとも厳しい職

場でとりわけ大きい。 

 

１．テンポラリー労働 

 

（１）週労働時間（および残業時間）、有給の休日・休暇、労働条件 

テンポラリー従業員（有期雇用ないし派遣）は無期契約従業員と同等の権利を有してお

り、同一の就業規則に従う（労働時間、有給休暇、休暇と祝日、衛生と安全、厚生施設の利

用、等々）。派遣労働者は人材派遣会社を法律上の雇用主としているので、これらの従業員

にとって取り扱いの平等性は、同一の職場に配置されている派遣先企業の従業員との関係で

判断される。労働活動そのものについては、法律は、被用者の権利と義務を、人材派遣会社

と派遣先企業の間で分割することを定めている。派遣先企業は、労働条件にしたがって労働

時間の管理権を有しており、労働現場での指揮命令権を保有し、就労時間、衛生と安全の条

件、就労にかかわる取り扱いの平等性について責任を持つ。派遣先企業は当然非常用雇用従

業員を自己の都合に合わせて配置するのであるから、最もきつい現場にこれらの従業員を配

置することが容易に行なわれる。 

有期従業員が常用雇用従業員と同一の就労規則の下に置かれているとしても、前者は劣

悪な労働条件にさらされる。かれらの勤務形態はおそらく（いずれにせよ有期契約による諸

個人にとって）あまり過密ではないであろうが、しかし、就労時間は常用雇用従業員に比べ

て、一週間先のことも不明なほどずっと不安定であり、労働における自律性ははるかに少な

く、勤務スケジュールに関する制約はずっと大きい（Rouxel 2009）。これは明らかに、均衡

待遇の原則からの逸脱やその違反の結果というよりも、本質的に構造的な影響による。 
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（２）基本賃金（およびボーナス） 

有期契約あるいは派遣労動といったテンポラリー契約の就業者に対しては、同等の報酬

が保障されなければならない。派遣雇用の場合、この同等性は、人材派遣会社の他の従業員

との関係においてではなく、同一の職場に配置される派遣先企業の常用雇用従業員との関係

において評価される。 

もちろん、有期従業員は、まさに在職期間の短さゆえに、年功による恩恵を受けること

が実際上はない。逆にこれらの従業員は、（より高い手当率を課す例外的な場合や集団合意

の場合を除いて）契約期間中に受けとる粗報酬総額の 10％に相当する不安定手当を受ける。

また、有期契約による従業員と派遣労働者は、派遣先企業から支給される、利用者や作業場

自体に関連づけられるすべての手当（危険性、弁当）を受けとることができる。しかし、明

らかに、個人自身のプロフィールと関連付けられる諸手当にこれらの従業員が関係すること

はない。最後に、有期従業員がその契約期間あるいは派遣職務のうちに有給休暇を取らなか

った場合、補償手当を受けることになる。 

Erhel Lefevre et Michon （2009）は、派遣従業員は必ずしももっとも低い時給の部類に特

に集中しているわけではない、と述べている。この意味では、派遣従業員が低賃金の従業員

グループの特別な供給源であるとは言えない。不安定手当や有給休暇を取らなかった場合の

補償手当に関連する規則を考慮すれば、このことは驚くべきことではない。しかし、年間所

得の点から見ると事態はまったく異なってくる。この場合、非就労期間したがって報酬のな

い期間が考慮に入るからである。 

 

 

（３）能力開発機会、企業内での昇進機会 

有期契約従業員は、常用雇用従業員の職業訓練を受ける権利と同等の権利ないしは若干

の優遇措置を受ける権利を有する。例えば、危険を伴う就労現場に配置される場合には安全

強化訓練を受ける。ただし実際問題としては、不安定な雇用経歴を有する労働者は、無期契

約を有する同等の労働者よりも訓練を受けられる機会が少ない（Perez et Thomas 2005）。 

派遣従業員には、彼らに固有の恒常的訓練の制度があり、これはある意味では常用雇用

従業員の制度よりもさらにいっそう有利である。実際、フランスにおいては、どの雇用主も

従業員の訓練のための負担金を支払わなければならず、その率はすべての企業に対して一律

に賃金総額の 1.5%と定められている。人材派遣会社について、および、派遣従業員にかん

しては、掛け金率は 2%に引き上げられる。とはいえ、実際問題として、派遣従業員がその

他の種類の従業員よりも訓練にアクセスする機会が少ないことに変わりはない。Erhel 

Lefevre et Michon （2009）は、2005 年には、従業員のうちの 9.4%が過去３カ月の間に訓練
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を受けたと申告したが派遣従業員についてはこの数値は 5.5%にすぎない、と述べている33。

また、資金援助を受ける訓練はきわめて短期間でありその主な目的が派遣従業員の職務への

適応にあることも、周知のことである。にもかかわらず、同じ著者たちによれば、人材派遣

会社はその派遣従業員の訓練に大きな貢献をしていると主張している。実際、これらの企業

にとって訓練の実施は、派遣従業員に対する安定的な顧客企業から繰返し注文を受けるため

の方針の最重要部分なのである。しかし、派遣内部での従業員の入れ換え率は高く、訓練を

受けた人員の数は、派遣を経験した人数と比べて多くはない。彼らはおそらく有期労働仲介

業者に長期的に属している小数の派遣従業員なのであろう（Faure-Guichard 2000; Kornig 

2003）。 

 

（４）社会・雇用保険と福利厚生 

すべての給与所得者は原則として、法律に定められている疾病保険・失業手当・退職権

という基本的諸制度の適用を受ける。しかし、集団協約により定められる追加の諸制度ある

いは保険諸制度は、常用雇用従業員にも有期従業員にも同じように適用されないことがある。

とりわけ、社会保護の各種の仕組みは、これらの仕組みから十分な恩恵を受けるには在職期

間（掛け金支払い期間）についての条件を要求している。有期従業員は明らかに不利な扱い

を受ける。 

また、「公務員」と言われる資格を有する国家と地方自治体の従業員は、多くの点でと

りわけ退職にかんして有利な社会的保護にアクセスすることができる、ということを指摘し

ておこう。国家と地方自治体の非公務員従業員は社会的保護の同一の制度を受けることがで

きない。 

（５）労働組合加入 

すべての給与所得者はその資格のいかんにかかわらず、労働組合加入と企業内部での代

表選出についての同一の権利を有する。派遣従業員に関しては特別の条項が存在し、代表選

出と要求提出の権利が人材派遣会社の内部で行使される。しかしながら彼らは、フランスの

法律により、人員数の限度枠の計算については派遣先企業の内部でも考慮される。この限度

枠は、従業員の代表選出制度を決定するものである34。 

有期契約による従業員はおそらく相対的に弱い立場にあり、より依存度が高いであろう。

フランスの基準35に照らしてさえ、他の形態の従業員よりも組合加入率が低い。しかしこれ

もまた、有期契約による従業員が労働組合の組織率が低い業種でより多く使用されていると

                                                 
33  出典：INSEE 雇用統計（2005） 
34  実際、この制度は企業規模に応じて変化を付けられる。 
35  周知のように、フランスの状況は大部分の他の工業諸国において観察されるものと比べてきわめて逆説的で

あるように見える。組合加入率は実際上もっとも低位である（それは従業員の 8％以下であり、民間部門だ
けだと 7％である）。にもかかわらず、集団協約によるカバー率は最も高い（全従業員の 80％を上まわる）。
派遣がこの逆説性をさらに強めている。すなわち、組合に加入しているのは 1％であるが、（雇用主側から
の働きかけによる）協約締結が極めて活発に行われている。Michon （2009-b）を参照。 
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いうことの結果である。ともあれ、有期従業員はほとんど組合に組織されていない36。

Dufour、Béroud et al.（2008）は諸々の理由を明らかにしている。とりわけ、労働組合が不

安定就労者を代弁し動員する真の意志を示したのはごく最近のことでしかない。また、「不

安定な環境の中での」組合活動もそれ自体がきわめて「不安定」である。 

同一の企業の内部に、実際上は常用雇用と言ってよい不安定就労者が存在していること

の結果であろうが、事態はおそらくなお変化しているであろう。今日、不安定な身分と呼ば

れるものが拡大するにつれて、自らの活動基盤が確実に浸食されているということを、労働

組合は理解し始めている。これら不安定就労者を組織化することは労働組合の存在そのもの

にとって死活問題となっているのである。また、違法状態にある外国人労働者である「サ

ン・パピエ〔滞在許可の書類をもたない者〕」－彼らの極めて多くが派遣従業員であった－

を動員した 2008 年秋の労働運動も、彼らの要求提出（人材派遣会社に対するものも含め

て）への動きを示すものであった。 

 

２．パートタイム 

パートタイム労動者は、その労働時間に比例して、フルタイム労動者に認められている

のと同等の権利を享受する。雇用条件も平均よりも厳しいもののようには思われない。また、

均質性の低いグループであることから、若干の区別を導入する必要がある。 

 

（１）週労働時間（および残業時間）、有給の休日・休暇 

パートタイム労動者は、フルタイム労動者が取得できるのと同等の有給休暇の期間に関

する権利を有する。また、パートタイム労動者は全体としてはむしろ時間的制約に服する程

度が低い。しかし、労働時間を延長したいと望むパートタイム労働者のうちには、有期契約

を結んでいる者、家族に関する理由からパートタイム労働を選択している者、あるいは、フ

ルタイムの求人が少ないためにパートタイム労働を余儀なくされている者がいる、というよ

うに彼らの境遇はきわめてまちまちである。Cottrell et al. （2002）は、「選択による」パー

トタイムと「やむなく従事する」パートタイムの間のいくつかの本質的な相違点を考察して

いる。前者は比較的長い期間にわたり就労し、時間的な規則性と、就労リズムによる制約が

強い。著者は全体の観察から、家庭と仕事を両立させようとして就業者たちの行なう努力が、

労働時間の削減という対価を払ってなされているという印象を受ける、と述べている。しか

し Bué et Coutrot （2009） はこうした観察に同意しない。彼らのデータから示されるのは、

もっと長時間就労したいと望むパートタイム労働者は、週あたりの労働時間がもっと短く契

約は有期である場合がより多く、変動的で先の読めないシフト制を余儀なくされることが多

い傾向にある、ということである。 

                                                 
36 とはいえ、このことはどの業種にもあてはまるわけではない。自動車産業は派遣従業員を大量に使用する業

種であるが、また同時に組合組織率のきわめて高い業種でもある。 
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（２）基本賃金（およびボーナス） 

パートタイム労働者の「時間当たり」の報酬は、技能資格が等しく、企業ないし施設で

フルタイムとして同等の雇用に就いている従業員のそれと同一である。パートタイム労働者

に対する年功手当や有給休暇は、フルタイムで雇用されていた場合と同じように計算される。

しかし、パートタイム労働者が低賃金業種で多く使用されていることも、周知の事実である。

再度繰り返すが、重要な点は待遇の同等性よりも構造的な影響である。 

 

（３）能力開発機会、企業内での昇進機会 

パートタイム労働者の訓練受講率は 28％、これに対してフルタイム労働者の受講率は

38％である（Bel 2008）。パートタイム労働者の 24.5％は危険予防のための訓練を受けていな

いが、これに対して無期契約によるフルタイム労働者についてはこの率は 12％である

（Rouxel 2009）。 

無期契約のパートタイムに対する訓練の実施率は最も低い。理由の一端は、このタイプ

の契約を締結する個人の特質や、就業している企業や業種の特性にある。第一に、パートタ

イム労働者の多くを占める女性は、家庭の制約から訓練の受講が非常に困難であることがあ

る。また女性は、追加所得を得るためにより長時間就労することを第一に追求し、このため

訓練を犠牲にすることを厭わない。さらに、こうした女性の多くが就労しているのは往々に

して零細企業であり、訓練機会が全体としてきわめて低い業種（例えば、対人サービス部

門）に従事しがちであることがある。 

 

（４）労働組合加入 

パートタイム労働者は形式的にはフルタイム労働者と同じ状況にある（組合加入の権利、

代表選出権）。彼らはフルタイムと同じ資格で従業員の代表機関への選挙権・被選挙権を持

っている。彼らはその労働時間に比例して企業の従業員数に算入される。 

パートタイム労働者は、その大部分を女性が占め、相対的に技能程度が低く、主として

第三次産業部門に存在し、小規模企業の事務系従業員に多い等々、これらすべての特質は労

働組合組織率の低さときわめて相関性が高い。故に、パートタイム労働者の組合加入がかな

り少ないとしても驚くにはあたらない。ここでもまた、重要な点は構造的な影響なのである。 

 

 

第６節 雇用の安定 

 

雇用の安定性の問題は、本質的に契約の継続期間と契約の更新に関連するものであること

から、この項ではテンポラリー契約のみについて扱う。パートタイムも、無期契約によるもの

は考慮外とする。 
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派遣従業員のような有期契約については、契約期間は法律により制限されている。テン

ポラリー労働に依拠する動機に応じて、最長期間は９カ月から 24 カ月である37。この最長

期間は、契約更新がなされた場合には更新期間も含むものとする。更新は一回かぎり可能で

ある。更新に先だって、休止期間をおくことが義務づけられている。この休止期間は、当初

契約の期間が 14 日を超過していなかった場合にはその半分に等しく、当初期間がそれ以上

であった場合にはその三分の一に等しいものとする。法律の趣旨は明らかである。すなわち、

特定の理由のためにしか利用してはならないテンポラリー契約が際限なく更新されて無期契

約に取って代わるのを避ける、ということである。 

他方、テンポラリー契約を更新する義務はまったくない。どの従業員も契約更新を拒否

できることは明白である。法律上、テンポラリーの従業員は契約更新のためのいかなる特別

な条件も満たす必要はないが、雇用主の評価は当然のことながら自由でありだれにも左右さ

れない。雇用主が、契約が法律上の継続期間限度に達した有期契約または派遣契約による従

業員を、その従業員のうちにとどめておきたいと考えたときには、契約は無期のものに転換

することができる。これを妨げるものは何もない。また、派遣契約は、派遣業務を派遣先企

業の内部で無期契約に転換することに人材派遣会社が対抗することはできない、と規定した

義務条項を含む。 

テンポラリー労働者の保護は、有期契約の期間中であれば、試用期間を除いて契約の破

棄は無期契約の場合よりも難しい、というほどのものである。もちろん、派遣先企業が人材

派遣会社から派遣されてきた者が使い物にならないと判断したならば、派遣先企業はすぐに

でも派遣業務を打ち切ることができる。これは派遣先企業にとって、（打ち切ることのでき

る）有期契約と派遣との間の非常に大きな相違である。しかしだからといって、派遣従業員

の雇用主つまり人材派遣会社が雇用主としての義務を満たさなければならないことに変わり

はない。顧客企業によって業務が打ち切られた場合、派遣労働契約により人材派遣会社は、

３営業日を最長期限として派遣従業員に対して別の業務を提案する義務を負う。これに違反

した場合、人材派遣会社は契約に定められていた業務期間全体について定められていた報酬

を支払うことを義務付けられる。試用期間が経過した後に、人材派遣会社が実施中の契約を

打ち切ることができるのは、関係者の重大な過失あるいは予期せぬ出来事があった場合のみ

である38。 

法律の文言から企業内で実際に行なわれていることまでの距離は非常に大きい。われわ

れの知るかぎりでは、有期契約の実際の長さについて情報を与えるようなデータは皆無であ

る。反対に、派遣業務がきわめて短期であるということは知られている。2008 年中の平均

                                                 
37 例えば、有期契約については、このような契約による雇い入れが無期契約によって雇い入れられた者が就労

開始するのを待つために使われる場合は、9 カ月であり、輸出のための例外的注文に応じるためである場合に
は 24 カ月である。 

38 どの労働契約とも同様に、派遣業務契約にも試用期間が含まれ、その間は契約の破棄通告をすることができ
る。この試用期間の長さは労働協約によって定める。協約締結に至らなかった場合には、法律が試用期間を
課すが、派遣に関しては契約期間によって 2～5 日である。 

- 99 -



100 

は 1.9 カ月であった。同年には、派遣従業員の半数近くが年間で１カ月半に満たない業務に

従事していた（Domens 2009）。また、若干の企業や部門が現業従業員の大きな部分を派遣と

して恒常的に抱えており、多くの場合その従業員は同じ顔ぶれであり、しかも何年にもわた

ってこうしたことが続いている、さらに、企業によっては、有期契約あるいは派遣契約によ

る若年のテンポラリー労働者からなる人材プールの中から選別によって無期契約による雇い

入れを系統的に実施している、ということも周知である。これは自動車産業に対して特にあ

てはまる（Moncel et Sulzer 2006）。若干数の濫用事件が法廷に持ち込まれたことが知られて

いる。法廷は労働組合に対して、労働契約に無期契約としての「資格を改めて与える」と認

めた。すなわち、労働組合の存在がなければ濫用がないと信じさせるものは何もないという

ことである。これはまた、有期雇用が無期雇用への唯一の入り口であることが明白である場

合、有期雇用に対抗するにあたっての労働組合の困惑も示している。 

 

 

第７節 経済危機に伴う雇用調整と非正規被用者 

 

前述、第２節２項を参照のこと。 

ヨーロッパにおいては、（有期契約や派遣契約などすべての形態における）テンポラリ

ー雇用が、2008 年から 2009 年にかけての危機により甚大な影響を受けた、ということだけ

を付け加えておこう。フランスもこの影響を逃れることはできなかった。しかし、テンポラ

リー雇用の落ち込みはフランスでは他の諸国（とりわけスペイン、オランダ、イギリス）に

おけるよりも小さいままである（Erhel 2010）。 

 

 

第８節 社会的・政策的課題としての非正規雇用 

 

特殊形態雇用の全体がフランスではかねてから社会的・政治的研究と論争の重要テーマ

であった。非定形的な種々の身分が伝統的に不安定性と柔軟性に結びつけられてきた。柔軟

性は不安定性を含意するものではないということを納得させ、柔軟性と不安定性を切り離す

のに適した諸方策を提案し、そして、ヨーロッパ各国の当局の推奨するフレキシキュリティ

を発展させようとして、一部の人々が展開してきたあらゆる努力（Schmid 2009）にもかか

わらず、この二つは依然として実際上は同義語のままであり労働組合から告発され続けてい

る。 

フランスの労働組合は、特殊形態雇用は常用雇用の保護を弱め破壊するために利用され

る武器にほかならないと常に考えてきた。それゆえ、これらの雇用形態に対する労働組合の

敵対的な立場は、常用雇用の保護と、身分のあらゆる多様化を容認する原則の拒否につなが
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っていた。この場合も当然、主要な労働組合によってニュアンスの相違は存在する。またこ

の相違に加えて、敵対と困惑が同居しているという事情もある。なぜなら、特殊形態雇用を

有する多数の当事者たちが常用身分への統合を要求していないからである。これはとりわけ

派遣従業員の場合にあてはまる。派遣従業員の給与上のメリット（不安定手当、有給休暇の

補償手当）は、彼らが無期契約に統合されるとなくなってしまう。もっと一般的には、派遣

従業員は彼らが受けている各種の保護のために、（季節労働者、各種の臨時雇いのような）

他の多くの有期契約労働者に比して、相対的に特権的な身分のように思われるのである。そ

して、フランスの労働組合は、有期契約に対して取っている一般的な敵対的態度以上に、ど

のような戦略を採用すべきかについて多分に躊躇してきた。 

「支援された」雇用と呼ばれるものについて特に言及しておかなければならない。この

雇用の表向きの目的は、（その実際の利用が公言された目的から離れることがありうるとし

ても）雇用への再統合である。たとえば、2005 年に政府が、若年者の雇用統合を促進する

ために設定した二つの新しい非定形的な雇用身分－CPE（一次雇用契約）と CNE（新規採

用契約）－を提案したとき、主として学生からなる若者の動員により、長期の紛争の後、

CPE のプロジェクトは撤回された。CNE の方は実際に適用されたが、それも、2008 年に解

雇に関する国際労働機関の協約第 158 号に違反すると判断された時点までであった。それ

ゆえ、2008 年 6 月 26 日時点で実施中であった CNE は、一般法の無期契約という新たな資

格（典形型雇用）を与えられた。 

さらに一般的には、一般労働法の基準として用いられる無期限でフルタイムの常用契約

の改革の試みは古くからありその数も多い。最近数年間、労働契約の制度を完全に新しいも

のにして単一の契約を設けるという考え方が、長い間の論争の的となっていた。経済・財

政・産業大臣と雇用・労働・社会統合大臣から Pierre Cahuc と Francis Kramarz という二人

の大学教授に要請された報告書は、単一の契約を設定することを勧告した。その目的は、

「有期契約の過度な利用により引き起こされる不平等を制限し」、「労働契約を単純化する

こと」にあるが、それは「労働契約の漸進的な複雑化が、過去 20 年にわたる不平等待遇の

重要な源泉となっていた」からである（Cahuc et Kramarz 2004 : 143）。このような改革の意

志は労使関係当事者たちの敵対的な態度を前に挫折した。労働市場の近代化についての

2008 年 6 月の法律の基礎固めをすることを趣旨とした 2008 年 1 月の業種横断的合意は、単

一の契約というこの考え方を明確に棄却した。 

最後に、今回の危機を受けて、政府は、労働市場の機能を改善して、柔軟性を高めるこ

とにより雇用創出を促進するための改革の緊急性を主張し続けている。しかしながら、労働

契約の改革についての論争は、大量の雇用が失われ失業率が上昇するという状況の中で後景

に退いている。緊急の問題はもはや労働契約に関する改革ではなく、失業手当の資金調達の

困難さである。2009 年の失業保険規則の改訂は、短期の労働契約が終わりに近づいている

個人に対して失業手当の給付枠を拡大したが、手当支給期間はこれまでと同様に短いままで
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あった。さらに一般的には、失業者の迅速な雇用への統合を促進するため、失業給付の条件

がこの数年やや厳しくされている。その結果の注目すべきもののひとつが、（短期契約、低

賃金といった）質の低い雇用が拡大したことである。今日、増大する失業手当の支出と、求

職者の良質な再統合への志向、そして雇用の質の改善の間の調整は困難になっている。 
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付属資料：「支援付き」契約に関する情報39 

 

支援付き契約は一般法の例外にあたる労働契約であり、この契約に関して使用者は支援

金を受けることができる。支援金は雇用への補助金、一部の社会保障保険料負担分の免除、

訓練援助金という形態をとりうる。基本方針は、直接的または間接的な支援により、使用者

が負う雇用および／または訓練のコストを軽減することである。一般に「労働市場で不利

な」人々や若年者などの「ターゲット層」がこの支援付き雇用を優先的に利用することがで

きる。この契約は営利部門のもの（例えば「雇用導入」契約）も非営利部門のもの（例えば

「雇用・連帯」契約）もある。非営利部門の契約の場合、締結相手は大抵非営利社団、地方

自治体、公企業である。 

未来契約は社会参入最低保障額（RMI）、特別連帯手当（ASS）、単親手当（API）、成

人障害者手当（AAH）の受給者を対象とした契約であり、有期のパートタイム労働契約で

ある（週労働時間 26 時間）。未来契約の契約期間は原則２年間であり、12 カ月間を限度に

更新することができるため、合計で 36 カ月になる（50 歳超の高齢受給者と障害労働者認定

された者は、更新限度を合計 36 カ月から５年に延長することができる）。 

雇用支援契約（CAE）は社会的困難と特に雇用へのアクセスという職業的困難を経験し

ている失業者の職業参入を促進するための有期労働契約である。この契約の最低期間は 6

カ月、最高期間は更新を含め 24 カ月である。パートタイム（例外を除き週最低労働時間 20

時間）もフルタイムも対象になりうる。CAE を締結できるのは非営利部門の使用者（主に、

地方公共団体、その他の公法上の法人、公役務の管理を担う私法上の法人、1901 年の法の

非営利社団）である。この契約の締結によって使用者は法定最低賃金（Smic）を上限とす

る社会保障使用者負担分の援助、Smic に対する比率で定められる報酬援助（最高 Smic の

95％）といったさまざまな援助を受けることができる。 

1992 年に設けられた有期連帯労働契約（CEC）はパートタイム労働契約（一般に週 30 時

間）であり、契約期間は 12 カ月で５年を上限として更新可能。この契約を締結できるのは

地方公共団体、公施設法人、非営利社団である。被用者の報酬の一部を国が負担する。この

契約は労働市場に困難な状況にある者、特にすでに一度以上雇用連帯契約の適用を受けたこ

とがあり、この契約終了時に仕事を見つけることができなかった者を対象とする。 

1997 年に設けられた若年者労働契約（CEJ、または「若年者雇用新サービス」）は 26 歳

未満の無職の若年者と Unédic から補償を受けていない 26 歳から 30 歳の若年者を対象とし

ている。この契約は新しいニーズや充足されていないニーズに応える社会的利益のある活動

の拡大を目指している。この契約を締結できるのは学校、国家警察、地方公共団体、公共

施設法人、非営利社団である。被用者の報酬の一部を国が負担する（最高 Smic の 80％）。

                                                 
39 INSEE, http://www.insee.fr/fr/methodes/default.asp?page=definitions/contrat-aide.htm より転載。 
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労働契約は 60 カ月（非営利社団では無期のこともある）でフルタイム（例外であることが

明示されている場合を除く）である。 
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第３章 イギリスの非正規雇用 

 

はじめに 

イギリスの非正規雇用の問題は、学者や政策立案者の間で、長く関心が寄せられてきた

問題である。非正規雇用の性質とそれが及ぼす結果については長い間、議論が繰り返されて

きた。1980 年代には、使用者が戦略的に「基幹」部門と「周辺」部門に従業員を分類して

いるという懸念が生じ、1990 年代には労働者の不安定な状況が深刻化するという問題をめ

ぐる議論が起こった。その後、現在では、雇用規制、労働者の保護と均等待遇の問題に関心

が高まっている。イギリスにおける特定の非正規雇用の形態の特質については、大規模調査

や全国レベルの調査といった情報源から、現在、多くのことが明らかになっているが、しか

し、依然として我々の知識は大いに不足している。さらに、現在の景気後退がイギリスの使

用者の非正規雇用の利用に及ぼす影響については、ほとんど知られていない。 

我々は本レポートで、イギリスにおける非正規雇用の性質、経緯および結果について検

証する。非正規雇用に対してどのような規制が行われているか、また近年、規制はどのよう

に（そしてなぜ）変化してきたか？ 非正規雇用にはどのようなトレンドが見られるか、こ

れらのトレンドはどのように解釈できるか？ 非正規雇用はより常用的な雇用への仲立ちと

して機能しているか、またそれはどのような状況で起こるか？ 非正規労働者の法律上およ

び実際の待遇は、フルタイムの正規被用者と比べてどのようなものであるか？ 景気後退が、

雇用主による非正規労働者の利用、あるいはその戦略にどのような影響を及ぼしたか？「非

正規」という用語の意味については多くの議論があるが、我々はまず、正規雇用との対応関

係において非正規雇用を定義することから始める。イギリスでは、「正規」の仕事は、会社

との契約にもとづき、常用的かつフルタイムの被用者が行う仕事である。結果として、「非

正規」はこのフルタイムの常用的な仕事という基準から外れる全ての形態を含み込むことに

なる。これには、臨時、パートタイム、自営業が含まれる。 

以下の節では、イギリスにおける非正規雇用を様々な情報ソースを用いて検証する。

我々は、大規模な代表調査、特に労働力調査（LFS）から明らかになった証拠にもとづいて

検証を進める。また併せて、「イギリスにおける就労」調査（Working in Britain Survey）、イ

ギリス世帯パネル調査、労働時間・給与年次調査、職場労使関係調査など、他の調査も利用

する。さらに、個別の調査結果や、関係する学術文献、政策文書、実用書も参考にしている。

重要なのは、このプロジェクトのために特別に実施された三つの事例調査の結果も参考にし

ているという点である。事例調査は、イギリスの製造業とサービス業の大手使用者を対象に

したもので、公共部門と民間部門の両方の事例をとりあげている。各事例は、各種の非正規

労働者の利用状況に関する、上級管理職からの詳細な聞き取り調査を含む。 

第１節では、イギリスの非正規労働を取り巻く経済状況と法制度を取り上げる。まず、

非正規労働に関する 1980 年代、1990 年代、2000 年代の議論を取り上げる。非正規という就
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労形態に対する関心は、1980 年代の「柔軟な企業」（flexible firm）をめぐる議論、1990 年

代の不安定性に関する議論により高まった。次に、非正規雇用の定義を示した上で、こうし

た就業形態に対する法的規制について取り上げる。法制度が拡大されて、非正規雇用の一部

の形態がその対象となったのは、比較的最近のことにすぎない。しかし、イギリスの労働法

には今なお、雇用制度に関する放任という従来からの前提が残っている。非正規労働に関す

る規制は、他の欧州諸国に比べて多くの点で緩やかである。1997 年以降の労働党政権の下

で、雇用保護法制は部分的に、特に非正規労働者に対して強化されたが、そのアプローチは

「柔軟な労働市場におけるミニマム・スタンダード」といったものに留まってきた

（McCarthy 1997）。非正規労働者に関して、イギリスの労働法には未だに重大な欠落部分が

あり、これが、この種の労働者を弱い立場に追いやっている。 

第２節は、非正規労働のトレンドを取り上げる。テンポラリー雇用は、景気後退後の

1990 年代に急速に増加したが、2000 年以降は変動が激しい。派遣事業者を通じたテンポラ

リー雇用は、1990 年代から 2000 年代を通して増加しつづけている。パートタイム雇用も長

期にわたり増加傾向が続いており、2009 年には被用者の４人に１人がパートタイム契約に

よって雇用されている。パートタイム雇用は依然として性別による偏りが大きい。一方、自

営業者には 1990 年代、2000 年代を通じて大きな変動はなかった。全体として、データから

は非正規労働の利用に関する長期的な拡大の証拠は明白ではないが、非正規労働の各種の形

態について、循環的な側面や業種ごとの特徴、またその構成における大きな差異を示してお

り、第 2 節ではこれを詳細に検討する。我々はまた、非正規労働には概して循環的な性質が

あることから、2008～2009 年の不況からの回復期には、非正規労働の一時的な増加が予想

されるという点についても論じる。 

第３節では、このプロジェクトのために実施された一次資料による事例調査を紹介する。

製造業とサービス業、公共部門と民間部門をまたがり、３社について事例調査を行った。そ

れぞれの事例で、上級管理職から聞き取り調査が行われ、背景情報をまとめた文書が添付さ

れている。３つの事例すべてが、様々な非正規雇用を利用していた。利用の理由、程度、非

正規労働者と正規被用者の待遇の比較、非正規労働者の利用に景気後退が及ぼす影響は、３

つの事例でそれぞれ異なる結果となった。これらの事例調査の結果は、大規模調査に関する

さらなる分析の結果と併せて、第 4～7 節に示している。 

第４節では、非正規雇用から正規雇用への移行について検証する。多くの論者が、非正

規雇用はより常用的な雇用への仲立ちとなることを強く示唆してきたが、その証拠は不完全

なものに留まっている。我々はまず、使用者が正規被用者を選別するために非正規雇用契約

を利用しているかどうかについて、調査結果を検証することから始める。続いて、非正規雇

用と正規雇用の間の移行の実態に関する検証に移る。最後に、労働者が正規雇用と非正規雇

用の間を行き来しているのかどうかについて考察する。 

- 110 -



111 

第５節では、非正規雇用と正規雇用の仕事の性格と質を比較する。すでに第１節で、非

正規労働の法制度については検証ずみである。多くの調査研究から、非正規雇用の賃金や労

働条件および全体的な仕事の質は、正規雇用に比べて劣っていることが明らかになっている。

本節では、全国レベルの調査データおよび我々が実施した事例調査の結果を用いて、これら

の主張の真偽を確かめる。まず、非正規労働の仕事の質についての全国レベルのデータおよ

び事例調査から得られた結果を検討して、非正規労働と正規雇用の個別の側面に関するより

詳細な議論のための舞台を整える。次に、労働時間、賃金、休暇、能力開発、昇進、労働組

合への加入のそれぞれについて、順に検証を行う。これらのほとんどに関して、非正規労働

者と正規被用者には大きな差があることを明らかにする。 

第６節では、雇用の安定性について、非正規労働者とその他のグループの比較を行う。

調査結果およびこのプロジェクトのために実施した３つの事例調査の結果を参考にして、非

正規雇用契約の契約期間を検証する。次に、非正規労働者が契約を更新するためにはどのよ

うな条件を満たす必要があるかを見てみる。第３に、直接的な証拠を集めるために行った事

例調査を利用して、非正規契約が更新される頻度を検証する。第４に、非正規契約がどの程

度繰り返し更新されているかを検証する。最後に、非正規雇用の雇用安定のための規制に必

要不可欠ないくつかのポイントを検証する。 

第７節では、景気後退が非正規労働者に与える影響を検証する。多くの論者が、非正規

労働者はリストラやレイオフの最も深刻な影響を受けるだろうという見解を示しているが、

こうした主張を裏付ける確かなデータは未だ不足している。本節ではまず、イギリスにおい

て景気後退が非正規労働者にどのような影響を与えたかを検証する。その後、イギリス企業

が採用している雇用調整のためのルールに注目し、今回の景気後退に際して出現した新たな

調整戦略について検討を行う。最後に、労働組合が非正規労働者をどのように組織化してき

たかについて考察する。我々がとりあげた事例からは、非正規雇用に対する戦略は使用者に

よってかなりまちまちであることが明らかになった。我々は、いくつかのアプローチにより

これに関する説明を試みる。 

最後に、第８節では、イギリスの非正規労働についての簡単な結論を述べ、いくつかの

未解決の進行中の問題を指摘する。 

 

 

第１節 イギリスにおける非正規雇用：経済および法的背景 

 

1980 年代および 1990 年代にマクロ経済を襲った嵐のような状況とそれに対応した政策に

より、イギリスの労働市場の輪郭はそれまでとは異なるものとなった。ここ 30 年の間に、

フルタイムで常用雇用の「正規」労働の占める割合は相対的に低下している。本節では、こ
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れらの変化の特徴を検証する。まず初めに、労働市場全体について論じ、その後、非正規労

働に関する法的枠組みの変化について議論する。 

 

１． 労働市場の状況 

イギリスの非正規雇用に対する学術的および政策的関心は、1980 年代初めの深刻な景気

後退後に強まった。景気の回復につれて、企業が、安定的なフルタイムの「基幹」従業員と、

非正規契約にもとづく柔軟で相対的に不安定な「周辺的」労働者をどの程度分けているかを

めぐる議論が起こった。従来は、このような分割は企業間で見られるものと考えられてきた

が、1980 年代には、この分割は「柔軟な企業」の内部に見られる状況となった（Atkinson，

1985）。企業は、商品市場における不安定性の高まりに対応するため、フレキシブルな緩衝

材として周辺的な非正規労働力の利用を拡大していった、と言われている。これに続く論文

のほとんどは、非正規労働契約の利用に関する使用者の戦略を中心テーマとしていた（例え

ば、Hunter et al. 1993；Rubery and Wilkinson 1995；Casey et al. 1997）。結論を出すには程遠い

状況ではあったが、これらの研究は、雇用主の対応には戦略的な慣行の変化という色彩は弱

く、従来的な理由の延長線上で柔軟な雇用による解決が図られたこと、すなわち、一時的な

需要のピークに対応する必要性あるいは常用のフルタイムのスタッフを採用することが難し

いという状況を反映したものであることを示した（McGregor and Sproull 1991；Beatson 

1995）。 

10 年の間に訪れた 2 度目の大きな景気後退の後、1990 年代には、正規と非正規とを問わ

ず全ての労働者の雇用の不安定さに関心が移った。理由の一端には、1990 年代半ばまで、

イギリスの雇用増に占めるフルタイムの常用的雇用の割合が極めて小さかった事にある

（Deakin and Reed 2000 参照）。また第 2 に、商品市場に対する技術革新とグローバリゼーシ

ョンの二重の圧力により、労働が本質的に不安定なものになりつつあるとの当時の議論を反

映している。商品市場における競争が激しくなれば、その当然の帰結として、労働費用に対

する引き下げ圧力が強まり、非正規雇用の利用が増大すると言われた。極端な議論において

は、このことが旧来の雇用形態と労働条件の維持を不可能にし、雇用の「ブラジル化」を招

くと言われていた（Beck 2000）。イギリスに限ったことではないが、この問題は大きくとり

あげられ、労働の不安定性を分析し、非正規雇用との関係を考察する論文が数多く生み出さ

れた。雇用の不安定性に関する詳細な調査からは、不安定性に対する不安が高まっているこ

とが明らかになったが、これらは、失職の恐れや不安定な非正規の仕事の増加といった理由

よりも、仕事に関して大切と考えられている事柄（例えば昇進の機会や、仕事のペース管理

に関する裁量など）が失われることに関係している場合が多いこともわかった（Burchell et 

al. 2002）。実際、平均勤続期間のデータからは、雇用期間の短期化や、労働市場の流動化へ

の長期的な傾向に関する明確な結果は得られなかった。男性の平均的な雇用期間は減少した
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が、そのほとんどは、80 年代初めの景気後退期において多数の整理解雇が発生した影響の

名残であり、女性に関しては、むしろ勤続期間は長期化していた（Gregg et al. 2000）。 

1990 年代半ば以降、イギリス経済と労働市場は大きく改善し、1992 年から 2008 年の期

間には生産の拡大が続いた。失業者が減少し、これにあわせて不安定感も軽減された。

Green による詳細な調査（2006）は、労働の不安定性を示す客観的指標も主観的指標も、労

働市場における失業者数に合わせて大きく変化したことを明らかにしている。1990 年代半

ばには不安定性が一時的に高まったとみられるが、その後、世紀の変わり目までに失業率は

低下し、これを反映して、全ての雇用形態において不安定性レベルが低下した（Green 2006: 

表 7.3）。予想通り相対的な不安定性が高いことが明らかとなったテンポラリー被用者につ

いても、そのレベルは低下した。また、フルタイム労働者とパートタイム労働者の双方で同

様の傾向が明確に観察されたが、不安定性レベルの差は驚くほど小さかった。 

このように、大胆な予測に反して、実際の労働市場に見られた結果は、特に景気循環と

結びついた形で、従来の状況が継続していることを示している。変化が生じた部分について

は、構成的なものである傾向にある。不安定性に関する 1990 年代の関心の高まりについて

の一つの解釈として、かつては安定的であった金融サービス業のホワイトカラーの仕事や専

門職に就いていた労働者が、それまでにない失業という事態を経験したという事実を挙げる

ことができる。したがって、労働自体の不安定性が高まったというよりむしろ、不安定性と

いう問題が、労働者の中でも発言力の強い業種に及んだことが、この問題に対する関心を高

めた可能性が高い（Green 2006）。第２節２項に述べるように、イギリスにおける非正規雇

用の変動は、景気循環との連関を強く示している。これは、職種あるいは業種にまたがる非

正規雇用の出現という意味で重大な構成的変化が生じたということを否定するものではない。

しかし、このことは２つの重要な問題を示唆している。第１に、イギリスにおいては非正規

雇用の利用が長期的に拡大しているという証拠はないこと、第２に、非正規雇用が景気循環

的な性質を持つものであるということを考えれば、2008～09 年の景気後退から経済が回復

基調に戻れば、非正規雇用が一時的に増加する可能性が高いということである。 

 

２． 非正規雇用：定義と規制 

非正規雇用を定義するためには、「正規」雇用を定義する必要がある。イギリスでは、企

業との契約にもとづく常用かつフルタイムの被用者の仕事を正規雇用という。したがって、

非正規雇用は、これから逸脱したものであり、テンポラリー雇用、パートタイム労働、自営

業が含まれる。これらの非正規雇用の形態については、以下に詳しく検証する。 

法制度の対象が、一部の形態の非正規雇用にも拡大されるようになったのは比較的最近

のことにすぎない。一方で、イギリスの労働法には今なお、雇用制度に関する放任という従

来からの前提が残っている。最優先される原則は、雇用契約を締結する当事者が、様々な雇

用形態の中から自由に選択すべきであるというものである（Deakin and Reed 2000）。以下に
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示す最近の一連の変化にもかかわらず、使用者は未だに、パートタイムあるいは有期契約の

利用に関して正当な理由を示す必要がなく、あるいは派遣会社に対する規制も行われていな

いという状況にある。事実、派遣労働者に対して被用者としての地位を提供することも義務

付けられておらず、このことが彼らの立場を弱めている。この問題についても、以下で論じ

る。 

このことは、イギリスにおける非正規雇用に対する規制が、他の欧州諸国に比べて多く

の点で緩やかであることを意味している。OECD の雇用保護の「厳格性」を示す指標をみる

と、イギリスは近年の雇用規制や保護の強化にもかかわらず、最も数値の低い国のひとつで

あり、他のヨーロッパ諸国よりも米国に近い（第３-１表参照）。 

 

第３-１表 OECD 加盟国の雇用保護法制の厳格性、1998 年および 2008 年 

 

 
全体的な厳格性 

正規雇用に関する 

厳格性 

非正規雇用に関する 

厳格性 

 1998 2008 1998 2008 1998 2008 

オーストラリア 1.5 1.4 1.5 1.4 0.9 0.9 

オーストリア 2.4 2.2 2.9 2.4 1.5 1.5 

ベルギー 2.5 2.5 1.7 1.7 2.6 2.6 

デンマーク 1.9 1.8 1.6 1.6 1.4 1.4 

フランス 2.8 2.9 2.3 2.5 3.6 3.6 

ドイツ 2.6 2.4 2.7 3.0 2.0 1.2 

ギリシャ 3.5 2.8 2.2 2.3 4.8 3.1 

イタリア 3.1 2.4 1.8 1.8 3.6 2.0 

日本 1.6 1.4 1.9 1.9 1.4 1.0 

オランダ 2.8 2.1 3.1 2.7 2.4 1.2 

スペイン 3.0 3.0 2.6 2.5 3.2 3.5 

イギリス 1.0 1.1 1.0 1.1 0.2 0.4 

アメリカ 0.6 0.6 0.2 0.2 0.2 0.2 

注：雇用保護指数は、（最低）0 から（最高）6 まで 

出典：OECD（2009） 

 

テンポラリー雇用に対する保護が相対的に弱いことから、イギリスではこうした形態の

労働が出現する確率が高いと考えられるかもしれない。しかし表から明らかなように、イギ

リスの正規被用者は他の国に比べて保護されていない。その結果、使用者は非正規雇用に頼

らなくとも、フレキシビリティを確保する余地が大きく、以下に示す通り、イギリスにおけ

- 114 -



115 

る非正規労働の利用は他の国に比べて少ない。Deakin and Reed（2000: 124）が指摘している

ように、現在ある雇用保護に関する規制も、そのほとんどは実質的な規制ではなく手続き上

のもので、回避すべき費用のかかる義務がほとんどないことから、非正規雇用を利用しよう

とするインセンティブはさらに弱まる。 

雇用法による保護が十分でないのは、法規制よりも団体交渉を重視するというイギリス

の伝統的なシステムの名残である。イギリスにおける雇用保護法制の登場は比較的遅く、雇

用保証に関する権利とこれに対応する整理解雇の際の補償金支払いの原則が定められたのは

1965 年、次いで不当解雇を禁止する法律ができたのは 1971 年である。基本的にフルタイム

の常用被用者を念頭におかれていたことから、法律の定める最低限の権利を保障する対象か

ら、数百万人の労働者が除外された。その理由は、彼らが自営業者であること、被用者では

ないこと、あるいは勤続期間の不足から資格がないことといったものであった。 

わずかながら存在した保護制度も、1980 年代および 1990 年代前半の保守党政権によりさ

らに弱体化された。例えば、不当解雇に異議申し立てができる資格を得るために必要な勤続

期間は、1979 年に 6 カ月から 1 年に延長され、1985 年にはさらに 2 年に延長された。週 8

時間労働を行っているパートタイムの被用者は、基本的な保護の資格を全く与えられず、8

時間から 15 時間の労働を行っているパートタイム労働者についても、5 年以上の勤続期間

が要件となった。有期契約被用者が解雇に対する保護を求める法定の権利を放棄することが

認められ、使用者はしばしばこれを権利放棄条項として契約に盛り込んで利用した。自営業

者は雇用保護の対象から全く除外され、実際上は臨時労働者や派遣労働者も、その雇用の法

的地位がこれまでも現在も多くの場合明確ではないことから、雇用保護の対象外とされた

（Deakin and Reed 2000）。 

1997 年の労働党政権の成立により、特に非正規労働者を対象とした雇用保護法制の部分

的な強化が実現した。しかしこのアプローチは、「柔軟な労働市場におけるミニマム・スタ

ンダードの設定」といったものにとどまっている（McCarthy 1997）。これに先立つ 1995 年

には、パートタイム労働者に対する異なる基準の設定は違法であるとの判断が示されている。

パートタイム労働者の大多数は女性であることから、間接的な性差別にあたるというのがそ

の理由である。最低基準の導入は主として、マーストリヒト条約の社会政策に関する欧州共

同体プロトコル（社会憲章）に対するイギリスのオプトアウトに終止符が打たれたことによ

る。その結果、EU 指令に従って新たな労働時間規則が導入され、労働時間に関する制限と

休暇取得の権利が定められた。加えて、現在はパートタイムおよび有期契約被用者もフルタ

イムの常用労働者と同一の処遇を受ける権利を有しており、有期契約被用者が解雇や剰員整

理に対する保護を受ける権利を放棄することは認められていない。さらに労働党政権は、

1999 年に全国最低賃金を定め、また不当解雇に対する保護の資格を得るために必要な勤続

期間を、すべての被用者に一律に１年とした。ただし、剰員整理の際に補償の対象となるの

は、未だに勤続 2 年以上の労働者のみである。これらをはじめ様々な制度改正が行われたも
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のの、専門家からは、EU 指令のイギリスの法律への導入に際しては「ミニマリスト」的な

戦略が採られているとの指摘がある（Smith and Morton 2006）。また、個人の権利を保証す

るための集団的、組合代表制の及ぶ範囲は限定的で、履行確保のために十分なリソースが割

かれた国の制度的インフラもないとの批判がある（TUC 2009a）。 

非正規雇用の人々が直面している最大の問題は、イギリスが、雇用上の権利に関して複

雑な制度、低賃金であることの多い「労働者1」より、「被用者」の方に高い水準の保護を認

める制度を維持し続けているという点である（TUC 2009a）。さらに、これらの２つのカテ

ゴリーに入らない自営業者は、雇用保護の対象外に置かれている。「労働者」の地位は、個

別契約にもとづき雇用主に対して自身が役務を提供し、経済的に雇用主の事業に従属してい

るが（すなわち、その所得のほとんどを雇用から得ているが）、被用者の地位を得るに必要

な要件を満たしていない個人に適用される。このカテゴリーには、潜在的に、フリーランス

の労働者、独立の業者、家庭内労働者、様々な種類の臨時労働者が含まれる（Burchell et al. 

1999）。これは、被用者の地位よりも広い範囲を対象とした定義であり、機会均等法制、全

国最低賃金法、労働時間規則において適用されている。第３-２表は、労働者と被用者の雇

用上の権利の主な違いを示したものである。 

 

第３-２表 イギリス雇用法にもとづく労働者および被用者の雇用上の権利 

法定の雇用上の権利 被用者限定 労働者全般 
差別   
賃金、性別、人種、性的嗜好、障害、年齢、

宗教に関する差別からの保護 
  

一般的な雇用上の権利   
雇用関連事項、すなわち、賃金、労働時間、

休日、傷病手当、懲罰と不平申し立て手続き

に関する書面による通知 
  

賃金の内訳明細書   
賃金の不当な引き下げからの保護   
法定の傷病手当   
全国最低賃金   
全国最低賃金の支給義務の不履行 

 

  
派遣労働者および家内労働者

は明確に対象となっている

（注：19歳以下の見習い、あ

                                                      
1 訳注：原文では「worker」。イギリスの労働法体系においては、「worker」は「(a)雇用契約、または、(b)

明示または黙示を問わず、また明示であれば口頭によるか書面によるかを問わず、職業的または営業的事業の

顧客ではない契約の相手方に当該個人本人が労働またはサービスをなしまたは遂行することを約する他の契約

のいずれかに入った、またはそれらいずれかの契約の下で働く（「雇用」が終了した場合には、働いていた）

個人」（1996 年雇用権法 230 条 3 項）と定義されている。わが国の労働法における「労働者」とは異なり、雇

用契約が必ずしも前提とされていない点に留意されたい。（小宮文人『現代イギリス雇用法』信山社（2006）、

有田謙司「EU 労働法とイギリス労働法制」『日本労働研究雑誌』No.590（2009）による。） 
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るいは19歳以上で見習い開始

から12カ月未満の場合には、

全国最低賃金受給資格なし）

全国最低賃金に関する記録へのアクセスを許

可する義務の不履行  
  

派遣労働者および家内労働者

は明確に対象となっている 
全国最低賃金に関係した不当解雇からの保護   
全国最低賃金に関係する不利益からの保護   
労働時間   
毎日の休憩時間、毎週の休日および休憩 

 
  

派遣労働者は明確に対象とな

っている 
年次有給休暇 

 
 

派遣労働者は明確に対象とな

っている 
労働時間に関連して解雇されない権利   
労働時間に関連した不利益を被らない権利 

 
 

派遣労働者は明確に対象とな

っている 
雇用の安定/不当解雇   
解雇に関する法定の最低通知期間   
不当解雇されない、あるいは剰員として不当

に指定されない一般的権利 
  

契約移転の際の雇用条件および雇用の継続性

の保護および解雇に対する保護 
  

剰員整理あるいは雇用契約の移転に際して、

影響を受ける従業員に関する情報提供・協議

を労働組合あるいは職場の代表が受ける権利

  

傷病休職（medical suspension）、職業年金の

受託者としての活動、保護の対象となる情報

開示、法定の権利の主張を理由とした解雇か

らの保護 

  

法定の剰員整理手当を受け取る権利   
不平申し立てや懲戒手続きに際して同僚や労

働組合代表の同伴を求める権利に関係する解

雇からの保護 
 

 
これは、被用者以外の労働者

に適用される唯一の不当解雇

関係の権利である。 
非正規労働者の権利   
パートタイム労働者を対象とした均等待遇の

権利 
  

有期契約被用者を対象とした均等待遇の権利   

出典：TUC（2009a，pp.175-77） 
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イギリスの雇用法制が複雑であるという問題は、特に、不当な扱いの被害を最も受けや

すい非正規のテンポラリー労働者にとって重大な問題である（TUC 2009a）。有期契約のテ

ンポラリー労働は、被用者としての地位を得る傾向にはあるものの、派遣および臨時労働の

仕事においては「労働者」としての地位のみが与えられる場合も非常に多く、したがって雇

用上の保護は他の労働者に比べ脆弱である（第３-２表）。こうした仕事の多くは低賃金であ

ることから、このことが労働市場における不利益を一層助長している。 

自営業者の地位についても問題が生じている。労働者の地位は、「従属的な自営」の一形

態である（Burchell et al. 1999）。しかし、TUC の最近の調査結果（2009a）から、多くのケ

ースで、使用者が労働者に対して「偽の自営業者」の地位を受け入れるように強要している

ことが指摘されている。これは、労働者に自ら取締役として有限会社を設立させ、その会社

を通じてクライアントに対するサービスを行うように要求することによって行われる。こう

した状況は、特に建設業や家内労働において見られる傾向である。現実には、これらの労働

者はクライアントに経済的に従属しており、また本当の自営業の特徴である自分の仕事に対

する独立性や自律性がない。つまり、これらの労働者は被用者としての特徴を有するにもか

かわらず、被用者が得ることのできる保護を全く受けることができないということである

（Burchell et al. 1999；Böheim and Muehlberger 2006；TUC 2009a）。事実、これらの労働者は

被用者とも独立の自営労働者とも明らかに異なり、概して学歴が低く、雇用の不安定さを反

映して勤続期間が短く、平均的には高齢の労働者である傾向が強いことが調査によって判明

している（Böheim and Muehlberger 2006）。この調査からも、イギリスの労働法における欠

陥が、雇用上の立場の弱さと労働市場における不利な状況を結びつけていることが示唆され

ている（TUC 2009a 参照）。 

EU レベルで合意され、イギリスに導入された指令を通じて、一定の保護が一部の非正規

労働者に提供された。2000 年に導入されたパートタイム労働者（不利益取扱い防止）規則

や 2002 年の有期被用者（不利益取扱い防止）規則が、賃金と労働条件は、契約の種類によ

り差別されないという原則を確立した。さらに有期被用者については、同一雇用主との間の

連続２回以上の契約により勤続期間が４年に達した場合には、常用雇用を要求することがで

きる。後述するように、派遣労働者についても同様の保護を法制化することで合意が試みら

れたが、EU レベルでもイギリスでも、有期被用者に関する法制化に比して論争ははるかに

激しかった。しかし、均等待遇を保証する法律が適用されるようになるまで、派遣労働者は

明白に不利な立場に置かれることになる。実際のところ、これらの規則が施行されてすら、

状況によっては自営業者と偽ることによって規則の適用を回避することが可能であり、この

ことは今後もイギリスの雇用法に対する主な批判点として残る（Burchell et al. 1999；Hendy 

and Ewing 2003；TUC 2009a）。 

 

- 118 -



119 

第２節 非正規労働のパターン 

 

本節では、ここ数十年のイギリスにおける非正規労働のパターンを検証する。背景とな

る状況の説明として、まず労働市場の現状を生み出している経済全体および業種毎の変化と

動向について以下で論じる。 

 

１．経済状況 

1980 年代と 1990 年代の初めの二度の大きな景気後退で大規模な雇用喪失を経験するなど、

イギリスの労働市場はここ 30 年間、特に不安定な状況にあった。1992 年からの長期にわた

る持続的な景気拡大には現在、終止符が打たれ、イギリスは 1930 年代以来最も深刻と言わ

れる不況から回復しようともがいている（第３-１図参照）。 

 

第３-１図 生産高と被用者の伸び、イギリス（1960 年－2008 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：イギリス統計局データの著者による分析 

 

このようなマクロ経済の不安定さが、長期的なトレンドとなった。中でも最も特徴的な

のが工業の衰退（deindustrialisation）で、生産性の向上と市場の喪失が、雇用の源としての

製造業の重要性を低下させた。イギリスでは、競争力の弱さと生産高の不安定さから、製造

業の雇用は相対的にも絶対数でも減少した。これに対し、サービス業では生産高と雇用が上

昇しつづけた。特に 1990 年代の雇用創出の最大の担い手は、金融業とビジネスサービス業
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であった。流通・ホテル・飲食業およびその他のサービス業（文化・レジャー業、会員制団

体、美容業を含むパーソナルケア）なども一定の雇用創出の担い手であった。しかし、最も

雇用の伸びが大きいのは、1997 年以降、政府の計画的な拡大戦略の対象となった行政、医

療・教育部門で、公共部門がその大半を占めている。過去 10 年間の不動産ブームを反映し

て、建設業における雇用も安定的に伸びた（第３-２図参照）。 

経済構造がこのように変化したにもかかわらず、イギリスではいまなお、2900 万人の就

業者のうち肉体労働者が約 1050 万人を占めている。パートタイム労働は、フルタイム労働

を犠牲にする形で拡大し、女性の参入率は大幅に上昇し、現在では、女性が賃金労働者の半

数を占めるようになっている。 

 

第３-２図 業種別労働力（イギリス、1978-2009 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：イギリス統計局データの著者による分析 

出典：イギリス統計局データの著者による分析 

 

このような幅広い領域における変化が、より個別的な労働の組織と雇用における変化の

背景となり、仕事の不安定性、仕事の質、あるいはより一般的な労働の未来に関する学術的、

政策的な議論を方向付けてきた（Nolan and Slater 2010 参照）。正規雇用と非正規雇用のバラ

ンスの変化が中心的な関心事であり、これを以下で見ていく。第３-３図は、フルタイム・

パートタイム別の被用者および自営業者数と、テンポラリー被用者数（被用者の一部）を示

したものである。詳細な議論は以下の項で行うが、要約すればその傾向は明らかである。す
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なわち、パートタイム被用者は緩やかながら確実に増加し続ける一方、テンポラリー被用者

には長期的なトレンドは認められず、自営業はほぼ一定で推移している。イギリスにおける

正規労働から非正規労働への変化は、非常に緩やかであることを示している。 

 

第３-３図 被用者および自営業者の形態別推移（イギリス、1992-2009 年） 
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出典：イギリス統計局データの著者による分析 

 

以下の項では、まずテンポラリー雇用を皮切りに、非正規労働に関する詳細な検証を行

う。 

 

２．テンポラリー雇用の仕事のパターン 

第３-４図は、イギリスにおけるテンポラリー雇用が 1997 年に約 170 万人（被用者全体の

約７％）でピークに達したことを示している。景気後退後の 1990 年代を通じたテンポラリ

ー雇用の急速な増加は、持続しなかった。2000 年以降、テンポラリー雇用の総数は絶えず

変動している。直近の景気後退期にテンポラリー雇用の増加の兆候が見られており、1990 

年代のパターンが繰り返されるのであれば、雇用の回復に際して、その増分のほとんどがテ

ンポラリー雇用によることになると予想される。今はまだ、判断するには時期尚早である。 

同図はまた、イギリスにおけるテンポラリー雇用の形態別内訳を示している。分類方法

は労働力調査によるもので、調査対象である被用者は、自らの雇用が一時的なものである理

パートタイム被用者 
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由として有期契約、派遣労働、臨時雇用、季節雇用、その他のいずれかを選択する。データ

を詳細に検討した結果、テンポラリー被用者数の減少は、2002 年に均等待遇が法制化され

て以降、有期被用者の数が減少したことによる可能性が高いことが明らかになった。これに

対して、派遣労働は増加しつづけている。 

 

第３-４図 テンポラリー被用者数の形態別推移（イギリス、1990-2009 年） 
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出典：複数年の労働力調査データにもとづく著者の分析 
 

この集計データからは、業種別の急激な変化を知ることはできない。最も著しい変化は、

公共サービス、特に医療・教育部門における短期の有期被用者の 1980 年代初め以降の拡大

である。民間部門でも 1980 年代初め以降、ほとんどの業種でテンポラリー雇用の労働が増

加しているものの、もともと少ない数からの増加である。またこれまでは雇用が安定的で

「終身雇用」とみなされていた銀行・金融業などでは、初めてこうした雇用が定着した

（Nolan and Slater 2003）。 

第３-５図は、テンポラリー雇用の業種別比率をみたものである。テンポラリー雇用の構

成は、景気循環的かつ長期のトレンドを示している。景気循環的という点では、製造業にお

けるテンポラリー雇用が占めるシェアが 1990 年代半ばから後半の景気回復期に急増してい

る。長期のトレンドとしては、近年の雇用全体の伸びの原動力のひとつである銀行・金融・

保険業のテンポラリー雇用の比率が、わずかではあるが確実に増えている。また行政・医
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療・教育部門についても、特に 2000 年以降の政府支出の増加に伴い、テンポラリー雇用全

体に占める比率が増加している。 

第３-５図 業種別テンポラリー雇用比率の推移（イギリス、1984-2007 年）
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出典：複数年の労働力調査データにもとづく著者の分析 

 

どのような種類の仕事がテンポラリーになりやすいのか？ 第３-６図は、職業別の被用

者に占める常用およびテンポラリー雇用の割合を比較したものである。常用雇用と比較する

と、テンポラリー雇用は熟練度の高い（専門的な）職種と熟練度の低い（基礎的な）職種の

両方で極めて多い。これは、テンポラリー雇用の業種別構成を反映したもので、専門的なテ

ンポラリー雇用の多くは公共部門（看護士、教師、ソーシャルワーカー）に集中しており、

一方、肉体労働者、清掃人、商品陳列者、警備員などの基礎的職種は、幅広い業種に分布し

ている。またテンポラリー雇用は、対人サービスの職種にも多い。これについても、公共、

民間を問わず、特に 1990 年代初め以降、雇用の伸びが顕著な多くの業種に分布している。

こうした職業には、准看護士、保育士、介護士、教育助手、旅行娯楽案内人、美容・理容師、

家事労働者などがある。 
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第３-６図 テンポラリー雇用および常用被用者の職業別比率（イギリス、2009 年） 
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出典：複数年の労働力調査データにもとづく著者の分析 

 

テンポラリー被用者の特徴をさらに分析した結果を、附属資料の附表 A１（章末）に示し

ている。テンポラリー雇用には現在、性別による差は表れていない（1990 年代初めには女

性の割合が多かった）。常用被用者と比較すると、テンポラリー被用者は若い傾向が強く、

派遣および季節・臨時被用者では 30 歳以下が大きい割合を占める。有期被用者については、

専門的職業に占めるウェイトを反映して、高資格者の割合が大きい。逆に、年齢構成を反映

して、季節・臨時被用者の資格は低い傾向にある。ホワイトカラー以外の労働者がテンポラ

リー雇用に占める割合が大きい。また派遣労働は最近入国した移民が多い傾向にあり、特に

派遣雇用については、EU 新規加盟国からの移民が多くを占める。 

その他の非正規雇用の特徴と重なる部分を見ると、テンポラリー被用者は常用被用者よ

りもパートタイムで働くことが多い傾向にある。2008 年には、常用被用者に占めるパート

タイム労働者の割合は 24％であった。一方、派遣労働者におけるパートタイム比率は 30％、

有期被用者では 37％、季節・臨時被用者では 83％、その他のテンポラリー被用者では 55％

である（附表 A１）。これに対して、自営業者の派遣労働者のパートタイム比率は 17％とず

っと低いが、これはこうした労働者が男性中心の専門職および熟練工に集中していることに

よる。 

職場におけるテンポラリー労働者の利用状況は、ここ 10 年変化していない。Kersley et al.

（2005）は、2004 年のテンポラリー契約による被用者は 30％で、比較可能な 1998 年の調査

結果の 32％とほぼ同じであると報告している。また、派遣労働者の利用は、有期契約被用

者ほど一般的ではないが、全職場の 17％を占めており、このシェアは 1998 年以降変わって

いないことも指摘している。 
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３．イギリスにおけるパートタイム労働 

パートタイム雇用の増加は、長期のトレンドである。1971 年には、被用者の６人に１人

がパートタイム被用者であった。2009 年末には、2480 万人の被用者のうちパートタイム被

用者は約 650 万人で、４人に１人に増加している。パートタイム労働は、依然として性別に

よる偏りが大きい。1992 年には、男性被用者に占めるパータイム労働者の比率は 13％（全

就業者では 16％）に過ぎなかったが、2009 年には 22％（全体の 25％）に上昇している。こ

の上昇は、今回の景気後退への反応よりも緩慢で確実な伸びである。 

サービス業におけるパートタイム雇用は 1979 年以降持続的に増加しており、新たな増加

分は 720 万人である。2004 年には、パートタイムを雇用している職場は全体の 83％に達し、

30％の職場ではパートタイム労働者が過半数を占めている（Kersley et al. 2005）。圧倒的に

女性が多くを占めるこれらの仕事は、低賃金で、未熟練かつ不安定であることがほとんどで

ある（Stewart 1999）。さらに、パートタイム被用者のほぼ半数が、週の労働時間が 16 時間

以下の「小規模な」仕事に従事しており、100 万件近くの仕事が週８時間程度である

（Nolan and Slater 2003）。 

パートタイム労働の多い業種は、卸売・小売業、宿泊・飲食業などで、これらの業種で

は就業者の半数近くがパートタイム雇用である。公共部門では、コミュニティ・サービス、

医療・教育分野でパートタイム労働者の占める比率が最も高い（Nolan and Slater 2003）。第

３-７図は、この問題を別の観点から見たもので、パートタイム労働者全体の業種別内訳を

示している。 

 

第３-７図 パートタイム労働者の業種別比率の推移（イギリス、1984-2007 年）
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出典：複数年の労働力調査データにもとづく著者の分析 
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全体に占める製造業の割合が減少していることは、製造業自体の落ち込みを反映してい

る。これに対して、銀行・金融業の割合は明らかに高まっているが、パートタイム労働者の

大きな部分は依然として流通・宿泊・飲食業および行政・医療・教育が占めており、そのシ

ェアは近年ますます拡大傾向にある。 

 

第３-８図 パートタイムおよびフルタイム被用者の職種別比率（イギリス、2009年） 
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出典：2009 年の労働力調査データにもとづく著者の分析 
 

職業をみると、パートタイム労働の比率が高いのは、事務、対人サービスおよび基礎的

職業で、これは性別や業種別の分布を考えれば驚くべき結果ではない（第３-８図）。ただし、

パートタイム労働は女性労働者が支配的ではあるが、職業によって男女の比率に大きな違い

がある。 

 

第３-９図 パートタイムおよびフルタイム男性被用者の職種別比率（イギリス、2009 年） 
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出典：2009 年の労働力調査データにもとづく著者の分析 
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第３-９図は、パートタイムの男性被用者が販売・顧客サービスおよび基礎的職業（基礎

的な販売職、清掃、警備など）に特に多いことを示している。したがって、男性がパートタ

イムで働く場合、未熟練かつ低賃金の仕事に従事する傾向が強く、一方、フルタイムの雇用

は熟練を要する仕事に集中する傾向がある。 

女性パートタイム被用者の職種別分布は多少異なっており（第３-１０図）、販売や基礎的

な仕事に加え、事務や対人サービスに集中している。これらの職業および関連する産業が成

長を続けていることが、イギリスの労働市場全体におけるパートタイム労働の割合が緩やか

に増加し続ける原因となっている。 

 

第３-１０図 パートタイムおよびフルタイム女性被用者の職種別比率（イギリス、2009 年） 
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出典：2009年の労働力調査データにもとづく著者の分析 

 

４．イギリスの自営業者 

上記の第３-３図から明らかなように、イギリスの自営業者数は相対的に安定している。

本項では、自営業者の業種別および職業別分布について考察するとともに、自営業者の主な

特徴について論じる。 

まず、自営業者の業種別分布については、第３-１１図から、建設業と銀行・金融・保険

業の両方に多く、これらの業種で全体の約半分を占めていることが分かる。被用者との対比

では、農林水産業の割合も非常に大きい。 
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第３-１１図 被用者と自営業者の業種別比率（イギリス、2009 年） 
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出典：2009 年の労働力調査データにもとづく著者の分析 
 

自営業者が集中している業種は、自営業者の職業別内訳を反映している。第３-１２図は、

自営業者が、建設業において大きな割合を占める熟練工のほか、管理職や専門職に集中して

いることを示している。管理職、専門職での比率の高さは、銀行・金融業、また多少度合い

は落ちるが行政サービス・医療・教育分野で自営業者が多いことと関係している。被用者と

比較すると、加工・工場労務・機械操作の職種の比率が高いが、これは主としてタクシーや

貨物運搬車の運転手の多くが自営業者として雇用されていることによるものである。 

 

第３-１２図 被用者と自営業労働者の職業別比率（イギリス、2009 年） 
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出典：2009年の労働力調査データにもとづく著者の分析 
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自営業に関するより詳細な特徴は、付属資料に示すとおりである（附表 A1）。自営労働者

（職業紹介事業者を経由しない者）は、常用被用者に比べ、平均年齢が高く、男性が多い

（73％）ものの、資格水準や人種的特徴は似通っている。 

 

５．トレンドの解釈 

非正規労働に関するこれらのトレンドを理解するために、様々な解釈が提示されてきた。

第１節１項で指摘した「柔軟な企業」という概念に対する一時的な関心の高まりは沈静化し

たが、最近の解釈の多くは、労働市場における変化の原動力として外部からの技術圧力や競

争圧力に焦点を当てたアプローチを引き継いでいる（批判の例として Nolan and Slater 2000

を参照）。政府からの委託報告書である Rajan et al.（1997）がその典型例である。同報告書

は、非正規労働が増加している理由として、使用者にとってはコスト削減、労働者には柔軟

な働き方というそれぞれの利益によるとしている。著者はさらに、企業の雇用制度が、雇用

保障を重視するものから、労働者が企業固有の技能及び移転可能な技能を提供される「エン

プロイアビリティ」に基づくものに変化している、と主張している。この議論に従えば、非

正規労働者の利用の増加は、技術や顧客の需要の急速な変化に対応するための企業における

幅広い変化の一環である。 

最近の政府による分析も、これらの要因が非正規労働増加の原動力であるとして大方受

け入れている。政府は、柔軟な労働市場は避け難いとの見方から、これを維持し強化する方

針を繰り返し示してきた（HM Treasury 2003）。非正規雇用の増加の原因を理解しようとす

る姿勢は政府にはほとんど見られず、むしろこれらの雇用形態は労働者と企業のニーズを満

たすものであるとして推進されてきた。ただし、非正規雇用の潜在的な消極的側面も認識さ

れている。例えば、パートタイム雇用の増加は女性がフルタイム労働と家庭内の責任を両立

させる機会に恵まれていないことによる可能性がある、あるいはテンポラリー雇用の仕事が

過度に利用されれば、技能の再生産を脅かすといった点である（HM Treasury 2003: 36-7）。 

労働組合は、特にテンポラリー労働者や自営業者の利用によって、労働費用や責任の負

担を回避する余地を使用者に残している雇用法の不備は、非正規労働者の増加と切り離すこ

とはできないとみている（TUC 2009a）。この状況は、民間および公共団体がサプライチェ

ーンを拡大させ、請負業者の利用を増加させることを通じて、労働条件が相対的に低いとみ

られる小企業の雇用増加に占める重要性が高まることから、今後さらに悪化するといわれて

いる。非正規労働、特にテンポラリー労働者や「不正な」自営業労働者の利用が多いのはこ

うした企業である。労働市場は全体として 2008 年まで比較的ひっ迫した状況にあったが、

こうした傾向は維持された。旧東欧諸国からの移民の流入により、情報不足で立場の弱い労

働者が供給されたことによるもので、彼らは非正規雇用の仕事に就く傾向にある（TUC 

2009a、また附表 A１も参照のこと）。 
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学術的な文献の中にも、こうした議論を支持するものがある。Grimshaw and Rubery 

（1998）は、非正規雇用の増加に、使用者と様々な種類の労働者の間の力関係の変化が関係

していると指摘している。彼らの主張によれば、福祉制度や税制の計画的な改正、技能需要

の変化をうけて、労働者の労働市場における選択肢（※labour market alternatives）が、年齢、

性別、人種や移民の別などによって変化し、あるいは減少したことによる優位性を、企業が

ますます利用するようになっている。これにより、雇用の保障や安定性を含め、提供する労

働条件は低下しているにもかかわらず、企業は安定的な労働供給を確保することができるよ

うになった。むしろ、企業は他の望ましい選択肢がない、不利な状況におかれた労働者によ

って、低賃金で質の低い仕事のための労働力を容易に補充することができたのである。 

次の節では、オリジナルの事例調査の結果を参考にして、これまで概要を示してきたパ

ターンのいくつかを検証する。 

 

 

第３節 事例調査の背景 

 

今回の研究の一環として、使用者による非正規雇用の利用の様々な状況について検証す

るため、３件の事例調査を実施した。複数の業種をカバーし、また非正規雇用と常用雇用が

「混合」している事例が取り上げられるよう、対象とする事例を選択した。 

それぞれの事例で、人的資源もしくは雇用関係の責任者、またある事例では経営担当取

締役など、雇用形態についての知識のある上級管理職に対して聞き取り調査を行った。可能

な場合には、調査対象者に複数回の聞き取りを行い、前回の回答の修正を可能とした。聞き

取り調査に加えて、３社それぞれのバックグラウンド・データを収集した。これらのデータ

は、回答者自身から提供されたものか、あるいは公開されている情報ソースから入手したも

ののいずれかである。聞き取りは、２社については電話により、またもう１社は対面で、そ

れぞれ行った。 

聞き取り調査は、2009 年 11 月から 2010 年 2 月までの間に実施された。各回の所要時間

は、45 分から 90 分で、バックグラウンド・データ、企業および事業所の情報、雇用の傾向、

非正規被用者の採用状況、非正規雇用の業種別および職種別内訳、非正規被用者を採用する

理由、非正規被用者が実施している仕事の内容、非正規被用者の均等待遇、常用雇用への登

用の機会、労働組合加入状況、景気後退期における非正規労働者の利用などのトピックにつ

いての聞き取りが行われた。 

聞き取り調査は、プロジェクトの目的を達成するとともに、しかし非正規雇用の利用と

いう新たに発生したテーマに多くの時間を割いて議論できるように、半構造的な内容とした。

3 つの事例のそれぞれにおいて、秘密の保持のために社名は伏せられている。 
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１．事例調査の対象組織 

第３-３表の３事例に関する背景情報に次いで、各事例の聞き取り調査の内容を以下に示

す。全ての事例で、収集された情報はイギリス国内の組織全体における非正規雇用に関する

ものであり、特定の事業所に関する情報ではない。しかし、３事例の全てで、回答者は特定

の事業所の例を挙げることが可能であった。また、１つの事例（食品 B 社）については、

対象組織が単独事業所であった。 

 

第３-３表 事例調査の対象企業概要 

業種 業務内容 イギリス国内の 
従業員数 

非正規雇用の利用 聞き取り調査

自動車 A 社 
（民間部門、

サービス業） 

大規模多国籍自動

車メーカー 
イギリスでの業務

内容は、自動車販

売、ディーラー・

ネットワーク、部

品、保管業務およ

びイギリス本部業

務（人事、財務、

管理） 

5000 人 派遣従業員 
有期契約従業員 
独立請負業者 
パートタイム被用者 
 
 

人事担当マネ

ジャー 

食品 B 社 
（民間部門、

製造業） 

食品製造、調理済

み 食 品 、 レ ジ ャ

ー、醸造所、コン

ビニエンス業界  

従業員 200 人 
事業所は 1 カ所の

み 

パートタイム 
派遣（現在はなし） 

経営担当取締

役 

教育 C 社 
（公共部門、

サービス業） 

北部の市で、学齢

期の児童を対象と

した教育支援サー

ビスの提供を所管

している公社 
  

直 接 雇 用 従 業 員

1100 人（人事、不

動産、特別教育担

当スタッフ、生徒

紹介部門） 
地方自治体の教育

部門（教師、支援

スタッフなど）従

業員 17000 人のた

めの人事管理 

パートタイム 
派遣 
有期契約 
臨時雇用 
独立請負業者 
多様な柔軟な勤務制 

人事担当マネ

ジャー 

 

（１）自動車 A 社 

自動車 A 社 は、フランスに本部のある世界的な自動車メーカーである。同社は、イギリ

スでは自動車の生産を行なっていない。自動車販売、財務、部品および人事管理のために

5000 人の労働者を雇用している。その多くは、販売と倉庫管理のために雇用されており、

人事部門には約 450 人が雇用されている。イギリス国内の 5000 人の従業員のうち、通常 10

～15％が非正規労働者である。このうち最も多いのは派遣労働者で、労働者全体の約 10％
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を占める。有期契約従業員は全体の 0.5％にすぎず、450 人の本部従業員の一部（清掃とケ

ータリング）が独立請負業者経由で雇用されている。5000 人の労働者のうち、パートタイ

ム従業員はごくわずかである。 

A 社が非正規労働者を利用する理由は、契約の種類によって異なる。A 社は長い間、フレ

キシビリティを確保する手段として、派遣労働者を利用してきた。これによって、企業は需

要の変化に合わせて労働者の数を素早く調整することができる。極めて重要な点は、派遣労

働者によって労働者数を調整しつつ、欧州本部が義務付ける厳格な従業員数基準を満たすこ

とができる。毎年示される従業員数基準は、同社が利用することのできる直接雇用労働者数

の上限を定めている（派遣労働者数の上限は定められていない）。同社は過去 10 年の間に、

本部からの直接雇用従業員数の基準を超えずに労働者数を調整するために、派遣労働者を多

用する戦略を発達させてきた。他の事例調査も、イギリス企業が派遣労働者の利用に関して

同様の戦略を採用していることを明らかにしている（Grimshaw et al. 2001；Purcell et al. 

2004；Coe et al. 2009 参照）。 

A 社においては、派遣労働者を利用するコスト上の明らかな理由がある。A 社で働く派遣

労働者のほとんどが同社に長期間勤続しており（一般的には１年以上）、中には勤続 10 年以

上の労働者もいる。ほとんどが基幹業務のために雇用されている。同社は、「テンポラリー

派遣労働者」（会社の使い捨てとみられており、一般的に契約期間は１年未満）と「常用派

遣労働者」（契約期間が１年以上）という比較的恣意的な区別を行っており、後者に対して

は常用雇用従業員向けの福利厚生の一部を提供している。A 社の派遣労働者の多数は、この

常用派遣労働者である。派遣従業員の時給は、同じ地域の他社の派遣労働者よりも高いが、

同社の常用従業員の時給よりは低い。 

A 社では、有期契約やパートタイム契約を締結している労働者は少数である。これらの労

働者はどちらも、本部の従業員数基準の対象に含まれるので、派遣労働者を利用する戦略的

な理由は、有期契約やパートタイム契約の従業員にはあてはまらない。しかし、聞き取り調

査を行った A 社の担当者は、従業員数基準に関して、有期契約の従業員数の調整を通じて

「フレキシビリティ」をわずかながら高めることができると述べている。A 社は、専門的技

能を要する仕事の場合や常用従業員の採用凍結に際して、有期契約従業員を利用する傾向に

ある。同社は、本部の清掃、ケータリング業務およびイギリス国内のコールセンター業務を

請負業者に委託している。これらの業務に従事する労働者は、請負業者に直接雇用されてい

る場合が多い。 

 

（２）食品 B 社 

食品 B 社は、イギリスおよびヨーロッパの飲食店、レジャー施設、醸造所、コンビニエ

ンス業界用の「調理済み食品」を製造している食品メーカーである。1980 年代後半に設立

され、現在、イギリス国内の唯一の工場を本拠に 200 人の労働者を雇用している。同社は、
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有名なパブやレストラン・チェーンおよびレジャー・パークに商品を供給している。5 年前

にビジネス・パークの中にある現在の所在地に移転する際に、政府による資金援助を受けた。

また EU からの補助金として、雇用する労働者一人につき 18,000 ポンドを受け取っている。

200 人の従業員のうち、80-85％が食品製造に直接関わっており、これを 15％の事務部門、

販売部門、管理部門の従業員がバックアップしている。製造工程は流れ作業方式であり、通

常は、午前６時から午後２時までと、午後２時から午後 10 時までの２シフト制となってい

る。ピーク時には、もうひとつシフトを組むことがある。 

同社は従業員の大半を、「期限の定めのない」常用契約に基づいて雇用している。テンポ

ラリー雇用については、常用ポストにふさわしい人物を「選考する」手段として利用してい

る。流れ作業を行っている労働者のほとんどは、まず、３カ月の臨時契約からスタートし、

３カ月間の実績が満足のいくものであれば、常用契約に切り替える。聞き取り調査の時点で、

テンポラリー雇用契約で働いている労働者の人数はごくわずかであった（経営担当取締役に

よれば「２名から３名」）。同社はかつて、需要がピークになる時期に（例えば、同社の商品

に対する需要が高まるクリスマスまでの期間など）従業員数をやりくりする手段として、あ

るいは緊急生産のための追加従業員を確保するために、派遣労働を利用したことがあったが、

現在は利用していない。派遣労働者を利用していた時期には、同社の労働者全体の 5％を占

めていた。パートタイム雇用の従業員は少数で、独立請負業者の利用は皆無であった。過去

には、専門的な熟練工の仕事のために独立請負業者を利用していたが、必要な専門技能を十

分な数の常用の生産ライン従業員が持っていることが判明した。 

同社の人事戦略の大きな特徴のひとつは、2004 年と 2006 年に EU に加盟した国々からの

移民労働者を重点的に利用していることである。200 人の従業員のうち 110 人が移民労働者

で、その過半数が流れ作業の製造ラインで働いている。これらの移民労働者の大多数はポー

ランド人である。この他、エストニア、スロバキア、ハンガリー、チェコ、リトアニア出身

者がいる。同社が、労働費用を最小限に抑え競争力を高めるという戦略の一環として移民労

働者を利用していることは明らかで、これはイギリスにおける移民労働者に関する他の調査

研究の結果とも符合している（MacKenzie and Forde 2009 参照）。同社は、派遣会社を通さず

に、直接雇用契約を結んで移民労働者を採用する方法を好んでいる。新規採用者の賃金は、

最低賃金である時給 5.80 ポンドに設定されているが、奨励金制度や、労働者が常用となっ

た場合の昇進の機会を提供している。 

同社の生産現場は、４つのホールに分かれており、各ホールに３列の生産ラインが配置

されている。生産する製品の切り替えが１日に６回まで行われるので、すべての生産ライン

を使えば１日に 70 種類の製品の生産が可能である。各ホールには、ファクトリ・マネジャ

ーがいて、６～10 人で編成された半独立のチームが多数作られている。これらのチームに

は、チームリーダーと副チームリーダーが決められている。 
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（３）教育 C 社 

教育 C 社は、イングランドの地方自治体（地方自治体）が所有する非営利団体で、法定

の学齢に達した児童や青少年に対する全ての教育支援業務の提供を任務とする。1,100 人の

従業員を雇用しており、自治体で教育分野に従事する 17,000 人の従業員の人事管理を行っ

ている。1100 人の従業員は、教育部門（教育心理学者、特別ニーズのためのスタッフ、生

徒紹介部門のスタッフ、自治体および政府の学校関連の施策に関する業務を行う専門家）、

建物・不動産部門、コンサルタント、人事管理、財務の各部門で働いている。C 社の管轄地

域の学校は、自分の学校の人事管理をどこに任せるかを自由に決めることができるが、現在、

この地域のすべての学校が、人事管理（採用と選考、賃金、契約、一部の研修実施）を C

社に委託している。C 社がその人事を管理している 17,000 人の学校スタッフのうち、10,000

人が学校の教師として雇用されている。その他は、授業のアシスタント、学習指導員、司書、

食堂スタッフとして雇用されている。 

C 社では非正規雇用は一般的である。1100 人のスタッフのうち、約 30％がパートタイム

で働いている。パートタイム労働が、非正規雇用の最も一般的な形態である。一部の従業員

は有期契約を締結しており、この雇用形態は、2007 年後半の景気後退期以降、増加してい

る。また、臨時雇用スタッフも使用している。加えて、コンサルタント業務に関しては独立

請負業者を雇用しており、専門的な仕事や１回限りの仕事のために、派遣労働者を使ってい

る。17,000 人の学校スタッフのうち、パートタイム雇用、有期契約雇用、派遣雇用も珍し

くない。C 社は、派遣会社との関係を定める枠組み協定を導入し、学校への教師派遣および

その他の労働者派遣の条件を定めている。この枠組み協定の一環として、C 社は、派遣会社

3 社との間で長期契約協定を締結し、業務、賃金、マージンについての条件を定めている。

これらの契約は定期的に見直されている（一般的には３年ごと）。学校側は、他の派遣会社

を利用することもできるが、C 社がこれら３社との間で有利な条件を取り付けている（派遣

会社が請求するマージンが通常より低い）ことから、現在は３社のいずれかを利用すること

が多い。また C 社は最近、テンポラリー雇用の教師にかかる費用を削減する試みとして、

教師派遣バンクを設置した。 

C 社の非正規雇用の利用に関する特徴のひとつは、（他の多くの公共部門の組織にも共通

にみられる）柔軟な働き方の推進である。多くのスタッフが、柔軟な勤務時間契約、特に年

間労働時間制、圧縮労働時間制、フレックス勤務（午前７時から午後４時、あるいは午前

10 時から午後６時など）などの契約に基づいて就業している。学校スタッフのほとんど

（17000 人のうち 16000 人）は、学期期間のみの契約で雇用されている。したがって、C 社

のような公共部門では、標準的なフルタイム常用契約という概念が他の 2 つの事例とは異な

っている。C 社は、柔軟な働き方を積極的に発達させ奨励してきた。こうした方針が、地域

や国からの予算の制約により賃金引き上げが難しい状況において優秀なスタッフを採用し引

き留めることのできる方法であると、C 社は考えている。したがって、C 社の常用雇用契約
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には様々な柔軟な働き方が含まれており、この事例における「標準的な契約」を非正規契約

と比較する場合には、このことを念頭に置くことが重要である。 

 

 

第４節 非正規雇用から常用雇用への移行 

 

本節では、非正規雇用が常用的な仕事への仲立ちとしてどの程度機能しているかを検証

する。まず、使用者が常用従業員を選別するための手段として非正規契約を利用しているか

について、証拠の検証を行う。次に、労働者がしぶしぶ非正規雇用の仕事に就いているのか

どうかを見る。さらに、非正規雇用と正規雇用の間の移行の程度について検証する。最後に、

労働者が正規雇用と非正規雇用の間を行ったり来たりしているかどうかを考察する。どの項

目についても、既存の証拠の検討とともに、今回のプロジェクトのために実施した 3 つの事

例調査を直接参照する。 

 

１．常用雇用選別のための非正規労働者の利用 

これまでに行われた様々な研究は、使用者が常用雇用に適した労働者を選別するための

ひとつの手段として、非正規労働者を利用していることに注目してきた。全国レベルの調査

結果は、特にテンポラリー雇用契約について、しばしば常用雇用に先立って労働者に適用さ

れることを示している。2004 年の職場雇用関係調査（WERS 2004）によれば、有期契約の

従業員を使っている事業所の 16％（全事業所の４％）が、常用雇用契約の対象とする労働

者の選別のための一手段としていた（Kersley et al. 2005）。これは、有期契約被用者の利用

に関して企業が挙げた理由として 4 番目に多いものであった（最も多い３つの理由は、一時

的な需要増への対応、長期欠勤への対応、専門技能の調達）（Kersley et al. 2005）。 

しかし WERS2004 調査は、派遣労働者を利用している使用者にとって、選別は重要な理

由ではないことを明らかにしている。派遣従業員を利用している事業所からの回答において、

選別手段としての利用は上位 10 項目に入っていない。この結果は、使用者が派遣労働を常

用雇用に先立つ試用期間として利用しているという他の調査結果に相反している。ビジネ

ス・企業・規制改革省（BERR 2008）は、企業が派遣労働者を利用する最も大きな理由のひ

とつは「常用雇用の前の事前審査」である、と明確に述べている（REC 2008 を併せて参照

のこと）。White et al.（2004）は、2000 年の「Working in Britain」調査のデータから、臨時、

テンポラリーおよび派遣契約が、常用雇用への仲立ちとして機能し得ることを明らかにして

いる。非正規契約を利用している使用者に対する Grimshaw et al.（2001）の事例調査によれ

ば、派遣契約を利用している全ての使用者が、常用雇用のための試用を目的としていること

を明らかにしている。Forde（2001）は、イギリスの 2 地域で派遣会社 8 社を対象とした事

例調査を実施し、うち 7 社が「紹介予定派遣スキーム」を設けていることを明らかにした。
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これは、派遣労働者がまず６～13 週の契約に基づいて雇用され、その後常用契約に移行す

るというものである。この方法は、利用企業を比較的長期の契約で囲い込むもので、派遣会

社に６～13 週間の労働者派遣に対する定期的な料金と、その労働者が常用雇用となった場

合の一時金の収入をもたらした。 

今回実施した３つの事例調査では、常用雇用のための選別手段としてテンポラリー労働

者および派遣労働者が利用されている事例が広範に見られた。しかし、パートタイム雇用あ

るいは独立請負業者を常用雇用の選別手段として利用している事例はほとんど見られなかっ

た。食品 B 社では、製造スタッフ全員（全労働者 200 人の中の約 170 人）が、まず試用期

間として３カ月の臨時契約からスタートし、この間の実績が満足のいくものであれば常用雇

用に移行している。 

 

当社は、できるだけ早く彼らをテンポラリー雇用から常用雇用にしようと考えてい

る……まず彼らを３カ月間雇用し、３カ月後に働きが良好であれば、実際に常用従

業員に加えたいと思っている。（B 社の経営担当取締役） 

 

B 社では、これらの労働者は、直接のテンポラリー雇用契約にもとづいて雇用されている。

同社の経営陣は、将来の常用従業員を採用する方法として派遣会社を利用すると、（派遣会

社から請求される手数料および派遣から常用雇用への切り替え料が発生するために）コスト

が高くつく上に、派遣労働者の質についても不安があると考えている。同社は、2007 年に

選別のために派遣会社を使うことをやめ、現在は、見習いを雇用する場合には直接のテンポ

ラリー契約のみを用いている。同社は、EU からの移民労働者を多く雇用しており、テンポ

ラリー契約からスタートする労働者の確保には「口コミ」や非公式な募集方法を利用してい

る。 

教育 C 社では、常用雇用のための選別手段として、有期契約、臨時契約、派遣契約を利

用することがある。オープンで公正な採用プロセスの一環として、常用ポストに空席ができ

た場合には、有期契約や臨時契約の従業員に対して、応募するよう働きかけることが恒例と

なっている。C 社は、また、臨時教員の供給を目的とした場合に特に、派遣労働者を利用し

ており、また、状況によっては、派遣労働者の利用が選別のためであることを裏付ける証拠

もある。C 社の派遣会社利用に関する枠組み協定には、「派遣から常用雇用への移行」につ

いての規定が盛り込まれており、テンポラリー雇用の派遣労働者が常用従業員となった場合

に派遣会社に支払われる料金が詳細に定められている。 

自動車 A 社では、派遣労働者は、従業員全体の 10％を占めている。しかし、同社でも、

派遣労働者と常用従業員の違いは大きく、実際には、「常用派遣」と呼ばれる、長期派遣契

約（契約期間が 5 年以上のことが多い）にもとづき雇用される労働者のカテゴリーが生まれ

ている。このグループに加え、短期で処分しやすい派遣契約にもとづく「テンポラリー派
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遣」といわれるグループもある。派遣会社と同社が締結している派遣から常用雇用への移行

についての契約では、派遣労働者が、常用従業員となった場合に請求できる料金について詳

細に定められている。雇用担当管理職は、選別手段としての派遣労働者の利用は、特に重要

なものではないと述べた。派遣から常用雇用への移行は「非常に稀」である。そうではなく、

同社は、コストを節約し、全体の人数に関してフレキシビリティを確保する手段として、派

遣労働者を利用し続けようとしている。これは、A 社の欧州本部がその支社に対し義務付け

ている年間の従業員数基準に派遣労働者が含まれないので、可能となるものである。 

 

欧州本部が常用従業員の人数について指示するので、イギリスにおける従業員数に

は厳しい制限があり、そのため当社は派遣労働者を利用している……つまり、本部

から従業員を X 人削減せよという指示が来るという状況が生じるわけで……その場

合には、我々は常用従業員にやめてもらい、その代わりに派遣労働者を利用する

（人事担当マネジャー、A 社） 

 

２．非正規雇用は自発的なものか？ 

全国規模の英労働力調査は、被用者がテンポラリー雇用やパートタイムの仕事に就いた

理由に関するデータを 1992 年以降ずっと提供している。まず、テンポラリー雇用の仕事を

みると、自分の仕事が常用ではないとする回答者に対し、テンポラリー雇用の仕事を選んだ

理由を聞いている。回答には２つの選択肢が用意された。すなわち、常用の仕事が見つから

ないのでテンポラリー雇用の仕事に就いている（しばしば「非自発的な」テンポラリー被用

者と言われる）、あるいは、常用の仕事を希望しないのでテンポラリー雇用の仕事に就いて

いる（しばしば「自発的な」テンポラリー被用者と言われる）である。これらの回答を図に

示したのが第３-１３図である。なお、この２つの回答以外にも様々な回答が考えられるの

で、この２つの回答を合計しても 100％にはならないことに注意する必要がある。 
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第３-１３図 理由別のテンポラリー被用者比率（男女計、イギリス、1992-2009 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：複数年の労働力調査データにもとづく著者の分析 

 

非自発的なテンポラリー被用者が占める割合は 1992 年から増加し、1995 年にピークを迎

えており、1990～91 年の景気後退からの雇用が回復に転じた最初の数年にあたっている。

この期間の雇用の純増分はテンポラリー雇用の増加によるものであった。常用の仕事が見つ

からなかったテンポラリー被用者の割合とは対照的に、常用の仕事を希望しないテンポラリ

ー被用者の割合は、1990 年代後半を通して労働市場がひっ迫していた時期には減少した。

しかし、1990 年代を通じて、非自発的テンポラリー被用者の割合は、常に自発的テンポラ

リー被用者の割合を上回っている。2001 年には、非自発的テンポラリー被用者は 28％、自

発的テンポラリー被用者は 30％（残りは「訓練期間」、あるいは「その他の理由」による）

であった。2000～07 年までの期間、経済状況が比較的好調であったことを反映して、非自

発的テンポラリー被用者の比率は 25％前後で非常に安定的に推移し、自発的テンポラリー

被用者の割合は常にこれを上回っていた（約 30％）。しかし、深刻な景気後退の時期に入っ

た 2007 年以降は、非自発的テンポラリー被用者の占める割合が急増し、2009 年には 30％に

達した（自発的テンポラリー被用者の占める割合である 28％を上回った）。 

これらの大まかなパターンは、男女別のデータにも同様にみられる（第３-１４図）。男性

は、常用の仕事が見つからないのでテンポラリー雇用に就いている比率が高く、一方で女性

は、常用の仕事を希望しないのでテンポラリー雇用に就いている比率が高い。直近の 2009

年 10～12 月の労働力調査の推計によれば、男性の約 39％が常用の仕事が見つからないので
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テンポラリー雇用の仕事をしていると回答し、常用の仕事を希望していないと回答したのは

21％であった。女性については、非自発的が 31％、自発的が 29％であった。1990 年代から

2000 年代を通して、男性で自発的テンポラリー被用者に分類できるのは３分の１未満で、

女性の自発的テンポラリー被用者の割合も 40％を超えたことはない。結論として言えるこ

とは、テンポラリー被用者の多くがこの種の仕事を希望して選んでいるわけではない、とい

うことである。 

 

第３-１４図 理由別・性別のテンポラリー被用者比率（イギリス、1992-2009 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：各年の労働力調査データにもとづく著者の分析 

 

労働力調査のデータからは、労働者がパートタイムの仕事をしている理由も提供してい

る。パートタイムの仕事をしていると答えた回答者に対して、フルタイムの仕事を希望しな

かったからパートタイムの仕事を選んだのか、あるいはフルタイムの仕事が見つからなかっ

たからかを尋ねている。1990 年代から 2000 年までは、パートタイム被用者のほとんど（65

～90％）が、フルタイムの仕事を希望しなかったと回答している。直近の 2009 年 10～12 月

のデータによれば、パートタイム被用者の 68％が、フルタイムの仕事を希望しなかったと

回答しており、フルタイムの仕事が見つからなかったと回答した労働者は 14％に留まる

（ONS 2009a）。特に女性（パートタイム労働者の 80％以上を占める）では、フルタイムの

仕事を希望しなかった割合が 82％にのぼる。第３-１５図は、自発的および非自発的パート

タイム労働の長期的推移を示している。 
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第３-１５図 理由別・性別のパートタイム被用者比率（イギリス、1992-2009 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：複数年の労働力調査データにもとづく著者の分析 

 

第３-１６図 理由別パートタイム被用者比率（イギリス、1992-2009 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：複数年の労働力調査データにもとづく著者の分析 
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しかし、このことが、労働者がパートタイム雇用を「選択している」ことをそのまま示

すと考えるわけにはいかない。Gash（2008）は、家族の世話をしなければならない女性は、

働く母親を支援する国の政策がなければ、仕事に関する希望を実現させようと思わなくなる

可能性が高いと主張している。イギリスでは、（その他の多くのヨーロッパ諸国と比較し

て）母親の就業に対する支援が乏しく、女性の仕事の選択肢は限られる可能性が高い。

Tomlinson et al.（2008）は、フルタイムの仕事とパートタイムの仕事が硬直的に設計されて

いるために、再就職を希望する女性はパートタイム雇用を選択することが多い、と指摘して

いる。イギリスの制度の元では、多くの女性が自分の持つ資格より低レベルのパートタイム

の仕事を選択しているので、職業的格差が引き継がれる可能性があるという。結果としてイ

ギリスでは、パートタイム労働を選択することは、しばしば制約された選択なのである

（O’Reilly and Fagan 1998 も参照のこと）。 

次に自営業者について見る。労働力調査は 1999 年から 2001 年までの間、自営業者に対

してこの働き方を行っている動機を尋ねており、可能性のある理由として示された選択肢か

ら 4 つまで選ぶことを求めている。Dawson et al. (2009)によれば、この間に自営業者となっ

た理由として最も多かった回答は、独立するため(31％)、職業の性質上(22％)、所得を増や

すため(13％)、機会が訪れたため(13％)であった。Dawson らは、これらはすべて「積極的

な」理由であると論じている(Dawson et al. 2009)。剰員整理により自営業を選んだ人は 9％、

他の仕事がなかったために自営業を選んだ人は 4％であった(Dawson et al. 2009)。したがっ

て彼らは、「他に選択肢がなく仕方のない」起業と彼らが呼ぶ事態を示す直接的な証拠はほ

とんどないとしている。言い換えれば、有給の被用者であったが解雇され、それに代わる有

給の仕事がなかったため、働く必要性から自営業を選んだと思われる人はわずかにすぎない

ということである。「他に選択肢のない」男性の自営業者の割合は、女性よりも大幅に大き

い（失業したために自営業に転じた男性は 12％、女性は 4％）。しかし、やはり男性でも

「積極的な」理由が支配的である(Dawson et al. 2009)。ただし彼らは、データの対象期間が

イギリス経済の持続的成長期である 1990 年代後半から 2000 年代初めに重なっており、景気

後退期については全く違った結果となる可能性があることを指摘している(Dawson et al. 

2009)。実際、フルタイムの常用の仕事を失った後、仕方なく自営業者(およびパートタイ

ム)に移行する労働者が増加している状況が最近みられる(Personnel Today 2010)。 

 

３．常用雇用への移行の頻度 

非自発的に非正規雇用を受け入れている人が、どの程度常用雇用に移行しているかを検

証するために利用可能な体系的かつ一般化可能なデータは存在しない。しかし、非正規から

常用雇用への移行一般に関する状況を明らかにしている情報源は多い。Booth et al.（2002）

は、1990 年代以降のイギリス世帯パネル調査のデータを使って、テンポラリー雇用の仕事

が完了した後の労働者の状況について検証している。彼らによれば、テンポラリー雇用の仕
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事をした男性の 71％、女性の 73％が、同じ使用者の他の仕事に移り、一方、男性の 26％、

女性の 24％は、他の使用者に雇用されている。仕事を辞めた人は 3％にすぎなかった。

Booth et al.（2002）によれば、テンポラリー雇用の後に失業に移行した割合が非常に小さい

という点は興味深い。しかしこの結果からは、テンポラリー雇用が常用雇用への仲立ちとな

っているかどうかは明らかにはならない。 

Booth et al.（2002）はこの問題を検証し、1991 年から 1997 年までの間に季節・臨時雇用

に従事した人のうち、男性の 28％、女性の 34％が、常用の仕事を得ていることを明らかに

している。仕事を始めてから 3 カ月以内に常用の仕事を得た人は約 15％である（Booth et al., 

2002）。常用雇用に移行する前に季節・臨時労働に従事した期間の平均は、男性で 18 カ月、

女性で 26 カ月である。有期契約労働者の場合には、状況はもうすこし明るく、男性の 38％、

女性の 36％が常用の仕事を得ている。常用被用者となるまでの有期契約労働者の平均契約

期間は、男性で 3 年、女性で 3.5 年である。 

また、Forde and Slater（2002, 2005）は、1990 年代のテンポラリー雇用終了後の労働者の

状況について労働力調査データを分析している。労働力調査のパネル調査分の結果を用いて、

テンポラリー雇用終了から 12 カ月間の移行状況を検証することが可能である。予想通り、

年間を通してそのまま雇用（テンポラリー雇用あるいは常用雇用）を維持している割合は、

1992 年の 78％から 1997 年の 84％に着実に伸びており、これに対応して、失業に移行する

割合が減少している。一方で、非労働力化した割合の傾向は一定していない。しかし 1999

年には、労働市場の回復が数年継続したにもかかわらず、テンポラリー雇用の仕事を終了し

てから 1 年後にも雇用が継続している労働者のうち、半分がテンポラリー雇用のままであっ

た。つまり、1990 年代全般を通して、テンポラリー雇用の労働者が仕事をし続ける可能性

は高まったが、引き続きテンポラリー雇用の仕事に就く可能性が同様に高いということであ

る。このデータから、テンポラリー雇用の仕事は、少なくとも常用雇用の「仲立ち」になっ

たのと同じくらい多くの労働者にとって、「わな」になっている。 

 

第３-４表 テンポラリー雇用から一年後の移行状況（労働力調査パネル調査） 

 1 年後の状況 

テンポラリー雇

用を開始した年 

常用 

（%） 

テンポラリ

ー（%） 

自営 

（%） 

失業（ILO 基準）

（%） 

非労働力化 

（%） 

加重 

1993 41.3  37.1  3.0  7.9  10.7  994,135  

1994 41.3  39.1  2.3  8.2  9.0  1,203,671  

1995 40.9  38.4  2.6  9.6  8.3  1,291,882  

1996 41.4  41.2  2.3  4.3  10.6  1,473,161  

1997 42.8  41.6  1.7  4.8  9.2  1,596,536  

1998 47.1  37.5  1.1  3.7  10.5  1,412,595  

1999 41.7  41.1  1.0  4.7  11.5  1,446,265  

出典：Forde and Slater（2002）、表 7 
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Forde and Slater（2002）はまた、同じ労働力調査のパネル調査結果により、雇用の安定性

が自営・パートタイム雇用および種々のテンポラリー雇用でどのように異なるかを、各雇用

形態別の 1 年後の雇用、失業、非労働力への移行状況から明らかにしている。結果は、第

3-5 表の通りである。フルタイムの仕事が、１年後も雇用が継続している率が最も高いが、

自営業の場合も非常に高い（95％）。有期契約労働者およびパートタイム被用者もまた、１

年後に雇用が継続している確率が高い。 

予想外なことに、テンポラリー被用者のうち派遣労働者の雇用継続の割合が、他のほと

んどの形態に比べてはるかに低い。派遣会社はしばしば、求人に適した労働者をマッチング

させる専門性から、労働市場の効率性を高めていると言われる。実際しばしば、派遣会社は

公的な職業安定所よりもこの点において有能であり、派遣会社の貢献によって摩擦的失業が

低レベルに抑えることができると主張されている（例として CIETT 2000：19 参照）。しか

し、第３-５表から明らかなように、12 カ月間をみると、派遣労働者が雇用を継続する可能

性は、常用被用者、有期契約被用者、自営業者よりも低い。 

別な見方をすれば、この結果はそれほど驚くにはあたらない。派遣先企業の需要を満た

す状況を整えておくために、派遣会社は一般的に、過剰な数の労働者を「登録」しており、

これが多くの人にとっての不完全就業の状況を招いている（Forde 2001）。１社以上の派遣

会社に登録すると不完全就業の可能性は低下するかもしれないが、声がかかった時にその仕

事を受けることができなければ、リストから除外されることになり、派遣労働が不規則で不

安定なものになる。こうしたことから、派遣会社が強化されたマッチング機能によって失業

者の蓄積を防いでいるかどうかは、即座には判断できない。派遣先企業からの需要の変動に

対応するために、派遣会社が余剰労働力をストックしておこうとすることが、むしろ派遣労

働者の失業への移行を増幅させている可能性がある。 

 

第３-５表 非正規雇用からの移行、労働力調査パネル 

 2000 年の状態 
雇用 失業（ILO 基準） 非労働力  

1999 年の状態 全 
体 

フルタイム

常用との差

全

体

フルタイム

常用との差 
全

体 
フルタイム

常用との差 
加重 

季節・臨時 69.0 -27.6 4.0 +2.5 27.0 +25.1 311,410
有期  91.9 -4.7 3.6 +2.1 4.5 +2.6 682,308
派遣 83.9 -12.7 7.6 +6.1 8.6 +6.7 274,016
自営 95.5 -1.1 1.2 -0.3 3.1 +1.4 2,864,827
パートタイム常用 89.7 -6.9 1.5 0 8.8 +6.9 4,837,215
フルタイム常用 96.6 1.5 1.9  16,890,487

出典：Forde and Slater（2002）、表 10 

 

- 143 -



144 

パートタイムの常用被用者は、臨時および派遣労働者に次いで雇用の継続性が低い。し

かし、失業に移行するよりも、労働市場から離脱する者が多い。この結果は、パートタイム

雇用に女性の占める比率が高く、イギリスにおいて廉価な保育サービスが充実していないた

めに仕事と家庭の両立が難しいといった指摘に符合している（Gregory and Connolly 2008）。

Taylor（2004）は、自営業からの移行に関してさらに詳細なデータを提供している。1991～

2001 年のイギリス世帯パネル調査のデータを用いて、Taylor は、自営業者の１年後の状況

を検証した。同氏によれば、男性自営業者の 87%が自営業者として継続しており（女性は

77%）、９%が被用者となり（女性は 14%）、２%が失業し（女性は１%）、2%（女性は

９%）が非労働力化していた。この結果は、上記の第 3-5 表とほぼ同じである。  

今回の事例調査では、非正規雇用から常用雇用への移行についてどのようなことが明ら

かになっているだろうか？ ３つの事例のそれぞれで、非正規契約から常用契約への移行が

可能であったが、実際の運用は企業により大きく異なっていた。食品 B 社では、聞き取り

調査から、ほぼ例外なく試用期間を経たテンポラリー被用者が常用雇用に移行していること

が明らかになった。聞き取り調査の時点で、３カ月の一時的試用契約に基づいて雇用されて

いる従業員は２～３人のみで、他の 170 人の製造スタッフは、すでに常用契約に切り替わっ

ていた。B 社では、全ての新規採用者がテンポラリー契約からスタートする。常用契約への

移行率が高いのは、主に、同社の募集採用戦略の特殊なダイナミクスに負うところが大きい。

その核となるのは、2004 年と 2006 年の EU 新規加盟国、とりわけポーランドからの移民労

働者の確保である。移民労働者に関して一般にいわれる「強い勤労倫理と会社への献身的姿

勢」を反映して、離職率は非常に低い。 

教育 C 社でも、非正規雇用から常用雇用への移行は頻繁に発生しており、一部の仕事に

ついては、季節、有期、あるいは派遣労働も、内部労働市場への入り口として機能している。

例えば、有期および契約スタッフは、自分が担っている任務が常用ポストに変更された場合

などに常用雇用に移行することが多い。テンポラリー被用者には、公募プロセスの一環とし

て、常用ポストに応募するよう働きかけが行われる。一方、派遣労働者が常用雇用契約に移

行する確率は相対的に低いとみられるが、これは、派遣労働者を使用する典型的な理由は、

短期的なフレキシビリティを高める、あるいはコスト削減のためで、選考目的ではないこと

による。独立請負業者も、教育事業のコンサルタントとして利用されることが多いが、常用

雇用に移行することはまれである。また、最近の景気後退が始まって以降、常用の仕事の募

集が凍結され、非正規被用者全般の常用雇用への移行は大幅に減少している。 

自動車 A 社においては、その労働者の 10％を派遣労働者が占めているにもかかわらず、

常用雇用への移行はまれである。これは同社が、派遣労働者を長期の派遣契約を結んで引き

留めておく方法を好んでいるためである。これは、その方がコストが削減でき、本部から指

示される従業員数基準を守りやすいという理由による。 
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４．常用雇用への移行に関して企業側が求める条件 

３つの事例調査から、非正規雇用から常用雇用契約への移行に関して会社側が求める

様々な条件があることが明らかになった。食品 B 社では、試用期間のテンポラリー従業員

は、安全衛生と食品の取り扱いについての基本導入コースを完了しなければならず、同社の

標準的業績評価を受けることを求められる。従業員に対して設けられた訓練研修や評価に関

する条件の多くは、同社が「人材への投資企業」（Investors in People）の認証を受けている

ことによる。この認証は、テンポラリー雇用と常用雇用を問わず全ての従業員に対して、訓

練研修と評価システムのベストプラクティスを適用することを求める。常用雇用への移行の

ためのこうした「客観的な」基準に加えて、同社はより「主観的」な条件を設けており、こ

れには行動特性や人格的特徴も含まれている。 

 

（労働者には次のようなことが求められる）……顧客サービスの質を最優先し、時

間厳守、効率的、協調的、積極的に自分の技術を磨き訓練研修を受けることを基本

とする当社の文化を受け入れること、つまり、我々の仲間になりたいと心から願う

こと（経営担当取締役、B 社） 

 

上述の通り、同社は EU 出身の移民労働者を多用しており、この戦略の一環として、「文

化的な適応性」に関係する主観的な特徴も常用雇用の条件として強調している。 

 

当社は、彼らがどのように適応しうるかという観点からみている。例えば訓練や研

修を受け、あるいは英語力を向上させたいと思っているか、また彼らのほとんどは

ある分野の学位を持っており、つまり基本的なスキル、スキルと意欲の両方を持っ

ていることを踏まえて、どのような技術を持ってイギリスにやってきたのかといっ

た点を考慮する。（経営担当取締役、B 社） 

 

この結果は、使用者がその選考基準で応募者の行動的な特徴を重視しているという、他

の最近の研究と符合している（Thompson and Callaghan 2002；MacKenzie and Forde 2009 参

照）。 

一方、これもすでに述べた通り、自動車 A 社では常用雇用への移行はまれである。実際、

同社は派遣労働者を選ぶ際に、労働者がテンポラリー雇用を継続することを希望する可能性

が高いかどうかを重視しているように見える。 

 

当社は、仕事をする以外には何もしたいと思わず、大人しくしている派遣労働者を

好んでいる。（人事担当マネジャー、A 社）  
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教育 C 社では、常用ポストに空席がある場合、応募者一般に対する条件以外には、非正

規労働から常用雇用への移行に関して特に条件は設けていない。すでに述べたように、オー

プンで透明な採用および選考プロセスの一環として、非正規労働者は、常用ポストに応募す

ることができ、そのような応募が積極的に奨励されている。実際、非正規契約中に獲得した

スキルが常用ポストに必要なスキルの一部であったことから、応募に役立ったケースもある。 

 

５．社内での常用・非正規間の循環 

調査結果から、使用者は、正規雇用と非正規雇用の全体の割合を定期的に見直している

ことがうかがえる。Forde et al.（2009）が建設業界を対象に行った調査は、サンプル企業の

約 30％が、過去５年間に、正規雇用ならびに各種の非正規契約の利用状況を意識的に変化

させたことを明らかにしている。今回の調査の検討対象である非正規雇用についていえば、

最も一般的には、直接雇用から自営業へ、また派遣雇用や自営業から直接雇用へのシフトが

見られた（コンティンジェント雇用や正規雇用に関する企業の戦略についての詳細は、

White et al. 2004 を参照）。 

しかしながら、同じ社内で労働者が常用雇用と非正規雇用を行き来することはまれであ

る。一部の業種では、労働者は昔から、独立の請負業者、常用雇用、自営業、派遣雇用の間

を移動しており、これらの就業形態により納める税額に違いがあることがその動機となって

きた。例えば Harvey（2001）は、建設業界では「偽装」自営業が幅をきかせており、労働

者は昔から自営業者としての契約で雇用されてきた（実際には、常に同じ使用者による雇用

に従属しているにもかかわらず）。常用、派遣、自営の就業形態の変化はしばしば、使用者

と労働者の両方にとって影響のある、就労状況にもとづく税制や給付制度の改正の影響を受

けて生じる（Harvey 2001 参照）。 

今回実施した事例調査から、正規雇用と非正規雇用の間の行き来に関していくらかのデ

ータが得られた。自動車 A 社では、一部の労働者は、毎年の従業員数基準によって、派遣

契約から常用契約へ移行し、また派遣契約に戻っている（本節第１項参照）。教育 C 社では、

正規雇用と非正規雇用の行き来は、柔軟な働き方を労働者が希望した結果として生じる傾向

が強かった。特に、労働者はフルタイムからパートタイムへの切り替えを要求することが可

能であった。最近まで、事業が安定的に継続される限り、概してこの種の要求は受け入れら

れてきた。しかし、景気の悪化がこの状況に影響を及ぼし、同社が柔軟な勤務時間に関する

要求を承認する例は減少した。 
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第５節 非正規労働者の均等待遇 

 

多くの調査から、非正規の仕事は正規雇用に比べて、賃金や労働条件、および仕事の質

の点で劣っていることが示唆されている。本節ではこうした主張について、全国レベルの調

査データおよび我々が行った事例調査の結果をもとに検証を行う。まず、非正規の仕事の質

についての全国レベルのデータを検討するとともに、我々が行った事例調査の初期観察の結

果を検証する。これは、非正規雇用の特定の側面について、常用雇用と比較して詳細に議論

するための前提となる。その後、労働時間、賃金、休暇、能力開発、昇進、労働組合への加

入状況について検証する。 

 

１．非正規の仕事の性質 

（１）非正規の仕事の全体的な質 

正規雇用と比較した場合の非正規の仕事の性質に関する全国規模のデータは、McGovern 

et al.（2004）が最近行った調査から得ることができる。McGovern らは、2000 年の「イギ

リスにおける就業」調査を用いて、低賃金、傷病手当なし、（公的年金以外の）年金なし、

昇進の機会のある社内労働市場からの排除、という特徴の１つ以上を備えていると彼らが定

義する「劣悪な仕事」の特徴を取り上げている。正規および非正規の仕事に関する分析で、

被用者の四分の一以上（28.9％）が低賃金、３分の１強（36.7％）が年金を提供されておら

ず、傷病手当なしも同様の割合（36.1％）で、半数（51.1％）が昇進の機会がない仕事に就

いていた（McGovern et al. 2004: 230）。これらの点のいずれについても当てはまらない仕事

に就いているのは、イギリスの労働者全体の 四分の一にすぎない。  

次に彼らは、常用の仕事の特徴を、テンポラリー雇用（季節・臨時、派遣を含む）、有期

契約、パートタイム雇用といった非正規の形態におけるそれと比較している。その結果、上

記 4 点のいずれについても、非正規の仕事は全体として、常用の仕事より劣悪であることが

明らかになった。これをまとめたものが、下記の第３-６表である。 

 

第３-６表 正規および非正規の仕事の特徴 

 各形態の被用

者数の割合(% )
低賃金

(%) 
傷病手当

なし(%) 
年金な

し(% ) 
キャリア昇進の

可能性なし(%) 
「劣悪な」特

徴の平均値 
フルタイム常用 71.2 21.4 29.2 29.0 44.9 1.21 
フルタイムテンポラリー 6.0 32.0 53.7 57.4 64.4 2.07 
フルタイム有期 2.6 13.7 47.6 43.0 58.4 1.72 
パートタイム常用 20.1 52.7 50.3 54.3 68.2 2.18 
パートタイムテンポラリ

ー 
2.7 32.0 53.7 57.4 64.4 2.07 

パートタイム有期 1.0 29.7 57.0 51.1 46.2 1.87 
被用者計 100.0 28.9 36.1 36.7 51.1 1.48 

出典：Mcgovern et al.（2004） 
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テンポラリー雇用の仕事（パートタイムとフルタイムの両方）は、「劣悪」な特徴が最も

多く当てはまる。パートタイムの仕事は一般的には同じフルタイムよりも劣悪である。フル

タイムの常用の仕事に比べると、テンポラリー雇用および有期雇用のフルタイムの仕事は、

傷病手当や年金の点で特に劣っている。しかし、これらの４つの特徴全体に関して、

McGovern らは、テンポラリーおよび有期の仕事が、同じ常用の仕事に比べて劣っているこ

とを明らかにした。しかし彼らは、非正規労働者だけが「劣悪な」仕事の特徴を独占してい

るわけではなく、常用の仕事の多くもまたこうした特徴に当てはまる。 

次に、McGovern et al.（2004：242）は、仕事の質に影響を与える可能性のある様々な個

人の特徴（例えば、教育を受けた年数、労働組合の有無、業種、職場の規模など）をコント

ロールして多変量解析を行っている。一連の特徴をコントロールしても、非正規の仕事は平

均的に正規の仕事より劣っていることが明らかになった。学歴の高い層、専門職あるいは経

営管理職、労働組合が結成されている場合、職場の規模が大きい場合ほど、非正規と正規の

差は小さい。 

本論で検証している事例調査からも、非正規雇用と正規雇用の質の違いが明らかになっ

ている。教育 C 社では、非正規労働者はピーク時の需要を満たすため、あるいは専門性の

高いスキルを提供するために利用される傾向が強い。専門性の高いスキル（例えば、独立の

請負業者として雇用される教育コンサルタントや有期契約にもとづき C 社で働く「健康的

な食」に関するコンサルタントなど）を提供するために非正規労働者が利用されていた事例

では、これらの労働者の行っている仕事の内容および彼らのスキルを、常用のポストと直接

比較することはできなかった。しかし、C 社の（正規、非正規を問わず）全従業員に対して

は、地方自治体の給与体系に従って報酬が支払われている。この給与体系により、非正規ス

タッフと正規スタッフの比較可能な能力を特定することができた（ただし、一部の非正規ス

タッフが担っている役割は特殊なものであることが多い）。 

有期契約やパートタイムのスタッフと常用被用者の均等待遇を定めた EU 指令がイギリス

で法制化されて以降、C 社においては、非正規従業員と正規従業員の比較という問題の重要

性が増している。C 社は、主に地方自治体の等級別構造を通じて、これらの法規制の順守に

あたっていた。非正規従業員に提供される責任と自主性は、個人によって異なっている。今

回聞き取り調査を行った人事担当マネジャーは、非正規労働者に高いレベルの自律性と自由

裁量が与えられているいくつかの事例をあげた（例えば、独立の請負業者が地域内の学校を

対象とした施策の実施を担当する場合など）。自律性と裁量のレベルは、これらの労働者に

適用されている地方自治体の等級別給与体系のレベルに反映されている。 

食品 B 社では、試用期間のテンポラリー従業員と常用従業員の間で、資格やスキルの点

で違いはなく、常用従業員もテンポラリー従業員も製造プロセスの流れ作業のラインでほぼ

同等の仕事を行っている。責任と権限があるポスト（チームリーダーと副チームリーダー）
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は、常用従業員しかなれない。また常用従業員は、導入プログラムや常用従業員となってか

ら受けた訓練を通じて獲得した、同社特有のスキルのレベルが高い。 

自動車 A 社では、派遣労働者が行っている仕事の範囲は、正規従業員の仕事の範囲と同

じである。同社の「テンポラリー派遣」（比較的短期の雇用）の労働者には、正規従業員に

期待されるのと同レベルの責任の遂行は期待されていない。しかし、「常用派遣」（A 社によ

る準継続的雇用）の責任と権限のレベルは正規従業員とほとんど差がない。これらの派遣労

働者は、同社の長期労働力の一部とみられているが、提供される労働条件は、直接雇用の正

規従業員より劣っている（下記参照）。 

 

（２）労働時間 

正規労働者と非正規労働者の労働時間に関する検討には、労働力調査のデータを使うこ

とができる。最近（2008 年 12 月～2009 年 2 月）のデータによれば、就業者全体の 54％が

週 31～45 時間働いており、週労働時間が 45 時間を超えるのは就業者全体の 19％であった。

男性についてはフルタイム労働が多く、60％が週 31～45 時間、27％が週 45 時間を超えて働

いていた（ONS, 2009b）。女性については、47％が週 31～45 時間、45 時間以上は 7％であっ

た（Ibid.）。非正規労働をみると、自営業者ほど長時間（週労働時間が 45 時間以上）働く割

合が高いことが分かる。自営業者のうち週 31～45 時間働いている比率は 41％程度、45 時間

以上は 30％である（Ibid.）。これは、「長時間労働」の文化は自営業に多いとする他の調査

結果とも符合している（TUC, 2009b）。 

テンポラリー労働者に関して、Green（2008）は労働力調査のデータにより、有期契約労

働者が通常働く労働時間の平均は週 34 時間で、常用従業員の平均週労働時間に匹敵するこ

とを明らかにしている。季節・臨時労働者は、平均的に労働時間が短く、週 19 時間である。

派遣労働者の平均週労働時間は 36 時間で、質的な証拠からも、長時間労働が派遣労働者に

とっても一般的であることが示唆されている（例えば、ACAS 2009；Forde 2001；McDowell 

et al. 2008 参照）。 

 

（３）賃金 

非正規の仕事の賃金は、比較可能な正規労働の賃金より低いと一般に考えられているが、

実際のデータはどうなのであろうか？ テンポラリー雇用に関して比較可能なデータは、労

働力調査を利用した Forde et al.（2008）から得ることができる。第 3-7 表は、様々な種類の

テンポラリー雇用と常用雇用の時給を比較したものである。A 欄は、契約形態別の平均時間

当たり賃金を示している。平均して、テンポラリー雇用のうち有期契約を除く全ての形態の

時間当たり賃金が、常用被用者のそれを大幅に下回っている。B 欄は、様々な要素を考慮す

る前の時間当たり賃金の差を、金額と、常用被用者の賃金に対する比率の両方で示したもの

である。例えば、常用被用者と派遣労働者の平均時間当たり賃金の差は 1 時間 3.67 ポンド
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（マイナス 32％）で、この差は男性派遣労働者ではさらに大きく、1 時間あたり 5.22 ポン

ド（マイナス 41％）である。女性の派遣労働者と常用労働者の時間当たり賃金の差は 1.89

ポンド（マイナス 19％）である。B 欄では、テンポラリー被用者と常用被用者の平均賃金

の差として推計された数字の統計的有意性も示している。有期契約を除き、賃金格差は統計

的に極めて有意であり、推計された格差の数値は信頼性が高いと考えられる。 

しかしながら、賃金格差の絶対値にのみ注目しても十分ではない。賃金格差の一部は、

テンポラリー被用者と常用被用者の特徴の違い、すなわち、資格、年齢、勤続期間、職業、

業種などが理由で生じていると考えられる。C 欄は、（重回帰分析を用いて）これらの違い

を考慮しておこなった分析結果を示したものである。予想通り、派遣、季節・臨時、および

その他のテンポラリー労働と常用労働の賃金格差は縮小しているが（B 欄と比較）、明確な

格差が依然として残っている。再び派遣労働をみると、特徴の違いをコントロールした後の

派遣労働の時間当たり賃金は、常用労働より 10％低い。男性については、賃金格差は 12％

以上、女性についてはほぼ 6％である。このように比較してみると、（均等待遇法の適用対

象である）有期契約労働者に関しては顕著な賃金格差がないこと、一方、男性派遣労働者の

賃金は、同等の季節・臨時労働者の賃金よりも低いことは興味深い。 

 

第３-７表 契約形態別、男女別の時間当たり賃金額（イギリス、2007 年） 

 男女計 男性 女性 
A）時間当たり賃金（ポンド） 

常用(p) 11.47 12.70 10.15 

派遣(a)  7.80 7.49 8.26 
有期(f)  11.44 12.64 10.48 
季節・臨時 (sc)  6.42 6.86 6.06 
その他のテンポラリー雇用 (o)  8.80 8.74 8.85 

B）賃金格差（ポンド）        （( )内は常用とテンポラリーの賃金格差、％） 
(p) – (a)  3.67*** (-32%)  5.22*** (-41%)  1.89*** (-19%)
(p) – (f)  0.03 (-0.3%)  0.07 (-0.6%) -0.33 (+3%) 
(p) – (sc)  5.05*** (-44%)  5.84*** (-46%)  4.09*** (-40%)
(p) – (o)  2.68*** (-23%)  3.96*** (-31%)  1.30*** (-13%)

C）労働者の特徴を考慮した後の賃金格差 （常用とテンポラリーの時間当たり賃金格差、%）

派遣     -10.0***     -12.4***      -5.5** 
有期      -3.3**      -4.4      -2.4 
季節・臨時      -6.9***      -2.6     -11.4*** 
その他のテンポラリー雇用     -12.9***     -16.2***     -10.9*** 
注：労働力調査、2007 年 1-3 月から 10-12 月の各四半期のプールドデータによる推計。賃金は 2007 年春

時点の実質ベース。データは加重処理を行ったもの。B)は平均賃金に関する有意差検定を含む。C)は最小

二乗法による推計。有意性検定は、ゼロからの乖離についてのもの：* 有意水準 10％  **有意水準 5％ 
*** 有意水準 1％（無印は、比較対象との間に統計的有意差が認められなかったもの）。なお、推計結果の

詳細は要請に応じて著者より提供可能である。 

出典：Forde et al.（2008） 
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分析結果からは、格差を説明する一連の要因を調整した後でも、常用労働者と派遣労働

者、季節・臨時労働者およびその他のテンポラリー労働者の間には有意の賃金格差があるこ

とがわかる。 

パートタイム労働者について、Hicks and Thomas（2009）は、労働時間・所得統計調査

（ASHE）のデータを用いて、パートタイム労働者の平均時間当たり賃金は 10.17 ポンド、

一方、フルタイム労働者は 14.53 ポンド（格差は 30％）であることを明らかにしている。

男性については、パートタイムの平均時間当たり賃金は 11.35 ポンドで、フルタイムは

15.34 ポンドである。女性については、パートタイムが 9.85 ポンドで、フルタイムは 12.88

ポンドである。第３-８表は、イギリスの最近のデータの一部をまとめたものである。パー

トタイム労働は女性が支配的であることから、調査ではしばしば、パートタイムと性別の賃

金差別の関係が取り上げられる。表の最初の欄は、時給の単純な「調整前」格差を示してい

る。第２欄は、「調整後」の格差を示したものであり、個々の特徴（年齢、資格など）の違

いを考慮した後に残る賃金格差を示している。最後の欄は、調整前格差のどの程度が、これ

らの労働者の特徴の違いによって説明できるかを示している。女性のパートタイム労働の賃

金格差は男性に比べ 11％で安定している。女性については、フルタイムとパートタイムの

賃金格差は男性ほど大きくないが、この裏には、イギリスにおいて、男女の違いを考慮した

としても、女性の平均賃金が男性の賃金より 11％低いという事実が隠れている（第３-８表

の１列目）。 

 

第３-８表 男女別パートタイム時間当たり賃金における格差（イギリス、1998～2004 年） 

 調整前格差 
（%） 

調整後格差 
（%） 

説明可能な 
格差の割合（％） 

女性被用者全員 
対 男性全員 

23 11 52 

フルタイム女性 
対 フルタイム男性 

14 10 29 

パートタイム女性 
対 フルタイム男性  

37 11 70 

パートタイム女性 
対 パートタイム男性  

20 11 45 

パートタイム女性 
対 フルタイム女性 

25 2.5 90 

出典：Metcalf（2009） 

 

Manning and Petrongolo（2008）は、女性パートタイムの賃金格差は 1970 年代以降拡大し

てきたが、パートタイム労働をしている女性の特徴に起因する部分は、格差の半分にすぎな

いことを明らかにしている。その他の部分は、パートタイムの仕事が低賃金の職業に集中し
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ていることが理由で生じている。彼らは、この賃金格差の拡大は、パートタイム労働の低賃

金職種への分断と、こうした低賃金職種における賃金格差の拡大とが同程度に影響している

ことを示している。 

事例調査からは、賃金の均等および格差に関するさらに詳しい状況が判明している。食

品 B 社では、テンポラリー雇用の従業員全員が、時給 5.80 ポンドの最低賃金である。賃金

の違いは、雇用契約の違いよりも勤続期間の差により生じている。３カ月の試用期間を経て

常用契約に移行しても、これによって給与が自動的に上がるわけではない。給与が上がるの

は、期間の定めの無い契約で一定期間が経過した後である。毎年、労働者に対して定期昇給

が行われる。同社では、常用雇用契約の労働者には一時金制度も適用される。一時金は、会

社の収益に応じて年１回支払われる。また、その他の様々な給付制度も適用される（下記参

照）。 

教育 C 社では、全ての種類の契約に対する賃金額は、公共部門に共通の賃金体系によっ

て決定されている。従って、テンポラリー雇用の職員もパートタイム職員も、彼らを対象と

した均等待遇法制に基づき、常用の職員と同等の時給が支払われる。C 社の人事担当マネジ

ャーによれば、労働者は特定の等級の仕事を行うために採用され、その仕事に一定の幅のあ

る時給あるいは給与の額が定められている。この幅の中で、テンポラリー被用者や臨時被用

者を配置するポストによって、いくらかの裁量の余地がある。したがって、テンポラリー雇

用やパートタイムスタッフとの時給あるいは月給にわずかな差が生じる可能性はある。枠組

み協定および公共部門に共通の賃金体系により、同等の仕事をしているテンポラリー雇用、

パートタイム、常用の職員の賃金はほぼ統一されており、この傾向は EU の有期契約とパー

トタイム労働に関する指令の導入後、さらに強まった。また派遣労働者についても、時給や

給与は特定の仕事に必要なスキルレベルや能力によって決まるが、特定の種類の派遣労働者

の採用が難しい場合には、賃金引き上げの形で賃金額が変更されることはある。この場合も、

全国一律の公共部門の賃金体系に準じて、所定の仕事の等級の範囲内で行われる。 

自動車 A 社では、非正規労働者のほとんど全員が派遣契約による労働者である（全労働

者の 10％）。同社では、派遣労働者と常用従業員の間に明確な差が存在するが、賃金以外の

給付に関しては、派遣労働者と常用労働者の待遇はほぼ同じである。勤続期間５年以上の

「常用派遣」の場合でさえ、派遣労働者の時給は、同じ仕事をしている常用労働者の時給を

下回っている。これは、コストを削減し、労働力を分別するという同社の周到な戦略による

ものである。しかし、人事担当マネジャーが指摘するように、これがマイナスの結果を招く

恐れもある。 

 

賃金は問題要素である。常用従業員、テンポラリー雇用従業員、派遣従業員を問わ

ず、当社は従業員に対して十分な給付を行っているが、賃金については十分とはい

えない。会社としては実に良い賃金を支払っているが、派遣会社に支払う金額は十
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分とはいえない。常用従業員に比べ収入の少ない労働者を多く抱えていることは、

今後問題になっていくだろう。（人事担当マネジャー、A 社） 

 

（４）休暇およびその他の資格 

現行の労働法の元では、全国最低賃金および労働時間規則の諸規定にもとづき、非正規

労働者は「被用者」としても「労働者」としても、様々な権利を有している。労働時間規則

は、年間 24 日の有給休暇を取得できる権利を定めている（パートタイムの場合には労働時

間より案分）。 

第３-９表は、労働力調査におけるイギリスのテンポラリー労働者の回答に基づき、実際

の休暇期間の詳細データを示したものである。比較のため、フルタイム労働者のみに絞って

分析を行った。この結果は、有期契約の労働者は、常用のフルタイム被用者と同等の休暇を

得ているが、その他のテンポラリー労働者、すなわち、臨時・季節労働者と派遣労働者の年

間の有給休暇日数は、常用被用者に比べて少ないことが分かる。  

 

第３-９表 フルタイム労働者の年間有給休暇（イギリス、2007 年） 

 日数 週数 

常用 26.5 5.3 

派遣 20.2 4.0 

有期契約 26.8 5.4 

季節・臨時 19.8 4.0 

その他のテンポラリー雇用 22.2 4.4 

出典：Forde et al.（2008） 

 

事例調査から、休暇に関しては、全国共通ではないものの、テンポラリー雇用と常用従

業員の間に格差があることが明らかになった。自動車 A 社では、「常用派遣」労働者（長期

にわたり派遣会社を通して同社で働いている労働者）は、休暇や有給の産休を含め、給付水

準については、常用従業員とほぼ同等の資格が認められている。しかし、これらの労働者は、

同社の車両所有制度などの一部の社内制度の対象から除外されている。短期および長期の派

遣労働者への給付は、同社自身ではなく派遣会社が管理している。 

 

給付は派遣会社が管理しているので、当社は派遣会社に対し、従業員がどのような

給付を希望しているか、また、派遣会社がどのような給付を行いたいかを聞き、そ

の代金を当社が支払っている。（人事担当マネジャー、A 社） 
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教育 C 社では、（有期契約、臨時、パートタイムを含む）ほとんどの非正規労働者が、休

暇という点では常用の被用者と同等の待遇を受けている。派遣労働者および多くのコンサル

タントについては、休暇に相当する手当が賃金の中に含まれている。例えば、派遣会社が請

求する料金には、休暇に相当するパーセンテージが指定されており、休暇の調整は派遣会社

が行っている。 

食品 B 社では、すべての労働者に、法律で決められた年次休暇が提供されている。しか

し、常用労働者に対してのみ、個人の業績に応じて追加休暇が上乗せされる。高い評価を得

た常用労働者には、金銭的な賞与と追加休暇が与えられる。同社は移民労働者を多用してい

るので、評価の高かった労働者には航空券を提供するという方法が考え出された。この航空

券を使って移民労働者は東欧に里帰りする。同社はまた、労働に応じたボーナスシステムを

有しており、常用労働者は、残業や出勤状況が良好であればポイントを稼ぐことができる。

６カ月間に高ポイントを獲得した常用労働者には１週間の追加の有給休暇が与えられる。同

社は、これらの給付をテンポラリー雇用の従業員にも拡大することは、事業的に見て適切で

ないと主張している。その理由は、これらの従業員が常用従業員となり、彼らへの投資を会

社が回収できるほど長い期間、彼らが残留しているという保証がないからであると述べた。 

 

（５）訓練と能力開発 

正規労働者と非正規労働者で、提供される訓練の水準や能力開発の機会に違いがあると

いう点には、幅広い証拠がある。Forde, MacKenzie and Robinson（2008）は、建設業におけ

る使用者の非正規労働者（下請け、自営、派遣労働）の利用について検証した。188 の使用

者を対象に行った調査により、使用者は非正規労働者より直接雇用従業員に対して訓練を行

う可能性がはるかに高いことを明らかにした。直接雇用従業員の他に下請け業者を使ってい

る企業のうち、直接雇用従業員に訓練を行っていない企業は７％、下請け業者の労働者に訓

練を行っていない企業は 37％であった。自営業者と直接雇用を併用している企業では、直

接雇用従業員に訓練を行っていない企業は 11％、自営業者に訓練を行っていない企業は

44％であった。この格差は、直接雇用と派遣従業員の間で最も大きかった。すなわち、直接

雇用と派遣労働者を併用している企業のうち、直接雇用従業員に訓練を行っていない企業は

5.2％、派遣労働者に訓練を行っていない企業は 42.4％であった（Forde, MacKenzi and 

Robinson 2008: 377）。非正規労働者のための訓練は、正式な職場内外の訓練ではなく、仕事

を通じた訓練に限定的である場合がほとんどであった（正式な職場内外の訓練にかかるコス

トは高い）（Ibid. : 379）。 

被用者を対象とした大規模調査からも、非正規従業員と正規従業員には訓練の実施にお

いて明白な差がある。Booth et al.（2002）が英世帯パネル調査のデータを用いて行った分析

によれば、仕事に関係する訓練を受ける確率は、他の要素をコントロールした場合、男性の

有期契約被用者は常用被用者に比べて 12％低く、季節・臨時被用者では 20％低い。また女
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性の場合も、有期契約被用者で 7％、季節・臨時被用者では 15％、それぞれ常用被用者に比

べて訓練受講の確率が低かった。訓練の度合いについても、季節・臨時被用者は明らかに劣

っている。このグループが年間で訓練を受ける日数は、同等の常用労働者の日数に比べて９

日から 12 日少ない。しかし、有期契約被用者と常用被用者の間では、訓練の度合いに差は

ない（Booth et al. 2002）。 

この問題については、Forde, Slater and Green（2008）も労働力調査のデータを用いて検証

を行っている。彼らは、テンポラリー被用者の間でもその形態によって訓練実施に差がある

ことを明らかにした（下記３-１０表を参照のこと）。この調査では、季節・臨時、有期およ

びその他のテンポラリー被用者は、常用被用者と同等あるいは常用被用者を上回る訓練を受

けているように見える。しかし、派遣労働者が受ける訓練は、その他のテンポラリー被用者

や常用被用者に比べてはるかに少なく、過去３カ月間に訓練を受けた者は５人のうち１人以

下であった。過去 4 週間に訓練を受けた者をみると、この割合は９％に低下し、季節・臨時

従業員を含む、その他のテンポラリー被用者における実施率の半分以下であった。この違い

は、派遣労働力の能力開発の必要性について懸念が生じるに十分大きな違いであるといえよ

う。 

 

第３-１０表 雇用形態別訓練の実施率（イギリス、2007 年） 

 
過去 3 カ月間に訓練を受

けたことがある（%） 
過去 4 週間に訓練を受け

たことがある（%） 

常用 28.5 14.4 

派遣 17.1 9.2 

有期 37.6 22.3 

季節・臨時 28.0 20.9 

その他のテンポラリー雇用 34.0 20.8 

出典：Forde et al.（2008）、2007 年 4 月から 6 月の労働力調査データの分析 

 

Arulampalam and Booth（1998）もまた、テンポラリー被用者が訓練を受ける機会に関して

差別されているという結果を確認している。彼らはまた、パートタイム労働者についても調

査し、男性パートタイム労働者が仕事に関連した訓練を受ける可能性は、フルタイムの男性

に比べて７％低いこと、また女性パートタイム労働者では、女性フルタイムに比べ９％低い

ことを明らかにした。 

訓練や能力開発に関して、今回の事例調査からはどのようなことが判明しただろうか？

自動車 A 社では、派遣労働者は、同社での勤続期間の長い「常用派遣」であっても、最低
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限の訓練しか受けていない。人事担当マネジャーが説明しているように、常用従業員に対し

て採られている訓練戦略とは全く対照的である。 

 

当社は、全社を対象とした訓練に多額の予算を計上しており、訓練の実施に熱心に

取り組んでいる。しかし、派遣労働者の場合は、（この訓練を）受けることができな

い。これらの訓練コースに参加することはできない。テンポラリー雇用の従業員に

は仕事を通じた訓練のみが行われるというのが現状である。（人事担当マネジャー、

A 社） 

 

教育 C 社では、有期契約あるいは季節契約の労働者には、その仕事のニーズに応じて、

「臨機応変に」訓練が実施されている。しかし、常用従業員のための訓練戦略とは対照的に、

派遣労働者と自営業者は、一般的には、同社に入った時点ですでに必要なスキルを持ってい

ると考えられている。訓練の実施は、直接雇用のフルタイムおよびパートタイム従業員を中

心としている。従業員の健康と安全を守るために、また法律順守のために、非正規労働者に

も訓練が実施されるが、しかし、同社としては、非正規の臨時、派遣、自営労働者を利用す

る場合には、市場からスキルを「購入している」と考えている。 

食品 B 社では、ほとんどの訓練が、常用従業員のみを対象としている。テンポラリー労

働者には、試用期間の恒例として、健康と安全および食品取扱について 4 日間の新人研修が

行われる。その他の訓練を受ける機会は、試用期間を終了し、期間の定めの無い常用契約に

切り替わった従業員に限られている。訓練を受ける機会は、社内での昇進と関係している。

副チームリーダーあるいはチームリーダーに選ばれた労働者は、上級の訓練および能力開発

の機会を得ることができる。しかし、これらの選択肢は、テンポラリー労働者（あるいは過

去に派遣会社を利用していた時期には派遣労働者）には適用されない。同社の経営担当取締

役は、「テンポラリースタッフや派遣スタッフを訓練しようとしても意味がない」という見

解を示した。 

 

（６）昇進の機会 

事例調査からは、テンポラリー労働者にもある程度の昇進の機会があることが明らかに

なった。しかし、これらの機会の多くは常用従業員に限定されている。食品 B 社では、テ

ンポラリー労働者は 3 カ月の試用期間中に、給与水準の高い副チームリーダーあるいはチー

ムリーダーに昇進する可能性について知らされる。しかし、常用従業員となるまで昇進する

ことはできない。チームリーダーの地位に付随している高額の給与は、従業員を引き留め、

他の会社からの引き抜きを最小限に抑えるために B 社が利用している重要なメカニズムの

ひとつである。 
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（従業員が常用になると）5.80 ポンドから 9.80 ポンド、さらに 11.80 ポンドに給与

が上がる。しかしそうでなければ、…….従業員は、10 ポンドの上乗せを求めて他の

会社に移ってしまう可能性がある。（経営担当取締役、B 社） 

 

自動車 A 社では、テンポラリー労働者の昇進の機会は限定的である。派遣労働者が同社

の様々なレベルで基幹的な役割の多くを果たしているにもかからず、彼らはいつまでも派遣

労働者である。同社は、何より派遣契約のままで彼らを維持することを望んでいる。これは、

「常用派遣」の利用が、財務的、戦略的に利益となるからである。 

 

（派遣会社から）派遣された人物は、常にわが社に必要であるから常用的な派遣に

なる可能性が高く、当社はこれらの人々に対し、派遣従業員として当社に残ってく

れることに対して、何らかの恩典を提供する必要がある。しかし、昇進となると、

正直なところ限定的である。当社は、仕事をする以外には何もしたいと思わず、大

人しくしている派遣労働者を好んでいる。（人事担当マネジャー、A 社） 

 

（７）労働組合への加入 

イギリスでは、非正規労働者の労働組合活動への参加は、正規労働者に比べ一般的では

ない。Grainger and Crowther（2007）によれば、常用被用者の組合加入率は 29％、テンポラ

リー被用者では 17％である。民間部門に限れば、常用従業員の組合加入率は 17％、テンポ

ラリー雇用従業員は 8％にすぎない。これに対して公共部門では、常用従業員の組合加入率

は 61％、テンポラリー雇用従業員は、33％である。パートタイムとフルタイムの間にも違

いがある。フルタイム労働者の場合、組合加入率は 31％であるが、パートタイム労働者は

21％である。 Heery（2009）は、非正規の「コンティンジェントな」労働に対して長期にわ

たり反対してきたが、最近になって、テンポラリー被用者を今までより受け入れていく方針

を反映させた戦略を立て始めた。しかし、特定の種類のテンポラリー被用者（例えば派遣労

働者など）を差別する風潮は残っている。（MacKenzie 2010 も参照のこと） 

  

２．正規被用者と均等の待遇 

本節１項（３）の分析結果から、正規および非正規労働を実施している人の個人的な特

徴や雇用上の特徴について考慮するための調整を行った後も、正規被用者と非正規労働者の

賃金格差は残ることが明らかになった。Forde et al.（2008）は、個人や雇用の特徴の違いを

調整した後も、派遣労働者、季節・臨時労働者、その他のテンポラリー被用者の時給には大

きな違いがあることを明らかにしている（Booth et al. 2002 も参照）。 

また Parker（2004）によれば、自営業者の所得のばらつきは正規被用者よりも大きい。言

い換えれば、自営業者は最高所得層と最低所得層にバランスを欠いた形で分布している。第
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２節で議論したように、自営業の職業別構成や業種別構成にばらつきがあることを考えれば、

これは驚くことではない。実際に、1980 年代および 1990 年代初めのイギリスにおける所得

格差の拡大の一因は、この時期の自営業者の増加であるといえる（検証のため、Parker 2004

を参照のこと）。 

事例調査からは、同じ仕事をしている正規従業員と非正規従業員の均等待遇の状況はま

ちまちであることが明らかになった。教育 C 社では、非正規労働者も公共部門の賃金体系

や等級構造に位置づけられることが一般的であり、同等の仕事をしている労働者の待遇の格

差を最小限に抑えることに役立っている。食品 B 社では、同じ仕事をしているテンポラリ

ー従業員と常用従業員の時給はほぼ同じであるが、仕事に関係する給付、訓練や昇進の機会

には差がある。自動車 A 社では、派遣労働者は、正規従業員と同じ仕事をしている場合で

も、時給が異なるようである。しかし、イギリスにおいて派遣労働に関する欧州指令が導入

されれば、派遣労働者と比較可能な常用従業員の間の賃金格差は縮小する可能性が高い。 

 

 

第６節 雇用の安定 

 

非正規労働者の雇用は、他の労働者に比べて不安定なのか？ 例えば、テンポラリー労

働者が短期の雇用関係の連続で絶えず流動したり、あるいは派遣労働者であれば契約の打ち

切りといったことが考えられる。様々な種類の非正規労働者を対象とした雇用の保証につい

て、法律はどのように定めているのだろうか？ 本節では、既存の調査結果および今回の事

例調査により得られたデータを参考に、非正規雇用契約の期間について検証する。次に、契

約更新のために非正規被用者に対してどのような条件が求められるかを見る。さらに、事例

調査の結果から、非正規契約の更新頻度を検証する。最後に、非正規雇用に対する雇用保証

に関する規制の主要なポイントのいくつかを検証する。 

 

１．非正規労働者の１回の契約期間はどの程度か？ 

非正規労働者の１回の契約期間がどの程度の長さに及ぶかという問題の検証には、テン

ポラリー被用者を対象とした我々自身の研究の成果を参照する（Forde and Slater 2010）。

2008 年以降の労働力調査のデータにより、常用被用者、有期契約被用者、季節・臨時被用

者、その他のテンポラリー被用者の平均勤続期間を比較することができる。我々が行った調

査から、自営労働者のうち、自営派遣労働者とその他の自営労働者にはいくつかの重要な違

いがあることが判明したため、自営派遣労働者とその他の自営労働者を区別して比較を行っ

ている。 

これらのグループ別の平均勤続期間は、第３-１１表の通りである。すべての形態のテン

ポラリー被用者の勤続期間は、常用被用者よりはるかに短い。例えば有期契約被用者の場合、
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平均勤続期間は３年２カ月、これに対して常用被用者の平均勤続期間は約８年である。しか

し、自営労働者（派遣労働者を除く）の勤続期間は、常用被用者よりも長い傾向にある。テ

ンポラリー雇用の労働者の平均勤続期間は、ごく少数の極端な数値によってゆがめられてい

ることに注意する必要がある。例えば、大半の派遣労働者の勤続期間は実際には 15 カ月間

に満たないと考えられる。Forde et al.（2008）は、派遣労働者の実際の平均勤続期間は 4.5

カ月とずっと短く、一方、派遣労働者を対象に「何カ月間、仕事が続いたか」を尋ねた労働

力調査の設問に対して、最も多い回答は１カ月であることを明らかにしている。 

 

第３-１１表 テンポラリー雇用の仕事の長さ 

雇用形態 常用被用

者 
自営業者 自営派遣

労働者 
派遣被用

者 
有期契約 季節・臨

時 
その他 

勤続期間 
（単位：月） 

95 138 75 15 38 29 47 

出典：Forde and Slater（2010） 

 

派遣労働者の勤続期間がこのように短いことは、2007 年の労働力調査を使って、現在の

勤続期間の数字を詳しく検証することにより明らかにすることができる（以下は、2008 年

ではなく 2007 年のデータを使用しているため、平均勤続期間の数値を第３-１２表の数値と

直接比較することはできない）。平均勤続期間２カ月以下が、派遣労働者の４分の１近くを

占めており、６カ月以下が半数を占め、１年以下が 73％である。  

 

第３-１２表 派遣労働者と勤続期間 

平均勤続期間 月数 

平均値 13.3 
中央値 4.5 
最頻値 1 

勤続が以下の期間を下回る派遣労働者の割合 （合計 %） 

1 カ月 9 
2 カ月 22 
3 カ月 30 
6 カ月 53 
1 年 73 
18 カ月 82 
2 年 87 
5 年 96 

    資料：Forde et al.（2008） 
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非正規従業員の契約期間については、事例調査からさらに詳しく知ることができる。教

育 C 社では、非正規雇用の種類によって契約は様々である。自営の請負業者は、状況によ

っては、多くの常用従業員と同等の勤続期間を獲得することが可能である。これは、請負業

者が、例えば教育コンサルタントのように、長期間必要とされる役割を果たしている場合に

見られる。しかし C 社は、長期的なニーズがある場合には、常用従業員として採用する方

法を好んでいる。有期契約の勤続期間は、３カ月から２年あるいはそれ以上とまちまちであ

る。派遣契約の契約期間は短期のことが多い C 社では、パートタイム労働者が一般的であ

り、パートタイム労働者の勤続期間は、フルタイムの従業員とほぼ同じである。 

食品 B 社が利用している非正規契約は１種類のみ、すなわちテンポラリー契約である。

これらの従業員は、３カ月のテンポラリー契約にもとづいて雇用されている。この契約の労

働者は、契約期間終了後、試用期間の成績が満足なものであれば、常用に切り替えられる。

テンポラリー契約は更新されない。同社は、この３カ月の契約期間後に常用雇用の従業員と

して適切か不適切かを決定する。同社は、過去には派遣労働者も利用していた。派遣労働者

は、一時的な需要のピークに対応するため、数日あるいは数週間といった極めて短期の契約

で利用されていた。これらの派遣契約は一般的には更新されなかった。 

自動車 A 社では、非正規労働者はほとんどが派遣契約による労働者である。これらの派

遣契約の期間は、「短期」（１年以下－このような契約にもとづく労働者を「テンポラリー派

遣」と呼んでいる）か、長期（「常用派遣」）である。興味深いのは、長期の派遣契約の場合

には、一般的に契約期間の定めが無いことである。「常用派遣」の従業員の勤続期間は 5 年

以上の場合もあり、これらの従業員については、常用従業員が果たすべき役割を果たしてい

れば、基本的に「準常用」とみなしている、と A 社は述べている。 

 

常用の従業員が減らされてしまったところでその役割を担うことになれば、雇用は

安定するし、ずっとその仕事はあるだろうから、他に配属されることもなく……だ

から、10 年かそこらは仕事を維持することがかなり保証されるわけです（人事マネ

ジャー、A 社） 

 

２．契約更新のために非正規労働者はどのような条件を満たさなければならないか？  

非正規労働者が常用雇用に移行するために必要な条件については、既に第４節１項で検

証した。ここでは、非正規労働者がテンポラリー雇用の契約を更新するために求められる条

件について検証する。食品 B 社では、前項で指摘したように、テンポラリー雇用契約は一

般的には更新されない。したがって、検証の対象となる条件はない。教育 C 社では、有期

契約は、業務実績が満足できるものである場合には、更新の可能性がある。臨時契約と派遣

契約は一般的には更新されないが、短期のニーズが長期に及ぶ場合には、柔軟な対応が行わ

れる場合がある。有期契約を更新するかどうかは、地方自治体と政府の予算次第であり、こ
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れらの予算は自営契約、派遣契約、臨時契約の契約期間にも同様に影響を及ぼす。現在の経

済状況の元で、地方や中央政府の予算が削減されていることをうけて、C 社はコンサルタン

トおよび派遣従業員の利用状況を検討している。コスト削減を目指す中で、同社は、派遣会

社を使う代わりに、自身でテンポラリースタッフバンクを作ろうとしている。この動きは、

派遣労働者の利用や派遣契約の契約期間に影響を及ぼすと考えられる。 

自動車 A 社では、前項で指摘したように、派遣契約のまま労働者を引き留める方針を推

進している。「テンポラリー派遣」はしばしば「常用派遣」に移行する。「常用派遣」の契約

は一般的には期間の定めが無く、あるいは何回も更新が可能である。現在のところ、派遣契

約更新に関する法的規制はない。更新に関して同社が用いている基準は、客観的な業績評価

（「常用派遣」の場合には、標準的な業績評価をラインマネジャーが行うことが多い）を中

心としたものである。また主観的な基準、特に常用派遣に関して、派遣契約のままを希望し

ているとの確信を会社に与えることも重視されているとみられる。人事マネジャーは、同社

が、「仕事をする以外には何もしたいと思わず、大人しくしている」派遣労働者を探してい

る、と語っている（第４節４項参照）。 

 

３．契約の更新回数はどの程度か？ 

イギリスの有期契約の労働者について、EU の有期契約指令（2002 年導入）は、最長で４

年間、有期契約の連続更新により被用者を維持することができると定めている。契約が４年

を超える場合には、有期契約の労働者は常用労働者になる。労働者が有期契約のままでいる

べき合理的理由を使用者が示すことのできる場合を除き、この規定が適用される

（DirectGov 2009）。 

４年の上限は、使用者が、被用者の雇用上の権利の制限のために有期契約を連続的に利

用することの防止を目的に導入された。場合によっては、使用者と労働者が職場協定あるい

は団体協定に合意することで、この４年の上限を変更することができる。これらの協定は、

有期契約の悪用を防止するための代替的なスキームとなる。職場協定あるいは団体協定によ

って、使用者が利用する契約期間あるいは更新回数の上限はまちまちである。これらの協定

はまた、連続的な契約更新の利用を制限し、また、有期契約の更新が正当とみなされる理由

を設定することができる（DirectGov 2009）。 

これらの制限はまた、使用者と契約を結んでいる臨時および季節労働者にも事実上適用

され、彼らが常用被用者となる資格を得るための契約継続期間に４年の上限を設けている。

しかし現在のところ、派遣契約の更新を制限する法制度は存在しない。政府は、2011 年に

欧州派遣労働指令を導入する予定であるが、ここでも派遣契約の更新回数に関する制限は導

入されない。 

派遣労働者の場合には、派遣労働者、派遣会社、使用者の間の「トライアングル」の関

係が、派遣契約の長さや、実際の派遣契約の更新回数に影響を与えている可能性がある。派
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遣会社と使用者が締結する「紹介予定派遣」（'temp-to-perm'）契約は、多くの派遣会社が実

施しているが、労働者の派遣契約期間を一定期間に定めようとするものである。派遣業界は、

これらの契約はしばしば常用雇用への「足がかり」となるものだとしている。Forde

（2001）は、これらのスキームが実際にどのように利用されているかを検証した。同氏は、

「テンポラリー雇用から常用雇用」のスキームは、テンポラリー雇用の期間を６週間から

13 週間に設定していることが多く、使用者は比較的長期間その派遣会社を利用しなければ

ならない。この期間中は、派遣会社は、労働者を提供する見返りに、正規の時間料金を確保

する。労働者が常用契約に切り替わった場合には、派遣会社も使用者から契約料を得ること

ができる。契約料は、一般的に、テンポラリー雇用契約中の賃金総額の 10-20％である。 

今回の事例調査では、このような「紹介予定派遣」スキームが定める期間を契約期間に

するように企業が求められているということは裏付けられなかった。自動車 A 社では、派

遣労働者が労働者全体の 10％を占めているが、派遣契約は期間の定めが無く、いつでも会

社が打ちきることができる（ただし実際には、契約期間は比較的長い）。しかしながら、派

遣から常用雇用に移行した場合に支払う料金の存在が、派遣契約の長さに影響を与えている

といういくつかの裏付けが得られた。同社は、派遣労働者を常用に切り替える時に、「派遣

から常用雇用への切り替え料金」を支払うことを望まず、この料金を回避するための対策を

講じていた。 

 

我々は、移行料を支払わないために色々な手を尽くした。当社は、常用従業員への

転換を前提とする契約で何名かの派遣契約の財務担当従業員を受け入れたが、これ

らの従業員を派遣労働者のままで維持することにより、切り替え料の支払いを回避

しようとした...当社は、このような料金の支払いを回避しているが、派遣会社とはか

なり良好な関係を保っているため、派遣会社は、これらの料金を徴収する権利を放

棄しても、当社との事業を継続することにかなり満足している（人事マネジャー、A

社）。 

 

４．非正規労働者のための雇用保証に関する法規制 

イギリスのすべての被用者と労働者には、全国最低賃金および労働時間規則をはじめと

する、様々な雇用上の基本的な権利が認められている（第３-２表参照）。加えて被用者には、

法定の傷病手当、雇用契約打ち切りの事前通知期間、産休・育休手当、不当解雇からの保護

といった権利が付与されている。一方、非正規労働者については、その形態により、雇用上

の権利はまちまちである。パートタイム被用者には、被用者としてフルタイム被用者と同等

の雇用上の権利が認められている。EU のパートタイム労働指令は、2000 年にイギリスに導

入されたが、パートタイム被用者に対し、フルタイム被用者と同等の待遇（例えば賃金につ

いて）を義務付けている。差別的待遇に対して使用者が「客観的に正当と認められる理由」
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を明らかにできる場合に限り、均等原則から逸脱することが認められる。これは実質的には、

差別的待遇の理由が個人のパートタイムとしての地位ではなく、事業上の目的を達成するた

めに必要かつ正当な方法であると使用者側が証明しなければならないことを意味している。 

EU 有期契約指令は、2002 年にイギリスの法律に導入された。この指令は、使用者と契約

を締結している有期、請負、季節および臨時従業員を対象とするものであり、（派遣労働者

を除く）テンポラリー雇用の労働者に対し、賃金およびその他のいくつかの労働条件に関し

て、比較可能な常用労働者と同等の待遇を提供しなければならないとするものである

（DirectGov 2009 参照）。派遣労働者には、全国最低賃金および労働時間規則が定める雇用

上の基本的権利が付与されている。今のところ、派遣労働者には比較可能な常用労働者と均

等の待遇を受ける権利は認められていないが、EU 派遣労働指令が導入されれば、派遣労働

者の権利が拡大される見込みである。指令は、派遣先企業で 12 週間継続して雇用された派

遣労働者に対して、均等待遇の権利を与えることになる（BIS 2010 参照）。2011 年にイギリ

ス全体で導入される予定である。 

雇用に関する法制度は、一般的に、自営業者を対象としていない。自営業者は、健康と

安全、また場合によって差別に関しては保護の対象となる。自営業者の権利と責任は、顧客

と締結する契約条件によって設定される。 

Green（2008）は、イギリスにおける有期労働指令の導入から２年間の影響を検証してい

る。同氏は、法規制に盛り込まれた「差別禁止」の規定と、有期契約の契約期間に対する厳

格な制限により、有期契約従業員の法的保護は改善されたと述べている。しかし、同氏によ

れば、臨時従業員の半数（使用者とは契約を結んでいないが実際には短期の有期契約で働い

ている）が、有期契約に関する規制の適用対象ではないことを指摘している（Green 2008）。

同氏はまた、派遣労働者を対象とした雇用保護について、他の労働者との格差が目立ってい

ると指摘している。  

 

 

第７節 非正規労働者と経済危機 

 

イギリスでは 2007 年以降景気が後退し、採用と選考に関する使用者の戦略や対策に影響

を及ぼしてきた。論者の多くは、リストラやレイオフ（一時解雇）によって非正規従業員が

最も大きな影響を受けるだろうと指摘している。これらの主張を裏付けるどのような証拠が

あるだろうか？ 本節ではまず、景気後退がイギリスの非正規労働者にどのような影響を与

えたかを見ることから始める。次に、イギリス企業が利用している人員調整の基準および今

回の景気後退時に出現した新たな調整戦略を検証する。最後に、労働組合が非正規労働者を

どのように組織化したかという問題を検証する。今回の３つの事例調査から得られた直接の

証拠と併せて、可能な限り補足的なデータも参照する。 
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１．イギリスにおける景気後退と非正規労働者 

全国レベルのデータ（第２節参照）は、景気後退が個々の形態の非正規雇用に異なった

形で影響を与えたことを示している。イギリスでは、テンポラリー被用者数は 2007 年半ば

に低下し始め、2008 年末に底を打った。しかしその後、2009 年から 2010 年初めにかけて、

テンポラリー被用者数は絶対数でも被用者全体に占める割合でも上昇している（ONS 

2009；BBC 2010）。自営業者の数は 2009 年を通じて増加し、特に、女性の自営業者の数が

急増した（Grice 2009）。フルタイム雇用を希望している労働者がパートタイムで働いている

「過小雇用」（under-employment）も、今回の景気後退期に増加した（BBC 2010）。 

第３-１３表は、景気後退の影響について示したもので、経済危機の前と最中の雇用の構

成の変化をまとめている。 

 

第３-１３表 雇用の変化（イギリス、2007・2009 年） 

（千人） 

 2007 2009 増減 

フルタイム被用者 18,964 18,261 -703 

パートタイム被用者 6,396 6,559 +163 

自営業者 3,821 3,888 +67 

テンポラリー被用者 1,485 1,434 -50 
注：フルタイムおよびパートタイム被用者とテンポラリー被用者は、重複している（フルタイムおよびパート

タイム被用者の中にテンポラリー被用者が含まれる）。 
出典：ONS（2010）、各年の労働力調査の 10～12 月の四半期データ 

 

 

２．労働力の調整と景気後退 

今回の３つの事例調査において、景気後退が非正規労働者に与えた影響は、事例によっ

て極めて異なっている。教育 C 社では、景気後退およびそれに伴う中央政府および地方政

府の予算削減により、一部の有期契約が更新されない状況に陥った。また例えば、派遣スタ

ッフや個人の請負業者を余剰人員として削減するなど、非正規労働者の利用を合理化しよう

とする動きが生じた。人事担当マネジャーは、人員削減が必要となれば、もちろんスキルや

業績など他の要素も重要ではあるが、「まずはじめに対象となる」のは通常はテンポラリー

雇用の従業員だろう、と述べた。しかし、景気後退時には常用従業員の採用が制限されるの

で、重要業務を遂行する方策として、テンポラリー雇用従業員や派遣従業員の利用を拡大し

たとも述べた。現在の経済状況では、柔軟性という点で、常用従業員としてだれかを採用す

るより、６カ月あるいは１年の有期契約で労働者を採用する方が、C 社にとっては都合がよ

い。 
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自動車 A 社では、景気後退に伴い仕事がなくなった。非正規従業員と正規従業員は、ほ

ぼ同様の影響を被った。 

従業員数基準が削減され……したがって、当社は……2 回にわたって剰員整理解雇を

実施し、いくつかのディーラー契約を打ち切った……有期契約、派遣、常用従業員

とも、削減された人数が占める割合はほぼ同じである。（人事マネジャー、A 社） 

 

同社が、派遣労動者を期間の定めの無い長期契約で利用するという戦略は、こうした労

動者の多くが企業特化したスキルを獲得したことを意味している。このため、これらの労働

者を引き留めようとするインセンティブが働いたのである。 

 

……だから我々は、派遣労働者をまず削減しようとするわけであるが、しかし、必

ずしもいつもそうだとは限らない。なぜなら、すでに当社で 10 年間働いている人た

ちもいて、彼らは私たちに必要なスキルを身につけているわけで、こうした人を削

減するのは難しい（人事マネジャー、A 社） 

 

食品 B 社は、景気後退期にも仕事が増えたため、積極的に従業員を採用しつづけていた、

と述べた。 

 

３．人員調整メカニズムに見られる新しい変化 

景気後退期に、従来型の人員調整メカニズムを変更した企業の例が多くみられ、そうし

た中には非正規労働者の利用に影響を与えたものもあった。例えば 2009 年 1 月、スウィン

ドンにあるホンダ工場では、自動車需要の大幅な落ち込み後、4200 人のテンポラリー従業

員と常用従業員全員が、４カ月間のレイオフの対象となった。同社は 2009 年 6 月に製造を

再開した。2008 年 11 月、British Telecom では１万人の労働者がレイオフされたが、これら

のほとんどが派遣従業員とテンポラリー雇用従業員であった。イギリスの現行法では、これ

らの労働者は剰員解雇手当を受け取る資格が与えられていない。カウリーにある BMW の工

場では、2009 年 2 月、850 人の派遣労働者が剰員解雇手当を支払われずに他の従業員に先ん

じてレイオフされた（Bowcott and Hencke 2009 参照）。 

2009 年に CBI が行った調査には、使用者の景気後退への対応に関して、もっと一般化が

可能なデータがある（CBI 2009 参照）。704 社を対象としたこの調査から、ほとんどの使用

者が、次回の賃金改定で、賃金凍結（55％）あるいは賃上げ率の抑制（39％）を計画してい

ることが明らかになった。賃金凍結の計画は、建設業、小売業、製造業で最も一般的であっ

た（CBI, 2009）。使用者の３分の２が、事業の一部あるいは全てにおいて採用凍結を行って

いた。大多数の企業が、景気後退への対応策として勤務パターンを変更していた。回答者が

導入した勤務パターンの変更で最も多かったのは、より柔軟な働き方（45％）、超過勤務の
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削減（43％）、派遣労働者の利用削減（33％）、勤務シフトの削減（26％）、派遣労働者の利

用の一時中止（25％）であった。これに対し、14％の回答者が有期契約労働者の利用を拡大

したと答えた（逆に利用を減らしたのは 10％）。さらに、7％が派遣労働者の利用を拡大し

たと回答した（全てのデータは CBI 2009 より引用）。結局この調査からは、使用者の景気後

退への主な対応策は、非正規労働者数の削減であったことがうかがえる。ただし、非正規労

働者の利用を増やした企業の例もあった。 

 

４．労働組合と非正規労働者の組織 

非正規労働者の組合加入状況に関する証拠は既に紹介したとおりである。データからは、

非正規労働者が正規被用者に比べて組合加入率が低いことが明らかになっている。Heery

（2009）は、非正規労働者に対する労働組合の戦略の詳細な分析結果を提供している。これ

によれば、多くの組合がこれまで、非正規労働者に反対する戦略を掲げてきた。組合と会社

が組合員のために合意した労働条件を弱体化させるという理由である。Heery は、組合の非

正規労働者に対する立場を 4 種類に区分している。すなわち、「排除」、「従属」（非正規労働

者は準会員としての資格を持ち、組合員としての権利は制限される）、「包摂」（非正規労働

者も他の組合員と同等の権利を付与される）、「関与」（非正規労働者と正規被用者の権利は

異なり、効果的な組合参加のため専門職組合としての構造を有している）である（Heery 

2009）。Heery は、イギリスの労働組合が、非正規労働者の排除や従属から、包摂や関与に

方針転換しつつあることを指摘している。しかし、この Heery の調査から、テンポラリー被

用者の意見を代表するために特別の活動を実施している組合はまだ少数に過ぎないことも明

らかになっている。この調査の対象となった組合のうち、有期および派遣スタッフ向けの組

合員費を定めている組合は 16％に過ぎない。また、派遣労働者用のパンフレットを作って

いる組合は 18％、派遣労働者を対象とした組織化活動を行っている組合は 18％にすぎない

（Heery 2009: 433）。 

 

 

第８節 結論 

 

１．主なテーマ 

本論は、イギリスにおける非正規労働について分析したものである。使用者を対象とし

た調査（例えば 2004 年職場雇用関係調査）からも、世帯調査（労働力調査など）からも、

非正規労働の利用が増えているという明確な傾向は見られなかった。イギリスのパートタイ

ム労働者は、ここ 40 年間で着実に増加している。現在の景気後退期にパートタイム労働が

増加しているという、主に聞き取り調査による一部のデータがあるが、このような雇用方法

は女性に多い。この傾向は、使用者の戦略というよりむしろ、廉価な保育所などの支援が限
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られているという状況の中で、労働市場への女性の参入率が上昇していることが、この傾向

をけん引していると考えられる。それと同時に、供給側における労働力のセグメント化が、

短時間の仕事を提供する機会を企業に与えているということであり、従来から、このような

働き方をする場合の労働条件は劣悪である。後者の問題については、EU 指令を受けて導入

された均等待遇の法規制が、解決の道筋をつけるべきであるが、我々が指摘したように、職

種による分断が直接的な賃金差別と同程度に、パートタイム労働に関する問題の多くを生ん

でいるといえる。 

自営業者についても、イギリスでは明確な傾向は見られない。最大の変化は、パートタ

イムの自営業者の増加であるが、しかし全体にとっては依然としてわずかな割合にすぎない。

それよりも、自営業という働き方は、今なお伝統的な職種や業種に集中している。テンポラ

リー雇用は近年、さらに多様性を増している。理由のひとつは、テンポラリー雇用という働

き方が（臨時、有期、派遣など）多くの種類に分かれていることによる。有期契約（および

一定程度は派遣労働についても）の牽引役は、公共部門である。このことも、民間企業の戦

略に急激な変化がなかったことの裏付けとなる。しかし、テンポラリー雇用の分野では、派

遣労働者の利用が増加しており、既に取り上げたように、移民労働者の利用が増加している

との証拠がある。 

全体的には、本レポートは、イギリスにおいて、非正規労働は（例外なくというわけで

は全くないが）劣悪な労働条件をしばしば伴うことを明らかにした。企業側が柔軟性とコス

ト削減を望み、客観的に見て労働者側が犠牲になるというこの緊張関係が、規制をめぐる議

論を後押ししている。最後に、こうした問題のいくつかについて、その概要を簡単に述べる。 

 

２．今後の議論 

イギリスの非正規労働に関して現在大きな議論となっているのは、EU 派遣労働指令の導

入を巡る問題である。この指令は、EU レベルでの成立にも（最終的に 2008 年の欧州議会

で採択）、その後のイギリス国内での法整備にも、長い時間を要した。さらには、EU レベ

ルでの採択の遅れは、イギリスの閣僚がこの合意の認定に消極的なことが一因であった

（Countouris and Horton 2009 参照）。イギリス国内の派遣企業の使用者団体である REC は、

EU レベルおよびイギリス国内での議論の間じゅう、強力な反対キャンペーンを行ってきた。

REC は、派遣労働により、労働者と企業の両方に柔軟性が提供されているとして、労働市

場の参入者に対して派遣労働が果たす役割を強調してきた（REC 2009）。しかし、これに反

対して、労働組合も同じように強力なキャンペーンを展開し、派遣労働契約の不当性やしば

しば生じる低賃金や差別の問題を強調してきた（TUC 2009a 参照）。 

最終的に、大きな政治的圧力をうけて、政府は 2008 年 1 月に、政府と TUC、CBI の間で

の合意を前提に、法案の欧州議会での可決を認めるとして、このための三者協議の開始を発

表した。この協議と合意の後、2010 年 2 月 1 日に政府は、「委任立法」（ statutory 
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instrument）により、議会に対して 2010 年派遣労働者規則を提出した。40 日間に反対動議

が提出されて無効とならなければ、この 2010 年派遣労働者規則は法律となり、EU 指令が

導入されて、派遣労働者は、所与の仕事に 12 週間勤務すれば、その後は、企業に直接雇用

された従業員と同等の賃金、休暇、その他の基本的な労働条件を保証される権利が付与され

る。これまでのパートタイム指令と有期契約指令の場合と同様に、この法律は、今回のレポ

ートの対象となった非正規労働者が被っている格差の一部を解消するための方法となるはず

である。しかし、これらの規則はイギリスの労働法において明確に抜け落ちている非正規労

働の問題に対応しているが、しかし、第１節でとりあげたように、イギリス労働法の根幹に

いまだに残り、労働市場において非正規雇用が劣悪な雇用と結びつくことを許している、基

本的な部分での混乱を解決するものではないと思われる。 
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附属資料 
 
附表 A1:テンポラリー雇用および常用被用者の特徴を説明するための統計データ：2008 年イ

ギリス労働力調査総合データ、平均値  
  自営業者 テンポラリー被用者 

 常用 
被用者 

自営業者

派遣以外

自営業者 
派遣 派遣 有期 季節・臨

時 

その他の

テンポラ

リー雇用

性別        
女性 0.49 0.27 0.21 0.48 0.56 0.55 0.56 
男性 0.51 0.73 0.79 0.52 0.44 0.45 0.44 
年齢        
16-19 0.05 0.01 0.01 0.07 0.06 0.35 0.12 
20-24 0.10 0.03 0.06 0.23 0.16 0.24 0.21 
25-29 0.12 0.07 0.14 0.18 0.14 0.06 0.11 
30-34 0.11 0.09 0.11 0.10 0.11 0.03 0.07 
35-39 0.12 0.13 0.15 0.09 0.12 0.04 0.09 
40-44 0.13 0.15 0.14 0.07 0.10 0.05 0.06 
45-49 0.12 0.14 0.12 0.08 0.09 0.04 0.08 
50-54 0.10 0.12 0.06 0.07 0.07 0.03 0.05 
55-59 0.08 0.11 0.06 0.06 0.06 0.04 0.08 
60-64 0.05 0.10 0.08 0.04 0.06 0.06 0.08 
65-69 0.01 0.04 0.05 0.01 0.03 0.04 0.03 
70+ 0.005 0.02 0.03 0.00 0.01 0.02 0.02 
人種        
白人 0.92 0.91 0.87 0.83 0.87 0.88 0.83 
アジア系 0.02 0.02 0.04 0.07 0.06 0.06 0.07 
黒人 0.04 0.05 0.03 0.06 0.03 0.01 0.02 
その他 0.02 0.02 0.06 0.05 0.04 0.04 0.07 
既婚者 0.55 0.66 0.60 0.32 0.47 0.28 0.42 
子供        
年齢 0-4 0.14 0.15 0.19 0.09 0.11 0.06 0.10 
年齢 5-18 0.33 0.33 0.31 0.23 0.30 0.44 0.29 
最高学歴        
学位取得 0.24 0.23 0.27 0.26 0.45 0.15 0.29 
学位以下の高等教育機

関卒業資格 
0.10 0.08 0.11 0.09 0.09 0.06 0.13 

A-レベル（全国統一試

験合格） 
0.23 0.27 0.22 0.19 0.19 0.33 0.20 

GCSE（義務教育修了

者） 
0.23 0.17 0.16 0.18 0.13 0.24 0.17 

その他の資格 0.12 0.13 0.16 0.21 0.11 0.12 0.12 
資格なし 0.08 0.11 0.08 0.08 0.03 0.10 0.08 
フルタイム 教育 0.04 0.01 0.01 0.07 0.08 0.41 0.15 
勤続期間 (月数) 95 138 75 15 38 29 47 
FT 以後 1年 0.02 0.004 0.01 0.06 0.06 0.06 0.06 
FT 以後 2年から 5年 0.09 0.03 0.08 0.19 0.14 0.09 0.13 
FT 以後 5年以上 0.85 0.96 0.90 0.66 0.71 0.42 0.65 
過去 3 カ月以内に剰員

整理を経験 
0.002 0.002 0.004 0.02 0.01 0.005 0.01 

パートタイム 0.24 0.24 0.17 0.30 0.37 0.83 0.55 
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A1 つづき  自営業者 テンポラリー被用者 

 常用被用

者 
自営業者

派遣以外

自営業者 
派遣 派遣 有期  季節・臨

時 

その他テ

ンポラリ

ー雇用 
職業        
経営管理 0.16 0.18 0.08 0.01 0.07 0.01 0.08 
専門 0.13 0.13 0.24 0.10 0.33 0.05 0.21 
専門補佐 0.15 0.16 0.18 0.08 0.18 0.07 0.12 
事務 0.13 0.03 0.04 0.25 0.12 0.10 0.10 
熟練 0.08 0.30 0.22 0.04 0.03 0.04 0.05 
販売 0.08 0.02 0.02 0.04 0.13 0.18 0.10 
個人 0.08 0.06 0.05 0.10 0.05 0.12 0.13 
半熟練 0.07 0.08 0.10 0.15 0.03 0.04 0.05 
不熟練 0.12 0.06 0.08 0.24 0.07 0.39 0.17 
業種        
農業 0.01 0.05 0.01 0.004 0.01 0.02 0.004 
建設/鉱業/ガス・水道 0.07 0.24 0.25 0.06 0.04 0.03 0.05 
製造 0.13 0.06 0.08 0.17 0.07 0.04 0.07 
卸売/小売 0.16 0.11 0.04 0.07 0.06 0.20 0.12 
ホテル・飲食 0.04 0.03 0.01 0.02 0.01 0.21 0.06 
運輸 0.07 0.07 0.10 0.09 0.03 0.04 0.03 
金融 0.05 0.01 0.07 0.05 0.02 0.01 0.02 
不動産、ビジネスサー

ビス 
0.11 0.18 0.20 0.21 0.11 0.07 0.09 

行政 0.08 0.01 0.03 0.06 0.09 0.02 0.07 
教育 0.09 0.03 0.06 0.09 0.32 0.10 0.22 
医療 0.13 0.07 0.06 0.13 0.17 0.09 0.17 
その他共同体 0.05 0.12 0.11 0.04 0.08 0.17 0.08 
移民の地位        
イギリスに 2004 年以降

入国 
0.03 0.02 0.07 0.18 0.08 0.07 0.09 

出身国：旧 EU 0.004 0.00 0.01 0.01 0.02 0.005 0.01 
出身国: 新 EU 0.01 0.01 0.05 0.10 0.02 0.02 0.02 
地域        
London 市内 0.05 0.06 0.13 0.09 0.07 0.05 0.07 
London 郊外 0.07 0.09 0.17 0.08 0.08 0.07 0.07 
その他南東部 0.20 0.21 0.22 0.20 0.18 0.21 0.17 
人数 (加重) 
千人 

24,016,548 3,709,212 89,697 236,663 598,298 388,643 163,462 

注：労働力調査の 2008 年の四半期調査のプールドデータを用いた、著者による再集計。これにより、自営の派

遣労働者と被用者である派遣労働者を区別した分析が可能となった。なお、本文中で言及されている派遣労働者

についてのデータは、被用者である派遣労働者のみに関するものである。 
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第４章 米国における非正規雇用 
 

はじめに  

米国の非正規雇用に関する調査では、テンポラリー、パートタイム、コンティンジェ

ント（contingent）、フレキシブル、不安定、短期、インフォーマル、日雇い労働、呼び

出し（on-call）といったさまざまな用語が使用されている。こうした用語はどれも、急

速に変化している経済や労働力需要に対応した非正規雇用形態の多面的性質を把握しよ

うとする取り組みの中で用いられている。こうしている間にも変化し続け、再構成され

る労働形態を明確に定義するのは難しいが、これらの形態を調査するためには、まず非

正規雇用を、一時的な労働として構築され、職務遂行能力もしくは経済状況にかかわら

ず継続の可能性のないものと考えられている（Edwards & Grobar 2002）、フルタイム賃金

や給与に関連しない非規範的労働（Polivka 1996）として把握することから始める。

Kalleberg（2000）によれば、「1970 年代に始まった改革により、諸外国、諸組織、労働者

がさらなる雇用の柔軟性を求める状況が創出され」、結果的に、労働とはフルタイムで行

われ、無制限に継続し、事業主の指示に基づいて事業主の職場で行われるものと一般に

考えられていた「標準的な」雇用形態からの転換が進んだ（341-2）。  

米国の民間部門と公共部門の企業および事業主は、パートタイマー、テンポラリー労

働者、その他の非正規労働者を大いに活用することで柔軟性を増大させコストを削減し

ようとしている。労働者の中には、より大きな自律性と柔軟性を好む者は特にそうだが、

この種の雇用を選好する者（学生または母親など）もいるだろう。しかし、ほとんどの

非正規労働者は、厳しい労働市場に直面し、不本意ながらこうした仕事に就くか、また

は請求書の支払いをするために副業に就いている。明確に述べるなら、非正規労働の利

点は、不安定雇用、低賃金、福利厚生の欠如、さらにはより危険性の高い仕事によって

相殺される。結果として非正規雇用は不平等にさらされがちであり、安定した正規労働

者と非正規労働者（移民、マイノリティ、女性が多い）の間の労働市場における不平等

に寄与している。  

米国では、経済の再編、しばしばコンティンジェント労働と呼ばれるフレキシブルな

労働形態の出現とその増加など、複数の関連する変化が、今日の非正規雇用の拡大を説

明するうえで助けになる。加えて、米国の歴史上最も多いこの 30 年間の移民（INS 1999）

も、非正規雇用およびその他の非正規雇用形態に寄与している。グローバリゼーション

と地域経済の再編および大量の移民流入の結果、パートタイム労働、非熟練労働、日雇

い労働などのフレキシブルな労働を求める独特の労働市場が構築された。  

経済の再編は、働く人、働き方、労働の報酬に多大な影響を与えている。近年の米国

経済の変化と、その不均等な影響は十分に立証されている（Bluestone and Harrison 1986; 

Harrison and Bluestone 1988; Loveman and Tilly 1988; Noyelle 1987; Osterman 1988）。米国に
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おける経済の再編は、要約すれば 2 つの根本的な変化で説明することができる。第一の

変化は、一般に成長または衰退で示される経時的な産業の変化である。第二の変化は、

第一の変化に関連しており、産業の再編と産業変化の結果生じている新しい、または再

構成された仕事（パートタイム、人材派遣会社、コンサルタント、ホームオフィスを持

つ個人事業主、日雇い労働者など）である。若干の例外はあるものの、この２つの変化

が、労働市場の変化、特に、米国における非正規雇用に関連した変化を把握するための

枠組みを提供している。 

都市部における雇用の産業構成は、圧倒的多数を占めていた製造業からサービス、金

融、貿易、非耐久財製造を含む産業へと変化している。この再編を促進する理由の１つ

として、観光およびビジネス（金融、銀行、保険など）取引を拡大しているロサンゼル

ス、ニューヨーク、東京などの「巨大」都市または国際都市の出現があるが、主に、こ

の取引により、ホテル、娯楽産業、清掃業、食品産業のサービスを含む層経済（ tiered 

economy）が創出されている。同様に、サンノゼやボストンのような多数の小都市ではハ

イテク産業が大きく成長しており、またほぼ同等の効果をサービス産業にもたらして、

ハイテク産業労働者を満足させるとともに、家庭用サービスやその他のサービスを提供

する低技能労働者を雇用している。  

こうした変化により、砂時計型職務階層または分岐職務階層が生成されている。最上

位の職は、高給でより安定しており、強力な社内昇進機構があり、労働者に医療給付、

法定給付、退職手当などの慣行的給付を提供するという特徴がある。その他の職は、通

常不安定で、頻繁な労働移動の傾向があり、低賃金、（労働組合に加入しない限り）めっ

たに給付を受けないといった特徴がある。こうした広範な歴史的・現代的背景から、非

正規雇用の増加と発展についての理解を始めることができる。  

次節では、まず、非正規雇用形態の類型について述べ、非正規雇用形態の定義につい

て検討するが、最初に、非正規雇用の大半を占めている、広く受け入れられているコン

ティンジェント労働（contingent work）のカテゴリーから説明を始める。第 1 節では、コ

ンティンジェント雇用について述べた後、パートタイム、人材派遣会社、短期労働者ま

たは呼び出し労働者、独立請負人、インフォーマル労働の日雇い労働者を含むさまざま

な非正規労働形態の定義と説明の考察を行う。次に、第２節、非正規雇用の増加理由、

第３節、非正規雇用に就業する被用者の意志、第４節、常用雇用への転換のシナリオ、

第５節、均等待遇の問題、第６節、雇用の安定、第７節、現在の経済危機と非正規労働、

第８節、非正規雇用に関連した社会・政治問題―など、主要な問題に回答し、またその

背景を提示するつもりである。本論は、広範な文献のレビュー1と、サービス（ホテル）、

                                                  
1 本論で引用された文献は、2009 年および 2010 年初頭に収集された。文献内容のほとんどは大学研究者が

行った調査によるものであるが、報告書、ジャーナル記事、政府機関や労働省、労働統計局、その他の類

似機関などの政府機関で働く専門家のデータも含まれている。このレビューでは、リサーチ・シンクタン
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小売業（デパート）、製造（電機機械）産業2を代表する 3 社のキーパーソンに対する詳

細なインタビューに基づいている。  

 

 

第１節 非正規雇用形態  

 

１．コンティンジェント雇用（contingent employment）  

上記の雇用形態はその運用において時間的な計画性をもつ。コンティンジェント雇用

は、一時的性格との関係を特徴とするよりも、むしろ需要に条件付けられており、かつ

「労働者と雇用主間の連結の欠如」が明白な形態である点に最も特徴がある（Polivka & 

Nardone 1989）。多くの代替的労働形態は、条件付きの需要を伴い、アウトソーシングを

意味しているため、人材派遣会社のような場所を介して得た仕事は代替的労働形態およ

びコンティンジェント労働形態とみなされる。1989 年、労働統計局は、コンティンジェ

ント雇用の定義を「個人が長期雇用に係る明示的または暗黙の契約を締結していない仕

事」（Polivka 1996）としている。Kalleberg（2008）によれば、増加する米国事業所件数

が増加する中でのコンティンジェント雇用への移行は、アウトソーシング現象が産業の

領域を越え、ある種の不安、つまり、労働市場において労働者が感じる雇用の不安定さ

に寄与していることを示唆している。アウトソーシング現象は、国内や海外の飲食サー

ビスや清掃業務に見られる。「イラクにおけるブラックウォーター社の従業員などの傭兵

の利用」は、コンティンジェント雇用の制度化の拡大を示しており、雇用への不安を増

大させている。「なぜなら、コンティンジェント雇用は、われわれ全員を潜在的に代替可

能とするからである」（Ibid.）。  

コンティンジェント雇用形態は、工業の大量生産型企業における標準の中核的雇用関

係が、圧倒的に安定している労働（単一事業主で無期限のフルタイム雇用）から不安定

な労働（自営、パートタイム、派遣、下請）へと変化している主要プロセスで説明され

ている。Portes and Benton（1984）および Portes and Sassen-Koob（1987）による本主題に

関する初期調査では、第二次世界大戦後から 1980 年まで、ラテンアメリカはインフォー

                                                                                                                                                                
クおよび労働者の権利組織により公表された記事や報告書のデータも収集した。私は、不安定な労働、コ

ンティンジェント労働、フレキシブルな労働、テンポラリー労働、契約労働、自営請負業者、不安定な雇

用、パートタイム、非典型、非正規、経済改革、情報化などのキーワードを利用してインターネット検索

も行った。本報告書は、主に、労働政策研究・研修機構が提供した「欧州および米国における非正規雇用

に関する調査：概要」のアウトラインに沿ったものである。 
2 2009 年 10 月から、大規模電機会社、大規模デパート、有名ホテル会社の主要な経営陣に対して一連の

インタビューを行った。3 事業所はいずれも組合によって組織化されていなかった。私は、前ホテル組合

長の組合リーダーに対してもインタビューを行った。ほとんどのインタビューは一対一で行われたが、電

話でのインタビューも行われ、また補足的な聴取の一部は電子メールで行われた。インタビューは録音さ

れず、金銭的なインセンティブは提供されなかった。インタビューは 1 時間から数時間までまちまちであ

り、現地で行われた。インタビューの間、本報告書に使用された引用文の記録を含む、詳細なメモを取っ

た。 
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マルな自営も含む産業発展の急速かつ持続したプロセスを経験した。Tilly（1996:13）は、

労働力におけるパートタイマーの増加についても明確に立証している（前節を参照のこ

と）。最後に、コスト削減を図ろうとしている事業主は、人材派遣業者や請負会社などの

雇用仲介業者をますます利用しており、呼び出し労働者や独立請負人などの代替人材派

遣形態にますます頼るようになっている（Polivka 1996; Henson 1996）。  

このような、フルタイムや、単一事業主、長期労働における認識された3または実際の

変化、同時に「使い捨ての」または「オン・デマンド雇用」のテンポラリー労働者の増

加に伴い、コンティンジェント労働者（contingent workers）と呼ばれる新たな労働者カ

テゴリーが出現した。この用語は、一時解雇または特定製品に対する需要の急騰など、

サービスに対する当面の直接的需要がある場合のみ労働者を雇用するという管理方法を

表すため、1985 年4に作られた。同用語の最初の使用以降、パートタイム、人材派遣業、

従業員リース（employee leasing）、自営、アウトソーシング、ビジネスサービス部門の雇

用、在宅勤務を含む広範な雇用慣行に適用されている。また、インフォーマル経済にお

ける日雇い労働または企業家的労働などの、フルタイム賃金・給与に係る労働とは異な

る非伝統的労働形態を表すためにしばしば使用されている。  

この新規雇用カテゴリーの意味を理解し、予想される規模と影響に関する具体性を提

供するため、米国労働統計局（BLS）は 1989 年、コンティンジェント労働について次の

概念上の定義を行った。  

 

コンティンジェント労働とは、個人が長期雇用に係る明示的または暗黙の契約を締結し

ていない仕事、あるいは、最低労働時間が非体系的に変わる可能性がある仕事をいう。

（Polivka and Nardone 1989; Polivka 1996）  

 

ここでの焦点は、明らかに雇用保障と予測不能な労働時間に当てられている。BLS に

よれば、労働者と使用者の間の長期雇用に係る明示的または暗黙の契約を含まない労働

形態をコンティンジェント雇用とみなす必要がある。また、BLS は、コンティンジェン

シーという広範な範疇の下に、「代替的労働形態における労働者」という別のカテゴリー

も追加した。代替的労働形態における労働者とは、独立請負人、呼び出し労働者、派遣

労働者、請負会社からの供給された労働者、日雇い労働者―である。対照的に、こうし

た労働者は、現行の雇用に対して明示的または暗黙の契約を締結している場合と締結し

ていない場合がある。このように、非正規形態または代替的労働形態の労働者は、2 つの

                                                  
3 大半の研究で、労働者の全在職期間についていかなる変化も確認されていないとしても、法人の規模縮

小、生産の合理化、テンポラリー労働者の利用増加が報告されており、事業主の長期間の安定した雇用関

係に係る姿勢に多くの者が疑問を投げかけている（Polivka, 1996）。  
4 コンティンジェント労働は、米国議会下院政府運営委員会雇用住宅小委員会の証人喚問で、Audrey 

Freedman が最初に使用した。  
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別個のカテゴリーに入るが、必ずしも相互排他的なカテゴリーではない。  

BLS は、米国のコンティンジェント労働者の状況と人数をより適切に評価するために

各定義を操作化し、1995 年、1997 年、1999 年の人口動態調査補足調査から労働者数のデ

ータを収集した。結果的に、BLS は、各非正規労働形態間の重要な相違点、労働者の特

性、および非正規労働形態と伝統的労働形態間の相違点を初めて浮き彫りにした、この

種の労働力に関する最も広範で詳細なデータを有している。  

Cohany（1998）と Hipple（1998）は、各種非正規労働者間および伝統的労働形態の労

働者間に重要な差異を見出した。例えば、独立請負人と、請負会社により送り込まれた

労働者は、コンティンジェント労働階層のトップにいて、サービス業と建設業に集中し

ている。ハイレベルの幹部職、管理職、専門職を求めている事業主は、独立請負人を好

む可能性がある。独立請負人および請負会社により送り込まれた労働者はより高い週収

入中央値を示し、貧困ライン以下の労働者は最も低いパーセンテージとなった。これに

対し、呼び出し労働者と派遣労働者はサービス業、建設業、製造業に集中し、最も低い

週収入中央値を示し、貧困ライン以下の労働者のパーセンテージは最大だった。おそら

く、非正規労働者の最も共通する特性は、伝統的なフルタイム労働形態の類似労働者よ

りも低収入である可能性が高いということである。  

その他の研究者も非正規雇用労働者の定義に係る論議に加わっている。Spalter-Roth 

and Hartmann（1998）は、コンティンジェント労働を３つの側面から定義している。すな

わち、1)労働時間や就業期間に関して一時的または予測不能な労働スケジュール、2)し

ばしば低賃金（全体として、またフルタイムの常用労働者と比較して）で、福利厚生は

与えられないか、または不十分である、3)条件付きで恒久性のない雇用関係――の３点

である。Theodore and Mehta（1999）は、他の２つの非典型雇用形態またはコンティンジ

ェント雇用形態を含めている。すなわち、1)会社に雇用され、毎週フルタイム以下の労

働時間であり、短期雇用ではない正規パートタイマー。パートタイマーの中には、恒久

的にパートタイムの仕事に就いていることからコンティンジェント雇用とはみなしては

ならない労働者もいるが、条件付で雇用され、コンティンジェント労働の定義に含める

必要があるパートタイム労働者もいる。2)短期雇用の労働者で、限定された期間企業に

直接雇用され、かつ、支払いを受けており、その企業の作業場で労働し、企業により労

働の指示を受けている労働者。下表４-１は、本節に記載した定義に基づくコンティンジ

ェント労働の可能性を示すものである。また、定義に応じて、米国におけるコンティン

ジェント労働力の予想される規模に係る数値も示している。  
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第４-１表 非正規雇用およびコンティンジェント雇用 

雇用の種類  労働の解説  
1999 年総労
働力に対す
る比率 A 

2005 年総労
働力に対す
る比率 B 

BLS カテゴリー    
派遣労働者  人材派遣会社のために働き、当該人材派遣会社に

より他社で働くために配属される個人。
0.9 0.9

呼び出し労働者
および日雇い労
働者  

必要に応じてのみ労働を求められる個人、または
事業主が当日の労働を確保するために車で迎え
に行く場所で待機して仕事を得る個人（代理教師
および建設労働者）。

1.7 2.0

請負会社の労働
者  

契約に基づき、他社にサービスを提供する会社で
働く個人（警備、造園または人材派遣サービス）。

0.6 0.6

独立請負人  自身の顧客を得ており、商品またはサービスを提
供し、他の労働者を当該商品またはサービスに取
り組ませている個人（メイド、リアルター、児童
保育提供者、経営コンサルタント）。

6.3 7.4

その他のカテゴ
リー  

  

直接雇用テンポ
ラリー労働者  

特定期間の労働を確保するために会社が直接雇
用するテンポラリー労働者（季節労働者、特別プ
ロジェクトのために雇用された労働者）。

2.5 2.1

自営業者および
企業家  

独立請負人ではない自営業者（医師およびレスト
ランや店を所有している個人）。

4.8 4.4

標準パートタイ
マー  

特定の事業主のために週 35 時間未満の正規労働
を行い、賃金および給与労働者である個人。

13.2 13.2

条件付パートタ
イマー  

条件付でパートタイムの職に就いており、短期雇
用ではない個人。  

データなし  データなし

短期労働者  限られた期間、企業により直接雇用され、かつ、
支払いを受け、その企業の仕事場で労働し、当該
企業により労働の指示を受ける個人。

データなし  データなし

請負会社の労働
者（ leased 
workers）  

労働者派遣先の会社のために、通常、給与支払い
名簿、従業員福利厚生プログラム、その他の人的
資源機能を取り扱う請負会社（ leasing company）
（ そ の 中 に は 「 専 門 雇 用 主 組 織 (professional 
employer organizations）」と呼ばれているものもあ
る）に勤務する個人。

データなし  データなし

その他の雇用の
種類  

  

Spalter-Roth & 
Hartmann（1998） 

1) 労働時間・週に関して、労働スケジュールが
一時的または予測できない。  

2) （全体として、またフルタイムの常用労働者
と比較して）低賃金の傾向にあり、福利厚生
は与えられないか、または不十分である。  

3) 労働者と使用者の関係が条件付きで恒久性
がない。  

データなし  データなし

Thedore and 
Mehta（1999）  

1) 会社に雇用され、毎週フルタイム以下の労働
時間であり、短期雇用ではない正規パートタ
イマー。パートタイマーの中には、恒久的に
パートタイムの仕事に就いていることから
コンティンジェント雇用とはみなしてはな
らない労働者もいるが、条件付で雇用され、
テンポラリー労働の定義に含める必要があ
るパートタイマーもいる。  

2) 短期雇用の労働者で、限定期間、企業に直接
雇用され、かつ、支払いを受けており、その
企業の作業場で労働し、その企業により労働
の指示を受ける労働者。

データなし  データなし

A 出典：1999 年 2 月の BLS コンティンジェント労働補遺の GAO データ分析（2000 年）  
B 出典：2005 年 2 月の BLS コンティンジェント労働補遺の GAO データ分析（2006 年）  
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定義の違いから、当該労働力の規模と影響に関してさまざまな数値が出されている。

極端なものでは、派遣労働が 1984 年から現在までに創出された新規職の約 25%を占めて

おり（Cappelli et al. 1997）、人材派遣会社数は 1982 年以降 500%を超え著しく増加してい

る（Hirshman 1998）とする。Belous（1989）は、コンティンジェント労働者が労働力の

25%～30%を占めていると推定している。他方、Cohany et al.（1998）は、コンティンジ

ェントの派遣形態により雇用されている労働者は 2.2%～4.9%であると述べている。BLS

による「代替的労働形態」の定義を用いて、Polivka（1996）は、被用者全体の 9.9%がコ

ンティンジェント労働形態に入ると推定している。こうした 2 つの隔たりによって、コ

ンティンジェント労働が米国労働市場の中心的構成要素であり、伝統的な就業形態に挑

むものであるとも、コンティンジェント労働は労働市場に緩やかに影響を及ぼしている

だけであるとも考えられることになる。  

事業主は様々な理由でコンティンジェント労働者を使用している。Houseman（1996）

は、事業主がコンティンジェント労働者を雇用する主立った理由は、作業量の継続的な

変動に対処するため、一時的な欠員を埋めるため、従業員のパートタイム就業の要求に

応じるため、常用雇用する労働者の選別を行うため、賃金および福利厚生費を削減する

ため―などであることを明らかにしている。その他にも、事業主は、手当の支払いを回

避し、労働災害の補償費を削減し、労働組合を組織することを防止し、より簡単に一時

解雇できることなどの理由で、コンティンジェント労働者を使用することもある。最後

に、容易かつ柔軟に雇用できることが、コンティンジェント労働者による労働供給を特

に魅力的なものにしている。面倒な人事上の手続きは、派遣会社を介して、または単に

仕事斡旋所に車で立ち寄って、労働者を確保することで回避される。  

労働者もまたさまざまな理由でコンティンジェント労働に参加している。労働者の中

には、学校、家族またはその他の義務を理由としてフレキシブルなスケジュールを選好

し、この種の労働で与えられる柔軟性を確保するために、高額賃金ではあるが柔軟性の

ない労働を控えようとする者もいる。また、労働者の中には、追加収入を得るためにこ

の市場に参加し、他所でのフルタイム雇用またはパートタイム雇用を補完している者も

いる。しかし、依然として、安定した仕事を得られずにこの市場の労働によって常用雇

用に繋がることを希望している者もいる。  

 

２．パートタイム雇用  

かつて、米国のパートタイム労働は多くの者にとってフルタイムの安定雇用への通過

儀礼だったが、この数十年間のパートタイム労働の永続性と増加により、パートタイム

からフルタイムへの転換がますます難しくなっている。通常、テンポラリー労働者とみ

なされている米国労働力の四分の一のうち、パートタイマーが 80％、すなわち五分の四

を占めている。加えて、テンポラリー労働者の 40％がパートタイム時間労働を行ってい
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る（Plewes 1988）。パートタイム労働は、非正規労働の中で最も一般的な形態である。米

国のパートタイム労働の歴史は長い。例えば、1950 年代中期には、労働力の 12％がパー

トタイム労働だったが、1990 年代初期には 18％になっていた。20 世紀後半になるとパー

トタイマーが徐々に増加し、労働力全体のかなりの部分を占めるようになった。短期的

には、不況時にパートタイム雇用が増加し、景気拡大時に減少している。長期的には、

増加が減少を超過しているため、平均するとパートタイムの労働力の割合は 1950 年代以

降、毎年ほぼ 0.19％上昇傾向にある。パートタイム雇用の比率の長期的増加は、1970 年

代に最も急速であった（Tilly 1991）。  

パートタイム雇用に関して使用されるデータの大部分は、パートタイム雇用の個人ベ

ースの定義を使用した世帯データを基盤としている。米国労働統計局（BLS）は「パー

トタイム・スケジュール」で労働する者を、非経済的理由（法定休日または宗教上の休

日、休暇、一時的な病気、悪天候、労働争議、または、正規のフルタイム時間が週 35 時

間未満の職務を含む）でパートタイム労働を行っている通常のフルタイム労働者を除く、

通常週 35 時間未満の労働を行っている者としている。米国労働統計局（労働省）のデー

タを用いた下記のグラフは、これに関するデータ収集を開始した 1957 年以降の非自発的

雇用および自発的雇用を含む米国パートタイム労働を示している。  

 

第４-１図 米国パートタイム労働：非自発的雇用および自発的雇用（1957 年～至現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：労働統計局  

 

BLS は 1994 年まで「なぜ週に 35 時間未満の労働をしているのか」という質問に対す

るパートタイマーの回答により、自発または非自発に分類していた。その理由として、
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不景気などによる労働時間の削減、材料不足または修理、調査実施週内に開始または終

了した仕事、あるいはフルタイム労働を見つけられないためと回答している者は、非自

発的または「経済的理由によるパートタイム」とみなされ、それ以外は全て自発的とみ

なされた。1994 年、BLS は、フルタイム労働を望んでいない、またはフルタイム労働が

有効でないと回答した者も自発的として算入し始めた（こうした質問は過去には行われ

なかった）。BLS は、現況においてフルタイム労働を選好する者を非自発的なパートタイ

マーとして算入している。例えば、デイケアを見つけられないためにパートタイムでし

か労働することができない女性は、この基準では自発的パートタイマーである。  

米国では、多くの米国人にパートタイマーの経験があり、中学・高校ではモールでパ

ートタイムの仕事をしている可能性があり、大学でフルタイム課程を取りながらパート

タイム職に就いていることもある。実際に、1970 年頃までパートタイムの増加傾向は自

発的パートタイム雇用の拡大によって推進された。その理由として、パートタイムを望

んでいる若い女性（母親）とベビーブーム世代のティーンエージャーが労働力に流れ込

んだことが挙げられる。それ以降は、自発的パートタイム雇用の比率は停滞し、非自発

的パートタイム労働の比率が増加して上昇傾向となった（Tilly 1996）。パートタイム雇用

が、職種、柔軟性の程度、会社により提供される福利厚生に応じて、利益をもたらした

り、その逆になったりすることは疑う余地がない。  

「パートタイム」という言葉だけでも国によって異なるため、パートタイム雇用は狭

義の定義には向かない。例えば、35 時間未満の雇用は米国ではパートタイムとみなされ

ているが、英国では 30 時間の基準を用いている（Kalleberg 2000）。1970 年代以降の 20

年間にパートタイム雇用が再び拡大したが、拡大理由は、主にそのニーズと労働力の需

要の一致から、低コストと柔軟な人材を求める事業主の選好の達成へと移行した

（Kalleberg 2000）。フルタイム労働者には、十分な福利厚生、高給、常用職が確保されて

いることは広く知られているが、会社は、フルタイム労働者数を削減することで、パー

トタイム労働力と低賃金を増大させ、福利厚生を削減することができるほか、多くの会

社で、労働者に対する医療保障を排除し、雇用の柔軟性レベルを拡大することができる

（Carre & Tilly 1998）。パートタイム労働は、景気後退時に増加する傾向があり―やり繰

りに苦慮している会社にとって必然の動きである―、より多くの者が「非自発的に」こ

うした職を奪い合う。つまり、労働者はフルタイム雇用の確保を大いに好むが、理想と

は言いがたいが収入を生み出す労働形態で妥協する。Tilly（1996）は、非自発的パート

タイム雇用を、労働者が望んでいる仕事の半分に過ぎないという意味で半分の仕事と評

している。また、米国のパートタイム労働者の約四分の一は非自発的パートタイム労働

を行っており、そのほとんどがフルタイムの仕事を見つけられないことを理由としてい

る。同時に、数百万人のフルタイム労働者はパートタイム時間を好むものの、パートタ

イム時間を確保することができず、一方で、パートタイムの仕事を探しているために無
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職状態となっている者も数百万人いる。  

従業員向け福利厚生のレベルは低下しているものの、パートタイム雇用は本質的にコ

ンティンジェント労働とはみなされない。その理由として、パートタイム労働の大半が

正規であり安定していることが挙げられる。コンティンジェント雇用とは異なり、この

形態に必ずしも常に雇用の不安定さが存在するわけではない。このことは「1991 年 1 月

には、25 歳以上の全パートタイム労働者の半数が少なくとも 3.3 年間事業主に雇用され

ていたが、1995 年 2 月時点の 25 歳以上パートタイム労働者の平均在職年数は 6.8 年だっ

た」（Polivka 1996）という事実から明らかである。労働時間や福利厚生は制限されてい

ても、パートタイム雇用は長きにわたり、多くの労働者にとって継続的で安定した仕事

であった。  

過去 50 年にわたるパートタイム雇用の増加は、３つの主な要因に関連している。1)労

働供給の人口動態的変化。労働力の大部分を占める女性とティーンエージャー数の大幅

な増加を含む。2)労働需要の要因、すなわち例えば製造業から多数のパートタイマーや

フレキシブルな労働者を雇用する商業・サービス業などへのシフト。こうした産業が非

常に多くのパートタイム労働者を使用するのは、低賃金、低技能、高離職率の二次的労

働市場を利用している企業によって構成されているためである（Tilly 1996）。二次的労働

市場におけるパートタイムの仕事は、二次的パートタイム雇用の形態をとる。二次的パ

ートタイム雇用は、低技能、低賃金・福利厚生、低生産性、高離職率といった特徴を有

する。経営者は、低補償と柔軟なスケジュール調整を主な利点として挙げている。  

 

３．人材派遣  

パートタイム雇用と派遣雇用は両方とも時間的な削減・制限を伴うが、派遣雇用は、

派遣先企業のニーズによりフルタイム労働にもパートタイム労働にもなり、正規パート

タイム雇用よりも予測不可能である（Carre & Tilly 1998）。派遣労働者は、伝統的労働者

と同様にフルタイムで雇用されることが多く（Peck & Theodore 2001）、時間給である。

人材派遣会社は、派遣労働者の雇用、配置、賃金支払い、管理、終了に責任を負うこと

から、社内管理に関連した経費削減への取り組みの中、多くの会社がますます人材派遣

会社に頼るようになっている。人材派遣会社は、多くの産業の労働需要を満たす上でよ

り効率的で効果的になっており、「意欲的で、有能で、柔軟で、なによりも利用可能な労

働者の『適正なコンティンジェント』労働力供給へのアクセスを確保している」という

言葉でうまく表現されている（Peck & Theodore 2001）。人材派遣会社は、本質的に、労

働者の取り扱い、給与支払い問題の対応、労災保険の支払い、企業が直面する可能性の

ある労働者関連の障害への対処に係るリスクからの解放を請負う業務を行っている。加

えて、こうした雇用形態は、「伝統的労働者よりもコンティンジェント労働者の方が、よ

り大きな怪我、病気、死亡事故の危険度の高い仕事のアウトソーシング」となりうる
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（Cummings & Kreiss 2008）。人材派遣会社を利用している企業は、被用者を評価するこ

とが可能となり、結果として労働者の再雇用もしくは契約終了、また職場の労働者の増

員あるいは削減ができる。この種の労働形態により、派遣先企業と労働仲介人としての

人材派遣会社の双方が、人材派遣を介して与えられる自由と柔軟性から多くを得ている。 

一方、労働者にとっては必ずしもフレキシブルまたは有益というわけではない。労働

者は、斡旋された仕事を拒否する権利を有するものの、雇用機会を拒否できる経済的状

況ではない可能性がある。この場合、フレキシブルな派遣雇用は、経済的、社会的、政

治的脆弱性により、生活賃金や福利厚生に対する権利が抑制されている労働者にとって

それほど有益なものではない。ラテンアメリカ系人、アフリカ系アメリカ人および不法

滞在者は特に弱い立場であるため、人材派遣会社は低収入層に目をつけ始めた。人材派

遣会社は、シカゴのような都市における非正規雇用の求人を埋めるための豊富な労働源

を見つけ（Peck & Theodore 2001）、1960 年代以降、20 倍の雇用拡大を図った（Carre & Tilly 

1998）。  

人材派遣会社は主として労働者にほぼ最低賃金の現場労働を割当てている。人材派遣

会社は、軽作業や工場労働、荷物の積み下ろし、倉庫労働を含め、ホワイトカラー、ピ

ンクカラー、ブルーカラーの職種にますます多様化している（Theodore 2000; Kerr & Dole 

2001; Roberts & Bartley 2002; Southern Regional Council 1988）。人材派遣会社は、板張り窓

付きの建物内の仕事斡旋所または近隣の事務所に設置されている（Peck & Theodore 

2001）。事務所の立地や派遣労働の種類によるが、参加者の多くは不法滞在者、最近移住

した者、教育水準の低い者である。しかし、参加者には移民以外の者、女性および相当

数のホームレスも含まれている。この労働市場への参加者は立場の弱い人々で、搾取さ

れている（Southern Regional Council 1988; Theodore 2000; Kerr & Dole 2001; Roberts & 

Bartley 2002; Tolchin 2001）。米国では、人材派遣会社（すなわち Kelly Girls）は少なくと

も第二次世界大戦時から存在しており（Rogers 2000）、現在、米国で大量の派遣労働力を

提供している。  

人材派遣会社は、この 20 年間に都市部で急増しており、低所得層の多い地域に引き寄

せられている。その理由は、廉価かつフレキシブルで容易に利用可能な大量の労働供給

である。例えば、シカゴの都心部近辺の人材派遣産業は、ラテンアメリカ系人とアフリ

カ系アメリカ人コミュニティーに浸透しており、柔軟な労働力の活用を強く望んでおり、

最大の「現地事業主」となることも多い。人材派遣会社は、ホームレス施設や福祉事務

所など、低賃金労働者を確保できる場所の近くに会社を設置する（Theodore 2000; Peck & 

Thoedore 2001; Parker 1994; Oehlson）。利用可能な大量の余剰労働と臨時の日雇い労働需

要にもかかわらず、人材派遣会社を介して参加している労働者の多くは毎日の仕事を確

保しておらず、最低賃金程度のみを稼いでいる。この産業は、長時間、低賃金、過酷な

仕事を典型的な特徴としている。労働者は通常夜明け前の午前４時または午前５時に地
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域の人材派遣会社に到着し、仕事の斡旋を待ち始める。仕事斡旋所の中には、３交代制

を組織して、１日 24 時間労働者を派遣しているところもある。多くの労働者は需要に応

じてクライアント先に派遣されるまで、数時間待機することが多い。結果的に、雇用は

不安定となり、この市場の参加者が定期的な仕事を確保するのはまれである。斡旋を受

けたければ、仕事斡旋所（hiring site）で待機しなければならない。労働者はいくつかの

異なる基準に基づいて派遣される。すなわち、人材派遣会社と仕事割当のシステム、労

働者の経験、派遣担当者の裁量（労働者は困難な反復労働の斡旋を受け入れることで、

事業主から信頼され、好ましい評価を受けることにより、この裁量に影響を及ぼすこと

ができる）である（Peck & Theodore 2001; Roberts & Bartely 2002）。  

人材派遣会社での求職は、優遇される参加者や、この種の労働に求められる特性要件

に関する明確な規則によって高度に構造化されている。例えば、人材派遣会社の中には、

書類によって労働者を優遇するところもあれば、不正書類にはほとんど留意しないか、

または書類を全く必要としないところもある。多くの人材派遣会社は、特定の階層、技

能、社会的背景、民族集団から労働者を採用するという明確な理由で対象地域に設置さ

れており、シカゴでは外国生まれのラテンアメリカ系人（Peck& Theodore 2001）、南部で

は地方・都市のアフリカ系アメリカ人が選好され（Southern Regional Council 1996）、ツ

ーソンおよびシカゴでは立場の弱いホームレス労働者が好まれる（Roberts & Bartely 

2002; Theodore 2000）。一部の熟練労働者は、他の労働者よりも熟練労働の確保に有利で

ある場合もあるが、ほとんどの求職者は、製造部門や倉庫部門の組み立て労働、手作業

の包装、材料の移動、その他の熟練を必要としない現場労働を行っている。人材派遣会

社を介して仕事を求める日雇い労働者の大量供給、比較的低い熟練要件の仕事、日々の

仕事の確保の難しさなどから、この市場の労働者は代替可能であり、このためこうした

仕事をめぐって盛んに競争する。  

人材派遣会社は、経済的に停滞しているスラム街の板張り窓付きのうらぶれた店舗を

占有することが多い。事務所は狭く、広い部屋が１室あるだけで、その四分の三が労働

者用の席で満たされており、四分の一は労働者と分離され、派遣担当者用の事務所とな

っている。粗末で手入れされていないことが多い仕事斡旋所は、大勢の底辺労働者やす

ぐにも働ける労働者で、人材派遣会社によって確保される仕事に望んで従事する者が居

住するコミュニティーに多数存在している。人種による居住地域の分断が多くの論文か

ら明らかになっている（Massey & Denton 1993）シカゴでは、人材派遣会社は広範に設置

されており、非常に目立っている。Peck と Theodore（2001）は、シカゴ市の人材派遣業

の場所を示した地図を作り、人材派遣会社は立地戦略から、意図的に大多数のアフリカ

系アメリカ人の住む地域を回避して大勢のラテンアメリカ系人の住むエリアを選択して

いると主張している。その結果、人材派遣会社は、事実上非ラテンアメリカ系人に対し

て差別を行っており、事業主が求めている人種的・出生的選択を確保すべくおおざっぱ
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な予備選別と斡旋を行っている（Peck & Theodore 2001）。人材派遣会社がラテンアメリ

カ系人の住む地域に位置していることは、労働市場の不平等の反映であるとともに、こ

れを推し進めている。こうした場所は、「いかなる手段」によっても働き口を求めるラテ

ンアメリカ系の移民労働者を好ましい予備労働力（hiring pool）として強化する役割を果

たす。人材派遣会社は、アフリカ系アメリカ人男性は雇用に適さない、または働きたが

らないというステレオタイプを強めているほか、複数の地域でラテンアメリカ系人の雇

用の機会を改善しているため、ヒスパニック地区、スラム街、郊外間の空間的ミスマッ

チが悪化している。  

また、人材派遣会社は多様であり、大規模な全国企業のフランチャイズ事務所、地方

のより小規模な民間営利事務所、および、通常はホームレスまたは移民の権利支援組織

によって運営される非営利組織がある。それぞれの規模、目的、場所は、労働者に向け

てさまざまな組織的慣行や待遇を行っていることを示唆している。例えば、非営利組織

は、仕事斡旋所からの移動、設備の使用または設備の賃貸、小切手の現金化などのサー

ビスに対する「就業経費」（cost-of-working）手数料や、一般に事業主に対して請求され、

人材派遣会社に係る諸経費として割引かれる規定の手数料（standing fee）として、小額、

定額の徴収、もしくはまったく徴収をしない。こうした組織は、支援組織または救済組

織が運営しているため、事業主に請求される手数料の大部分が労働者に割り当てられる。

従って、１時間あたりの平均賃金が他の営利的な仕事斡旋所よりも高くなる。  

全国および地域の営利的仕事斡旋所は、労働者に対して非常に搾取的な雇用関係にあ

り、労働者の日々の小切手について現金化手数料を定期的に請求し、仕事斡旋所までの

送迎に料金を要求し、設備の利用に対する前金と手数料を要求し、一般に、最低賃金の

みを支払う（Southern Regional Council 1988; Kerr & Dole 2001; Roberts & Bartley 2002; 

Tolchin 2001）。アリゾナ州ツーソンでは、正規の日雇い労働の仕事斡旋所のクライアン

ト（事業主）に対して請求される典型的な手数料は、最低賃金またはほぼ最低賃金の労

働者に支払われる賃金の 100％である（Roberts & Bartley 2002）。同論文はまた、人材派

遣会社の組織形態により、実質賃金として得られる所得が部分的に影響を受けており、

非営利の仕事斡旋所を通じて仕事に就く場合に大きなプラスの効果をもつことを明らか

にしている。これに対して、（この結果は、統計的に有意ではなかったが）企業系列の人

材派遣会社の仕事は実質賃金を減少させるとみられる（Roberts & Bartley 2002）。  

人材派遣会社発祥の地シカゴ（Moore 1965）では、仕事斡旋所間の競争が激化してお

り、利益幅の圧縮やコスト削減圧力の要因となっている（Peck & Theodore 2001）。ツー

ソンの寡占的人材派遣業とは異なり、100％までの利幅率は存在しない。シカゴでは、文

字通り数百の人材派遣会社が都市や郊外に点在しているため、完全な競争産業となって

おり、人材派遣会社がお互いに反応し競争するにつれ、利益幅が縮小している。その結

果、賃金は予想に違わず低く、ホームレス労働者の圧倒的多数（82％）の時間給は 5.50
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ドル以下で、定期的に労働している者の所得も年間 9,000 ドル以下である（Theodore 2000）。

Kerr and Dole（2001）および Roberts and Bartley（2002）は、類似の賃金を報告、「勤務」

手数料（"duty" fees）と税金が実質賃金を下げる要因であると述べている。  

正規の仕事斡旋所で仕事を得る労働者の賃金は、屋外の日雇い労働市場における労働

者よりも低い（この種の非正規雇用に関する説明は下記の参照のこと）。しかし、労働者

が人材派遣会社を介して契約する仕事の頻度、すなわち男女の労働者が典型的な週当た

りどの程度頻繁に派遣されるかは不明である。Roberts and Bartley（2002）が示している

ように、人材派遣会社の組織構造は実質賃金に影響を及ぼしている。しかし、地域また

は都市の賃金格差、また都市内部での人材派遣会社の空間的・地域的分布による賃金格

差についてはほとんど知られていない。  

 

４．短期雇用および呼び出し雇用  

Kalleberg（2000）によれば、短期雇用は、労働者と企業間の有期契約を含み、また呼

び出しに基づく雇用関係もこれに含めることができる。この形態は、直接的な雇用関係

に基づいており、人材派遣会社の形態における、企業、労働仲介人、労働者間の三角関

係とは異なる。短期雇用または呼び出し雇用形態は、主に季節的雇用、またはプロジェ

クト完遂を目的として実施されるものである（Kalleberg 2000）。呼び出し雇用は代理教師

からケータリング、ベビーシッター、看護に至る。こうした雇用は、事業主またはクラ

イアントによる労働者の直接雇用に関連しているが、Polivka（1996b）によれば、人材派

遣会社はますます広範な産業に対して労働とサービスを提供しているため、会社が直接

短期労働者を募集せずに、徐々に労働仲介業者を選択していくという移行が起こってい

ることは容易に想像される。  

 

５．独立請負人 

独立請負人が提供するサービスが臨時（contingent）であり、仕事を依頼している雇用

主または依頼者および要求レベルに応じて業務を変更しなければならないため、コンテ

ィンジェント労働者とみなすことができる。但し、ほとんどの独立請負人は企業家の性

格を有し、自営で、代替的労働形態を維持しているとみなされている。したがって、「コ

ンティンジェント労働者とは対照的に、代替的形態を有する者は、現行の雇用に係る明

示的もしくは暗黙の契約を締結している場合と、締結していない場合がある」（Copeland, 

Frostin, Ostuw & Yakoboski 1999）。独立請負人は、コンティンジェント労働形態やその他

の代替的労働形態の労働者に比べ 50,000 ドル以上の家族収入を得ている可能性が高く、

かつ、大学院の学位を有している可能性が高い（Ibid.）。  

日雇い労働者のようなインフォーマル労働者は、「独立請負人」に誤分類されることが

多い。これは搾取的な目的にかない、また公正かつ十分な賃金、雇用の確保、安全保護
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に係る労働者の権利を否定する誤った分類である。このことは、コンティンジェント雇

用の流動的定義、雇用の不安定さを利用しようとする事業主の意欲、労働者の脆弱性、「独

立請負人」という肩書きを明確に定義しようとする明示的かつ一貫した政策の欠如に関

連していると筆者は考える。「独立請負人」は、明確に定義されていないため、誤分類さ

れた労働者の保護の確立を求める者は、真の独立請負人と契約社員とを区別するための

「被用者」（employee）の定義に関心を寄せている。つまり、基本的に社員とは「事業主

が仕事の指示または管理を行い、賃金に関する詳細な申告と社会保険料負担の義務を有

する者」（Simmons）である―納税義務は事業主が社員を誤分類するもう 1 つのインセン

ティブである。事業主の 38%は、労働者の補償保険および/または福利厚生費を回避する

ために「社員を独立請負人に誤分類している」と推定される（Kalleberg 2000）。  

 

６．日雇い労働雇用 

日雇い労働はおそらく、最も不安定なコンティンジェント雇用形態のひとつである。

Valenzuela（2003）によれば、「日雇い労働の正式な定義はないが、同用語はおおむね、

労働の危険度・不快さ、手当やその他の一般的な職場における福利厚生の欠如、毎日の

求職によって区別されるテンポラリー雇用の一種を示唆する際に使用される」（308 ペー

ジ）。この労働形態は、不法滞在のラテンアメリカ系男性がしばしばその多くを占め、い

ずれの場合も非合法であるが、フォーマルまたはインフォーマルの形をとる。多数の人

材派遣会社が、日雇い労働の仕事斡旋所としてスラム街に進出し、主に建築仕事や塗装

といった現場の重労働において、日雇い労働者とクライアントをマッチングさせている

（Valenzuela 2003）。不法滞在者であることや、教育水準の低さ、米国に移住して日が浅

いことなどから、日雇い労働者は極めて立場が弱く、低賃金、賃金不払い（wage theft）、

虐待、現場での置き去り、その他様々な形でしばしば搾取を受けている（Peck & Theodore 

1998, Theodore 2000, Valenzuela 2003, Cummings & Kreiss 2008）。  

さらに具体的にいえば、日雇い労働は、男性（および若干の女性）が街角、空き地、

ホームセンターの駐車場、レンタルトラック店、ペンキ屋に集合して、臨時の日雇い労

働を求める産業である。この種の労働は、低収入労働者やラテンアメリカ系移民が多く

集まっている米国各都市で増加しており、その傾向はますます如実に現れている。日雇

い労働は不安定で低賃金であり、ほとんどの労働者は、週に１日か２日の仕事しか得ら

れず、賃金は１時間あたり８～１０ドルである。日雇い労働者が行う労働は、危険で汚

い場合が多く、ほとんどが建設、造園、引越し、解体、塗装の仕事である。若干の調査

を除き、この労働市場についてはほとんど把握されていない。調査が難しい理由として、

日雇い労働者が自由に出入りすること、連邦機関が日雇い労働を十分に定義していない

ために正確な数がわからないこと、こうした労働者の大部分が外国生まれで、滞在許可

のないラテンアメリカ系人であることが挙げられる。  
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男女が公共の場に集まり仕事を探すという慣習は、少なくとも封建的都市が本来商業

の場であった中世まで遡る。12 世紀のイギリスでは、労働者は雇用されることを目的と

して日々の市場や週に１度の市場に集まった。法律により、商人の町での公設市場の開

放は制限され、農業労働者（現場監督、農作業者、荷馬車の御者、羊飼い、豚飼い、牛

乳屋、草刈り）に対し、「プライベートではなく公の場で」雇用されるためには道具を持

参して現れるべき旨が定められた。19 世紀初期から中期の米国では、建設作業員から募

った日雇い労働者が、鉄道会社の線路補修作業員として働いた。（しばしば建設の仕事か

ら離職した）臨時雇い労働者（casual workers）は、高い技術を必要としないさまざまな

職位の仕事を行った（車掌助手、線路補修作業員、補給所作業員、非常時の消防員、除

雪作業員、機械工助手）。こうした作業員の中には、最近移住した移民もいた。西部では

中国人やメキシコ人、東部ではドイツ人やアイルランド人がいる。1788 年から 1830 年ま

で、多数の日雇い労働者（当時はスタンドアップと呼ばれていた）は波止場地区で働き、

ニューヨーク市のアイルランド人男性労働者の半数以上が日雇い労働者だった。1834 年、

「仕事を求めている者が、労働者を求めている者と会うことができる場所が、ニューヨ

ークの市道脇に設置された」。この労働交換は男女共に行われ、女性の雇用（主にアフリ

カ系アメリカ人）は、家事労働市場部門に集中した。  

少なくとも19世紀中葉のニューヨークおよびその他の北東港湾における労働者選定場

所では、男性の集まりの中から任意と思われる選択により１日または半日（最低４時間）

の港湾労働者を雇用するシステムが取られた。このシステムに基づき、仕事を求めてい

る港湾労働者が毎朝強制的に港湾に集められ、一般に、１日労働または４時間交代制労

働に係る労働者選択時に、円形または U 字形になって周りに集まるよう合図され、雇用

主任からの「労働者の選定」呼び出しを待った。仕事を求める男性の人数は、概して就

くことのできる仕事の数を超えていた。  

（少なくとも 1970 年代初頭以降の）現代の日雇い労働は、過去の日雇い労働と大した

違いはない。参加者のほとんどが最近移住した男性であり、仕事は主に建設業である。

女性が参加している範囲での日雇い労働は、主に家政婦である。数千の労働者や労働者

の事業主にとって、米国およびそれ以外の場所での日雇い労働の増加と発展には極めて

現実的な意味がある。伝統的な雇用形態を差し控えたいと考えており、かつ「正規」の

雇い入れのための時間と費用のかかる活動を好まない事業主に対して、最も単純な形態

の日雇い労働者は明確なサービスを提供する。日雇い労働者の雇用による利益は明白で

ある。日雇い労働者は容易に見つかり、豊富に存在し、比較的廉価に雇用することがで

きる。事業主は責任とお役所的な書類作成作業を回避できる。プロジェクトを完遂させ

るための支援が必要な下請業者は、数時間または数日間、日雇い労働者を容易に雇用し、

整理、破片・がれきの除去、検査に備えた現場の清掃、その他の技能の不要な作業や技

能を要する作業を行わせる。通常、日雇い労働者以外の労働者であれば高給を支払わな
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ければならないであろう仕事またはプロジェクトは、この市場を介して容易に回避され

る。同様に、別の家に引っ越したいと考えている自宅所有者や、裏庭の木を引き抜きた

いと考えている自宅所有者は、この単純に見えるが大きな労働力を必要とする仕事に対

し高額の請負業者を雇用する必要はない。日雇い労働者は、もし、それ以外の方法で雇

用されないとしても、この種の労働市場から利益を得られることも分かっている。加え

て、日雇い労働者は、（通常課税されない）現金での支払いを受け、仕事が危険であった

り特に汚い場合には、その仕事から立ち去ることができ、１日の労働にみあった賃金を

交渉することができる。最後に、複数の日雇い労働者にとって、この仕事は定期的に日

程を組まれた仕事から離れた柔軟性や、厄介な事業主の自律性、さまざまな技術を学ぶ

機会を得ることができる。  

日雇い労働者の全国調査（Valenzuela et. al. 2006）に基づき、この種の労働を行う男性

（および若干の女性）についてわれわれはいつくかの重要な事実を認識している。例え

ば、任意の１日あたり、約 117,600 人の労働者が日雇い仕事を探しているか、日雇い労働

者として雇用されている。ほとんどの日雇い労働者は、ホームセンター前やガソリンス

タンド前、交通量の多い幹線道路沿い、高速道路の進入車線付近、公園内、その他の公

共の場などに形成されているインフォーマルな仕事斡旋所に集まる。労働者センターは

少数のため（全国で 64 箇所）、日雇い労働者と事業主が当日の雇用条件を取り交わす正

規の仕事斡旋所で仕事を探す労働者はわずかである。日雇い労働の仕事斡旋所は、規模

と特徴が季節、週、日、時間によって変わるダイナミックな労働市場である。ある仕事

斡旋所を通じた日々の労働者の流れは劇的に変わることがある。それは、労働者が同斡

旋所で仕事を割り当てられるとその場を離れ、新たな求職者が斡旋所に連れて来られる

ためである。  

仕事斡旋所と日雇い労働者の最も集中している地域は西部であり、中西部は、仕事斡

旋所と労働者数が最も少ない地域である。米国の日雇い労働力は、圧倒的に男性であり

（2％は女性）、大部分がメキシコや中米の移民である。日雇い労働者の半数以上（59％）

がメキシコ生まれで、14％がグァテマラ、8％がホンジュラス生まれである。米国生まれ

の労働者は日雇い労働力全体の 7％であるが、米国南部地域では日雇い労働者のほぼ５人

に１人が米国生まれである。日雇い労働力の四分の三は不法移民である。但し、こうし

た不法日雇い労働力の約 11％は、在留資格の変更を申請中である。実際に、何人の日雇

い労働者に臨時もしくは永続的移民救済（immigration relief）の資格があるかを判断する

ことはできかなった。  

全体としてみると、日雇い労働者は比較的最近の移民である傾向がある。ほぼ５人に

１人（19％）が、インタビュー時点で米国に移住してから 1 年を経ておらず、また 40％

が１～５年間米国に居住していた。６年～20 年米国に住んでいた日雇い労働者は３分の

１未満（29％）、20 年以上は 11％であった。  
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日雇い労働者は、職場での怪我率が高い。日雇い労働者の５人に１人が仕事中に怪我

している。労働関連の怪我率は中西部で最も高く、日雇い労働者の３分の１が仕事中に

怪我したことがある。ほとんどの日雇い労働者は、自分たちの仕事が危険であることを

認識しているが、雇用の必要性に迫られ、仕事を探すためにこの市場に戻ってくる。全

国の日雇い労働者の約４分の３が自身の仕事が危険であることを把握しているが、他の

地域よりもきわめて高い比率で屋根の作業が行われている中西部では、約 92 パーセント

が自身の仕事が危険であることを認識している。  

事業主による日雇い労働者の権利の侵害および基本的労働基準の侵害は、日雇い労働

市場では日常茶飯事である。賃金不払いは、日雇い労働者が経験する最も一般的な虐待

である。日雇い労働者全体のほぼ半数（49％）が、調査対象となる２カ月前に完遂した

労働に対して、事業主から賃金の支払いを完全に拒否されている。同様に、日雇い労働

者の 48％が事業主から同期間の労働に対して不十分な額の賃金しか受け取っていない。  

米国全土で急増している数百のインフォーマルな仕事斡旋所のほかに、64 カ所の日雇

い労働者センターまたは正規の仕事斡旋所が、コミュニティー組織、地方自治体、宗教

奉仕活動組織、その他地方のステークホルダーによって、賃金不払い、虐待、危険な労

働条件を抑制するために設置されている。日雇い労働者センターの設置は、比較的最近

の現象であり、ほとんどが 2000 年以降に設置されている。労働者センターは、一般に、

正規の日雇い労働の仕事斡旋所付近にあり、労働者と企業の双方に対して、街角や駐車

場にある野放し状態の仕事斡旋所の代替的サービスを提供している。実際に、設置場所

がセンターの成功の重要な決定要因となる可能性があり、こうした仕事斡旋所は、労働

者と雇用主が共に容易に利用できる地域に設置されていることが多い。  

ほとんどの日雇い労働者センターは、労働者と事業主に公平に基本的な便宜を図る。

全てのセンターが、事業主と日雇い労働者がその日の労働について合意することができ

る仕事斡旋所として機能している。利用可能な備品やサービスには一般に、トイレ、飲

料水、座席、電話、教室、事業主への働きかけ、駐車施設などがある。しかし、このよ

うな単純な備品やサービスの提供であっても、インフォーマルの仕事斡旋所に比べて著

しい改善である。さらに、それらは日雇い労働市場における労働者センターの存在を確

立することに役立っている。日雇い労働者センターの主な目的は、日雇い労働市場に介

入して、求職と求人を統制するルールを確立することである。こうした中核的活動を介

して、労働者センターは日雇い労働市場の諸条件に下限を設けることができるだけでな

く、虐待や職場での怪我を抑制することができる。  

 

７．インフォーマル雇用 

インフォーマル経済またはインフォーマル雇用は、闇経済、地下セクター、地下経済、

陰の経済または隠れた経済（hidden economy）と呼ばれることが多い。インフォーマル雇
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用は法的雇用範囲外の賃金労働であり、税金、社会保障および／または労働法上の理由

から州に対して登録されない、または隠されている―しかしその他の側面においては合

法的な―賃金支払いを伴う生産および商品・サービスの販売である。インフォーマルの

賃金労働には、個人が受け取る給与が当局に申告されていないあらゆる合法的活動のほ

か、売春、違法商品の製造と販売、麻薬販売などの不法活動も含まれている。したがっ

て、インフォーマル雇用は次の 3 種で構成されている。すなわち、直接・間接税の脱税、

公式には失業者として給付を申請しながら働く社会保障詐欺、事業主の保険負担金や最

低賃金協定または職場での特定の安全基準およびその他の基準などの労働法の適用の回

避―帳簿外の雇用や、小規模企業や自営業者に最低賃金以下で下請労働を依頼するなど

―である（Williams and Windebank 1998: 4）。この種の雇用に関しては、多くの神話―特

に、米国など先進国において増加していること、またこうした雇用の担い手はしばしば、

失業者、貧困者、女性、移民、低収入コミュニティーのマイノリティなどにより特徴づ

けられること―がみられる。  

Castells and Portes（1989:12）は、代替的またはインフォーマルな所得活動は１つの中

心的特性「法的および社会的環境において、社会の諸制度で規制されていないこと」を

特徴とすると論じている。制度的規制がない結果、さまざまな労働プロセスが無視、変

更、または修正されている。例えばこうした労働は、秘密裏に行われ、申告されず、最

低賃金未満で、あるいは通常であれば社会の規範が許容しない状況下で雇用される。労

働条件も制度的規制の管理下にあり、これには土地利用規制、安全基準、職場での有害

物質の投棄およびその他の健康関連の労働問題などが含まれる。インフォーマル雇用は、

この種の制度的規制を順守しないことが多い。３つの主要な論議がインフォーマル雇用

に関する大半の研究で行われており、それらにより、この代替経済活動の起源と、移民、

民族的・人種的マイノリティ、女性、その他の社会的に無視されている集団のこの雇用

形態への参加を理解することができる。３つの主要な論議とは、フォーマル化、インフ

ォーマル化、周縁性のテーゼである。  

フォーマル化説は、経済がより発展または進展するにつれ、インフォーマル雇用は減

少し、ついには消滅すると主張する。この概念は、「第一と第三」世界の二分法に基づい

ており、後進の第三世界諸国を発展途上国と定義し、第一世界を先進国と定義している。

インフォーマル性は発展途上国に存在し、経済が進展し近代化が進むにつれ最終的に消

滅する「後進性」の部分である。移民、特に第三世界や低開発国からの移民は、インフ

ォーマル雇用を含む経済活動を輸出している。この主張の支持者は、米国、カナダ、そ

の他の先進諸国などでの圧倒的規模のインフォーマル活動について説明する上で、この

根拠を活用している。  

一方、インフォーマル化説では、先進諸国は、経済構造改革とグローバリゼーション

に関連した理由で、インフォーマル経済活動の拡大に立ち会っていると主張している。
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例えば、Sassen（2000）は、先進国と発展途上国が経験しているその進展が、明らかにイ

ンフォーマル化の拡大を促進したと主張している。都市経済のさまざまな部門における

収入の不均衡の拡大と収益の不均衡の拡大が結びついたことで、経済活動のインフォー

マル化が一気に進んでいる。Sassen は、インフォーマル雇用が、先進国の現在の傾向の

明確な結果であると主張している（Sassen 2000:7）。改革およびその他の経済的、社会的、

政治的亀裂により、インフォーマル雇用の規模、参加者とも明らかに増加している。Sassen

は、インフォーマル化は、われわれの現在の経済システムに組み込まれており、特に大

都市において明白であるが、そこでは収入および収益を上げる能力の不均衡の拡大を背

景に、個人、会社、消費者、生産者が利用する柔軟性の最大化戦略として、インフォー

マル化が出現している。  

最後に、周縁性説では、移民、女性、民族的マイノリティ、その他の立場の弱いグル

ープのステータスが、周縁的であり、不利な状態にあり、フォーマル経済活動の範囲外

にあるため、高い比率でインフォーマル雇用に参加していると主張されている。移民（お

よび人種的・民族的マイノリティ）は、インフォーマル雇用に向かう傾向が高いか？  イ

ンフォーマル雇用に関する文献の広範なレビュー（Williams and Windebank 1998）によれ

ば、そのとおりである。但し、この結論は、ほとんどが同じ論題に関する米国調査に基

づいており、その大部分が移民とマイノリティがインフォーマル雇用に参加している範

囲および有給のインフォーマル活動の種類に関連している。この論題に関するほとんど

の調査が、移民かマイノリティ、またはその両方が集中している貧困地域の低賃金で、

大きな労働力を要し、労働組合によって組織化されない搾取的仕事に焦点を当てている

（Fernandez-Kelly and Garcia 1989; Portes 1994; Sassen 1989; Stepick 1989 を参照のこと）。

結果として、インフォーマル雇用が、移民およびマイノリティと密接に関連しているこ

とになる。  

移民およびエスニック・マイノリティのインフォーマル雇用への参加についてさらに

正しく評価するためには、２つのグループの輪郭をより詳細に描く必要がある。例えば、

雇用の機会を評価する際に、出身地と法的資格の異なる移民を区別することが重要であ

る。米国市場において、帰化した合法移民は、検閲を受けずに入国した不法移民および

学生ビザや観光ビザが切れて不法滞在している者とは質的に異なる経験をしている。米

国の不法移民は弱い立場にあるため、合法移民よりも高い比率でインフォーマル雇用に

参加している。  

適正な書類の提出によって得られるフォーマル雇用から除外されると、非合法移民は、

収入を得る手段としてインフォーマル雇用に参加する以外に選択肢がほとんどない。結

果的に、インフォーマル経済活動の最も目立った雇用形態は、名目上、適正な書類（滞

在資格）を持たない移民とされる移民の参加者で満ち溢れている。しかしながら、すべ

ての非合法移民がインフォーマルの仕事に加わるわけではない。フォーマルセクターに
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おける多くの事業主は、移民であれ移民以外であれ、全労働者の雇用契約を規制してい

る連邦規則にほとんど注意を払っていない。そのため、新規従業員の雇用や、雇用を成

立させる上で必要な所定の書類に関連する厳しい規則を順守していない場合がある。ま

た、不法移民は、フォーマル雇用を確保するために、偽造書類を探し求めたり、他人の

書類を利用する可能性がある。2009 年（米国国勢調査局が不法滞在者の規模を推定した

最新の結果）には、米国での不法移民は 1,200 万人と推定されており、およそ半数がメキ

シコ移民で、その半数弱がカリフォルニアに集中していた。彼らの多くは明らかにイン

フォーマル雇用形態で労働しており、またその他の多くの移民は就労していなかった。

移民は明らかに他のグループよりもインフォーマル活動に参加しているが、周縁的な他

の形態、つまり、柔軟性な労働やコンティンジェント労働などのフォーマルセクターで

の雇用にも参加している。また、全てまたは大多数のインフォーマル雇用を移民および

人種的マイノリティや民族的マイノリティに帰することには注意が必要である。インフ

ォーマル雇用には、非マイノリティおよび非移民グループが多数参加しているホワイト

カラー、ピンクカラー、ブルーカラー産業も含まれている。  

貧困者、特に失業者は、インフォーマル雇用活動に参加する傾向が高いか？貧困者と

インフォーマル雇用との主たる関係は、給付の不正受給による給付詐欺事件を介したも

のである（給付を申請している男女が、一方で、収入と税金が政府機関に申告されない

よう秘密裏に雇用されている）。これに関連して、不況など構造的経済変動により仕事を

失っている者は、失業の緩衝または代替としてインフォーマル雇用に向かう場合がある。

インフォーマル雇用に参加している貧困者に関するほとんどの分析では、公の失業者の

うちかなりの比率が、実際には「帳簿外（off-the-books）」の労働をしており、税金のか

からない現金での支払いを受けている。Williams and Windebank（1998:50）によれば、イ

ンフォーマル雇用参加者は必ずしも無職であるわけではなく、経済的疎外または失業の

結果としての生き残り戦略としてインフォーマル雇用に参加しているわけでもない。こ

の分野の調査結果に関する彼らのレビューは、失業者が、就業者よりもインフォーマル

雇用を介して収入を増やすことが難しいと考えていることを示している。むしろインフ

ォーマル労働は、主として、すでに仕事を持っている者が追加的な金銭を得るための戦

略である。大多数の調査で、就業者は、日常的な、低賃金の、搾取的で単調なインフォ

ーマル労働を行う失業者よりも自主的で、日常的ではなく、報酬のよい仕事に従事する

傾向があることが分かっている（Williams and Windebank 1998: 52）。彼らの調査は、就業

者はより良好なインフォーマルの仕事を確保するが、失業者はより条件の悪いインフォ

ーマルの仕事しか得られないというセグメント化されたインフォーマル市場を示唆して

いる。  

したがって、インフォーマル雇用に参加している失業者または貧困者に関する文献は、

インフォーマル雇用が、すでにフォーマルな雇用の就業者および比較的高給なインフォ
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ーマル雇用就業者で満たされていることを示唆している。こうした労働者は、例えば建

設業で働いており、隣人が、家の修理や改修作業を行う「週末の」仕事に、当該労働者

の技術力を買い雇用したいと考える場合に、副業を得る。その他の例としては、市場以

下の手数料で「副業」を行う修理工がいるが、明らかに利益があり、また自営で行うこ

とが多い。一方、失業者や貧困者は一般に比較的低賃金の組織化されたインフォーマル

雇用に参加するが、こうしたインフォーマル雇用はより搾取的で、より危険で、低賃金

となる傾向がある。その結果、失業者と貧困者は、極端に多くがインフォーマル雇用に

参加しているわけではなく、また、インフォーマル雇用からそれほどの収入を得ること

はないため、必ずしも生き残り戦略とみなすべきではない。  

貧困の女性化は、明らかに女性が貧困に関連した公共政策（すなわち福祉改革）の（良

かれ悪しかれ）主たる受益人であり、米国や他の世界各地の最大の貧困者層でもあるこ

とを示している。貧困者が相当数であることを考慮すると、インフォーマル雇用に参加

する可能性は高いだろうか？インフォーマル雇用の性別分割はどうなっているか？

Williams and Windebank（1998:66）によれば、インフォーマル雇用に関する調査では、女

性がより多く参加している状況はみられず、インフォーマル労働力の大多数は男性が占

めている。当然、この一般ルールの例外は存在し、多くの地域や職業で男性よりも女性

が多数を占め、家庭内労働などのインフォーマル雇用に参加している。女性がインフォ

ーマル雇用に参加する場合は、特に搾取的な仕事に集中し、低賃金の可能性が高いこと

が明らかである。逆に、男性は、建築、修理、造園など、高賃金でより自主的な形態の

インフォーマル雇用に参加する傾向がある（Williams and Windebank 1998: 80）。その他の

重要な性別要因による、男女のインフォーマル雇用への参加の抑制・支援の効果はそれ

ぞれほぼ同等である。  

例えば、女性はほとんどパートタイムでインフォーマル雇用に参加しているが、これ

は、女性の家庭内の役割と家庭の責任という制約があるためである。さらに、女性の動

機はより経済的であり、不景気に家族がなんとか生きていけるよう余分の収入を生み出

したいという願望に基づいている。Williams and Windebank（1998: 80）によれば、男性に

とって、インフォーマル雇用は、より不定期であるがフルタイムであり、社交のためあ

るいは家庭領域や女性からの差別化のため、余分の現金を稼ぐ目的で行われることが多

い。したがって、インフォーマル労働市場においては男女間の仕事の種類、同期、賃金

やこうした仕事に就く男女のタイプに関して、明確な分断がある。  
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第２節 コンティンジェント労働形態および代替的労働形態への転換 

 

非正規雇用形態はパートタイム雇用という形で 1950 年代から 1960 年代に増加した。

当時、ベビーブーム世代のティーンエージャーとその母親が収入を得るためにパートタ

イム雇用を求めた。この時期は、求職者からの柔軟な雇用の需要が特徴だったが、1970

年代から 1980年代は、事業主が柔軟な労働と従業員を求める方向へと変化した。Kalleberg

（2000, 2008）によれば、1970 年代中期のオイルショックによるグローバルな価格競争

が、「会社が直面する競争を増大させ、低賃金諸国に仕事を外注する機会を増やし、移民

により新たな予備労働力が拡大し、新自由主義的なグローバリゼーションの過程に向か

わせた」。不活発な経済成長により、フルタイム雇用が利用可能でなくなり、企業はパー

トタイム雇用を提供するようになった。このことが、不況期にパートタイム雇用が増加

した理由である（Kalleberg 2000; Carre & Tilly 1998）。Copeland et al.（1999）は、コンテ

ィンジェント雇用が 1995 年の 2.2～4.9％から 1997 年の 1.9～4.4％に落ち込んだ理由は強

力な経済にあるとした（代替的労働形態は両年とも 9.9％であった）。経済は、経済状態

とコンティンジェント雇用の増減間で逆相関を可能にすることによって、代替形態より

もコンティンジェント労働形態により大きな影響を及ぼしているように思われる。その

ため、現在の米国の経済不況は、非正規雇用が増加するであろうことを示唆している。  

コンティンジェント労働形態および代替的労働形態の制度化を介した労働市場のグロ

ーバリゼーション、技術の進歩、工業化、現在の米国の不況、規制撤廃により、非正規

雇用は最近ますます増加している。今日の技術の進歩により、国内外での通信が可能と

なった結果、廉価な労働力による効率、効果、経済利益を約束する地域への労働とサー

ビスのアウトソーシングが可能となった。この移転プロセスまたはアウトソーシングプ

ロセスは、事業主を「従来の時間的・空間的制約から」解放しているといわれる（Kalleberg, 

2008）。Kalleberg は、サービス部門が重要性を増すにつれ、伝統的に家庭内で行っていた

活動（子育てや掃除を含む）を民間企業が請け負うようになった（privatization）とも記

している。こうしたサービスは現在、人材派遣会社や仕事斡旋所を介して提供されてい

る。また、日雇い労働者がインフォーマル労働力の重要な構成要素であることは言うま

でもない。加えて、一時解雇のような雇用の亀裂が、非自発的な契約打ち切りから事業

再編のための戦略へと変化し、雇用の不安定性が経済の全部門に広がったが、この不安

定性が米国人に与える心理的影響にはあまり関心が払われていない（Ibid.）。  

 

 

第３節 労働者の雇用選好 

 

1999 年に公表された福利厚生研究所（Employee Benefit Research Institute）による報告
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要旨は、コンティンジェント労働者および代替的労働者は「所定労働時間の柔軟性、補

助収入、自己開発」から利益を得ることができるが、この種の労働形態における雇用は

明らかに非自発的であり、伝統的な雇用を探すことが出来ないという諦めからきている

と報告している。例えば、2000 年に公表されたシカゴのホームレス日雇い労働者に関す

る調査では、家計をやりくりしようとする強い意欲、人材派遣会社や仕事斡旋所での持

続的求職活動が証明され、95.6％が通常の労働時間の仕事を選好していると報告されてい

る。加えて、2005 年、BLS は、コンティンジェント労働者の半数以上（55％）が常用の

仕事を選好していると報告しており、2001 年の 40％から一気に上昇している。この数字

は注目すべき傾向を提示しているが、真に驚くのは、これらの数字がフォーマルの非正

規雇用形態における申告されていない労働者についてや、ましてインフォーマル形態に

おける労働者については、説明していないことである。  

公的政策調査組織であるエコノミック・ラウンドテーブルの報告書によれば、2000 年

には、ロサンゼルス郡だけで推定 647,500 人のインフォーマル労働者がいたが、この数字

には、全産業の合法・不法労働者が含まれている（Flaming, Haydamack & Joassart 2005）。

Flaming らは、フォーマル労働を、「地方、州、連邦機関により定められた合法的境界内

に存在する仕事であり、事業主が労働法および税法を認識し、かつ、尊重している仕事

である」（4）として区別している。インフォーマル雇用は、「帳簿外（off-the-books）」で

あり、労働者の基本的権利を尊重しない事業主が酷使することができるものとして特徴

付けられている（Ibid.）。同報告書では、労働年齢にいる人々が得られる仕事の割合のば

らつきに言及し、労働者のインフォーマル雇用への主な参加理由として経済的な必死さ

（desperation）を指摘している。同報告書で提示された数字と、労働統計局で提示された

数字とを正確に比較するのはいくつかの理由から難しい。まず、エコノミック・ラウン

ドテーブル報告書の「インフォーマル」雇用の数字は概算であり、ロサンゼルスに限定

されているが、BLS のデータはサンプルから抽出されたものであり、「フォーマル」雇用

または報告された雇用に対する全国レベルの推計で構成されている。入手可能な情報の

評価でとりわけ興味深いのは、他のコストにもまして、経済的必要性の増大と景気後退

期の労働市場からなる雇用形態の規制緩和の帰結である。  

 

 

第４節 常用雇用への転換のシナリオ  

 

非正規労働者の雇用で雇用主側が使用する主要な戦略は、非正規労働者の常用雇用へ

の選択的転換だった。これを実施するための戦略は、私がインタビューを行った３事業

所間で異なるものだった。例えば、ホテル産業では、常用労働者の雇用のみに逆戻りす

る可能性はないとの報告を受けた。ホテル産業の人材派遣会社または下請会社への依存
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は、管理戦略に深く埋め込まれていた。にもかかわらず、私がインタビューを行った人

事担当責任者は、派遣労働者から、通常「派遣労働者らが行うべき仕事をしていたかど

うかを確認する」低レベルの管理職または監督者としての常用労働者への転換の例を２、

３挙げた。派遣労働者の使用は、経営者側が常用労働者となる可能性がある労働者を選

別する際に重要である。派遣労働者を使用することで、労働者の能力、技術、その他の

属性を数カ月間観察することができる。同担当責任者によれば、「労働者を観察すること

は、当社と労働者の双方にとって有益である。われわれは労働者をチェックし、労働者

はわれわれをチェックする。われわれが彼らを好まない場合、あるいは彼らがわれわれ

を好まない場合、決別することになり、この決別に係る取引費用は最低限のものとなる。

われわれは、いかなる研修費も失わず、解雇手当も失わず、いずれにしても失うものは

何もない」。  

インタビュー回答者に対し、派遣労働者で常用労働者に転換された者の人数を質問し

た際、彼ははっきりとした人数を挙げることができなかった。このことは恐らく、人数

が非常に少数であったことを示している。確かに、全労働者のうちの大半が常用労働者

（回答者は 70％と推定）であるが、この数字は、経営者側が、予約、施設、用地管理、

食品調理、料理などの仕事を含め、常用労働者の外部委託を常に検討していると考えら

れる場合に、変わる可能性がある。実際に、この大規模ホテルチェーンの回答者は、こ

れらの仕事を補充する上で、上層部経営陣が人材派遣会社にますます頼る傾向にある、

と述べた。  

私がインタビューを行った電機機器会社は、上述のホテルチェーンの場合と同じ理由

で、同様に派遣労働者を常用労働者に転換する方向に向かっている。但し、労働者の職

種的基盤（仕事の種類）はそれほど多様ではなく、このためより多くの労働者が常用で

はなかった。例えば、組立ラインでの労働のほとんどは、会社の成功やマーケットシェ

アに応じて１カ月から数カ月の間働く派遣労働者が行っている。私がインタビューを行

った管理者は、現在の不況の結果、この方向に一層積極的に移行せざるを得ない旨を詳

細に述べた。「私たちに選択肢はない。消費者が電機製品の購入をやめれば、われわれの

企業に影響を及ぼし、生産が停滞すれば、正規の（常用）労働力を維持することはでき

ない。損失が増し、倒産を余儀なくされるからだ。その結果、ニーズを満たすためにま

すます人材派遣会社に依存するようになっている。また、パートタイム労働者も雇用し

ているが、彼らはしばらくすると、常用労働や福利厚生、より多くの給与を要求するよ

うになる。しかし、当社は要求に応じられない。そのため、パートタイマーの代わりと

して、派遣社員に頼ることになる。というのも、当社は派遣社員を長期間雇用しない、

あるいはすぐに辞めさせるために、派遣社員は当社に満足しすぎるということがないの

だ」。  

私がインタビューを行ったデパートは、それほど人材派遣会社に依存してはおらず、
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ブランドや評判の代表として頼ることのできるパートタイマーに依存していた。例えば、

主要な休暇や行事の際には、労働力需要を満たすためにパートタイマーを雇用して労働

時間を増やすことができた。「常用」パートタイムスタッフからより多くの労働者を確保

できない場合、人材派遣会社に頼ることになる。パートタイマーは、派遣社員よりも安

定した、知識の豊富なスタッフである。例えば、私がインタビューを行った管理者は、「派

遣社員には当デパートの従業員（販売員）ほど商品知識がない。これは我々の成功にと

って重大事である」と派遣社員の問題について不満を述べた。小売店は、学生、女性、

若者、その他のパートタイム求職者に頼っている。その理由として、彼らは、現在の不

況による販売の循環的変動を含む、その日および季節のピーク時の柔軟な労働需要を満

たしてくれるためである。「学生は頭がよく商品についての学習も早い上、福利厚生や賃

金などには無頓着であるため、特に学生が良い。彼らは歩合から収入を得ることができ

るため、これも販売を推進する誘因となる」。パートタイマーからフルタイムへの転換は、

それほど重要な戦略ではなかったが、この管理者は、年月を経れば、また特に経済が回

復してより多くの消費者が消費するようになれば、パートタイムからフルタイムへの転

換が生じる可能性があることを示唆した。  

全国日雇い労働調査（National Day Labor Survey）データ（Valenzuela 2006）は、日雇

い労働者がテンポラリー労働より常用労働を望んでいることを明確に示している。同デ

ータによれば、75%を超える圧倒的多数が、仕事が安定している限り日雇い労働を辞め

低賃金の仕事を取ると述べている。実際、日雇い労働の仕事の頻度の低さに関するデー

タを、高い確率で起こる賃金不払いや仕事上のリスク、その他の職場における虐待を考

慮に入れて分析すると、日雇い労働者がテンポラリー労働よりも常用労働を選好するこ

とが驚くにはあたらないことがわかる。日雇い労働者が現場で就労する頻度は、７日間

の求職中に平均 2.6 回である。  

大半の日雇い労働には時給 10 ドル以上が支払われているが、ほとんどの日雇い労働者

の月収および年収はワーキング・プアの範囲内である。ほとんどの日雇い労働者にとっ

て、仕事が比較的豊富にあるピーク時でさえ仕事が安定しない上、時給が安いため、月

収は低くなる。加えて、仕事に関連した怪我や病気による就業日の損失や、事業主によ

る不当な低賃金の支払いが、日雇い労働者の月当たりの収入額が低いという問題の一因

となっている。そのため、日雇い労働者の圧倒的多数が常用労働を選好している。私は、

ほとんどの非自発的パートタイマーやその他のコンティンジェント労働者および非正規

労働者は、安定した正規労働を選好すると主張する。  

私が行ったインタビューによれば、常用労働者と非正規労働者間の移動は流動的だっ

た。例えば、デパートの管理者は、経済が好調で商品需要が明らかな場合、労働者は労

働時間の増減を要求することができ、会社側は彼らに対応しようとする。このことは特

に、ピーク時または休日の買物期間についていうことができるが、消費者の購買が落ち
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込む時期はそれほどでもなく、その場合の移動は下方に、つまり常用からパートタイム

への移動となる。この移動に伴う人件費（福利厚生など）の増加は、あるにはあるもの

の、移動の障害とはならない。この問題に関する私の質問に対して、回答者は、労働者

をパートタイムからフルタイムに転換するのは比較的容易であり、正規労働者を増やす

べきとの指示または増やす必要がある場合にはコストは考慮しないと述べた。  

このシナリオは、健全な経済または景気の悪さの結果として、生産の循環的な変動が、

テンポラリーからフルタイムへの移動およびフルタイムからテンポラリーへの移動を難

しくする電機機器会社と対照的である。実際、経営者側はコスト削減が重要であること

から、フルタイムからテンポラリーへの移動でない限りこの種の移動を奨励しなかった。

経営者側は、現在の不況が改善し、製品需要が正常な上昇軌道で増加する場合でも、会

社が常用労働者の増加を志向する可能性は複数の理由からないと述べた。第一に、更な

る常用労働力への転換があまりに早すぎると、会社はテンポラリー労働力を十分に活用

することができない。第二に、会社はテンポラリー労働力の管理に慣れてきており、管

理方法を学びつつあるため、パートタイマーまたはテンポラリー労働者でやっていける

場合、なぜ費用のかさむ常用労働力に逆戻りしなければならないのか？  最後に、会社の

法的管理と責任がないことが、派遣社員を継続して使用するための強力なインセンティ

ブとなっている。  

 

 

第５節 同じ仕事に対する同じ待遇 

 

非正規雇用に関する文献レビューと主要なインタビューの実施を通して、データは、

非正規労働者が、同じ会社または事務所の同じ職場内で「同種の」仕事をしている労働

者を含む正規労働者と違う待遇を受けていることを示している。例えば、フルタイムま

たは常用労働者と類似の仕事をしている電機機器会社やホテル会社に雇用された派遣社

員は、同様のレベルの難度または同じ業務（範囲）であるにもかかわらず異なる待遇を

受けていた。資格と権限・責任に応じて、賃金額は接近する傾向にはあったが、いずれ

にしろ同等の資格を持つ労働者であっても、派遣社員の場合、ある管理者がいうところ

の、「ファミリー」とはみなされないため、賃金およびその他の特典―有給休暇、週労働

時間のスケジュール（常用労働者が優先される）、能力開発の機会（派遣労働者またはパ

ートタイマーとして受ける訓練以上の）、および当然ながら派遣労働者やパートタイマー

には適用されない福利厚生などの社会保険および失業保険―における格差が正当化され

た。おそらく、１つの例外は昇進の機会または常用雇用の機会であろう。  

回答者全員が口をそろえて、派遣労働者またはパートタイマーが優れており、かつ勤

勉である場合には、特に彼らが管理的役割もしくは低レベルの監視的役割を果たす潜在
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的能力を示している場合に、昇進の機会があると明確に述べた。ひとりの回答者によれ

ば、「経営者側は、常に派遣労働者のなかで才能のある者を探している。優れた労働者を

見出した場合、チェックして、機会があれば常用労働に昇進させ、監督的役割さえ与え

ることもある」。私は、こうしたことは頻繁に発生しているのかと訊ねたが、ホテル会社

の回答者のみが、ほぼ頻繁に発生していると述べた。電気関連会社と小売店の回答者は、

常用の機会または昇進の機会はあるが、それほど頻繁ではないと述べた。また、ホテル

会社の回答者は、派遣労働者の中で優れた労働者を識別し、常用雇用に向けて育成する

ことは知らせているとはするものの、こうした転換に関する公式な方針や戦略はないこ

とも認めている。  

実際、私がインタビューを行った管理者は、人材派遣会社を適性審査機関（job screener）、

つまり、労働者が「派遣労働者として時間を割き、自身の価値を証明することができれ

ば、常用労働者となる可能性がある」正式な試用プロセスとみている。このホテルチェ

ーンでは派遣労働者を雇用することで、こうした労働者の価値を評価することができた

ほか、今後の重要な財産となり得る者を識別することができた。同社は、派遣社員を福

利厚生なしの低賃金で雇用することで、常用労働者の雇用に関連した訓練およびその他

のコストを回避することができた。この予備労働力から常用労働者を識別し、雇用する

ことができたほか、速やかに「新規の」役割を開始させることができ、監視者の範囲内

ではあるが、訓練に資金を投資せずに、常用労働者と同様の責任を負わせることもでき

た。  

米国の労働組合内の利権およびその他の展開の結果、多くの組合員労働者は、一般に

年功（勤続年数）やその他の要因（スキルレベル、経験など）に基づく階層システム（tiered 

system）に属しており、これが非正規労働者（多くはパートタイム）を労働組合の中で

正規労働者とは異なる（「第二級」の）ステータスに追いやっている。福利厚生は明確に

あるものの、こうした階層システムへの移行傾向によって、若者などのより最近雇用さ

れた者が、例えば相対的に高い保険料を払わなければならなかったり、異なる給与体系

や毎年もしくは隔年の実績評価・昇給が適用されることに従わなければならなくなって

きている。  

組合の他に、非正規労働力の一部が伝統的な労働組合の手段の幾つかを用いて独自の

組織を作っているが、組合労働者とは明確に一線を引いている。例えば、日雇い労働者

は、労働生活を改善するために特定の運動を組織し、目的を達成している。日雇い労働

者は、極めて困難な状況―人々の移民排斥主義的言説、反移民的な反発、懲罰的と呼ぶ

のがせいぜいの悪意ある移民法の脅威、特に不法移民労働者などスキルの低い移民労働

者に不利なように再編成された労働市場、事業主が日常的に労働者の権利を侵害する産

業―が交差するところで活動を行っている。彼らは、いわゆる労働者センターを通じて

組織している（Fine 2006 を参照のこと）。  
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労働者センターは、日雇い労働者やその他の非正規労働者が受ける職場における虐待

に対する最も包括的な対応策として出現した。私が紹介する事例は、私が熟知しており、

日雇い労働に関する私自身の調査に基づくものである。日雇い労働向け労働者センター

の出現は、比較的最近のことで、ほとんどの労働者センターがこの 10 年間に設置されて

いる。労働者センターは、日雇い労働者が住宅地や店先、交通量の多い幹線道路付近に

集まる結果生じるコミュニティーの不安への対応を含め、日雇い労働者のためにさまざ

まな役割を果たしている。米国全土で 65 カ所以上の日雇い労働者向け労働センターが、

15 の州で稼動している。こうした安全な場所では、労働者は手間のかからない、協力的

かつ友好的な環境で仕事を探すことができる。ほとんどの労働者センターは、椅子また

はベンチを配置しただけの、囲いのある、または屋外の場所にすぎないことが多いが、

自治体の支援を受けて、地域、コミュニティーベースの組織または教会グループが運営

している。より発展した形では、日雇い労働者の労働生活の改善を主たる目的として、

仕事斡旋所を運営し、労働者の権利活動（賃金訴訟、OSHA（労働安全保健局）訓練）を

調整し、サービス（外国人向け英語（ESL）コース、市民リーダーシップ）を提供し、コ

ミュニティーイベント（ごみ清掃日、サッカートーナメント、オープンハウス）を後援

するなど、全般的なサービスを行うコミュニティー組織がある。  

労働者センターの価値の基盤となるのは、日雇い労働市場の需要側と供給側の両方に

対する介入能力である。需要側では、労働者センターは事業主の行動を監視し、雇用プ

ロセスの透明性を増大させ、事業主に職場における虐待行為の責任を取らせるための制

度的基盤を提供する。  

供給側では、日雇い労働者の雇用を組織、標準化（normalize）し、労働者の質を監視

し、雇用支援を介して経済の本流に組み込まれる機会を提供し、場合によっては、技能

訓練の機会を提供する。労働者センターの貢献は、日雇い労働市場そのものの範囲を超

えている。日雇い労働者が働き生活するコミュニティーでは、こうした労働者センター

は主要な利害関係者として日雇い労働をめぐる地域の紛争処理に当たっている。しかし、

コミュニティー組織として、労働者センターは、移民の日雇い労働者の労働生活改善に

向けた広範な組織運動の一戦略にすぎない。  

全国日雇い労働者組織化ネットワーク（National Day Laborer Organizing Network）

（NDLON; www.ndlon.org を参照）- 労働者の権利擁護者、労働者センター、コミュニテ

ィー・オーガナイザーの連合体  - の取り組みを通じて、日雇い労働者は自ら事態に対処

している。NDLON は 2000 年に設置され、米国全土の都市日雇い労働者を動員する 33

のコミュニティーを基盤とする組織で構成されている。NDLON のリーダーのほとんどが

元日雇い労働者である。NDLON は、労働者の権利の保護、移民権の保護、人権の擁護と

いう一般目標を達成するために、定期的な戦略電話会議を開催し、全国会議および地域

会議を招集する。NDLON のメンバー組織は、集団で作戦を練り、計画を立て、全国活動
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を主導し、ベストプラクティスを分かち合い、コミュニティーに根ざした、地域の連合

体および全国の連合体を構築するための全国ネットワークとして団結している。  

NDLON の活動は、重要な結果を生んでいる。それらの結果には、米国全土の地域での

労働者センターの開設、街角の労働者のための組織化・教育キャンペーン、一般教育を

介したリーダーシップ開発、移民労働者の労働基本権と市民権を推進・擁護する法的サ

ービスを含む各種サービスの提供―がある。このネットワークの見事な点は、伝統的な

組合が伝統的に回避してきた労働市場の一部である住宅建設労働者に働きかけて組織化

に成功したことである。NDLON が成功した理由は、それ自体を強力な全国ネットワーク

に組み込み、労働運動との主要な連携を確立し、連邦および地方レベルで公共政策に影

響を及ぼし、極端な保守主義からの攻撃に対抗すべく法的領域と有力メディアで戦いを

行ったためである。  

数十億ドルの卸売り・小売建築支出、数十万人の建設労働者および野放しの職場虐待

と不当な労働慣行の中で、AFL-CIO や Laborers、その他の傘下組合は、NDLON に対して、

このセクターを組織化する方法の教授を依頼した。相互の利益は明白である。おそらく、

さらに重要なことであろうが、NDLON は組合労働者を保護し、労働組合の利点を採り入

れて主流労働組合に加入している。つまり、民主的にコントロールされた議会、そして、

場合によってはオバマが勝利したホワイトハウスにおいてプラスの結果を生む可能性が

高い連合体である。移民改革が浸透を続けるにつれ、より共感的でリベラルな、民主的

にコントロールされた議会では、日雇い労働者の懸念を含む労働の懸念事項を検討する

可能性が高い。  

AFL-CIO の広範囲にわたる政治的結びつきや手段は、NDLON の働きを、一般市民、

日雇い労働者および日雇い労働者を搾取する産業へ伝える際に違いをもたらす可能性が

ある。日雇い労働者の一般組合員への昇進は、日雇い労働者の労働生活を改善し、人権、

市民権、移民権を保護し拡大する上で大きな役割を果たす。日雇い労働者のための正義

を確保する促進剤は機能している。日雇い労働者は、数年の間に NDLON のカリスマ的

指導者を介して知名度を上げ、現地での運動を組織・実施する能力を改善してきた。  

例えば、ロサンゼルスの日雇い労働者は、12 カ所ほどの労働者センターに対する市の

運営支援を目的としてロサンゼルス市と交渉を行った。市が提供した資金は少額である

が、年間合計は 100 万ドルを超えている。NDLON は現在、労働者センターの設置・運営

の資金に割り当てるためのホームセンター店に係る税金優遇措置の創出に向けて、前市

議会議員と協力しており、最終的には市からの資金提供を完全になくすことを目標とし

ている。一方、ニューヨーク市はようやく最近になって（2006 年）市の財源により労働

者センターを開設する効果について評価を行うための委員会を設置した。  

最後に、ACLU、MALDEF、全国労働法プロジェクトとのパートナーシップを介して、

NDLON は、労働者の勧誘を凍結する一方で嫌がらせ、自警団による私的正義の執行、法
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律執行に関する資源の浪費を促す地方条例に対して、連邦裁判所、州裁判所、地方裁判

所がいかに裁定をするかという点で全国的な判例となる主要な法廷闘争を行っている。

集団訴訟が悪質な事業主に対して行われ、賃上げ要求、嫌がらせ、その他の侵害に対す

るその他の法廷闘争では、日雇い労働者に、正義のための法廷闘争における重要な発言

権を与えている。  

闘いは始まったばかりだが、労働者センター、組織者、日雇い労働者－寄せ集めの比

較的新しい集団－が、選出された主導者や一般市民の移民労働者に対する捉え方を変え

させる能力は驚異的である。さらに印象的なのは彼らが手にした勝利であり、結果的に

労働者の生活が改善されたことである。しかし、こうした動きは難題に直面しており、

最も致命的なのは、不法労働者の法的身分を合法化することができない点である。  

 

 

第６節 雇用の安定 

 

非正規労働者とフルタイムの正規労働者を比較すると、明らかに非正規労働者の雇用

は不安定である。不安定雇用の範囲は、日雇い労働者の場合の数時間労働から、テンポ

ラリー労働者、呼び出し労働者または短期労働者の場合の数週間もしくは数カ月間の労

働にわたるが、彼らもまた数日のみの雇用となることもありうる。非正規労働者市場の

不安定雇用は流動的であり、雇用期間という意味での安定または常用の形態はほとんど

存在しない。  

契約更新の条件は、合意された義務の完遂から、契約解除、解雇にわたっている。契

約解除は、事業主が提案することがあるが、人材派遣会社から提示されることもある。

契約解除は、一般に、製品の需要、消費者の好み、またはより重要である消費者の購買

力の低下という景気循環的変動に対する会社側の調整結果である。解雇は、会社側の調

整に基づいている可能性があるが、出来の悪い労働者、遅刻もしくはその他の類似の業

務命令違反行為、または所定の一連の技術に基づいて効率的に仕事を行うことができな

いことを理由とする可能性が高い。私がインタビューを行った回答者は、「派遣労働者を

雇用するメリットは、契約を容易に解除できることだった。もしも事業主と労働者との

契約を簡単に解除できない場合、人材派遣会社のサービスを受ける必要はほとんどない」

と即座に答えた。  

契約更新頻度に関しては、各企業が自らの雇用ニーズに合致する短期および長期契約

を選好しているという以外には、多くの情報を取得することはできなかった。すなわち、

回答者は、派遣社員との雇用契約の確保は会社側が求めている労働の種類に左右され、

ある場合には短期契約を求めることもあれば、長期または中期契約が必要なこともある

と述べた。私には、労働者は、然るべく金銭計画を立てられるよう、かつ、労働市場が
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ますます不安定になる中で、安定した就労を確保できるよう、長期契約を好むように思

える。  

「解雇自由の原則」（fire at will）という規則を有するカリフォルニア州および他の多

くの州では、雇用契約はほとんど形式的であり、それほどの重要性はない場合がある。

すなわち、事業主は法的理由を示さずに、あるいは解雇手当や延長給付などの法的保護

を提供せずに、任意に労働者を解雇することが合法とされている。実際、解雇自由の原

則により、事業主はなんの説明もなく労働者を解雇することができる。つまり、契約終

了時、契約終了前、契約途中、契約開始直後に解雇することができるのである。それで

は何故契約を締結するのか？  派遣社員に対する契約は、賃金額、仕事の種類、労働時間

数、その他の雇用上の問題を規定するが、解雇は規制しない。  

 

 

第７節 経済危機および非正規労働者の雇用調整 

 

表面下で悪化していた経済危機が、2008 年 9 月のリーマン・ブラザーズの突然の経営

破たんによりアメリカ全土を襲った。当年の第２四半期が始まる今になって、雇用を含

め、いくつかの部門でかすかな回復の兆しが見え始めている。明らかに雇用の損失は続

いているが、その割合は昨年および一昨年よりもはるかに小さい。他の部門以上に打撃

が大きかった金融業、小売業、自動車産業、また特に賃貸バブル崩壊や新規住宅購入の

ための貸付、新規・改築の仕事などがほとんどなくなった建設業など、ほぼ全ての部門

がもの危機に直面し。その結果、場合によって相当な部分の雇用調整や賃金カットが事

業主によって行われ、非正規労働者が打撃を受けた。注目すべき例外は、パートタイマ

ーに依存するという昔からの慣行を継続したウォールマートやターゲットなどの大型小

売店であった。  

一般紙の論評によれば、この不況の中、パートタイマーのうちで最も大きな打撃を被

っているのは非自発的パートタイマー（IVPT）のようである。ニューヨークタイムズ紙

によれば、「これは機会の平等な不況ではない」（Leonhardt 2009）。失業の増加に伴い、IVPT

が増加している。その理由は、（過去の不況の教訓として）事業主が労働者を整理せずに、

むしろ労働時間を削減して維持することを学んだことにある。イギリスのパートタイム

労働に関する論文によれば（Butterworth 2009）、株式市場の落ち込みにより年金が打撃を

受けたため、非自発的パートタイマーは退職年齢を過ぎても労働している。「５月までの

３カ月間に、136 万人の年金受給年齢層が労働しており、昨年（2008 年）比 45,000 人増

である」。別の例を挙げるなら、労働者全体に占める非自発的パートタイマーの比率は拡

大しており、2006 年 4 月から 2008 年 11 月の間に 2.4 パーセント増加して 5.1 パーセン

トとなっている（BLS 2008）。  
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同様に重要なことは、「全国失業率が 9.5 パーセントに上昇し、四半世紀以上で最も高

いレベルである。それでもこの数字は、求職を諦めた者や、フルタイムで働きたいと考

えているパートタイマー（IVPT）を除外したものである。彼らを含めた場合、－労働省

が、雇用市場の最も広範な評価尺度を計算する際にそうするように－オレゴン州の失業

率は 23.5％に達し、ミシガン州とロードアイランド州では 21.5％、カリフォルニア州で

は 20.3％になった。テネシー州、ネバダ州およびその他複数の州では、今春（2009 年）

に 20％弱であったが、それ以降、20％を上回った可能性がある」。非自発的パートタイマ

ーは、全く失業しているともいえないが完全に雇用されているわけでもなく、こうした

人々の雇用の不安定さに関連して、その心理的影響が論じられるようになっている。「58

歳の Smith 氏は、依然としてフルタイム雇用を見つけられずにいるが、週に数日ゴルフ

店で働き、クラブを修理して時給 9.50 ドルを稼いでいる。『当然落ち込む』とスミス氏は

言った」（Leonhardt 2009）。  

ハーバード大学の経済学者 Lawrence Katz によれば（ワシントンポストの記事で引用さ

れていた）、「短時間労働者（潜在失業者または非自発的パートタイマー）は、非公式失

業率と公式失業率間の差である 6.9 パーセントのうち 5.6 パーセント分を占めており、ド

ロップアウトした者（職探しを諦めた労働者や、その他の職探しをしていない労働者）

の比率は 1.3 パーセントにとどまる（Ahrens 2009）。  

最後に、Shaefer（2010）は、米国の非典型労働者に関する主要データから、現在の経

済危機時の非正規雇用増加に関する予測を立てている。彼の分析では、非自発的パート

タイム労働力がかなり増加するものの、一時的であることを示唆しているほか、パート

タイマーとしての主な稼ぎ手が引き続き長期にわたって増加することを示唆している。

また、独立請負人の継続した長期的増加とは対照的に、人材派遣雇用の循環的衰退（不

況の結果）の可能性があると主張している。Shaefer は、既存の調査は、非典型労働スケ

ジュールの普及拡大を示唆していないと主張している。  

 

 

第８節 社会・政治問題としての非正規雇用 

 

非正規雇用に関連した社会・政治問題に関する文献のほとんどが、この問題に関連し

た法的論争および立法命令に集中している。例えば、パートタイマーとテンポラリー労

働者に対しては、連邦同一賃金法に基づき、同じ仕事を行っている男女は等しく賃金を

支払われなければならないという厳しい規則の対象とはならない。また、連邦育児介護

休業法（FMLA）に基づく福利厚生を労働者に提供したがらない多くの会社は、十分な人

数のテンポラリー労働者、契約労働者またはパートタイマー（法律上の定義は週当たり

労働時間が 25 時間以下）を雇用し、フルタイム従業員を 50 人未満に削減する場合、法
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律の適用除外となる。  

2008 年 12 月、Kennedy 上院議員（マサチューセッツ州・民主党）と Maloney 上院議員

（ニューヨーク州・民主党）は、「勤労世帯フレキシビリティ法」（Working Family Flexibility 

Act）を導入した。本法は、労働者に対し、労働時間の削減または代替的労働スケジュー

ルを請求する権利を付与するものである。この法案が可決すれば、州および連邦当局は、

賃金・労働時間領域での複数の労働・雇用法を明確にしなければならない。「勤労世帯フ

レキシビリティ法は、労働者の雇用条件に関して事業主に変更を請求することを認めて

いる。但し、この請求が（1）労働者が働かなければならない時間、（2）労働者が働かな

ければならない期間、（3）労働者が働かなければならない場所に関連している場合とす

る。また本法は、この請求に関連した事業主の特定義務を定めている。  

本法は、本法に基づき労働者に提供されるいかなる権利の事業主による妨害も不法で

あるとしている。本法は、労働者が、労働省労働基準局賃金労働時間部の監督官

（Administrator）に対してこの権利の侵害に対する苦情を申し立てることを認め、かつ、

連邦控訴裁判所における当該監督官命令の審査を含む、民事刑罰の調査と評価、または

申し立てられた侵害に対する救済裁定を規定している。また、労働大臣に対し、事業主、

労働組合および一般市民のための本法順守に係る調査、教育、技術支援プログラムを実

施する旨も定めている。最後に、本法では、本法要件を、米国会計検査院（GAO）およ

び米国議会図書館の職員を含む、特定のクラスの被用者に適用する。」  

Workplace Flexibility 2010 レポートの一部として、ジョージタウン・ロースクール都市

研究所が公表した「低賃金労働者およびフレキシブルな労働形態」では、低賃金労働者

と非典型労働者に係る雇用の柔軟性の複雑さについて述べている。多くの研究で、専門

職部門でのより効果的な FWA（フレキシブルな労働形態）の必要性について述べている

が、本研究では、労働者が一時解雇および労働時間の短縮から得るものおよび失うもの

が少なくない低賃金・低スキル部門において、FWA を確立・保護する政策の必要性を訴

えている。こうした労働者にとって、労働時間と労働スケジュールが予測不可能なこと

から金銭的な不安定さが生じ、これが住居の不安定さ、育児形態や子供の学校に関する

変更、労働者が支援を求める親族や友人に対する借金などを招きかねないことから、よ

り賃金の高い労働者とは対照的に、一時解雇と労働時間の短縮は歓迎されない。この場

合、低賃金労働者は「フレキシブルな労働時間」の必要性よりも予測可能なスケジュー

ル、事前のスケジュール通知、および/またはスケジュール選択などの労働形態から利益

を得るであろう。」（Richman et al. 2006）。  

事業主による悪用を助長する意図的な労働者の誤分類への取り組みを求める継続的論

議が存在する（Fisher et al. 2005）。これには、通常の従業員を人材派遣会社からの派遣社

員としておくといった誤分類が含まれる。「公共部門の事業主が、正規の常用労働者を「派

遣社員」として誤分類しないよう、ワシントン州は最近、非典型雇用に関する州法を明
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確にする法律を可決した。本法律は、公共部門の事業主が雇用に基づく福利厚生の提供

を回避するために労働者を誤分類すること、または労働者に対し雇用に基づく福利厚生

をあきらめるよう求める文言を労働契約に含めることを違法としている」。  
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第５章 諸外国における非典型雇用者の趨勢（補章） 

 

第１節 非典型雇用者の増大 

 

はじめに 

日本においては雇用の流動化が進んでいる。非正規雇用と呼ばれる雇用形態で働く人

の数が激増しているのである。労働力調査の詳細集計によると、2008 年では、非正規雇

用者は雇用者全体の 34.1％を占めている。非正規雇用者の占める比率は 1988 年には

18.3％だったが、1992 年のバブル経済の崩壊以降、20％を超えるようになり、1990 年代

後半、徐々に上昇し、2003 年には 30％を超えるまでになった。  

絶対数の増加ばかりでなく、非正規雇用の仕事についている人々の属性も変化しつつ

ある。かつての非正規雇用者の多くは、パートタイムの仕事で働く既婚女性であった。

労働力調査の詳細集計によると、1988 年の非正規雇用者 755 万人のうち、女性は 546 万

人（72.3％）であり、そのうちの４分の３が 35 歳以上の女性で占められていた。一方、

2008 年の非正規雇用者の数は 1760 万人だが、男性が 559 万人（31.8％）、女性が 1202 万

人（68.2％）となっており、まだ女性の方が多いが、以前と比べて男性の非正規雇用者が

増加している。また、非正規雇用者の年齢分布も変化しており、2008 年では非正規雇用

者全体の 32.0％が 35 歳未満のもので占められている。特に、男性の若年層で非正規雇用

者の比率が高く、男性の非正規雇用者のうち 35 歳未満の者が占める比率は 39.4％である

（女性は 28.5％）。 

非正規雇用者の増加は日本だけにみられる問題ではない。欧米をはじめ、多くの国々

で非正規雇用者の増加が観察されている。本論は、諸外国における非正規雇用者をめぐ

る現状と問題を紹介し、日本と比較しながら、改めて非正規雇用者の問題を検討し直す

ことを目的としている。  

 

１．非正規雇用の何が問題なのか 

非正規雇用者の数が増加しており、特に若年層における増加が顕著である。これは、

どのような帰結をもたらすのか。  

近年、日本における社会格差の拡大が議論されているが、収入の少ない人々の多くが

非正規雇用の仕事についている。平田（2008）は、2005 年に行われた社会階層と移動調

査のデータを分析し、非正規雇用者の年収が性別、学歴、年齢とは独立に正規雇用者と

比べて約 190 万円も低いことを明らかにした。また、非正規雇用者の雇用は不安定であ

り、初職で非正規雇用であるものが離職するハザード率は、正規雇用者の 1.5 倍であった。 

第２に、非正規雇用者は、従来、日本で一般的であった雇用形態にそぐわない。日本

的雇用慣行と呼ばれる制度は、学卒者を一括採用し、長期雇用を前提としたうえで、企
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業内で仕事をしながら訓練がなされるものであった。この雇用慣行は正規雇用者を対象

としており、非正規雇用者に対しては、正規雇用者に対するものと異なった周辺的な仕

事を与え、キャリアを形成する上で必要となる訓練が行われない。非正規雇用者の給与

は低く、福利厚生の上でも正規雇用者との間に格差がある。これらの結果、非正規雇用

者の多くは、「ワーキング・プア」と呼ばれる貧困層を形成する。したがって、非正規雇

用者の増大は日本社会における格差の拡大につながる。  

 

 

第２節 異なる非典型雇用の定義 

 

１．非典型雇用の定義 

これまで、非正規雇用、あるいは非典型雇用という言葉を定義しないまま使ってきた。

労働力調査の詳細集計では、パートタイム、アルバイト、契約社員・嘱託、派遣社員を

非正規雇用者としている。しかし、このような定義は日本独自のものであり、諸外国に

これをそのまま適用することができない。ここで、諸外国で非正規雇用がどのように定

義されているかをみることとしよう。  

まず、非正規雇用という言葉自体、使われることが少ない。アメリカでは、Contingent 

Work という言葉を使うことが多い。アメリカの労働力調査にあたる Current Population 

Survey では、数年毎に雇用形態に関する補足調査（supplement survey）を行っているが、

その調査のタイトルも”Contingent Work Supplement”となっている。Contingent Work に含

まれるものは、 Payroll 独立の請負業者（Independent contractor）、日雇い労働者（On-call 

worker）、派遣労働者（Temporary help agency workers）、業務請負労働者（Workers provided 

by contract firms）である。第５-１表は、2005 年に行われた雇用形態に関する補足調査の

結果だが、雇用形態とフルタイム・パートタイムの区別は、それぞれ独立に分類されて

いる。したがって、Contingent Worker と通常の雇用者の双方にフルタイムのものとパー

トタイムのものがいる。Contingent worker の定義には労働時間は含まれず、「長期雇用契

約を結んでいないものを Contingent Workers とよぶ（Polivka 1996）」のである。  

欧米においても日本と同様、典型的な雇用はフルタイムの長期雇用、あるいは雇用期

間に制限がないものであり、パートタイム等を含む場合は非典型雇用（ Atypical 

Employment; Nonstandard Employment ） と い う 言 葉 が 用 い ら れ る （ Kalleberg 2000; 

Femandez-Macias, et al. 2008; Mishel et al. 2009）。小倉（2002）は、欧米における非典型雇

用の概念を整理している。アメリカでは、前に挙げた Contingent Work 含まれる雇用形態

に加え、自営業者、正規のパートタイム労働者を含めて Non-standard work という言葉が

用いられているとしている。また、ヨーロッパでは Atypical Employment という言葉が用

いられることが多く、含まれる労働形態は、①パートタイム、②有期雇用、③中間的雇
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用（Interim employment）、④季節的雇用、⑤偶発的雇用（Casual employment）、⑥交代制、

深夜・休日労働、⑦呼び出し労働、⑧単独業主、⑨家族従業員、⑩在宅就労などが含ま

れる（小倉 2002）。ただし、偶発的雇用（Casual employment）という言葉は、オーストラ

リアやイギリスなどでは有期雇用または短期雇用の意味で用いられることが多いようだ。

特にオーストラリアで Casual employment という場合、雇用期間に定めがあることに加え、

有給休暇、疾病休暇をとることができない雇用者を意味する。このように、自営業や家

族従業員、変則的なシフトで働く者などに対しても「非典型雇用」という言葉が使われ

ることがあるが、本論では雇用者に対象を絞ることとする。  

 
第５-１表 2005 年アメリカにおける Contingent Worker と伝統的雇用者の数（千人） 

 
全雇用者数  独立の請負

業者  
日雇い労働

者  
派遣労働者 業務請負 

労働者  
伝統的な雇

用者  

  

(Independent 
contractors）

(On-call 
workers) 

(Temporary 
help agency 
workers) 

(Workers 
provided by 
contract 
firms) 

(Workers with 
traditional 
arrangements)

総数  138,952 10,342 2,454 1,217 813 123,843
16～19 歳  5,510 89 133 33 7 5,194
20～24 歳  13,114 356 355 202 87 12,055
25～34 歳  30,103 1,520 535 362 205 27,427
35～44 歳  34,481 2,754 571 253 196 30,646
45～54 歳  32,947 2,799 417 200 186 29,324
55～64 歳  17,980 1,943 267 135 114 15,496
65 歳以上  4,817 881 175 33 18 3,701

男性  73,946 6,696 1,241 574 561 64,673
16～19 歳  2,579 32 82 24 7 2,389
20～24 歳  6,928 194 200 107 61 8,331
25～34 歳  16,624 1,006 299 185 138 14,950
35～44 歳  18,523 1,624 252 120 140 16,130
45～54 歳  17,913 1,764 209 71 143 15,003
55～64 歳  9,485 1,287 108 52 70 7,954
65 歳以上  2,615 589 91 16 3 1,917

女性  65,006 3,647 1,212 643 252 58,170
16～19 歳  2,931 57 52 9 0 2,805
20～24 歳  6,186 162 155 95 27 5,724
25～34 歳  13,480 514 236 177 67 12,477
35～44 歳  15,958 930 319 133 57 12,477
45～54 歳  15,754 1,035 208 129 43 14,322
55～64 歳  8,495 656 158 83 44 7,542
65 歳以上  2,202 292 84 17 15 1,785

フルタイム  113,798 7,732 1,370 979 695 102,689
パートタイム  25,154 2,611 1,084 238 119 20,954
出典：Ditsler, and Fisher 2006 
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２．パートタイム 

日本では、パートタイム労働者と正規雇用者の間には大きな壁がある。欧米では、こ

のような区別はされておらず、正規雇用のパートタイム労働者が多くいる。しかし、パ

ートタイム労働は「非典型雇用」の代表である。そして、パートタイムの定義も様々で

ある。日本でも、「１日の所定労働時間が一般労働者より短い者あるいは１週の所定労働

日数が一般労働者より少ない者（厚生労働省）」であったり、「事業所においてパートと

呼ばれている労働者（就業構造基本調査、労働力調査など）」であったり、「１週間の就

業時間が 35 時間未満の者（労働力調査）」であったりして統一された定義はない。OECD

では通常の労働時間が週 30 時間未満の労働者をパートタイム労働者としている。EU で

も同じ定義を用いることが多い。ただし、ユーロスタット等の統計では、各国からの報

告で、パートタイム労働者とされているものを労働時間について考慮せずにパートタイ

ムとしている場合もある。また、フランスでは、2000 年にフルタイム労働者の所定労働

時間が１週 35 時間とされたことに伴い、労働時間による法的な指標はなくなり、法定労

働時間あるいは事業所の定められているものよりも労働時間が短い者がパートタイム労

働者とされるようになった。  

定義が異なることに加えて、パートタイム労働者が置かれている立場も日本と欧米で

は異なっている。基本的に、日本のような正社員という概念は欧米にはないと考えてよ

い。日本では正社員（正規雇用者）はフルタイムで働くということが当たり前になって

いるが、前出のアメリカにおける表にあるように、通常の雇用者を含めた様々な雇用形

態にまたがって、フルタイム労働者とパートタイム労働者がいる。  

EU 加盟国では、出産休暇に関する法令が決められており、その中では、雇用者は出産

休暇から復職後、フルタイムからパートタイムに移行したいという希望を雇用主に申し

出る権利があることが明記されている。その際、年金や福利厚生などのフリンジ・ベネ

フィットについてはフルタイムとパートタイムの間で差別があってならないことも明記

されている。  

 

３．雇用期間に定めのある労働者 

パートタイムと並んで、非典型雇用の代表的なものに雇用期間に定めのある雇用契約

（Fixed-term contracted employment）のもとで働く労働者がいる。雇用期間に定めのある

労働者とは、何らかの条件で雇用期間が定められている労働者を意味する。先に示した

ように（第５-１表）、アメリカでは Contingent worker という言葉が用いられるが、その

中には、独立の請負業者、日雇い労働者、業務請負労働者など様々なものが含まれる。  

雇用期間に定めのある労働者の定義に労働時間は含まれず、パートタイムで働く者、

フルタイムで働く者の双方が含まれる。しかし、欧州生活労働条件改善財団（European 

Foundation for the Improvement of Living and Working Conditions）が 2005 年に行った第４
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回欧州の労働条件調査（European Survey on Working Conditions）によると、週労働時間が

10～30 時間の短時間労働者と、45 時間以上の長時間労働者の双方で、雇用期間に定めの

ある労働の比率が高くなっている（Parent-Thirion et al. 2006）。また、雇用期間に定めの

ある労働者の多くは、業務に変動のあるサービス業で働いている。近年、日本で問題に

なっているのは製造業で働く派遣労働者であり、この点も事情が異なっている。  

後に示すように、雇用期間に定めのある労働者の数は特に、ヨーロッパ諸国で増加し

ている。アメリカでは、特に増加傾向はみられない。オーストラリアでは Casual worker

と呼ばれる、有給休暇や病気休暇をとることができない労働契約で働く者が増えており、

これが雇用期間に定めのある労働者を増加させている。  

 

 

第３節 非典型雇用の現状と趨勢 

 

１．パートタイム 

日本だけではなく、欧米の多くの国々においても非典型雇用者の数は増加している。

前述のように、日本と同じく非正規雇用者を括ることができないので、パートタイム労

働者と雇用期間の定めがある雇用者（Fixed term contracted worker）に対象を限定して、

諸外国の動向をみることとする。次の第５-１図は、パートタイム労働者が雇用者に占め

る比率の趨勢を示している1。 

全体として、パートタイム労働者の比率が年々上昇していることがうかがえる。

Employment in Europe 2009（European Commission 2009）によると、1998 年から 2008 年

の 10 年間で、パートタイム労働者の比率は EU 加盟 27 カ国全体で、15.9％から 18.2％に

上昇している。EU 加盟国の中で、古くから EU に加盟している国々ではパートタイム労

働者の比率が特に高く、EU 主要 15 カ国におけるパートタイム労働者比率は、同じ時期

に、17.3％から 21.0％まで上昇した2。  

2008 年現在、EU 加盟国の中でパートタイム労働者の比率が最も高いのはオランダで

ある。オランダは、OECD 加盟国の中で最もパートタイム労働者の比率が高い。周知の

とおり、オランダではワークシェアリングの政策がとられており、パートタイム労働を

選択するものが多く、全雇用者の 35.2％がパートタイム労働者である。  

OECD 加盟国の中で、オランダに次いでパートタイム労働者の比率が高い国はオース

トラリアである。オーストラリアでは Casual Worker と呼ばれる雇用制度が普及しており、
                                                        
1 データは SourceOECD（http://titania.sourceoecd.org）と Eurostat に拠る。OECD は、週当たりの労働時間

が 35 時間未満のものをパートタイム労働者としているが、ここに示されているのは各国の基準によるも

の。  
2 1993 年の時点での EU 加盟国は、ベルギー、デンマーク、ドイツ、ギリシャ、スペイン、フランス、ア

イルランド、イタリア、ルクセンブルク、オランダ、ポルトガル、イギリスの 12 カ国。1995 年にオース

トリア、フィンランド、スウェーデンが参加し、加盟国は 15 カ国となる。さらに、2004 年にチェコ、エ

ストニア等、10 カ国が、2007 年にブルガリアとルーマニアが参加し、現在の加盟国は 27 カ国である。  
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特に若年層が学校を卒業して労働市場に移行する時、ほとんどの者が Casual Worker また

はパートタイム労働者として働く。こうすることによって、雇用主側は若年雇用者の職

業能力を査定することができる。また、雇用者側では職業生活に徐々に適応したり、働

きながら、職業教育機関に通い職業資格を取得したりすることができるという利点があ

る。日本では、非正規雇用者が正規雇用者に移行できないことが問題となっているが、

オーストラリアでは、Casual Worker からフルタイムの通常の雇用者に移行することは比

較的容易で、Casual Worker もパートタイム労働も、より安定した仕事に就くための通過

点（Stepping Stone）として機能しているとされる（OECD 2009）。  

 

第５-１図 諸外国のパートタイム労働者比率の推移（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：EuroStat、OECD.stat 

 

ヨーロッパ諸国の中では、イギリスとドイツにおけるパート労働者比率が上昇してい

る。2008 年時点で、ドイツは EU 加盟国の中でオランダに次いでパート労働者比率が高

く（26.2％）、イギリスは３番目に高い（25.6％）。  

ドイツは伝統的に、労働時間が長い国であったが、1990 年の東西ドイツ統合以来、パ

ートタイム労働者が増加し続けている。ドイツのパートタイム労働は特定の労働時間で

はなく、フルタイム労働者の通常の週労働時間よりも労働時間が少ないものと定義され

ており、休暇、福利厚生、ボーナスなどはフルタイム労働者と同様に扱われなければな
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らないと法律で定められている。  

一方、高い失業率が長期にわたり続いたことから、2003 年に規制緩和を行い、週労働

時間が 20 時間未満のパートタイム雇用（Mini Job と呼ばれる）を認め、雇用の数を増や

す政策をとった。以降、パートタイム雇用者が増加し続け、今日に至るが、後述のとお

り、この規制緩和は格差の拡大という社会問題を引き起こすことになる。  

ドイツでも、女性の方がパートタイムの仕事に就く人が多く、女性雇用者の半数近く

（45％）がパートタイムの仕事についている（第５-２図参照）。  

 

第５-２図 2008 年の男女別諸外国のパートタイム労働者の比率（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：EuroStat、OECD.stat 

 

北米大陸にあるカナダとアメリカにおけるパート労働者比率は、17～18％前後を保っ

たまま、大きな変化を見せていない。アメリカで定期的におこなわれている Contingent 

Work 補足調査によると、2005 年現在で通常のパートタイム労働者（Regular part-time：

雇用期間に定めのある Contingent Worker を含まない）は、雇用者全体の 13.2％を占める。

特に女性の間でパートタイムが多く、女性雇用者の 19.0％が通常のパートタイム労働者

である。男性のパートタイム労働者の比率は 7.9％であった（Disler and Fisher 2006）。  

パートタイムで働いている者の比率を男女別に第５-２図でみると、どの国も女性がパ

ートタイムで働いている比率が高い。ワークシェアリングが普及しているとされるオラ

ンダにおいても、男性のパートタイム労働者は男性雇用者全体の４分の１未満だが、女
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性は４分の３を超えるものがパートタイム労働者として働いている。パートタイムで働

いている女性の比率が高い国はドイツ、オーストラリアであり、逆に低い国は、カナダ、

イタリア、フランス、アメリカである。  

第５-３図には、年齢階層別のパートタイム比率が示されている。全体的に 15～24 歳

の若年層と、65 歳以上の高齢者層でパートタイム比率が高くなっており、パートタイム

の仕事が学校から労働市場へ移行する際の仕事として、高齢者の勤務形態として機能し

ていることをうかがわせる。オーストラリア、カナダ、オランダ、イギリス、アメリカ

では若年層でのパートタイム比率が高い。一方、フランス、ドイツ、イタリアでは若年

層におけるパートタイム比率は必ずしも高くない。  

 

第５-３図 2008 年の年齢別各国のパートタイム比率 
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出典：EuroStat、OECD.stat 

 

２．雇用期間に定めのある労働者 

雇用期間に定めのある労働者の数も、パートタイム労働者ほどではないが増加傾向に

ある。第５-４図は、諸外国（日本を含む）の雇用期間に定めのある労働者が雇用者全体

に占める比率の趨勢を示している。  

2008 年時点で雇用期間に定めのある労働者の比率が最も高い国は、パートタイムの場

合と同様、オランダの 18.2%であり、ドイツ（14.5%）、フランス（14.2%）がこれに続い
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ている。雇用期間に定めのある労働者の比率の推移をみると、オランダではほとんど一

貫して上昇傾向にある。1990 年のオランダにおける雇用期間に定めのある労働者の比率

は 7.6%で、フランス（10.5%）、ドイツ（10.5%）、日本（10.8%）より低かったが、その

後上昇を続け、現在に至っている。その他に有期雇用者の比率が上昇している国は、ド

イツ、イタリア、日本である。特に、イタリアにおける増加が目覚ましい。Picchio（2008）

は、近年、イタリアで新しく雇用されるものを有期雇用者として雇う試用期間を設ける

場合が増えていることを指摘している。フランスでは、2000 年ごろまで上昇が続いてい

るが、その後、比率が低下し、近年再び上昇傾向にあるようだ。このように、EU 加盟国

の多くで雇用期間に定めのある労働者の比率が増加している一方、イギリスでは、1997

年以降、減少傾向がみられる。  

 

第５-４図 各国の有期雇用者の推移（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：EuroStat、OECD.stat 
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第５-５図 2008 年の男女別各国の有期雇用者の比率（％） 
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第５-６図 2008 年の年齢別各国の有期雇用者の比率（％） 
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第４節 非典型雇用をめぐる問題 

 

１．日本における議論 

これまで述べたように、多くの国々で、パートタイム雇用者や有期雇用者を含む非典

型雇用者が増加している。日本で非正規雇用者が増加した原因として、1990 年代以降の

不況に伴い、多くの企業が人件費の削減に努め、正社員を減らし非正規雇用者を多く雇

うようになったためだという議論が多い（例えば小杉、2003）。太郎丸（2009）は、非正

規雇用者が増加した原因として、「規制緩和仮説」、「景気循環仮説」、「若者堕落仮説」、「構

造変動仮説」の４つの仮説を上げている。  

「規制緩和仮説」は、2004 年に製造業を含むすべての産業で派遣労働者を使用するこ

とを許可されたことによって非正規雇用者が増加したとするものだが、太郎丸は非正規

雇用者の大部分は、パート・アルバイトであるとして、これを否定している。「景気循環

仮説」は、景気の循環とともに非正規雇用者の数が増減すると考える。日本では、バブ

ル経済が崩壊して以降の非正規雇用者の増加は、2002 年から 2007 年ごろまで、景気は拡

大傾向にあり、失業率も下がっていた時期においても、非正規雇用者は増加し続けてお

り、単純に景気の循環によって非正規雇用者の増減を説明できないとしている。「若者堕

落仮説」は、雇用主側ではなく、雇用される側の、特に若年層の意識の変化が非正規雇

用者の増加を招いたとするものだが、これも幾つかのデータを用いて疑問符をつけてい

る。  

最後の構造変動仮説には、さらにサービス産業化仮説とグローバル化仮説がある。サ

ービス産業化仮説は、産業構造が変化し、第三次産業が成長すると、第三次産業では、

第二次産業よりも業務量の変動が激しいので、非正規雇用者が増加すると考える。これ

は、ある程度妥当性があると考えられる。後でみるように、産業化が進行し、第三次産

業が成長した国々の方が非正規雇用者が多い。しかし、日本において第三次産業化は、

かなり前から進行していたのであり、1990 年代以降の非正規雇用者の増加を第三次産業

化仮説は十分に説明できない。グローバル化仮説は、経済のグローバル化が進むにつれ

て非正規雇用化が進むとする仮説である（Blossfeld et al. 2005; Frissen 1997 など）。太郎

丸（2009）は、間接的な証拠であるが、グローバル化の進行と非正規雇用者の増加には

関連があると考えている。  

日本における非正規雇用者の増加については、否定的な効果を懸念する議論が多い。

既婚女性に多くみられるパートタイム就業について永瀬（1997）は、パートタイム就業

は、家事との両立のために選択された就業とは必ずしも言えず、フルタイムとパートタ

イムの間の賃金差は補償賃金差モデルでは説明できない、すなわち、仕事と両立する家

庭内活動水準の低さの代償よりもフルタイムとパートタイムの間の賃金差の方が大きい

ことを示している。  
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若年層で顕著にみられる非正規雇用者、いわゆるフリーターの増加について、小杉

（2001）は、日本の非正規雇用者は低賃金、低技能労働に集中しているため、能力開発

やキャリア探索への道が閉ざされており、非正規雇用者が増加する背景には社会的な不

公平があるとしている。酒井と樋口（2005）は、パネル調査のデータを使って、非正規

雇用者として働く女性は、非正規雇用に留まり続け、結婚や出産が先送りになる傾向を

示している。平田（2008）も、非正規雇用者の収入は低く、雇用が不安定、非正規雇用

者の方が正規雇用者よりも初職の勤め先を早く退職する傾向があるとしている。  

 

２．海外における議論 

海外でも非典型雇用者は増加している傾向にあることは前に述べたが、その評価につ

いては、二分されている。  

非正規雇用者が増加する原因については、大きく２つの原因が挙げられている。最初

のものは進行する経済のグローバル化である。ここで、グローバル化とは市場が国際化

することを意味するが、その結果として内外の企業間の競争が激化し、企業の活動や人

材も国際化し、企業は雇用者よりも市場や（内外の）株主の利益を重視するようになる。

また、業務量の変動も激しくなる。こうした変化は、コストを減らす、あるいは不規則

な業務量の変動に対応するために、非正規雇用者への需要を増加させる。特に若年者の

雇用の不確実性を増加させる（Mills and Blossfeld 2005）。 

もう１つ、非典型雇用者の増加の原因とされているものは、女性の就業率の上昇であ

る。この議論は特にヨーロッパで行われている。EU では 1996 年以来、欧州雇用戦略

（European Employment Strategy）のもとに、雇用に関する様々な政策課題を実行してき

た。欧州雇用戦略の重要な課題の一つに女性の就業率の上昇がある。1996 年の EU 主要

15 カ国における女性の就業率は 50.2％であったが、10 年後の 2006 年には 58.4％にまで

上昇し、2008 年には 60％を超えた。EU 加盟国の中で、2008 年現在で最も女性の就業率

が高い国はデンマークの 74.3％、さらにスウェーデン（71.8％）、オランダ（71.1％）、フ

ィンランド（69.8％）、オーストリアとイギリス（65.8％）が続く。女性の就業率とパー

トタイム比率を比較してみると、強い相関をみることができる（第５-７図参照）。  

パートタイム比率が増えたことによって女性の就業率が上昇したのか、女性の就業率

が増えたためにパートタイム比率が上昇したのか、因果関係ははっきりしない。しかし、

ヨーロッパにおいても家事労働、育児等は女性が担っており、多くの場合、女性はパー

トタイム就業を選ぶ場合が多いので、このような結果となる。イギリスでは近年、女性

の就業率が急増しているが、この増加の多くはパートタイム就業の増加によるものであ

る。  

パートタイム就業者の増加は、女性の就業率の増加と強く関連しており、この点では

評価されている。一方、パートタイム就業者や有期雇用者の賃金の低さ、不安定な雇用
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を危惧する議論もある。  

ドイツでは、2001 年、フルタイムとパートタイム労働者は同等の権利を持つと定めら

れ、以降、パートタイム労働者は増加しているが、週 15 時間未満しか働いていない周辺

的パートタイム労働者が増加しており、その多くは低賃金であることが指摘されている。

前述の通り、ドイツでは雇用の数を増やすため、周辺的パートタイム労働者の雇用を認

める法律を 2003 年に制定した。ドイツの雇用者のうち、21.6%が（通常の）パートタイ

ム労働者であり、6.3%が周辺的パートタイム労働者である（2004 年現在）。また、平均

時給額の中間値の３分の２未満を低賃金とすると、低賃金労働者の 48.5%がパートタイ

ム労働者であり、周辺的パートタイム労働者の85.8%が低賃金である（Kalina and Weinkopf, 

2006）。  

 

第５-７図 EU 主要 15 カ国における女性のパートタイム比率と就業率の相関  
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をまとめている（Femandez-Macias and Hurley 2008）3。EU 主要 15 カ国の就業率は、1995

年から 2006 年の間に 60％から 66％に上昇し、2,200 万もの雇用が創出された。同じ時期
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EU 主要 15 カ国では 1995 年から 2006 年の間に、フルタイム雇用者の数に匹敵するパー

                                                        
3 以下の EU 加盟国における、非典型雇用者の増加と賃金階層の関係についての分析は、Femandez-Macias 
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トタイム雇用が創出されている。しかし、時給を５段階に分けた賃金階層を用いて増加

したパートタイム雇用をみると、明らかに時給が低い階層でパートタイム雇用が増加し

ている。最も賃金が低い階層では、フルタイムの雇用は、逆に約 100 万の雇用が失われ、

300 万のパートタイム雇用が創出された。より時給の高い階層においてもパートタイム雇

用は創出されているが、いずれも最も低い賃金階層における創出数に及ばない。  

国別にパートタイム雇用の増加と賃金階層の関係を比較すると、加盟国ごとに異なっ

たパターンが示される。オランダでは、1995 年から 2006 年にかけてのパートタイム雇用

の増加は、フルタイム雇用の増加の 10 倍にあたり、同時期に増加した雇用の大部分はパ

ートタイム雇用の増加によっている。賃金階層別にみると、最も低い層で 35 万を超える

パートタイム雇用が創出された。しかし、他の４つの賃金階層においても、合わせて 70

万近いパートタイム雇用が創出されている。一方、オーストリア、ベルギー、ドイツで

は、オランダと同様にパートタイム雇用が増加しているが、賃金の低い３つの階層に集

中している。これらの国々では、最も賃金の低い階層でのフルタイムの雇用はむしろ減

少している。  

有期雇用についてみると、EU 主要 15 カ国では、1995 年から 2006 年の間にパートタ

イム雇用は約 900 万増加したのに対して、有期雇用は約 600 万増加している。賃金階層

との関係をみると、賃金の低い階層では、有期雇用が常用雇用をやや上回って増加して

いるのに対し、賃金の高い上位 2 階層では、常用雇用の増加が有期雇用のそれを大きく

上回っている。  

オランダでは、1995 年から 2006 年の間に有期雇用の数が EU 加盟国の中で最も増加し

ているが、パートタイム雇用の増加と異なり、有期雇用の増加は賃金の低い階層で顕著

となっている。最も賃金の低い階層では有期雇用の増加は常用雇用の増加とほぼ同じで

ある。また、２番目に賃金の低い階層では有期雇用の増加は常用雇用の増加を上回り、

真ん中の階層では、有期雇用は増加しているが常用雇用はむしろ減少している。それに

対して、賃金の高い２つの階層では常用雇用の増加が有期雇用のそれを大きく上回って

いる。全体では、有期雇用の増加数は約 500 万、常用雇用の増加は約 600 万となってい

る。そして、有期雇用者の多くは賃金の低い階層に集中している。  

ドイツでは、オランダ以上に有期雇用者は賃金の低い階層に集中している。賃金の低

い下位３階層では、有期雇用者の数は増加しているが、常用雇用者はむしろ減少してい

る。一方、賃金の高い２つの階層では常用雇用の増加が有期雇用のそれを上回っている。  

フランスでは、常用雇用の増加が有期雇用のそれを大きく上回っており、もっとも賃

金の低い階層でも同様の傾向がみられる。パートタイム雇用についても、フランスでは、

フルタイム雇用の増加がパートタイム雇用の増加を上回っている。ただし、もっとも賃

金の低い階層ではパートタイム雇用の増加の方がフルタイム雇用よりも大きい。  

もともと、労働市場の流動性が高く、雇用者の企業間移動が多いデンマークやアイル
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ランドなどでは、有期雇用者の数は増加しておらず、むしろ減少している。  

アメリカでは、パートタイム雇用も有期雇用も水準が低く、急速な増加は見られない。

2008 年現在でパートタイム雇用者が占める比率は 16.5％、有期雇用者が占める比率は

1.7％である。ただし、どちらの場合も、収入が低く、雇用条件が悪い仕事に集中してい

る。Distler and Fisher（2006）は、パートタイム雇用者と有期雇用者（Contingent Worker）

の多くが社会保険に未加入であり収入が低い層に集中していると報告している。  

 

３．非典型雇用者の移動 

前にみたように、日本で非正規雇用者の増加が深刻な社会問題となっている理由は、

横断的にみて賃金、収入が少なく、労働条件が悪いことにある。さらに、長期的にみて、

非正規雇用者が、（より条件のいい）正規雇用者に移動するには大きな障壁があり、非正

規雇用者の仕事も周辺的で技能の低いものに集中しているので、転職や昇進に必要な職

業能力の形成が難しいことにある（酒井・樋口 2005；平田 2008；勇上 2009 など）。  

これまで述べてきたように、欧米でも非典型雇用者が増加することによって、経済的

な格差が拡大しているという議論がある（Femandez-Macias and Hurley 2008 など）。一方

で、欧米における非典型雇用者の労働市場における位置が日本と大きく異なっているこ

とにも注意が必要である。  

EU では、出産休暇や育児休暇を拡張する政策をとっており、出産休暇や育児休暇から

復職した際、あるいは小さな子供がいる場合、従業員はフルタイムの仕事からパートタ

イムへの仕事への移動を申し出ることができる。日本では、パートタイム労働者は正社

員ではなく、その間には様々な障壁がある。しかし、欧米でパートタイムという場合、

単に労働時間が短いだけで、他の条件はフルタイムのものと変わらない。事実、多くの

国々で、パートタイム労働者はフルタイム労働者と休暇、社会保険、ボーナス等の福利、

待遇面で同等に取り扱われねばならないと法律で定められている。  

ヨーロッパ連合では、加盟国の女性や高齢者の就業率を高めるために、ワークライフ

バランスの改善を進める政策をとっている（労働政策研究･研修機構 2008）。これに応じ

て、パートタイム雇用に対しても議論がなされ、国毎に様々な政策がたてられている。

パートタイム雇用者の比率が非常に高いオランダでは、1996 年にすでに、パートタイム

労働者はフルタイム労働者と同等の権利を持つとする法律が導入されている（正木・前

田 2003）。2000 年には、「労働時間の調整に関する法律（The Act on Adjustment of Working 

Time）」が制定され、雇用者が希望すれば、フルタイムからパートタイムへ移行、あるい

はパートタイムからフルタイムへの移行が可能となった。  

イギリスでは、2000 年に「パートタイム労働者の不利益取り扱いの防止に関する規則」

が成立し、パートタイム労働者がフルタイム労働者と同等の権利を持つことが保障され、

以降、パートタイム雇用者が増加した。さらに 2006 年に成立した「仕事と家族に関する
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法律（Work and Families Act）」により、フルタイムとパートタイムの間の移動を雇用者

が要求できるようになった。イギリスのビジネス・企業・規制改革省（Department for 

Business Enterprise and Regulatory Reform）が行った第３回ワークライフバランス調査

（The Third Work-Life Balance Survey）によると、イギリスの企業のおよそ半数が、フル

タイムとパートタイムの間の移動が可能だと回答している（第５-８図参照）。  

 
第５-８図 イギリス企業におけるパートタイムとフルタイムの移動の可能性 
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   出典：Hayward et.al. 2007 

 

有期雇用については、パートタイム雇用と同等に扱うことはできないが、欧米では有

期雇用から常用雇用への移動も観察されている。研究者の間では、移動の観察にとどま

らず、パートタイム労働者を含めた非典型雇用と典型雇用の間の移動可能性重要なテー

マとなっている（Farber 1999）。  

ここで、非典型雇用と典型雇用の間の移動可能性に関する議論を幾つかレヴューした

い。Booth 等（2002）は、イギリスのパネル調査データを分析し、非正規雇用者の多くは

低賃金で、行き止まりの仕事を担わされているとしているが、同時に、イギリスの企業

では臨時・有期雇用から常用雇用への移行の 70％が同一企業内で生じている事実を示し

ている。先に、オーストラリアでは Casual Worker と呼ばれる臨時雇用者が、特に若年層

に多く存在し、学校から労働市場への移行の媒介となっていることを示したが（OECD 

2009）、Gaston と Timcke（1999）はオーストラリアで行われているパネル調査のデータ

を分析し、この事実を確認している。  

このような有期雇用・臨時雇用、あるいはパートタイム雇用が常用雇用の足掛かりと
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なることを「踏み石効果（Stepping Stone Effect）」と呼ぼう。イギリスやオーストラリア

のほかに、ドイツ、オランダ、イタリアなどでも「踏み石効果」が確認されている（ド

イツは Hagen 2003; オランダは Zijl et al. 2010, イタリアは Picchio 2008）。アメリカでも、

工場閉鎖等による失職者をみると、離職直後は非正規雇用者が多いが、時間の経過とと

もに、常用雇用が増え、非自発的パートや有期雇用は常用雇用への移行過程であるとす

る報告がある。（Farber 1999）。  

それでは、「踏み石効果」とはどのような意味を持っているのか。この点について， ２

つの異なる仮説がある。１つは，労働者の、特に若年労働者の能力に関する情報の非対

称性の存在により，企業は労働者の能力をモニターするための「試用期間」を必要とす

るというものである（Loh 1994; Wang and Weiss 1998）。非正規雇用が正規雇用への試用

期間として用いられる場合，正規雇用への移行は，非正規労働者の明示化された能力水

準と，それが判明するまでの期間に依存すると考えられる（Booth et al. 2002; Guell and 

Petrongolo 2007; Amilion and Wallette 2009）。また、若年労働者でなくとも、失業プールに

（失業者）いるよりは、非正規雇用者として働いている方が、人的資本の劣化が抑制さ

れ、同時に潜在的な雇い主に対して就業能力に関するシグナルを発することができ、失

業者に比べて正規雇用への移行確率が高いことも予想される。  

一方、単に低賃金で解雇費用の低い柔軟な労働力として非正規労働を需要する場合に

は、企業は非正規労働者を契約期間満了まで雇用した後に新たな非正規雇用者を採用す

るため、非正規から正規への移行は観察されず、むしろ相対的に失業状態への移行確率

が高まる可能性がある（Leschke 2009）。例えば、もともと、ヨーロッパで最も有期契約

労働のシェアが高いスペインでは、男性や高学歴層の一部において常用雇用への登用効

果が示されているものの全体的な常用雇用への移行率は 10％以下と低く（Guell and 

Petrongolo 2007）、また失業のリスクが高いことが明らかにされている（Golsh 2004; Leshke 

2009）。  

パートタイム労働者については、有期雇用から常用雇用への移行とは異なる結果を示

す研究がある。臨時的雇用や有期契約労働では仕事満足度が低く、転職意欲、あるいは

常用雇用への移動選好意識が高い点が、既婚女性を中心としたパートタイム労働者は，

配偶者の所得や税制，家事・育児といった家計内生産を所与とした労働供給を行ってお

り，フルタイム労働の選好が低いことが明らかにされている（O’Reilly and Bothfeld 2002; 

Buddelmeyer et al. 2005）。その結果，パートタイムからフルタイムや常用雇用への移行は

主流ではないとする研究が多くある（Blank 1998; O’Reilly and Bothfeld 2002; Buddelmeyer 

et al. 2005; Leschke 2009）。  
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第５節 暫定的な結論と今後の課題 

 

本論では、諸外国における非典型雇用者、特にパートタイム労働者と有期雇用者の動

向、および非典型雇用者に関する議論を紹介してきた。  

日本に限らず、多くの国で非典型雇用者は増加している。特に、パートタイム労働者

が増加しており、これは、女性の就業率の上昇と相関している。欧米諸国においても、

家事や育児を主に女性が担うという性別役割分業は根強く残っており、パートタイムと

いう勤務形態は、家事と仕事を両立させるという意味で女性の就業に適したものだと考

えられる。しかし、欧米におけるパートタイム労働者は、多くの場合、フルタイムの労

働者と給与、休日、福利厚生などの面で同等の権利を持っている。また、フルタイムと

パートタイムの間で、両方向の移動が存在する。この点も日本の現状とは大きく異なっ

ている。パートタイムの増加は、女性の就業率の増加と結びついている点で評価されて

いる一方、ドイツのように、フルタイム労働者との格差について危惧されている場合も

ある。  

非典型雇用者のもう一つの代表である有期雇用者の数も増加傾向にある。特に、Casual 

Work という雇用形態が一般的なオーストラリアや、近年のイタリアで増加している。こ

れらの国では、若年層が労働市場に入る際、はじめに有期雇用者として働き、試用期間

を経験するというプロセスが普及しつつある。一方、欧米諸国でも、有期雇用者と常用

雇用者の間には、賃金、職務などの点で格差が認められており、議論が盛んにおこなわ

れるようになっている。  

日本の非正規雇用者と欧米の非典型雇用者の間の大きな違いは、非典型雇用者から常

用のフルタイム雇用者へ移行するという事実が、多くの国で観察されていることにある。

多くの場合、これは「踏み石効果」と呼ばれている。オーストラリアや近年のイタリア

のように、特に若年層で踏み石効果が普及しているが、アメリカの研究でみられたよう

に、失業者が有期雇用を経て、常用雇用に移動する例もある。  

日本では、非正規雇用から正規雇用への移動は、例外を除いて、ほとんど報告されて

いない。このような移動は、学卒者を正規社員として一括採用し、企業内で OJT によっ

て教育、訓練を施すという日本的雇用慣行にそぐわないためであろう。しかし、日本的

雇用慣行は、非正規雇用者ばかりでなく、女性に対しても適用されてこなかった。その

結果、女性の M 字型就業率カーブの残存や、他の先進国と比べ女性の就業率が低いとい

った現実がある（例えば、武石 2009 等を参照）。もし、欧米でみられるようなパートタ

イムとフルタイムの間の移動、有期雇用から常用雇用への移動が可能となれば、非正規

雇用者の問題ばかりでなく、女性の就業をめぐる問題も変化するのではないか。  

本論では、欧米のマクロのデータを参照して議論してきた。非典型雇用者の移動につ

いても、国別に差があり、各国内でも様々な相違があろう。今後の課題は、欧米で実際
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に行われている経時的な調査データを実際に分析し、日本のデータと比較しながら、よ

り詳細に比較分析を行うことである。その上で、日本における非正規雇用者の移動可能

性を見出すことである。  
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